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平成27年３月４日（水曜日）

午前10時０分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 平成27年度宮崎県一般会計予算

○議案第４号 平成27年度宮崎県母子父子寡婦

福祉資金特別会計予算

○議案第20号 平成27年度宮崎県立病院事業会

計予算

○議案第24号 使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例

○議案第27号 宮崎県立病院事業の設置等に関

する条例の一部を改正する条例

○議案第36号 公の施設に関する条例の一部を

改正する条例

○議案第39号 食品衛生法施行条例の一部を改

正する条例

○議案第40号 感染症の診査に関する協議会条

例の一部を改正する条例

○議案第50号 宮崎県高齢者保健福祉計画の変

更について

○議案第51号 みやざき子ども・子育て応援プ

ランの策定について

○議案第54号 平成26年度宮崎県一般会計補正

予算（第６号）

○議案第66号 平成26年度宮崎県立病院事業会

計補正予算（第２号）

○議案第71号 宮崎県における事務処理の特例

に関する条例の一部を改正する

条例

○議案第72号 宮崎県民生委員の定数を定める

条例

○議案第78号 平成26年度宮崎県一般会計補正

予算（第７号）

○請願第56号 子どもの医療費無料化を小学校

卒業まで引き上げることを求め

る請願

○請願第69号 国の難病政策に関する請願

○福祉保健行政の推進及び県立病院事業に関す

る調査

○その他報告事項

・第４期宮崎県障害福祉計画の策定について

・県立宮崎病院再整備基本構想（案）について

・宮崎県病院事業経営計画2015（案）について

出席委員（７人）

委 員 長 鳥 飼 謙 二

副 委 員 長 二 見 康 之

委 員 星 原 透

委 員 中 野 一 則

委 員 横 田 照 夫

委 員 黒 木 正 一

委 員 図 師 博 規

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

病院局

病 院 局 長 渡 邊 亮 一

県立宮崎病院長兼
豊 田 清 一

病 院 局 医 監

病 院 局 次 長 兼
緒 方 俊

経 営 管 理 課 長

県立宮崎病院事務局長 山之内 稔

県立日南病院長 鬼 塚 敏 男

県立日南病院事務局長 稲 吉 孝 和

県立延岡病院長 栁 邊 安 秀

県立延岡病院事務局長 古 川 壽 彦

病院局県立病院
松 元 義 春

整 備 対 策 監

平成27年３月４日(水)
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福祉保健部

福 祉 保 健 部 長 佐 藤 健 司

福祉保健部次長
髙 原 みゆき

（ 福 祉 担 当 ）

福祉保健部次長
日 高 良 雄

（保健･医療担当）

こども政策局長 橋 本 江里子

部参事兼福祉保健課長 長 友 重 俊

医 療 薬 務 課 長 長 倉 芳 照

薬 務 対 策 室 長 肥田木 省 三

国保・援護課長 日 髙 裕 次

長 寿 介 護 課 長 松 田 広 一

障 害 福 祉 課 長 川 原 光 男

衛 生 管 理 課 長 竹 内 彦 俊

健 康 増 進 課 長 瀧 口 俊 一

感染症対策室長 片 平 久 美

こども政策課長 渡 邊 浩 司

こども家庭課長 徳 永 雅 彦

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 鬼 川 真 治

総務課主任主事 橋 本 季士郎

○鳥飼委員長 ただいまから厚生常任委員会を

開会いたします。

まず、委員会日程及び審査方法についてであ

ります。お手元に委員会日程案及び委員会審査

の進め方案を配付しておりますが、日程は、本

日、補正予算関係議案について審査を行い、あ

す以降、当初予算関係議案、請願等について行

うこととしております。

なお、当初予算についての福祉保健部の審査

は、数が多いですから、委員会審査進め方案の

とおり、各課をグループ分けして説明及び質疑

を行った後に総括質疑を行いたいと考えており

ます。

また、採決については、全ての審査が終了し

た後に行うこととしております。

今回の委員会日程及び審査方法については以

上でありますが、御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時１分休憩

午前10時３分再開

○鳥飼委員長 委員会を再開いたします。

まず、本委員会に付託されました補正予算関

連議案について、概要説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○渡邊病院局長 おはようございます。病院局

でございます。よろしくお願いします。

それでは、当委員会に審議をお願いしており

ます議案につきまして、その概要を御説明申し

上げます。

お手元の平成27年２月定例県議会提出議案（平

成26年度補正分）の目次をごらんいただきたい

と思います。中ほどに、議案第66号「平成26年

度宮崎県立病院事業会計補正予算（第２号）」

というのがあります。この１件をお願いをして

おります。

これは医師の増加等に伴い、給与費の増額補

正を行うものでございます。

あわせて、その他報告事項をお願いしたいと

思います。２件報告させていただきます。

１件は、県立宮崎病院再整備基本構想案につ

いてでございます。

平成27年３月４日(水)
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１月の常任委員会におきまして、その検討状

況について御報告をさせていただきましたが、

本委員会や県立病院事業評価委員会での御意見

を踏まえて、このたび県立宮崎病院再整備基本

構想案を策定いたしましたので、その内容を御

報告させていただきます。

今後、本日の委員会やパブリックコメントで

の意見を踏まえ、最終的に基本構想を決定した

いと考えております。

もう１件は、宮崎県病院事業経営計画2015の

修正案でございます。こちらも１月の常任委員

会で報告させていただきましたが、２月27日ま

で行ったパブリックコメントを踏まえまして修

正案を作成いたしましたので、その内容を御報

告させていただきます。

詳細につきましては次長より説明させますの

で、よろしく御審議のほどお願いしたいと思い

ます。

私からは以上でございます。

○緒方病院局次長 それでは、御説明をいたし

ます。

お手元の厚生常任委員会資料の１ページをお

開きください。

議案第66号「平成26年度宮崎県立病院事業会

計補正予算（第２号）」の概要でございます。

１の補正の理由でございますが、今回の補正

は、医師確保等に伴い、職員の給与費の増額補

正をお願いをするものでございます。

具体的には記載をしておりませんけれども、

宮崎病院の小児科や地域医療科、延岡病院の循

環器内科等が増加した結果、当初予算編成時181

名であった医師数が、今年１月時点では193名、12

名増となっていること等によるものでございま

す。

次に、２の補正の内容でございますけれども、

表の中ほどの給与費の欄を見ていただきますと、

補正予定額ですが２億4,087万円の増額補正をお

願いをしております。

なお、今年度の予算でございますが、収支残

のところでございますが、富養園の解体経費等

を特別損失として計上しているため、赤字予算

となっておりますけれども、特別損失を除く経

常収支では、今回の増額補正後も黒字見込みと

しているところでございます。

説明は以上でございます。御審議のほど、よ

ろしくお願いをいたします。

○鳥飼委員長 ありがとうございました。病院

局の説明は終了いたしました。議案に対する質

疑をお願いいたします。

○星原委員 今、補正の理由の説明があったん

ですが、病院で12名ふえたということなんです

が、病院ごとに何名ずつふえたか教えてくださ

い。

○緒方病院局次長 宮崎病院が13名ふえており

ます。それと延岡病院が１名、日南病院は逆に

２名減ということになっておりまして、トータ

ルで12名の増という形になっております。

○鳥飼委員長 よろしいですか。ほかにござい

ませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼委員長 それでは、議案に対する質疑は

以上です。

それでは、その他の報告事項についての説明

をお願いします。

○緒方病院局次長 それでは、その他の報告事

項といたしまして、まず、県立宮崎病院基本構

想案について御説明をさせていただきます。資

料の２ページをお開きください。

まず、１の基本構想の目的についてでござい

ます。
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県立宮崎病院を取り巻く医療関係や担うべき

役割、宮崎病院の現状と課題を踏まえまして、

県立病院の再整備に当たり、これからの目指す

べき診療方針、診療機能のあり方、整備の基本

的な方向をまとめたものでございます。

２の基本構想の概要であります。

まず、（１）基本的な方向といたしましては、

全県レベルの中核病院、あるいは基幹災害拠点

病院等としての機能を果たしていくため、将来

を見据え、十分な機能強化が図られ、さまざま

な課題も改善できる全面改築を行うこととして

おります。

次に、（２）の基本構想の構成といたしまして

は、①の宮崎病院の現状と課題から⑥の部門計

画まで、ごらんの６項目について記載しており

ますけれども、概要は後ほど別冊資料で御説明

をさせていただきます。

参考までに、平成27年２月３日に開催をいた

しました県立病院事業評価委員会からの意見を

掲載しておりますけれども、全面改築案及び一

部既存病棟を活用する大規模改築案の比較検討

状況を説明し、御意見を伺いましたところ、主

な意見のところにありますとおり、全面改築が

よいのではないかとの意見をいただいていると

ころでございます。

また、当基本構想案につきましては、パブリッ

クコメントを、以下に記載の日程で実施するこ

ととしております。

それでは、基本構想の概要を御説明したいと

思います。

別冊資料として概要版、別冊資料２として基

本構想案をお配りしておりますけれども、概要

版で御説明をさせていただきます。

まず、概要版の１ページをお開きいただきた

いと思います。

１ページから２ページにかけまして、宮崎病

院の現状と課題を整理しております。

特に、２ページの（６）宮崎病院の課題とい

たしまして、これまでも御説明をいたしました

とおり、施設の老朽化・狭隘化、防災機能など

の施設面での課題や医療面での課題等を掲げて

いるところでございます。

次のページをお開きください。

３ページから４ページにかけまして、宮崎病

院に求められる機能やその強化に向けた基本方

針等を記載しておりますが、この部分は、さき

の常任委員会で御説明をいたしましたとおりで

ありますので、説明は省略をさせていただきた

いと思います。

５ページをお開きください。

整備場所等についてでありますけれども、ま

ず、（１）建設用地といたしましては、交通アク

セスや他の医療機関との位置関係、附属棟や精

神医療センター建物の活用等を考慮いたしまし

て、現在地での建てかえとしております。

（２）の再整備の方法といたしましては、耐

震・免震性能の強化、効率的な動線の確保、整

備後の維持管理費等の低減等の理由から、先ほ

ども申しましたとおり、全面改築で整備するこ

ととしております。

（３）の再整備の規模等といたしましては、

延べ床面積は４万5,000平米、病床規模は540床

程度としております。

新病院外観のイメージをごらんいただきます

と、これは南側から北側を見たものでございま

すけれども、敷地の北側に10階建ての新病院を

建設いたしまして、屋上にはヘリポートを設置、

正面の入り口が、現在の国道10号側から左側の

国道269号側に変更する計画としております。

また、整備期間中の駐車場確保の面から、右
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側に２階建ての建物がごらんいただけると思い

ますけれども、立体駐車場の整備も予定をして

いるところでございます。

フロア構成のイメージは設計段階で変わるこ

とも予想されますけれども、低層部に救命救急

センターや外来等の診療部門、高層部に病棟を

配置する計画としております。

６ページをごらんください。

（４）の事業費としては約185億円を見込んで

おります。

また、（５）の整備手法でございますけれども、

病院局の意向を反映しやすく、県内建設事業者

等の受注機会の確保が図られる等の理由で、従

来方式であります設計・施工分離発注方式によ

ることとしたいと考えております。

（６）の整備スケジュールといたしましては、

今年度に基本構想を策定した上で、来年度から

設計に入り、平成30年度には工事着工、平成33

年度の開院を目標としております。

最後に（７）の収支計画でありますが、右の

収支計画の表にありますとおり、開院後６年後

の平成39年度以降は黒字を見込んでいるところ

でございます。

また、再整備に係る宮崎病院への一般会計の

繰入金でございますが、下の表を見ていただき

たいと思いますが、下の表の再整備分と書いて

ありますが、そこの記載を見ていただきますと、

企業債の償還が本格的に始まります平成38年度

以降、毎年度５億円弱を見込んでいるところで

ございます。

また、宮崎病院全体では医療機器等に係る企

業債償還の減少等もありますので、現在が19億

円程度でございますが、現在と同程度となる見

込みでございます。

米印で書いておりますけれども、病院事業全

体の通常の一般会計繰入金がどうなるかという

ことでございますが、平成25年度は約49億円余

となっておりますけれども、延岡・日南病院に

係る企業債償還が低減することによりまして、

暫時減少していくものと考えております。

県立宮崎病院再整備基本構想に係る説明は以

上であります。

委員会資料に戻っていただきまして、３ペー

ジをごらんいただきたいと思います。

２の宮崎県病院事業経営計画2015案について

御説明をいたします。

まず、１の県立病院事業評価委員会からの意

見についてであります。

県立病院事業評価委員会を平成26年10月と平

成27年２月に開催をいたしまして、委員の皆様

から経営計画案についての御意見をいただいて

おります。

主な意見といたしましては、平成25年度決算

が１億2,000万円の黒字になったのは特記すべき

事項である。これからの県立病院に問われるの

は存在意義や役割となる。これをしっかりと踏

まえた上で病院事業を運営していくことが重要

だというような意見をいただいております。

次に、２のパブリックコメントでの意見でご

ざいます。

募集期間は平成27年１月29日から２月27日ま

での30日間、その結果、24名から46件の意見を

いただいたところでございます。

主な意見といたしましては、25年度決算で黒

字化したことは評価できる、今後も安全・安心

な医療、高度な医療を提供してもらいたいといっ

た意見や、地域医療の中心として、高度な医療、

役割と機能をこれからも維持していただきたい

といった意見。あるいは医師や看護師がふえ、

魅力のある病院となることが大事であるといっ
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た意見などがございました。

経営形態につきましては、下から２番目でご

ざいますが、県立病院は今の経営形態を維持す

べき、県が運営する県立病院として残してほし

いといった意見が寄せられたところでございま

す。

次に、３の修正案についてであります。

主な修正点でございますが、今回のパブリッ

クコメント等の意見を踏まえまして、以下のと

おり記述の追加を行ったところでございます。

具体的には、別冊の分ですけれども、９ペー

ジに「基本方針にかかる取組」と書いてありま

すけれども、その中の（１）質の高い医療の提

供の箇所になりますけれども、リハビリテーショ

ンの充実について記載してほしいとの意見を受

けまして、「多くの疾患に対し可能な限り早期に

リハビリを開始するなどリハビリテーション体

制の充実を図る」という記述を追加をするとと

もに、「各県立病院の具体的取組」の箇所でも、

リハビリテーション体制の充実について追加修

正をしております。

また、資料編といたしまして、経営形態に係

るこれまでの検討資料を、資料３でございます

が、28ページ以降に資料として追加をしており

ます。修正案を見ていただきますと、経営形態

につきまして全国の状況等を整理をしたところ

でございます。

宮崎県病院事業経営計画2015の説明について

は、以上でございます。

私からの説明は以上です。

○鳥飼委員長 ありがとうございました。執行

部の説明が終了しました。報告事項についての

質疑をお願いいたします。

○図師委員 県立宮崎病院再整備の基本構想の

内容についてなんですが、以前も概要説明を受

けたときにも指摘をさせていただいたんですけ

れども、まず１点は、病床数が653床から540床

に減るということの主な理由を教えてください。

○緒方病院局次長 今後の患者数の推移を見て

みると、ある程度ふえていくんですけれども、

現在の病床稼働数が535床程度ということでござ

います。今653床の許可病床ではありますけれど

も、現状の535床程度の─いわゆる540床です

けれども─病床を確保すれば、その患者数が

増加しても対応できるというような試算をいた

しまして540床程度ということにしております。

○図師委員 病床の稼働率による削減というこ

となんですが、別に経営面だけのことを言うの

ではないですが、医師数も増加してきておりま

すし、さらにこれが順調に伸びるようであれば、

もしくは研修医の獲得ができていくようであれ

ば、患者数は伸びているということでしたので、

ベッド数を確保したほうが、採算面はさらに早

い償還ができていく、黒字化が早まるというよ

うな可能性もあろうかと思うんですけれども、

そのあたりいかがでしょうか。

○緒方病院局次長 現在、病床稼働率は、75％

ぐらいだったと思います。その程度の病床稼働

率ですけれども、今現在、急性期病床の平均の

在院日数をできるだけ少なくしていきなさいと、

そして、できるだけ地域との連携をして、そう

いうような地域包括ケア的な形での病床体制を

組みなさいというような国の指導もありまして、

平均在院日数を減らしてきております。

そういうこともありまして、病床稼働率の平

均在院日数を減らすことによって減っていくわ

けですけれども、減っていく一方で、稼働病床、

今75％ぐらいですけれども、80％以上には持っ

ていきたいということを考えますと、そういう

のをもろもろ計算をいたしますと、現在の540床
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で十分患者さんの受け入れは可能な体制になる

というふうに考えているところでございます。

○図師委員 今、国からの指導もという話です

が、そこをお聞きしたかったんですけれども、

こういう病院、特に公立病院の建てかえに関し

て、国の法案も医療費並びに厚生関係費を抑制

していこうというのは、大きく打ち出されてい

ますので、こういう建てかえのときにはベッド

数は何％以上削減しなさいとか、そういう数値

的な指示というのは出ているもんなんですか。

○緒方病院局次長 国のほうからは、そういう

何％削減をしなさいというような具体的な指導

というのはいただいておりません。

○図師委員 もう一つ、フロア構成イメージの

ところで、ここだけではちょっと読み取れない

部分もあるんですが、現在の県立宮崎病院にお

いて、建てかえの前に精神医療センターが増築

された際にも、けんけんごうごう、その内容に

ついての説明と、また意見交換をさせていただ

いたんですが、今回もこのフロアイメージを見

ますと、精神病棟はワンフロアで整備されるよ

うな内容なのかなと見てとれます。

それからもう一つ、この概要版ではなくて、

大きい資料２のほうの精神医療センターのとこ

ろを見ますと、思春期の外来対応とか、思春期

の病棟というような文字が欠落しているのでは

ないかという危惧もあるんですが、この内容は

どうなっているのか、ちょっと質問します。

○緒方病院局次長 精神医療センターにつきま

しては、フロアイメージにもありますとおり、

５階にワンフロアで整備をしていきたいという

ふうに考えているところでございます。

現在の精神医療センターを使わないで、この10

階のフロアに入れるという意味は、やはり身体

的な合併症を持っていらっしゃる精神の患者さ

んもいらっしゃるということで、一般の患者さ

んがいらっしゃる病院との連携といいますか、

それを十分に図られるということで、入れてい

こうということでございます。

あと、思春期外来の件ですけれども、これに

つきましては、議会でもありましたけれども、

専門にしていらっしゃるドクターが非常に少な

いというようなことと、教育施設を併設してい

ないというようなこともありまして、この思春

期の精神の患者さん方をどうしていくのかとい

うのは、今後十分に検討していく必要があると

いうふうに考えています。

そういうことで福祉保健部とも十分協議をし

ながら、今後どういう体制で、その思春期の方

々の医療を県全体として確保していくのかとい

うのは、これは基本構想ですので、今後、基本

設計、実施設計もありますので、その段階で十

分協議をしながら、漏れがないような形で対応

していきたいと思っております。

○図師委員 まず、気になったのは、今の精神

医療センターが思春期と一般の急性期が同じフ

ロアということの弊害、メリットもありますが、

デメリットのほうが大きかったという情報を得

ています。これが新病院になるのであれば、せ

めてツーフロアにして、それぞれの階での医療

行為が行われるのが適切だろうなと思っていま

したが、ここではワンフロアです。

今、お聞きしますと、その思春期のほうも医

師確保が難しいということから、どうやら民間

のほうに任せたいというような意向がちょっと

見え隠れしますが、今、説明では、ちゃんと情

報収集をした上で対応していきたいということ

ですので、ぜひ、民間の精神病院並びにその関

係者との何か協議会なりでもつくっていただい

て、思春期に関して、また急性期に関してやは
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り県が担わないといけない役割というのは絶対

的にあると思います。

ですから、医師が確保できないというのを前

提に話を進めるんではなくて、ちゃんと私立、

公立の役割分担というのを明確にされて、また

このフロア構成イメージの中にも落とし込んで

いっていただきたいと思いますので、何か御意

見があればお願いします。

○渡邊病院局長 児童思春期は、実は富養園か

ら宮崎病院に移転するときに、５つの機能とい

いまして、その中の一つの大事な機能として児

童思春期対応というのがあったわけです。合併

症もあり、急性期医療もあります。

我々としましては、基本的に今回の病床数

の540の中で精神医療センター分については削減

していないんです。一応この病床数は確保しま

す。

だから、問題はその中でどういう機能を、児

童思春期も問題があります、急性期もあります、

合併症対応もあります、いろんなことを基本設

計の段階で議論しながら、より精度の高いもの

にしていこうと。その中の一つの考え方として、

専門医の問題もありますし、今後この児童思春

期対応を県全体でどんなふうにするのか。先ほ

ど次長が申し上げましたけれども、そのあたり

も福祉保健部といろいろ議論しながら、あるい

は現場の実態も踏まえて、いろいろ詰めていき

たいとそういうふうに考えておりますので、よ

ろしくお願いをしたいと思います。

○図師委員 今、言われた現場との意見交換と

いうことが反映される計画にしていただければ

と思います。以上です。

○黒木委員 高度医療を担う県立病院が、こう

して建てかえて充実するということは、非常に

すばらしいことだと思いますが、この基本的方

向性の中で、地域医療を担う人材育成の拠点づ

くりというのがありますけれども、私は勉強不

足で、この前、県職員の名簿を見ておりました

ら、地域医療科ですか、そういうのがあって、

初めて知ったんですけど、それを見たら宮崎病

院はスタッフが多くて、延岡病院、日南病院は

少ない。この科が何を担っているのかなと思う

のですが、現状はどういう状況なんでしょうか。

○緒方病院局次長 地域医療科は、現状のとこ

ろは自治医科大学卒業医師が─10年間の義務

があるわけですけれども─僻地に行って、そ

の後、県病院での研修をやるところなんですけ

れども、その研修という形で主に宮崎病院の地

域医療科に来られて、研修をされているという

ような状況でございます。

基本的に地域医療科というのは、将来的には、

やはりその地域の医療を支えるための人材を育

成するというようなこともやっていきたいと

思っておりまして、今後そういうところに自治

医科大生だけではなくて、地域で総合診療的な

ことをやりたいという方もきちんと受け入れて、

必要な研修等を実施することによりまして地域

にも派遣できるような、そういうことができる

ようにしたいというふうに思っております。

そういう中で、日南、延岡にも地域医療科と

いうのをつくっておりますけれども、そこで、

その研修の場所としても延岡とか日南も活用で

きるような形で、異動できるとか、そういうよ

うな形で受入体制をきちんととった上で、地域

の医療を守るというような形での役割を担って

いければと思っています。

あと一つ、今、大学のほうでサテライトセン

ターを日南病院につくっていただいております

けれども、そちらの先生方も今地域医療科とい

うところに席を置いて、そこで研修をして、地
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域に出て行ったりという形での研修を今やって

いるというようなことでございます。

○黒木委員 ということは、現状では、非常に

困っている地域医療への医師の派遣とか、そう

いったものは県立病院では行われていないわけ

ですか。

○緒方病院局次長 現状では、自治医大卒医の

研修というような形でやっておりますので、そ

の１カ月、２カ月間を地域に派遣できるという

ような状況ではございません。やはり義務があ

けて、その中で、自分はそういう形で地域医療

を引き続きやりたいという方がちゃんと残れる

場所という形で、地域医療科というのは残して

いきたいというふうに思っているところです。

○黒木委員 最終的にはそういう人材育成の拠

点として、困ったところに派遣できるような仕

組みを、ぜひつくっていただきたいというふう

に思います。

○渡邊病院局長 先ほどのこの計画、宮崎県病

院事業経営計画2015というのがあるんですけど、

特に、宮崎病院のことに関して、16ページの真

ん中ほどに④地域医療の充実等への貢献という

のが、これは宮崎病院だけに書いてあるんです。

実はその中の２つ目のぽつに、研修充実、医師

の確保を図って、いわゆる深刻な医師不足が続

く地域への支援の強化を図る、これは特に宮崎

病院について、こういう機能を将来的に持たな

ければいけない。

先ほど補正をお願いしましたけど、あの数字

を見ていただくとわかるんですが、基本的に宮

崎病院だけふえているんです。やはり宮崎病院

がひとり勝ちしたらいかん。県域全体の医療事

情ということを考えて、我々は延岡病院、日南

病院にも医師をふやしていかないかんというの

が我々の使命でございますので、宮崎病院につ

いては、今回の改築に関して精神医療センター

を研修と、特に医師等の確保につながる臨床研

修医等の研修等を充実して、研修医をもうちょっ

とふやして、このあたりで後期研修医にも宮崎

病院に残るような形をとって、今回の再整備を

期して日南とか延岡に派遣できるようなそうい

う機能を、やはりそういうものを考えていかな

いかん。

というのが、今まで宮崎病院は宮崎病院だけ

でよかったというような、そういう姿勢はいか

んという考えを我々は強く持っていまして、今

回この再整備の中で研修等の充実というのは非

常に大きなポイントでございまして、我々とし

ては、そういう形で、今、考えておりますので、

ちょっと時間がかかるかもしれませんけど、そ

ういうことを期待しながら一生懸命取り組んで

いきたいと考えております。

○横田委員 収支計画ですけど、開院から６年

後の平成39年以降は黒字を計上できる見通しと

書いてありますけど、もう一回、この根拠とい

いますか、それを教えていただけないでしょう

か。

○緒方病院局次長 開院後、将来的には入院患

者も、2025年、平成37年でしたかね、まだ高齢

者がふえていくということで、入院患者数の増

とか、外来患者数の増というのも見ているわけ

ですけれども。ただ、やはり工事期間中は、そ

んなにふえないというようなことでございます。

ほかのいろんな病院、新たに改築したところを

見ますと、開院後患者さんがふえるというよう

なことになりますので、そういうような増加要

因とかを見ております。

それともう一つは費用のほうですけれども、

前の改築費用の企業債償還が宮崎病院は27年で

終わります。そういうようなものも終わるとい
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うようなこともありまして、費用としては、そ

ういう形で削減できる部分もあります。

そのようなことをもろもろ計算をいたしまし

て、平成39年、開院６年後には黒字化ができる

んではないかという見通しを立てたところでご

ざいます。

○横田委員 185億円もの巨費を投じて建てかえ

をするわけですので、しっかりとした収支計画

を立てていただいて、実現に向けて努力をして

いただきたいと思います。

それと、フロア構成のイメージ図があります

けど、今使っている宮崎病院で、ここはちょっ

と使い勝手が悪かったなと、こうしたほうがよ

かったなというようなところが、もし反映され

ているところがあれば教えていただきたいんで

すが。

○豊田県立宮崎病院長 まず一つは、今の医療

状況に反映しますと、非常にスペースが狭いの

がございます。例えば手術室、それから放射線

等離れているので、非常に動線が長い部分がご

ざいます。それから、救急センターが非常に狭

うございます。当院の救急センターの役割とい

いますのは、やはり救急医療、大きな問題がご

ざいますので、今の救急センターではスペース

も、それから機材等も、機能的にも非常に狭い

ということがございます。

それからもう一つ、防災対策といたしまして

も、現状ではもう無理があるということで、そ

ういうことを勘案しますと、いろんな機能等々

をある部分に集約といいますか、もう一度整備

し直して、これからの医療に対して対応できる

んではないかという感じで、今思っているとこ

ろでございます。

○横田委員 一番それを感じられるのは医療ス

タッフだと思いますので、医療スタッフとの意

見交換とかもしっかりしていただきながら、建

ててしまってから、しまった、こうすればよかっ

たということにならないように、しっかりとし

た検討をお願いしたいと思います。

それと、工事期間中の駐車場がやはりどうし

ても気になるんですけど、駐車場の確保はどう

されているかをちょっとお聞きしたいんですが。

○緒方病院局次長 新病棟と外観のイメージ図

を見ていただきたいと思いますけれども、右側

にちょっと白い２階建て風の建物があると思い

ます。これが立体駐車場でございまして、駐車

場台数は250台から300台程度ということで考え

ておりまして、現状の台数程度ですので、職員

の駐車場を外部に求める等をして、外来患者さ

んの駐車場が足らないことにならないようには

配慮していきたいと思っております。

○横田委員 この立体駐車場で現状の駐車台数

分は確保できるわけですね。

○松元病院局県立病院整備対策監 現在、外来

駐車場としては389台確保してございます。

それで、平成25年に２週間ぐらいかけて調査

しましたところ、約335台がピークでした。立体

駐車場をつくることで250から300ぐらい確保で

きるかと思っています。

敷地内に職員用の駐車場が50台ぐらいはあり

ますので、職員の方にちょっと我慢していただ

ければ、患者さんの駐車場としては足りるとい

うふうに思っております。

○横田委員 わかりました。これで安心をしま

した。

再整備方法の理由のところに、効率的な動線

の確保とか整備後の維持管理費等の低減とかい

う理由が書いてありますけど、一部病棟を残し

ての改築は、やはり動線的にも効率的じゃない

なというふうに私も思いますので、この際、全
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面建てかえのほうがいいんじゃないかなと私も

思っているところです。以上です。

○中野委員 私も収支計画のことでお尋ねした

いと思うんですが、６年後黒字化、10年後３億

以上の黒字ということになっておりますが、そ

の後はどういうシミュレーションをされており

ますか。

○緒方病院局次長 現在、平成50年までシミュ

レーションをしていますけれども、平成39年

に9,000万円の黒字化を達成した後、その後赤字

になることはない、黒字を継続できるというふ

うにシミュレーションをしているところでござ

います。

○中野委員 宮崎県の人口も２月１日現在で

約111万3,000人ちょっとですか。この１月中に

もトータルはかなり減っておりましたが、宮崎

市ももちろん減る傾向にあります。私は、14年

後には100万人を割ると思うんです。14年後とい

うのは平成40年ですから、黒字になった翌年か

ら人口は100万人以下になると思うんですけれど

も、その辺のことも加味されて、平成50年まで

は黒字ということになっておりますか。

○緒方病院局次長 平成37年が一番高齢化がピ

ークになるというような時期だと思いますが、

そこまでは、こちらのほうの収支計画も３億程

度の黒字を見込むという形にはしておりますけ

れども、やはりその後は患者数の減があるだろ

うということで、収支計画上は、赤にはなりま

せんが、一部減っていくというような形でのシ

ミュレーションをしているところでございます。

○中野委員 いわゆる団塊の世代が10年後に後

期高齢者になって、それ以降は、また高齢者も

減っていくわけです。そういう中で相対人口も

減っていくわけですから、病院も公立、民間を

含めて大変厳しい経営状況に陥る可能性がある

と思うんです。その辺のことを見通した収支計

画というものをシビアにやってほしいなと思う

んです。

それで、今の病院ですよね、県立病院。昭和58

年に改築されたということで、これが黒字化に

は非常に苦労されて、計画を立てて８年かかり

ましたが、このとき、建てかえる以前は黒字だっ

たのか、そして建てかえるときに、赤字だった

とすれば、何年後から黒字ということでの計画

を立てられたものか、大変古い話ですが、お聞

きしたいと思います。

○緒方病院局次長 宮崎病院は昭和58年に改築

をしていますけれども、59年度、翌年には赤が

５億円ほど出ていますけれども、昭和60年以降

は黒字を達成できている状況ではございます。

○中野委員 そうですか。では、その後また赤

字になったということですね。

○緒方病院局次長 その後ずっと黒字を達成し

ているんですけれども、平成10年になりまして、

やはり赤が出てきているというようなことでご

ざいます。平成10年から平成17年まで赤字とい

うようなことでございます。そして平成18年度

から黒字を達成したというような状況ではござ

います。

○中野委員 その間の赤字というのは、どうい

う現象で赤字に転換したんですか。

○緒方病院局次長 後ほど調べて、確認をして

御報告したいと思います。

○中野委員 そういう赤字を黒字化にしようと、

また、県下３病院ないし４病院も含めて黒字化

しようということで一生懸命苦労されたわけで

すから、その二の舞を演じないように、この計

画が６年後、黒字の見通しということで書いて

あるから、この見通しという文言は削除するぐ

らいで、後継者に将来、負になるものをバトン
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タッチするようなことじゃいかんと思うんです

よね。やはり、今しっかりとしたものがないと

いかんから、もう絶対条件ということで取り組

んでほしいと思っております。それは要望して

おきます。答えは要りません。

それから、環境のことで、再整備でいろいろ

と、５ページにカラーでイメージ図が書いてあ

るんですが、今の県立病院は敷地北側のほうが

駐車場ですね、その逆になります。あの駐車場

は非常に外から見たらこんもりとした森で、私

も何回か行きますが、駐車場の中央部は夏は暑

いんですけれども、そのほかの木陰は涼しいぐ

らいで非常に環境のいいところです。あそこに

大きなクスノキ等を含めてたくさんの樹木があ

るんですが、そういう樹木というのはどんなふ

うになるのか、これを見る限りじゃ、余りにも

緑の少ない駐車場のイメージ図が書いてありま

すが、今の環境、こんもりとした森のイメージ

はどういうふうになるのか、樹木の管理を含め

てお願いいたします。

○松元病院局県立病院整備対策監 外観イメー

ジがありますけれども、ちょっとこれは、確か

に緑は少ないんですが、市の条例によって20％

程度の緑地も必要ですので、実際のところは、

もう少し緑がふえると思います。建物について

も屋上緑化とかやっていきたいなと思っており

ます。

基本的にはロータリーのところにある木とか

は、移植する場所もございませんので、建物に

支障になる部分は切ることにはなろうかと思い

ますけれども、建物の計画によりまして、残せ

る部分については、できるだけ残していきたい

とは考えております。それは、今後の基本設計

等での検討事項にはなろうかと思います。

○中野委員 場所の問題はこの前言いました。

宮崎県の県立病院だから、なるだけ西側のほう

に広い土地を求めて、大規模の災害のときにも

備えてということでしたが、ここ自体が広いス

ペースのあるところだということで言われたん

ですよね。一木一草とまでは言いませんけれど

も、樹木の管理はきちんとしてもらって、未来

になっても、こんもりとした森をつくるくらい

の気持ちでやってほしいと思うんです。人間の

命を助けるためにある病院ですが、樹木もやは

り命があるわけですから、よろしくその辺の管

理はしていただきたいと思います。

いいですか。あなたがそれを決めるんですか、

これを切る切らないというのは。

○松元病院局県立病院整備対策監 私が決める

というよりも、局長含めて、病院のスタッフと

か院長先生とか、いろんな方と話をしながら、

決めていくことになると思います。

○渡邊病院局長 整備対策監は酷でしょうから、

私のほうで。今、中野委員がおっしゃいました

樹木、あそこには本当に立派な木があります。

そのあたりはどうするか、できるだけ病院内に

残して、患者のオアシスといいますか、そうい

う面に寄与するような設計といいますか、緑地

部分も含めてそういうのに努めたいと思います

ので。

それともう一つは今回こっちのほうのいわゆ

る北側につくりますけど、30年、40年たちます

と、今度は南側にまたできるわけです。そのと

きのことも考えながら造園等もやっていかない

かんとそういうふうに思っておりますので、そ

の点も詳細にいろいろ議論しながらやっていき

たいと思いますので、よろしくお願いしたいと

思います。

○鳥飼委員長 よろしいですか。十分、樹木の

配置についても御配慮お願いしたいと思います。
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そのほかにございませんか。

○星原委員 この資料を見させていただいてい

るところなんですが、特に３ページ、４ページ

のことでちょっとあれなんですが。この高度医

療・急性期医療の提供ということで、ここに掲

げてあるんですが、今現在なくて、ここに掲げ

てあるもんというのは、どういう提供があるん

ですか。今あるやつも全部、充実に入っていく

んですか。

○緒方病院局次長 基本的に高度救急・急性期

医療の中で充実しようとしていますのは、１つ

は②の手術室の充実でございます。現在７室し

かございませんけれども、12室ということで、

やはり手術待ちの患者さんもいらっしゃるとい

うことでございます。そういうことで手術室を

増設をしたいと考えております。それとハイブ

リッド型手術室というのを導入していきたいと

いうことで。

それと４番目で、今、ＭＲＩが１台しかござ

いません。それでＭＲＩの検査も１カ月待ちと

いうような状況もございます。そういうような

ことで、ＭＲＩの増設を考えているところでご

ざいます。

それと、周産期医療につきましては、今後、

高齢出産が多くなってハイリスク分娩が多くな

るということで、未熟児の患者さんもふえると

いうことで、新生児科を新たに新設をして体制

の強化を図りたいというふうに考えてあります。

それと、総合診療科の新設ということで、こ

れは先ほどの救命救急センターとセットにしま

して、救命救急と総合診療をやる科を新たにつ

くりまして総合的な診療をやるとともに、臨床

研修医等の研修の場としても活用していきたい

というようなことを考えているところでござい

ます。

○星原委員 これから、患者が亡くなる病気と

しては、がんが一番だろうと思うんです。だか

ら、そういう面で、がん治療に向けたところは、

どういう形で充実しようとされているんですか。

○豊田県立宮崎病院長 がん治療につきまして

は、⑤化学療法センターのほうを増床しまして、

今15床なんですが、次第にニーズもふえていま

すし、そういうことで増床していきたいという

ことでございます。

それからもう一つは、入院のがん治療につい

ても数をふやしていく、入院から外来へできる

だけシフトして、外来の化学療法に重点を置い

ていきたいという考えでおります。

それから、いろんながん相談についても、そ

ういう担当を置きまして、がんの治療とか、そ

れから御家族のいろんな悩みとか、そういうこ

とにも対応していこうという方針で今やってい

ますし、これからもそれをもっと強化していき

たいと思っております。

○星原委員 今回、全面改築で新たに出発する

と、また30年とか、そういう形で利用していく

わけですから、これから６年後にどういう形の

医療機器も開発されてくるかわかりませんけど、

そういう最先端の医療機器を入れることになる

んだろうと思うんですが、この事業費の中には

医療機器に関しては除くとなっているんですが、

今の時点での想定がどれぐらいの予算規模を考

えていらっしゃるんでしょうか。

○緒方病院局次長 医療機器については、どこ

まで使えるかとかあるもんですから、明確な数

字がはじけない状況でございます。

医療機器は大体６年ぐらいが基本的な耐用年

数なんですけど、実際は２倍、2.5倍とかそうい

う形で使っておりますので、移動できるものに

ついてはできるだけ移動したいと考えていると
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ころです。実際幾らぐらいになるのかというの

はちょっとはっきりわからないんですが、過去

の延岡病院等の状況を見ますと、医療機器等で30

億から40億ぐらいの医療機器の更新をやってい

るということでございますけれども、できる限

り今あるもの、使えるものは使っていきたいと

いうふうに考えているところでございます。

○星原委員 それと、この事業費の中で建設費

として165億円となっているんですが、これは外

構とか駐車場とか、そういう整備費まで入れた

形を想定されているのか。それ以外にもそうい

うもので多分15億か20億ぐらいはかかるんじゃ

ないかと思うんですが、それは入っているんで

すか。

○松元病院局県立病院整備対策監 165億につい

ては、外構も含んだ金額で考えおります。

○星原委員 入っているんですね。

最後にもう一点、この整備手法の理由の中の

ぽつ３の中で、県内建設事業者等の受注機会の

確保等とここまでうたってあるんで、県内業者

を使っていうところまで、もう決めてあるととっ

ていいんですか。

○松元病院局県立病院整備対策監 建築工事等

については恐らく20億円超えて、ＷＴＯになる

のでなかなか難しいかなと思いますけれども、

分割して発注できる分については、分割して発

注することで県内業者も受注できるようにした

いなというふうに考えております。

○二見副委員長 ちょっと、また話が戻ってあ

れなんですけれども。先ほど病床数の減につい

て話が出たところだったんですが、650床のうち

大体530床ぐらいの稼働率だということだったん

ですけど、これをさらに在院日数を減らして回

していけるようにするということで、540床の８

割以上ということになると、大体四百三、四十

ぐらい稼働すると。もし、これが９割ぐらいの

稼働率になると50床分ぐらいは上がるわけです。

１割違うだけで50床も変わってくると、先ほど

の説明だけではちょっと。もうちょっと詳しく、

どこまで想定されていらっしゃるのか。 現在

で530ぐらいで回しているということは、いっぱ

いいっぱいになるんじゃないかなと思うんです

けれども。もう少しそこら辺、詳しく教えてい

ただけないでしょうか。

○緒方病院局次長 病床数の設定に当たりまし

ては、１日当たりの一般病棟の入院患者数がど

の程度になるのかということで、平均在院日数

が、実際が13.1日程度でございます。それが平

均在院日数の短縮を想定しまして11日から12日

ぐらいということで、１日から２日の短縮を想

定をしてあります。

それと、病床利用率につきましては、先ほど75

と言いましたけど、平成25年度実績でございま

すが、現在72.8％でございます。それを、同規

模の黒字化病院は85から87％というふうになっ

ており、基本的には85から87％を想定をしてお

ります。そういうことで、それを計算しますと

大体540床程度というような試算をしたところで

ございます。

○二見副委員長 わかりました。

あと、これまでの議論の中で、病院の機能と

しての充実というのが一番大事だというのは私

も重々承知しているのですけれども、余り出て

こなかった、この基本構想の最後のページです。

利便性というところの項目が最後に１つあるわ

けなんですけれども、これを見てて１つ感じた

のは、売店、レストラン系、サービス系という

ことで、売店があって、その中には簡易な食事

スペースもその近くに設けるというようなこと

で、レストランは２つ、いわゆる外来のお見舞
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いの方々のためのレストランなんでしょうか、

そういったものとスタッフ用の食堂というもの

を設けるとなっていますけれども、さきの概要

版の施設の中では、ここら辺のところは全然出

てきてなかったんです。

細かいところを見てみると、病棟の中にレス

トランみたいなところがあるというような記載

だったりするもんですから、できることなら、

例えばフードコートみたいなところがあって、

売店もあれば食堂もあり、スタッフの方は今別

々にされているのかどうかわかりませんけれど

も、どういうふうなことを予定していらっしゃ

るのか、ちょっとそこの説明をいただきたいん

ですが。

○松元病院局県立病院整備対策監 病棟につけ

る食堂というのは、入院患者さんが集まって食

事するようなところの食堂という意味です。レ

ストランにつきましては、ちょっと場所はまだ

はっきり決めていません。今の宮崎病院は10階

にありますけれども、下に持ってくるのか、上

につくるのか、それは今後の議論になると思う

んですけど、お客さん、一般の県民の方々が利

用するレストランと職員のレストランを背中合

わせみたいな形にして、どこかに設けたいなと

思っております。

それと、今、延岡病院、日南病院も入ってい

ますけど、コンビニが中に入っています。そう

いう利便施設も入れていきたいなということで、

そこは患者さんとかも使うということで、でき

ればその周辺に整備したいなとは思っておりま

す。

○二見副委員長 そのレストランと食堂は背中

合わせにするということは、要するに利用者は

全く分けるということですか。

○松元病院局県立病院整備対策監 職員用と外

来患者さんとか一般県民の方とは分ける予定に

しております。そういうつくり方が最近ほかの

県でも主流になっており、職員は弁当を持ち込

んで食べたりとかもありますので、そういうふ

うに考えております。

○二見副委員長 分ける理由というのは何なの

かなってちょっと思ったりもして、もちろん別

にそこで食べる分には弁当を持ってこられても

構わないと思うんです。そこで買ったものじゃ

ないと食べちゃいけないという、そういう理由

さえなければ、別に構わないんだと思うんです

けれども、いろんなそういった懸案事項がある

からそういう形で分けるのか、そこ辺の検討は

どういう理由なのかなと思うんです。

○松元病院局県立病院整備対策監 分ける理由

としては、一般の人たちと、交代制なんで時間

帯が違ったりとかいろいろあります。そういう

ことも考えて、各県とも、各病院とも分けてつ

くっているんだろうと思います。

ただ、必ずしも分けなければいけないという

ことはないだろうと思うんですけれども、一般

の患者さんとの、外来の方とかも考えますと、

やはり分けていたほうがいいのかなという感じ

はしています。

○二見副委員長 観念的というか、感覚的なも

のかもしれないですけれども、病院の職員の方

々と患者さんの家族の方々が一緒になると、い

ろんなトラブルとかが想定されるからという理

由があるのかなとも考えたりするんですけれど

も。逆に分けてしまうことによって、患者と医

療との距離感というものを、イメージ的につくっ

てしまっているような気もするんです。

もっと、本来だったらお互いに信用というも

のが必要な場でしょうから、フリーに交流でき

るスペースであってもいいというふうにちょっ
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と思ったものですから質問させていただいたん

ですけれども、そこ辺のことはどのようにお考

えですか。

○渡邊病院局長 今の質問にお答えする前に、

先ほど二見委員がフードコートと言われました

けれども、最近の大病院の改築を我々も、ここ

二、三年、ずっと見てまいりました。売店部門、

レストラン部門このあたりを一体的に、言わば、

ここは病院なのかというイメージを持つような、

そういう患者が、あるいは一般の方が来やすい

ような環境づくり配慮しています。

そのあたりは、当然基本設計の段階で、プロ

ポーザル方式でやると思いますので、そういう

中でいろんな提案があるだろうと思うんです。

我々は患者目線を大事にしながら、具体的にど

れを採用するかというのを考えていかないとい

けない。その中でレストランのあり方も考えて

いくんだろうと思います。

いずれにしましても、今、固まった考えでこ

うやろうという考えはありません。でも、１つ

は、先ほどフードコートと言われましたけど、

とにかく患者、一般の方が病院に来やすい環境

づくり、アメニティーも含めた設計というのを、

やはり今後は考えなきゃいけない。

これはもう、全国の大病院に共通している事

項でございますので、そのあたり十分配慮した

いと思っています。

○二見副委員長 病院に行きたいという方は余

りいらっしゃらないと思うんですけれども、来

られて心労というか、いろいろ疲れてらっしゃ

る方も多いでしょうから、そういうちょっとし

た癒やしのひとときというか、そういうスペー

スは必要だと思うんです。だけど、そういうも

のをスペース的に考えていけば、ある程度形を

まとめておかないと、先ほどの各階層のこれを

見る限りでも、ぱっといきなりつくれるような

ものじゃないと思うもんですから、ぜひそこの

ところを御検討いただいて、よろしくお願いし

たいと思います。

○中野委員 大変すばらしい指摘でありました

が、さっきは77ページを、わずか概要版６ペー

ジにまとめての説明でした。この77ページの中

で私が気づかんところがあると思うんですが、

これは説明しとったほうがいいですよというと

ころはないんですか。それは、６ページで全部

まとめてありますか。あのとき、ちゃんとこの

資料に書いておきましたよと、後日会って、ちゃ

んと我々はここに書いとったじゃがねと、指摘

しなかったあなたが悪い。我々が尋ねたことし

か答えられないから、積極的に説明をするよう

なところはないですか。

○緒方病院局次長 エキスとしては、この概要

版にまとめたところでございますが。基本的に

今回の基本構想でポイントとなるのは、これか

ら宮崎県病院の役割は一体何なのかということ

で、役割をきちっと押さえるということであり

ます。そういうことで、３ページ、４ページに

その役割を、機能をきちっとまとめたことで、

この本体の部分に書いてあるエキスはこういう

ことでございます。それに基づいて基本的な方

針、診療機能はどうあるべきかということで、

どこをどういうふうにしますというようなこと

で、ここに書いたところでございます。

そういう形で、先ほどの星原議員からの質問

もありましたような機能充実を図っていくとい

うことでございます。

あと、細かな説明をしていないのが部門計画

でございます。部門で、どのような形でやって

いくということは御説明をしておりませんけれ

ども、この部分については基本設計あるいは実
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施設計をする中で、先ほどもありましたが、ド

クター等のスタッフの意見を十分聞きながら

─これも一応各スタッフから意見をいただき

ながらつくっておりますけれども、実際の設計

の段階に入りますと、またいろいろと問題が出

てくると思います。そのような意見を反映した

形で、基本設計、実施設計はしていくというこ

とで、今、中野委員が言われた新たに説明する

ことは何かあるかというと、基本的には、この

概要版でポイントはまとめているというような

気持ちでございます。

○中野委員 パブリックコメントは今から求め

られるわけですか。

○緒方病院局次長 パブリックコメントは、きょ

う、この概要版と基本構想案をホームページ等

で公表しまして、30日までの期間でパブリック

コメントをしていきたいと思っています。

○中野委員 私が言いたかったのは、せっかく

こういう貴重な常任委員会で我々の意見を求め

てやりとりをするわけです。パブリックコメン

トを求めたら、すばらしい意見が、指摘があっ

たとなれば、我々議員としては恥ずかしいこと

ですから、我々はちゃんと目を届けて、そして

意見を言うとかないかんと思うんですが、６ペ

ージぐらいの説明じゃ、そこ辺がわからんとで

すよ。だから、そういう恥ずかしいことに議員

としてならないように、説明が足らんところが

あればしてほしかったということです。なけれ

ばいいんです。

○緒方病院局次長 基本的には、私が先生方に

御説明したいことは、この中にはまとめておる

つもりでございます。

今後、宮崎病院として何をやっていかないと

いけないかというのは、やはり救急医療体制の

充実ということで、部門計画の中でも、救命救

急センターの強化をしていくということを書い

ております。

今、動線が非常に分かれて、ウオークインの

患者さんと救急車で来られた患者さんがごっ

ちゃになっているというような問題等もありま

す。そういうのを解決していきましょうとか、

救命救急と、先ほど言われた高度医療をやって

いきましょうということと、それと地域貢献を

やっていきましょうと、そういうポイントを押

さえて書いとるというようなことでございます

ので、基本的な説明をしているというふうに思っ

ております。

○中野委員 議員にも議員の矜持というものが

ありますから、そういうことが後日云々ないよ

うにお願いしときます。

○鳥飼委員長 そのほか、何かございませんか。

よろしいですか。ありますか。

○緒方病院局次長 先ほど中野委員からありま

した収支の問題でございます。まだ詳しくはわ

かりませんけれども、平成10年度から赤字が若

干上がってきているんですけれども、そこの状

況を見ますと入院収入等は大きく変わっており

ません。外来収入が変わっております。この外

来収入が約６億から７億、落ちております。こ

れはなぜかと思いますと、平成10年１月に院外

処方箋の発行が始まっているというようなこと

でございまして、薬価の問題とかそういうよう

なことがあって、外来収入が落ちたことによっ

て赤字が出てきているというようなことが考え

られるところでございます。

○鳥飼委員長 中野委員、よろしいですか。

○中野委員 はい。

○鳥飼委員長 それでは、以上をもって病院局

を終了いたします。執行部の皆さん、どうもお

疲れさまでした。
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暫時休憩いたします。

午前11時14分休憩

午前11時22分再開

○鳥飼委員長 委員会を再開いたします。

まず、本委員会に付託されました補正予算関

連議案等について、部長からの説明を求めます。

お願いします。

○佐藤福祉保健部長 おはようございます。福

祉保健部でございます。

それでは、当委員会に御審議をお願いいたし

ております議案等につきまして、概要を御説明

申し上げます。

まず、お手元の平成27年２月定例県議会提出

議案（平成26年度補正分）としてある分のほう

でございます。こちらの議案書の表紙をめくっ

ていただきまして、目次をごらんいただきたい

と存じます。

議案の一覧が載っておりますが、私どもの福

祉保健部関係の議案は、一番上の議案第54号「平

成26年度宮崎県一般会計補正予算（第６号）」、

それから下から７番目の議案第71号「宮崎県に

おける事務処理の特例に関する条例の一部を改

正する条例」、その下の議案第72号「宮崎県民生

委員の定数を定める条例」、それから別冊になり

ますけれども、議案第78号「平成26年度宮崎県

一般会計補正予算（第７号）」の４件でございま

す。

このうち、私のほうからは、議案の第54号及

び78号の補正予算関係について御説明をさせて

いただきます。

別冊になりますが、厚生常任委員会資料（補

正）のほうの１ページをお開きいただきたいと

存じます。

表がございますが、表の左から４番目の列、

２月補正の欄でございます。その下から３番目

でありますが、福祉保健部の計が載っておりま

す。一般会計で49億5,387万3,000円の減額補正

をお願いしております。

これは、介護保険、後期高齢者医療費負担金

などの所要額の減や、経費節減に伴う執行残な

どにより減額となったものであります。

次に、その右隣の欄、これが２月追加補正で

ございますが、国のまち・ひと・しごと創生総

合戦略に基づく、いわゆる地方創生交付金を活

用しまして、福祉保健課を初め、４課で行う事

業として１億1,916万8,000円の増額補正をお願

いするものでございます。これによりまして、

右の欄にありますとおり、福祉保健部の２月補

正及び２月追加補正後の予算額は、一般会計

で983億435万4,000円となります。

資料飛びまして、９ページをお開きいただき

たいと存じます。ちょっと横書きで恐縮ですが、

みやざき少子化対策総合サポート事業でござい

ます。これは２月の追加補正分としてお願いし

ておりますが、複数の課にまたがる事業となっ

ておりますので、私から、まず、全体像を簡単

に御説明させていただきたいと思います。

この事業は、新たな宮崎県総合計画、未来み

やざき総合プランにおける、2030年に合計特殊

出生率2.07等の目標達成を目指すもので、結婚

から子育てまで、ライフステージに応じた４つ

の個別の事業で構成されております。

まず、一番左の結婚のステージのところでは、

みやざき結婚サポート事業で、結婚を希望され

る男女の１対１のお見合い事業等を実施するこ

とにしております。

真ん中の出産のステージでは、男性不妊・不

育症治療費助成事業ということで、男性不妊症

と不育症の治療費助成を行うこととしておりま
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す。

その右側の子育てのところではみやざき子育

てサポート事業、急な出張、あるいは子供の病

気のときなどに一時的な預かりができる仕組み

を県下全域で構築し、地域における子育て支援

機能の充実を図ることにしております。

そして、一番下に子育てに優しい環境づくり

サポート事業でございますが、これは各ライフ

ステージに共通した支援として、企業の子育て

支援の職場づくり、あるいは社会全体で結婚、

出産、子育てを応援する環境づくりに取り組む

こととしております。

各事業の詳細は、後ほど担当課長から説明さ

せます。

次に、繰越明許費補正についてであります。

議案書に戻っていただきまして、26年度補正

分のほうでございます。分厚いほうの議案書の

ほうでございますが、こちらの９ページをお開

きください。

繰越明許費補正の追加の一覧が載っておりま

す。２月定例県議会提出議案（26年度補正分）

というこの冊子でございます。

これの９ページをお願いいたします。繰越明

許費補正が載っております。

福祉保健部関係で新たに追加をお願いするも

のは、上から３つ目の老人福祉施設整備等事業

から、５つ下の感染症指定医療機関施設・設備

整備事業までの６件でございます。これらは、

事業主体において事業が繰り越しとなることに

よりまして、追加を行うものであります。

次に、債務負担行為についてでございますが、

同じ資料の14ページをお願いいたします。債務

負担行為の補正の追加分でございます。

福祉保健部関係は、一番上の医療薬務課の在

宅医療・介護ネットワーク構築モデル事業の１

件でございます。

次に、追加補正の繰越明許費補正について説

明します。議案書の議案第78号の薄いほうの議

案書、ホッチキスどめをしております議案書の

ほうでございます。こちらの５ページをお開き

ください。

新たに追加をお願いする事業は、下から３つ

目の世代間交流・多機能型福祉拠点支援事業か

ら発達障がい者雇用理解促進事業の３件及び、

ページをめくっていただきまして、６ページの

上から２つ目のみやざき結婚サポート事業から

３つ下の男性不妊・不育症治療費助成事業まで

の４件、合わせまして７件でございます。

これらは、国の緊急経済対策の実施に伴う補

正の関係で、事業実施期間が不足することによ

り、繰り越しの追加を行うものであります。

以上、議案等概要について御説明いたしまし

たが、各課の歳出予算や条例など特別議案の詳

細につきましては、それぞれ担当課長に説明さ

せますので、よろしく御審議いただきますよう、

お願い申し上げます。私からは以上でございま

す。

○鳥飼委員長 ありがとうございました。部長

の説明が終了いたしました。

次に、議案に関する説明をお願いします。

○長友福祉保健課長 福祉保健課分について、

御説明をさせていただきます。

議案第54号「平成26年度宮崎県一般会計補正

予算（第６号）」と、追加提案させていただきま

した議案第78号「平成26年度宮崎県一般会計補

正予算（第７号）」につきまして、一括して御説

明をさせていただきます。

お手元の厚生常任委員会資料をお願いいたし

ます。１ページでございます。

福祉保健課の補正予算額は、議案第54号の補
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正予算といたしまして、２月補正欄にあります

とおり２億3,540万8,000円の減額補正を、議案

第78号の補正予算といたしまして、その横の２

月追加補正の欄にありますとおり4,000万円の増

額補正を、それぞれお願いしております。

この結果、補正後の予算額は、右から２列目

の補正後の額欄にありますように89億8,817

万4,000円となります。

それでは、まず、議案第54号の補正予算の主

なものについて御説明をさせていただきます。

お手元の平成26年度２月補正歳出予算説明資

料をお願いいたします。分厚い資料でございま

す。福祉保健課のところ、117ページをお開きく

ださい。

まず、下から２番目の（事項）社会福祉事業

指導費3,979万5,000円の減額補正でございます。

主なものは、説明欄１の（１）社会福祉施設

職員等退職手当共済事業給付費補助金の3,972

万5,000円の減額補正でございます。これは、退

職手当共済法に基づき、民間の社会福祉施設の

職員を対象に退職手当を支給しております福祉

医療機構に対して、県がその経費の３分の１を

負担しておりますが、国が示す基準単価や対象

職員数が確定したことによるものでございます。

118ページをお開きください。

一番下の（事項）県立施設維持管理費2,736

万6,000円の減額補正でございます。

主なものは、説明欄１、県立施設の補修費等

の2,527万1,000円の減額補正でありまして、こ

れは、福祉保健課が所管する保健所等の庁舎の

改修工事等に要した経費でありますが、設計委

託料や工事請負費の入札残によるものでござい

ます。

次に、119ページをごらんください。

（事項）自殺対策費1,918万9,000円の減額補

正でございます。

主なものは、１、自殺ゼロプロジェクト推進

事業の1,263万8,000円の減額補正でありまして、

これは、市町村が実施いたします自殺対策の補

助申請額が予定を下回ったこと、あるいは事務

費の執行残などによるものでございます。

下のほうの（事項）災害救助費187万5,000円

の増額補正でございます。これは、昨年２月の

大雪により被災された方の遺族に対しまして、

国の基準に基づく災害弔慰金が支給されること

となったことによるものでございます。

次に、120ページをお開きください。

一番下の（事項）保健所運営費2,697万3,000

円の減額補正でありますが、これは、県内８保

健所の維持管理経費の執行残などによるもので

ございます。

議案第54号の補正予算については、以上でご

ざいます。

続きまして、議案第78号の追加補正予算の内

容について御説明をさせていただきます。

恐れ入りますが、お手元の厚生常任委員会資

料にお戻りいただきまして、２ページをお願い

いたします。

新規事業「世代間交流・多機能型福祉拠点支

援事業」でございます。

まず、１の目的・背景でございますが、近年、

急速な少子高齢化や家族形態の変化などに伴い

まして、地域社会のつながりが希薄化しており

ますことから、地域住民同士の交流を促進する

ために、誰もが身近に集うことのできる場や、

福祉サービスを複合的に提供する施設の整備・

充実を推進するものでございます。

次に、２の事業概要でございます。

２つの事業からなっておりまして、まず、（１）

の居場所機能型拠点整備事業につきましては、
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地域住民同士が見守り支え合う環境づくりを推

進するため、世代を超えて誰もが身近に集い交

流する場を整備・充実する事業に対しまして、

この事業と並行して、市町村がソフト事業を企

画・実施することを前提といたしまして、定額

補助を行う事業でございます。施設整備への補

助上限は200万円、備品購入は50万円としており

ます。

次に、（２）の福祉サービス複合提供型拠点整

備事業につきましては、福祉施設において、高

齢者の通所介護や障がい者の生活介護・自立訓

練、子供の放課後児童クラブなどの複数の福祉

サービスを一体的に提供することは、効率的か

つ効果的な施設運営に加えまして、保護者等の

関係者の交流促進にもつながりますことから、

複合的に福祉サービスを提供いたします事業者

に対して、施設の整備・充実のための定額補助

を行う事業であります。補助上限は、施設整備

が400万円、備品購入が100万円としております。

３の事業費は、4,000万円をお願いしておりま

して、財源は国の地方創生交付金を活用するこ

ととしております。

４の事業効果といたしまして、地域住民が相

互に支え合う仕組みづくりが進み、高齢者など、

誰もが安心して暮らすことのできる持続可能な

地域づくりが期待できるものと考えております。

補正予算については、以上でございます。

続きまして、議案第72号「宮崎県民生委員の

定数を定める条例」について御説明をさせてい

ただきます。

条例案につきましては、議案書の61ページ以

降に掲載しておりますが、常任委員会資料のほ

うを使わせていただきまして、制定理由、概要

等について説明をさせていただきます。

恐れ入りますが、常任委員会資料の10ページ

をお願いいたします。最後のページでございま

す。

まず、１の制定の理由でございます。

地域の自主性及び自立性を高めるための改革

の推進を図るための関係法令の整備に関する法

律、いわゆる第３次一括法でございますが、こ

の法律の制定に基づいて、民生委員法第４条の

一部が改正されまして、市町村ごとの民生委員

の定数に関する必要な事項を条例で定めること

とされましたことから、今回、新たに条例を制

定するものでございます。

次に、２の条例の概要でございます。

まず、（１）の条例の対象となる市町村につき

ましては、中核市である宮崎市は独自に条例を

制定することとなっておりますことから、県条

例の対象は、宮崎市を除いた市町村としており

ます。

次に、（２）及び（３）に、地域の実情や国の

参酌基準を踏まえた定数に関する基準を記載し

ております。

まず、（２）の民生委員でございます。①の人

口10万人以上の市、具体的には都城市及び延岡

市になりますが、この市において平均世帯数

が160から360までの世帯に１人の民生委員を、

②の人口10万人未満の市においては、100から280

までの世帯に１人の、③の町・村におきまして

は、人口規模に関係なく40から200までの世帯に

１人の民生委員を選任することとしております。

なお、この基準はあくまでも原則でございま

して、地域の実情により基準を満たさなくなる

ことも考えられますことから、住民に対するサ

ービスが適正に行われると認められる場合は、

弾力的な対応をすることとしております。

次に、民生委員の中から選任されます（３）

の主任児童委員の定数基準でございます。市町
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村には、民生委員をメンバーとする民生委員協

議会が設置されておりまして、設置数は、市に

おきましては複数、町村におきましては１つと

なっております。その協議会の規模に応じまし

て、①の民生委員の定数が39人以下におきまし

ては２人の、②の40人以上におきましては３人

の主任児童委員を選任することとしております。

なお、市町村ごとの具体的な定数でございま

すが、あらかじめ市町村の意見を十分に伺いな

がら、現在、最終調整作業をしておりまして、

本条例案を御承認いただいた後に、規則で定め

ることとしております。

３の施行期日は、公布の日からとしておりま

す。

次に、この条例の制定に伴いまして、市町村

に移譲しております事業の見直しを行うことと

しております。

恐れ入りますが、お手元の議案書をお開きい

ただきます。26年度補正分のほうの議案書でご

ざいます。インデックスが議案71号と書いてあ

りますところ、ページでいいますと57ページを

お願いいたします。

宮崎県における事務処理の特例に関する条例

の一部を改正する条例でございます。現在、下

の表の一番下の８の４でございますが、民生委

員法第４条の規定による民生委員の定数の設定

に関する事務をえびの市に移譲しております。

今回の民生委員定数条例の制定に伴い、県の

ほうで市町村の定数を定めることとなりますこ

とから、当該規定を削除することとしておりま

す。

福祉保健課からの説明は、以上でございます。

○長倉医療薬務課長 医療薬務課分を説明いた

します。

まず、議案第54号「平成26年度宮崎県一般会

計予算」であります。お手元の厚生常任委員会

資料の１ページをお開きください。

医療薬務課といたしましては、２月補正欄に

ありますように３億2,542万9,000円の減額補正

をお願いしており、補正後の予算額は、右から

２列目の補正後の額欄にありますように62

億1,449万4,000円となっております。

それでは、補正予算の内容について、主なも

のを説明いたします。資料がかわりまして、お

手元の分厚い資料、平成26年度２月補正、歳出

予算説明資料の医療薬務課のところ、ページで

いいますと125ページをお開きください。

まず、一番下の（事項）看護師等確保対策

費1,446万2,000円の減額補正であります。

次のページをお開きください。

主なものは、３の看護職員資質向上推進事

業730万7,000円の減額補正でありますが、これ

は、新人看護職員の卒後研修に係る補助金につ

いて、実施主体である医療機関からの申請が見

込みよりも少なかったものによるものでありま

す。

次の、（事項）へき地医療対策費724万5,000円

の減額補正であります。

主な内容は、１の自治医科大学運営費負担金

等305万9,000円の減額補正でありますが、これ

は、自治医科大学卒業医師について、長期県外

研修の希望者がなかったことによるものであり

ます。

また、３のへき地診療所運営費補助金230

万1,000円の減額補正は、一部の町立のへき地診

療所が休診となったことによるものであります。

次に、下から２番目の（事項）救急医療対策

費1,823万3,000円の減額補正であります。

主な内容は、まず１の第二次救急医療体制整

備779万6,000円の減額補正でありますが、これ
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は、休日、夜間における重症救急患者の医療を

確保する経費に対し支援を行うものであります

けれども、国庫補助決定に伴い減額したもので

あります。

次に、２の災害医療体制の整備事業378万7,000

円の減額補正でありますが、これは、昨年８月

に本県で、国に協力して開催した広域医療搬送

訓練の経費でありまして、参加者を移送するバ

スの借り上げなどの執行残が生じたものであり

ます。

３の小児医療体制整備事業570万円の減額補正

でありますが、これは、小児医療の現場を支え

る医師の安定的な確保のため、小児科専門研修

医に研修資金を貸与するものでありますけれど

も、貸与者数等が見込みよりも少なかったこと

から減額したものであります。

次に、一番下の（事項）地域医療推進費1,564

万3,000円の減額補正であります。

次のページ、127ページをごらんください。

主な内容は、１の女性医師等の離職防止・復

職支援事業1,476万4,000円の減額補正でありま

すが、これは、院内保育所の運営や施設整備へ

の補助が、事業主体の計画変更等により見込み

を下回ったもの等によるものであります。

次は、ページ中ほど、（事項）地域医療再生基

金事業費１億2,742万6,000円の減額補正であり

ます。

主な内容は、まず、２の（１）救急救命体制

強化事業972万円の減額補正でありますが、これ

は、救急専門医のレベルアップのため、宮崎大

学の救命救急センターの指導医２名を確保する

ものでありますが、１名にとどまったことによ

るものであります。

次に、その２つ下の（３）医師修学資金貸与

事業776万4,000円の減額補正であります。これ

は、留年により貸与者が見込みを下回ったこと

によるものであります。

次に、その２つ下の（５）県西部救急・周産

期医療拠点病院整備事業4,718万2,000円の減額

補正であります。これは、圏域の救急医療の中

核的医療を担っている都城市郡医師会病院の移

転整備及び国立都城病院の口腔外科整備を支援

するものでありますが、国庫補助決定による減

や工期の遅延により、平成27年度に竣工が延び

たことによるものであります。

さらに、その２つ下の（７）看護教育充実支

援事業737万6,000円の減額補正ですが、これは、

看護教員の研修支援、学生の実習指導支援等を

行うもので、施設からの申請が見込みより少な

かったものによるものであります。

次に、（８）災害拠点病院等機能強化事業3,342

万7,000円の減額補正でありますが、これは、事

業者の計画変更により、所要額が当初の見込み

を下回ったことによるものであります。

次に、（９）在宅医療推進事業2,010万9,000円

の減額補正であります。これは、延岡と日南で

取り組んでいただいております在宅医療・介護

ネットワーク構築モデル事業や病院のリハビリ

テーション施設整備事業への補助でありますが、

事業者の計画変更や入札により、所要額が当初

の見込みを下回ったことによるものであります。

次に、一番下、医師・看護師等育成・確保・

活用基金積立金936万3,000円の増額補正であり

ます。

ページをめくって、128ページをお開きくださ

い。

内容は、（１）の医師・看護師等育成・確保・

活用基金積立金933万4,000円の増額補正であり

ますが、これは、看護師等修学資金について、

貸与者からの返還金を基金に積み戻すことによ



- 24 -

平成27年３月４日(水)

るものであります。

次の（事項）宮崎県地域医療支援機構運営事

業費であります。349万8,000円の減額補正であ

りますが、１の医師配置等促進事業は、国の補

助金廃止に伴う計画変更により減額するもので

あり、２の地域医師キャリア形成支援事業は、

財源に地域医療再生基金を活用しているもので

ありますが、学会への参加や専門医資格取得等

での活用が増大していることから、増額をお願

いするものであります。

次に、129ページをごらんください。

一番下の（事項）県立看護大学運営費１億1,261

万4,000円の減額補正であります。これは、県立

看護大学の職員費の減額や庁舎管理費の節減、

情報システム機器等整備に係る入札残と経費の

節減等によるものであります。

次に、債務負担行為の追加について説明いた

します。

資料がかわりまして、平成27年２月定例県議

会提出議案（平成26年度補正分）の14ページを

ごらんください。

上から１つ目にあります在宅医療・介護ネッ

トワーク構築モデル事業であります。これは、

延岡市と日南市をモデル市町村として、市町村

が地域の医師会等の関係団体と協力しながら在

宅医療や介護に関する情報共有ソフトを開発し、

地域のネットワークを構築するものであります。

この情報共有ソフトの開発に係る委託契約が来

年度までかかりますことから、追加をお願いす

るものであります。

補正予算につきましては、以上であります。

次に、議案第71号「宮崎県における事務処理

の特例に関する条例の一部を改正する条例につ

いて」説明いたします。

同じ資料の58ページをごらんください。

ページ中ほどにあります医療法に基づく事務

でありますが、医療法の一部が改正され、（31）

にありますように条ずれが生じましたことから、

所要の改正を行うものであります。

医療薬務課の説明は、以上であります。

○日髙国保・援護課長 国保・援護課でござい

ます。

議案第54号「平成26年度宮崎県一般会計補正

予算」につきまして御説明いたします。

お手元の厚生常任委員会資料、補正の１ペー

ジをお開きください。

国保・援護課といたしましては、議案第78号

の追加補正予算は該当がございませんので、議

案第54号の補正予算としまして、２月補正欄に

ありますとおり、20億6,029万8,000円の減額補

正をお願いしております。

この結果、補正後の予算額は、右から２列目

の補正後の額欄にありますとおり、315億3,027

万4,000円となります。

それでは、補正予算の内容につきまして、主

なものを御説明いたします。

お手元の平成26年度２月補正提出予算説明資

料、分厚い資料です。国保・援護課のところ、

ページでいいますと133ページをお開きくださ

い。

中ほどの（事項）生活福祉資金貸付事業費に

つきまして、1,402万7,000円の増額補正をお願

いしております。

これは、県社会福祉協議会が低所得世帯等に

対しまして資金貸し付けを行うためのシステム

改修経費等を補助するもので、財源は緊急雇用

創出事業臨時特例基金を活用いたします。

続きまして、その下の（事項）住宅手当緊急

特別措置事業費につきまして、220万6,000円の

減額補正をお願いしております。
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これも緊急雇用基金を財源とするもので、解

雇など離職によって住宅を喪失した者等に住宅

手当の支給をするものですが、当初見込みより

実績が下回ることに伴い、減額するものであり

ます。

次に、134ページをお開きください。

（事項）生活困窮者自立相談支援事業費につ

きまして、100万8,000円の減額補正をお願いし

ております。

これは、生活困窮者自立支援法が本年４月１

日から施行されることに伴い、その前準備とし

て、国のモデル事業を活用し、実施体制の整備

を図ったところでありますが、公用車の契約、

入札に伴う執行残であります。

次に、中ほどの（事項）高齢者医療対策費に

つきまして、10億2,577万8,000円の減額補正を

お願いしております。

まず、説明欄２の後期高齢者医療費負担金の

７億2,365万3,000円の減額補正であります。こ

れは、後期高齢者医療の医療の給付や、高額医

療、保険料の軽減等に要する費用につきまして、

国、県、市町村及び広域連合が、それぞれの負

担割合に応じて負担するものでありますが、当

初見込み額を下回ることに伴い、減額補正を行

うものであります。

次に、３の後期高齢者医療財政安定化基金事

業の３億135万2,000円の減額補正であります。

これは、県に設置しました財政安定化基金から

宮崎県後期高齢者医療広域連合に対して資金の

貸し付けを行う事業について、広域連合からの

貸し付けの申請がなかったため、減額補正を行

うものであります。

次に、135ページをお開きください。

上段にあります（事項）戦傷病者・引揚者及

び遺族等援護費につきまして、107万円の減額補

正をお願いしております。

これは、説明欄６の特別給付金等支給裁定事

務費などが、当初見込みを下回ったことによる

ものであります。

次に、一番下の段の（事項）国民健康保険助

成費につきまして、８億1,760万円の減額補正を

お願いしております。

その主なものは、まず、説明欄１の保険基盤

安定事業の１億6,487万9,000円の減額補正であ

ります。これは、市町村が低所得者に対して行

います保険税の軽減について一定割合を負担す

るものでありますが、当初の見込みを下回った

ことにより、減額補正を行うものであります。

次に、２の高額医療費共同事業の6,540万8,000

円の減額補正であります。これは、宮崎県国民

健康保険団体連合会が行っております高額医療

費共同事業に対する市町村の拠出金について、

県が４分の１を負担するものでありますが、当

初の見込みを下回ったことにより、減額補正を

行うものであります。

次に、３の広域化等支援事業の１億584万8,000

円の減額補正であります。これは、当該事業の

貸し付け・交付の申請がなかったため、減額補

正を行うものであります。

136ページをお開きください。

４の都道府県財政調整交付金の４億246万円の

減額補正であります。これは、国の平成26年度

補正予算の決定に伴い、本県の財政調整交付金

の減額が示されたことにより、国の算定に合わ

せ、減額補正を行うものであります。

次に、５の特定健診・保健指導費負担金

の7,900万5,000円の減額補正であります。これ

は、市町村が実施しております特定健診・保健

指導に要する経費について、県が３分の１を負

担するものでありますが、当初の見込みを下回っ
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たことにより、減額補正を行うものであります。

続きまして、下から２つ目の（事項）福祉事

務所活動費につきまして、2,293万5,000円の減

額補正をお願いしております。

これは、市の福祉事務所が実施する離職によっ

て住宅を喪失した方等に対する住宅手当につい

て、県から交付する補助金の実績が当初見込み

を下回ることに伴い、減額するものであります。

最後に、下段にあります（事項）扶助費につ

きまして、１億9,615万5,000円の減額補正をお

願いしております。

その内容につきましては、137ページをごらん

ください。

まず、説明欄１の生活保護扶助費の２億252

万6,000円の減額補正であります。これは、郡部

福祉事務所の生活保護扶助費でありますが、当

初の見込みほど生活保護世帯が増加しなかった

ことに伴い、減額補正するものであります。

次に、２の生活保護扶助費県費負担金の877

万1,000円の増額補正であります。これは、生活

保護法に基づき、中核市の宮崎市を除く８市に

おいて生活保護を受給していた方が、長期入院

等により住居を失った場合、市が支給した扶助

費について県が負担するものでありますが、当

初の見込みを上回ったことに伴い、増額補正す

るものであります。

次に、３の中国残留邦人生活支援給付金の240

万円の減額補正であります。これは、支援給付

対象者が生じなかったことにより、全額減額補

正するものであります。

国保・援護課の説明は、以上であります。

○鳥飼委員長 ありがとうございました。

説明の途中ですが、12時になりますので昼食

休憩をしたいと思います。１時でいいですか。

じゃあ１時再開ということで、暫時休憩しま

す。

午前11時58分休憩

午後１時01分再開

○鳥飼委員長 委員会を再開いたします。

○松田長寿介護課長 長寿介護課でございます。

まず、議案第54号「平成26年度宮崎県一般会

計補正予算（第６号）」につきまして御説明いた

します。

お手元の厚生常任委員会資料の１ページをお

開きください。

長寿介護課といたしましては、議案第78号の

追加補正予算はございませんので、議案第54号

の補正予算といたしまして、２月補正欄のとこ

ろ、11億8,875万3,000円の減額補正をお願いし

ております。

この結果、補正後の予算額は、右から２列目

の補正後の額の欄のところにありますとおり、

総額157億1,384万1,000円となります。

それでは、補正予算の主な内容につきまして

御説明いたします。

お手元の平成26年度２月補正歳出予算説明資

料の長寿介護課のところ、ページでいいます

と142ページをお開きください。

まず、中ほどの（事項）介護保険対策費につ

きましては、10億5,428万3,000円の減額でござ

います。

その主なものは、説明欄１の介護保険財政支

援事業10億4,627万4,000円の減額で、これは、

介護給付費の市町村への県負担等でございまし

て、施設サービスの給付では17.5％、それ以外

の居宅サービス等では12.5％の定率で支援する

ものでございますが、市町村の介護給付費の所

要見込み額の減等、また、市町村の介護保険財

政の不足が生じた場合のために用意しておりま



- 27 -

平成27年３月４日(水)

した財政安定化基金からの貸付金が不要となっ

たことによるものでございます。

次に、一番下の（事項）老人福祉施設整備等

事業費について、１億327万1,000円の減額でご

ざいます。

その主なものにつきましては、次のページを

ごらんください。

説明欄１の老人福祉施設整備等事業7,348

万8,000円の減額でありますが、これは、養護老

人ホームの改築等を支援するものでございます

が、養護老人ホーム以外に想定しておりました

療養病床転換補助事業等への申請がなかったこ

とに伴う減額でございます。

また、説明欄の５の介護保険サービス事業所

等防災特別対策事業2,142万円の減額であります

が、この事業は、介護保険サービス事業所への

津波被害等を軽減するための避難場所等の整備

を支援するものでございまして、これは、事業

の申請箇所が当初の見込みより少なかったこと

などによるものの減額でございます。

最後に、ページ一番下の（事項）介護基盤緊

急整備等臨時特例基金事業費について、2,470

万8,000円の減額であります。

その主なものは、説明欄２の介護基盤緊急整

備等臨時特例基金事業2,438万8,000円の減額で

ありますが、この事業は、認知症高齢者グルー

プホーム等の新設や既存施設のスプリンクラー

設備等を支援するものでございますが、事業の

所要見込み額が予算を下回ったことなどにより

ます補助金の減額でございます。

長寿介護課分については、以上でございます。

よろしくお願いいたします。

○川原障害福祉課長 障害福祉課でございます。

議案第54号「平成26年度宮崎県一般会計補正

予算（第６号）」と、追加提案させていただきま

した議案第78号「平成26年度宮崎県一般会計補

正予算（第７号）」につきまして、一括して御説

明いたします。

まず、お手元の常任委員会資料の１ページを

お願いいたします。

今回お願いしております障害福祉課の補正予

算額は、議案第54号の補正予算としまして、２

月補正の欄にありますとおり５億5,795万2,000

円の減額補正を、議案第78号の補正予算といた

しまして、２月追加補正欄にありますとおり722

万6,000円の増額補正を、それぞれお願いをして

おります。

この結果、補正後の予算額は、右から２列目

の補正後の額欄にありますとおり、124億6,722

万6,000円となります。

それでは、まず、議案第54号の補正予算の内

容について、主なものを御説明いたします。

お手元の冊子、平成26年度２月補正、歳出予

算説明資料、障害福祉課のところ、さらにもう

１ページめくっていただきまして、148ページを

お願いいたします。

まず、上から２つ目の（事項）精神保健費185

万9,000円の増額補正であります。

当事項については、増額をお願いする事業と

減額をお願いする事業がありまして、まず、増

額の主な内容でございますが、説明欄２の措置

入院費公費負担事業において、今後の執行を過

去の実績により見込んだ結果、所要の不足が見

込まれるためのものであります。

また、減額の主な内容は、説明欄３の精神科

救急医療システム整備事業において、緊急な医

療を必要とする精神障がい者のための救急医療

体制を確保しているところでございますが、平

日夜間の空床確保委託分の執行残が生じたこと

によるものであります。
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次に、一番下の（事項）精神障がい者社会復

帰促進事業費の1,304万3,000円の減額補正であ

ります。

減額の主な内容は、説明欄３の精神疾患急性

期対策強化事業において、地域医療再生基金を

活用した急性期病棟へ転換させるための個室、

隔離室等の整備及び改修を行うものでありまし

たが、事業主体において、建設コストの上昇な

どを理由に事業実施を見送ったことによるもの

であります。

次に、149ページをお願いいたします。

一番上の（事項）障がい者自立推進費の７億494

万8,000円の減額補正であります。

減額の主な内容は、説明欄１の介護給付・訓

練等給付費において、障がい福祉サービスの利

用が見込みより少なかったこと、また、説明欄

２の自立支援医療費の精神通院医療において、

今後の執行を見込んだ結果、当初の見込みを下

回ることとなるための減額であります。

次に、中ほどの（事項）障がい者就労支援費

の2,126万9,000円の減額補正であります。

減額の主な内容は、説明欄の３の訓練手当に

おいて、県外の障害者職業能力開発校に入校し

た本県の障がい者に支給する訓練手当において、

入校者数が見込みより少なかったことによるも

のであります。

次に、一番下の（事項）障がい児支援費の１

億8,740万1,000円の増額補正であります。

増額の主な内容は、次のページ、150ページの

説明欄１の障がい児施設給付費において、放課

後等デイサービスや児童発達支援等の通所支援

に係る給付の増加が当初の見込みを上回ること

によるものであります。

次に、その下の（事項）心身障害者扶養共済

事業費の1,080万9,000円の減額補正であります。

減額の主な理由は、説明欄２の年金及び弔慰

金等給付費において、年金受給者数が見込みを

下回ったこと等によるものであります。

次に、その下の（事項）重度障がい者（児）

医療費公費負担事業費の5,000万円の増額補正で

あります。

これは、市町村が実施する医療費助成事業に

補助を行うものでございますが、所要見込み額

が増加したことによるものであります。

次に、一番下の（事項）こども療育センター

費の3,492万7,000円の減額補正であります。

これは、屋根改修等の工事における工事入札

残や、センターの運営に係る経費の執行残等に

よるものであります。

議案第54号の補正予算につきましては、以上

でございます。

続きまして、議案第78号の補正予算の内容に

つきましては、常任委員会資料で説明をさせて

いただきます。お手元の常任委員会資料の３ペ

ージをお願いいたします。

（２）新規事業「ボッチャでパラリンピック

を目指そう事業」についてであります。

まず、１の目的・背景でありますが、重度脳

性麻痺の方や同程度の四肢の重度機能障がいの

方々など、運動能力に障がいのある方のために

考案され、東京パラリンピックの正式競技種目

の一つでもあり、また、重度の障がいの方も競

技できるということで、いわば障がい者スポー

ツの象徴ともいえるボッチャを、障がい者を中

心に県民に普及するとともに、ボッチャを通じ

て障がいのある方とない方の交流を図り、障が

い者スポーツの振興と障がいへの理解を促進す

るため実施するものであります。

ここで、ボッチャの競技ルールについて御説

明させていただきます。米印のところをごらん
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ください。

赤色、青色のそれぞれ６球ずつのボールを投

げたり、転がしたり、ほかのボールに当てたり

して、ジャックボール、目標球と呼ばれる白い

ボールにいかに近づけるかを競うもので、例え

ば、同じようなカーリングですと標的は固定さ

れておりますが、ボッチャの場合は標的はボー

ルですので固定されておらず、競技中に標的が

移動することがございます。

また、障がいによりボールを投げることがで

きなくても、勾配具を使いまして、自分の意思

を介助者に伝えることができれば競技に参加す

ることができます。

右側に写真を掲載しておりますが、これは、

赤い色のユニフォームを着て車椅子に乗った選

手が、自分のボールを白色の勾配具を使って転

がすために、白い服を着た介助者に勾配具の向

きでありますとか、勾配具の角度を伝えている

様子でございます。

次に、２の事業概要についてでありますが、

まず、（１）の県内各地域への普及でありますが、

県内20地区において、在宅や福祉施設等におら

れる障がい者の方々や地域住民を対象とした講

習会を開催し、競技の普及や交流を促進するこ

ととしております。

また、（２）にありますとおり、特別支援学校

等における普及、指導として、特別支援学校に

おける課外活動や宮崎ボッチャ協会などの団体

等での指導を通じて、ボッチャの普及や競技力

の向上に取り組むこととしております。

また、（３）にありますが、指導者の育成とし

て、日本ボッチャ協会が開催する指導者講習会

や審判講習会の受講を通じて、ボッチャの普及

や指導を行う人材を育成することとしておりま

す。

３の事業費は、593万6,000円をお願いしてお

りますが、財源は地方創生交付金を活用するこ

ととしております。

４の事業効果でありますが、ボッチャの普及

を通じまして、障がいを持たれた方のスポーツ

や社会参加の意欲の向上、さらには障がいのあ

る方とない方とのスポーツを通じた交流の輪の

広がりが期待できるものと考えております。

続きまして、４ページをお願いいたします。

（３）新規事業「発達障がい者雇用理解促進

事業」についてであります。

１の目的・背景でありますが、近年、発達障

がいに対する社会的関心が高まる中、発達障が

いのある方々から支援機関に対し、就労支援を

求める件数も大幅にふえてきている状況にあり

ます。発達障がいのある方の雇用拡大や職場定

着を図るため、企業の事業主や従業員などに対

し、発達障がいに関する正しい理解が深まるよ

う啓発活動を行うものであります。

２の事業概要でありますが、まず、（１）の就

労支援ガイドブックの作成では、発達障がいに

関する知識や雇用事例、支援制度などをガイド

ブックとしてまとめ、セミナーや企業訪問等で

活用するものであります。

次に、（２）の企業勉強会の実施では、発達障

がい者雇用に関心のある企業を対象に、実際に

雇用している企業等から受け入れノウハウを学

んでいただくための勉強会を実施するものであ

ります。

次に、（３）の職場受け入れマニュアルの作成

では、ただいま御説明しました企業勉強会等で

活用できる担当業務の選定でありますとか、受

け入れ体制の整備などをまとめた実践的なマ

ニュアルを作成するものであります。

３の事業費は、129万円をお願いしております
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が、財源は地方創生交付金を活用することとし

ております。

４の事業効果ですが、発達障がいのある方の

働きやすい職場環境づくりの促進とともに、雇

用機会の拡大や職場定着につながるものと考え

ております。

説明は以上であります。

○竹内衛生管理課長 衛生管理課でございます。

議案第54号「平成26年度宮崎県一般会計補正

予算」につきまして御説明いたします。

お手元の厚生常任委員会資料の１ページをお

開きください。

衛生管理課といたしましては、議案第78号の

追加補正予算は該当がございませんので、議案

第54号の補正予算としまして、２月補正欄にあ

ります9,869万7,000円の減額補正をお願いして

おります。

この結果、補正後の予算額は、右から２列目

の補正後の額の欄にありますとおり12億5,526

万4,000円となります。

それでは、補正予算の内容について、主なも

のを御説明いたします。

お手元の平成26年度２月補正、歳出予算説明

資料の衛生管理課のところ、ページでいいます

と155ページをお開きください。

まず、最初の（事項）動物管理費は372万8,000

円の減額補正でございます。

これは主に、説明欄２の犬の捕獲抑留及び処

分業務委託費164万9,000円の減額及び３の動物

保護管理所等維持管理費150万7,000円の減額で

あり、それぞれ委託業務費、警備委託費などの

執行残によるものでございます。

次に、156ページをお開きください。

最初の（事項）食肉衛生検査所費は5,635

万5,000円の減額補正でございます。

主なものは、説明欄４のＢＳＥ検査業務運営

費3,530万8,000円の減額で、ＢＳＥ検査キット

購入に係る国庫補助決定に伴うものでございま

す。

次に、上から２番目の（事項）食品衛生監視

費178万4,000円の減額でございます。

主なものは、説明欄１の施設の監視指導及び

収去検査事業158万1,000円の減額で、旅費等の

事務費の執行残でございます。

次に、下から２番目の（事項）食鳥検査費228

万円の減額でございます。

これは、説明欄１の食鳥検査業務運営費で、

検査で使用した薬品等の廃液処理費用や備品購

入費などの執行残でございます。

次のページ、157ページをごらんください。

最初の（事項）生活環境対策費174万8,000円

の減額補正でございます。

これは、説明欄１の水道維持管理指導事業で、

旅費や需用費などの事務費の執行残でございま

す。

次に、一番最後の（事項）生活衛生監視試験

費266万1,000円の減額補正でございます。

これは、レジオネラ症の発生に備え、あらか

じめ確保しております行政検査に係る経費の執

行残が主なものでございます。

衛生管理課からの説明は、以上でございます。

○瀧口健康増進課長 健康増進課でございます。

議案第54号「平成26年度宮崎県一般会計補正

予算」と、追加提案させていただきました議案

第78号「平成26年度宮崎県一般会計補正予算」

につきまして、一括して御説明いたします。

まず、お手元の厚生常任委員会資料、補正の

１ページをお開きください。

健康増進課の補正予算額は、議案第54号の補

正予算といたしまして、中ほどの２月補正の欄
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にありますとおり3,782万6,000円の減額補正と、

議案第78号の補正予算といたしまして、２月追

加補正欄にありますとおり630万円の増額補正を

それぞれお願いしております。

この結果、補正後の予算額は、右から２列目

の補正後の額の欄にありますとおり31億7,719

万7,000円となります。

それでは、まず、議案第54号の補正予算の内

容について、主なものを御説明いたします。

お手元の平成26年度２月補正歳出予算説明資

料の健康増進課のところ、ページでいいます

と161ページをお開きください。

まず、一番上の（事項）職員費で399万8,000

円の増額をお願いしております。

これは、人件費の所要見込み額の増により増

額するものでございます。

次に、その下の（事項）母子保健対策費で5,220

万1,000円の減額をお願いしております。

主なものは、説明欄２の安心してお産のでき

る体制推進事業の4,571万6,000円の減額であり

ます。これは、安心してお産のできる体制の推

進を図るため、国庫補助事業により周産期医療

体制を支援する経費でございますが、国庫補助

決定に伴いまして減額するものであります。

162ページをお開きください。

一番上の（事項）小児慢性特定疾患対策費で429

万3,000円の増額をお願いしております。

これは、ことし１月の児童福祉法改正による

小児慢性特定疾患対象疾病の拡大等により、医

療費の公費負担見込み額が当初の予定を上回っ

たことによるものであります。

163ページをごらんください。

中ほどの（事項）難病等対策費で9,290万9,000

円の増額をお願いしております。

主なものは、説明欄１の特定疾患医療費9,310

万9,000円の増額であります。

これは、ことし１月の難病の患者に対する医

療費等に関する法律の施行による特定疾患対象

疾病の拡大等により、医療費の公費負担見込み

額が当初の予定を上回ったことによるものでご

ざいます。

次に、その下の（事項）原爆被爆者医療事業

費で2,705万1,000円の減額をお願いしておりま

す。

主なものは、説明欄１の原爆被爆者健康管理、

各種手当2,611万5,000円の減額であります。

これは、原爆被爆者の死亡等により、健康管

理手当等の支給対象者が減少したこと等による

ものでございます。

最後に、その下の（事項）感染症等予防対策

費で4,147万2,000円の減額をお願いしておりま

す。

主なものは、説明欄５の感染症指定医療機関

運営費及び施設・設備整備事業3,464万9,000円

の減額であります。これは、第２種感染症指定

医療機関の結核病棟改修等の整備に対する国庫

補助事業等でありますが、今年度所要見込み額

が当初の予定を下回ったことによるものでござ

います。

続きまして、議案第78号の補正予算の内容に

つきまして御説明いたします。

お手元の厚生常任委員会資料の９ページをお

開きください。

委員会の冒頭で部長が御説明いたしましたと

おり、今回、国の26年度補正予算で創設されま

した地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付

金を活用し、みやざき少子化対策総合サポート

として４つの事業を実施することとしておりま

すが、健康増進課は真ん中の出産のステージの

男性不妊・不育症治療費助成事業をお願いして



- 32 -

平成27年３月４日(水)

おります。

それでは、事業の内容を御説明いたします。

資料の６ページをごらんください。

新規事業「男性不妊・不育症治療費助成事業」

であります。

まず、１の目的・背景でありますが、不妊症、

不育症等により、子供が欲しくても妊娠、出産

できない夫婦が増加しており、治療費などが大

きな負担となっております。不妊症の原因のう

ち、約半数は男性にあると言われており、また

流産、死産等を繰り返す、妊娠はしても出産に

至らない不育症も課題となっております。これ

らの課題に対応するために、男性不妊及び不育

症の治療費について助成を行うことにより、健

やかな妊娠、出産の推進を図るものであります。

次に、２の事業概要ですが、現行の体外受精

などの特定不妊治療費助成制度の対象となる治

療とあわせて行われた男性不妊治療費に対して、

１件につき最大５万円を、また、不育症に係る

治療費に対し、１件につき最大８万円を助成す

ることとしております。

３の事業費は630万円をお願いしておりまし

て、財源につきましては地方創生交付金を活用

することとしております。

４の事業効果につきましては、不妊及び不育

症に悩む方の経済的負担の軽減を行うことによ

り、健やかな妊娠の推進を図り、妊娠、出産の

増加につながるなど少子化対策の一助になると

考えております。

健康増進課の説明は、以上でございます。

○渡邊こども政策課長 こども政策課分につい

て、御説明をさせていただきます。

議案第54号「平成26年度宮崎県一般会計補正

予算（第６号）」及び追加提案をさせていただき

ました議案第78号「平成26年度宮崎県一般会計

補正予算（第７号）」につきまして、一括して御

説明をさせていただきます。

まず、お手元の厚生常任委員会資料の１ペー

ジをお開きください。

こども政策課の補正予算額は、議案第54号の

補正予算といたしまして、中ほどの２月補正の

欄にございますとおり３億4,660万1,000円の減

額補正を、議案第78号の補正予算といたしまし

て、２月追加補正の欄にございますとおり6,564

万2,000円の増額補正をそれぞれお願いしており

ます。

この結果、補正後の予算額は、右から２列目

の補正後の額の欄にございますとおり15 2

億6,425万1,000円となります。

それでは、まず、議案第54号の補正予算の内

容につきまして、主なものを御説明いたします。

お手元の平成26年度２月補正、歳出予算説明

資料、これのこども政策課のところでございま

す。167ページをお開きください。

下のほうになりますけれども、（事項）児童健

全育成費167万6,000円の増額補正でございます。

補正の主な内容でございますけれども、説明

欄の２、放課後児童健全育成事業の増額補正で

あります。これは、市町村で実施されておりま

す放課後児童クラブにおきまして、補助対象ク

ラブ数やクラブの開設日数等が、当初の見込み

を上回ったことによるものでございます。

次に、一番下の（事項）少子化対策環境づく

り推進事業費6,275万6,000円の減額補正であり

ます。

168ページをお開きください。

補正の主な内容でございますが、まず、説明

欄の１の保育対策等促進事業の1,761万2,000円

の減額補正であります。これは、保育所で実施

されております延長保育事業等において、市町
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村に対する補助額が当初の見込みを下回ったこ

と等によるものでございます。

次に、３の子育て支援対策推進事業の2,648

万7,000円の減額補正であります。これは、市町

村が実施いたします地域子育て支援拠点事業等

について、市町村に対する補助額が当初の見込

みを下回ったことによるものでございます。

次の（事項）子育て支援対策環境づくり推進

事業費3,336万円の減額補正であります。

これは、説明欄の１、子育て支援乳幼児医療

費助成事業において、市町村に対する医療費の

補助額が当初の見込みを下回ったことによるも

のであります。

次に、一番下の（事項）子育て支援対策臨時

特例基金１億3,278万1,000円の減額補正であり

ます。

169ページをごらんください。

補正の主な内容でございますが、説明欄の２、

安心こども基金事業費の１億3,340万8,000円の

減額補正であります。これは、（３）の認定こど

も園整備事業や（４）の幼稚園耐震化促進事業

など、安心こども基金を活用した事業の執行残

等に伴うものでございます。

次に、（事項）児童手当支給事業費5,557万

3,000円の減額補正であります。

これは、説明欄の１、児童手当県負担金にお

いて、支給対象となる延べ児童数が当初の見込

みを下回ったこと等によるものでございます。

次に、（事項）児童扶養手当支給事業費6,977

万7,000円の減額補正であります。

補正の主な内容でございますが、説明欄の１、

児童扶養手当給付費において、受給人数が当初

の見込みを下回ったこと等によるものでござい

ます。

次に、一番下の（事項）私学振興費1,035万円

の増額補正であります。

補正の主な内容でございますが、説明欄の１、

私立幼稚園振興費補助金の（１）一般事業費2,285

万7,000円の増額補正であります。これは、私立

幼稚園の入園者数が当初の見込みを上回ったこ

と等によるものでございます。

議案第54号の補正予算につきましては、以上

でございます。

続きまして、議案第78号の補正予算の内容に

つきまして御説明いたします。

お手元の厚生常任委員会資料の９ページをお

開きいただきたいと思います。

冒頭に福祉保健部長が御説明を申し上げまし

たとおり、今回、国の平成26年度補正予算で創

設されました地方創生交付金を活用しまして、

みやざき少子化対策総合サポートとして４つの

事業を実施することとしておりますけれども、

こども政策課は、この中で３つの事業、つまり

一番左の結婚のステージのみやざき結婚サポー

ト事業、一番右側の子育てのステージのみやざ

き子育てサポート事業、そして一番下になりま

すけれども、子育てに優しい環境づくりサポー

ト事業の３つの事業をお願いしております。

それでは、それぞれの事業について御説明を

させていただきます。

同じ資料の５ページにお戻りいただきたいと

存じます。

５ページの新規事業「みやざき結婚サポート

事業」でございます。

１の目的・背景でございますが、少子化の大

きな要因であります未婚化、晩婚化の進行を踏

まえまして、新たにみやざき結婚サポートセン

ターを設置するとともに、会員制のみやざきマッ

チングシステムを構築いたしまして、結婚を希

望する男女に対して個別の出会いをサポートす
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ることにより、結婚支援の推進を図るものでご

ざいます。

２の事業概要でございますが、まず、（１）の

１対１のお見合い事業といたしまして、みやざ

き結婚サポートセンターを設置するとともに、

結婚を希望する男女の情報を登録いたしまして

マッチングを行う会員制のみやざきマッチング

システムを構築し、１対１のお見合い事業を実

施するものでございます。

次に、（２）の愛結びサポーター事業でござい

ますが、マッチング後の男女に対して個別にお

引き合わせを行いまして、交際に消極的な男女

の間を取り持って、その背中を押すサポートを

行うボランティア、愛結びサポーターを養成す

ることとしております。

３の事業費は3,804万1,000円をお願いしてお

りまして、財源は全額、地方創生交付金を活用

することとしております。

４の事業効果でございますが、独身者の出会

いの場を創出するとともに、社会全体で結婚を

応援する機運醸成を図ることができるものと考

えております。

７ページをお開きいただきたいと思います。

続きまして、新規事業「みやざき子育てサポ

ート事業」でございます。

１の目的・背景でございますが、子育て家庭

が、急な出張や冠婚葬祭、子供が病気のときな

どに、一時的な預かり保育ができる仕組みを県

下全域において構築することによって、地域に

おける子育て支援機能の充実を図るものでござ

います。

２の事業概要でございます。

（１）のみやざき子育てサポートセンター事

業でありますが、現在、子供の一時預かりにつ

きましては、都市部の10の市や町では、ファミ

リー・サポート・センターを設置して対応して

おります。しかしながら、中山間地域を初めと

いたしますファミリー・サポート・センターの

ない16の市町村におきましても、一時預かりの

ニーズに対応する必要がありますことから、今

般、県におきまして、みやざき子育てサポート

センターを設置することといたしまして、ファ

ミリー・サポート・センター未設置の市町村を

中心に、地域において子供の一時預かりの受託

を希望する者を子育てサポーターとしてあらか

じめ登録しておいて、子供を緊急に預ける必要

が生じた子育て家庭からの要請に応じた派遣を

行い、子供の自宅等において預かり保育を実施

することとしております。

次に、（２）の子育てサポーター養成事業でご

ざいますが、子育てサポーターを養成するため

研修会を実施するとともに、医療機関、病児保

育施設、市町村等との連携体制を構築するため、

連絡会議を開催することとしております。

３の事業費は1,369万8,000円をお願いしてお

りまして、財源は同じく、全額、地方創生交付

金を活用することとしております。

４の事業効果でございますが、地域における

子育て支援機能の充実が図られ、安心して子供

を産み、育てることができる社会の実現に資す

ることができるものと考えております。

次に、８ページをお開きください。

新規事業「子育てに優しい環境づくりサポー

ト事業」でございます。

１の目的・背景でございますが、企業等が取

り組む子育て支援の職場づくりをサポートする

とともに、企業や関係団体等と協働・協力して、

社会全体で子育てを応援する環境づくりに取り

組むことによって、子育てに優しい環境づくり

を推進するものでございます。
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２の事業概要でございますが、この事業では

４つの事業を実施することとしております。

まず、（１）の子ども職場参観日推進事業では、

従業員の子供たちを職場に招く職場参観日の取

り組みを多くの企業等に拡大するとともに、そ

の取り組み状況を広く発信することによって、

企業等の子育て支援の職場づくりを推進するこ

ととしております。

次に、（２）の子育て支援企業表彰事業では、

子育て支援に積極的に取り組み、他の模範とな

るすぐれた成果のあった企業の表彰を行うこと

としております。

次に、（３）の企業等との協働による子育て応

援促進事業では、企業や子育て支援団体等と協

働し、結婚、妊娠・出産、子育てに関する情報

発信を行うイベントを開催しまして、企業や県

民の子育てに対する意識啓発の推進を図ること

としております。

最後に、（４）のみやざきの結婚・子育てハー

トフルコンテスト事業でございますが、出会い

・結婚から子育てまでをテーマといたしました

心温まるエピソードや写真を募集する県民参加

型のハートフルコンテストを実施することによ

りまして、結婚、妊娠・出産、子育てに対する

明るいイメージを広め、誘引を図ることとして

おります。

３の事業費は1,390万3,000円をお願いしてお

りまして、財源は同じく、全額、地方創生交付

金を活用することとしております。

４の事業効果でございますが、企業を初めと

する社会全体で結婚、妊娠・出産、子育てを応

援する機運の醸成を図ることによって、誰もが

安心して子供を産み、育てることができる社会

づくりの推進につながるものと考えております。

こども政策課からは、以上でございます。

○徳永こども家庭課長 こども家庭課でござい

ます。

議案第54号「平成26年度宮崎県一般会計補正

予算（第６号）」につきまして御説明いたします。

まず、お手元の厚生常任委員会資料、補正の

１ページをお開きください。

こども家庭課といたしましては、議案第78号

の追加の補正予算は該当がございませんので、

議案第54号の補正予算といたしまして、中ほど

の２月補正の欄にありますとおり１億29 0

万9,000円の減額補正をお願いしております。

この結果、補正後の予算額は、右から２列目

の補正後の額の欄にありますとおり、一般会計

が36億9,363万3,000円となります。

それでは、以下、主なものについて御説明い

たします。

お手元の冊子、平成26年度２月補正、歳出予

算説明資料のこども家庭課のところ、173ページ

をお開きください。

一番目の（事項）女性保護事業費442万4,000

円の減額補正であります。

補正の主な理由といたしましては、説明欄１

の女性相談事業費355万1,000円の減額補正であ

ります。これは、女性相談所の一時保護が見込

みを下回ったことによるものであります。

次に、一番下の（事項）児童虐待対策事業

費1,139万円の減額補正であります。

補正の主な理由といたしましては、174ページ

をお開きください。説明欄５の児童虐待防止対

策推進事業475万4,000円の減額補正であります

が、これは、市町村への補助金が当初の見込み

を下回ったことによるものであります。

次に、上から２つ目の（事項）青少年育成保

護対策費544万5,000円の減額補正であります。

補正の主な理由といたしましては、説明欄２



- 36 -

平成27年３月４日(水)

（１）のイの青少年自然の家災害対策整備事業387

万3,000円の減額補正であります。これは、入札

による執行残によるものであります。

次に、一番下の（事項）児童措置費等対策

費2,916万5,000円の減額補正であります。

補正の主な理由といたしましては、175ページ

をごらんください。説明欄３の児童入所施設等

措置費の2,643万2,000円の減額補正であります

が、これは、措置費支弁対象児童数の減等に伴

うものであります。

次に、上から２つ目の（事項）母子福祉対策

費108万1,000円の減額補正であります。

補正の主な理由といたしましては、説明欄１

の母子自立支援員・母子福祉協力員設置費の130

万円の減額補正及び説明欄２の母子福祉強化推

進事業の106万円の減額補正でありますが、これ

らは人件費等の執行残によるものであります。

また、説明欄３のひとり親家庭自立支援給付

金事業につきましては、127万9,000円の増額補

正をお願いしておりまして、これは、高等職業

訓練促進給付等事業において、助成見込み額が

当初の見込みを上回ったことによるものであり

ます。

次に、一番下の（事項）児童相談所費179

万6,000円の増額補正であります。

補正の主な理由といたしましては、一時保護

した児童数が当初の見込みを上回ったことによ

るものであります。

176ページをお開きください。

一番目の（事項）みやざき学園運営費1,618

万8,000円の減額補正であります。

これは、人件費等に係る執行残によるもので

あります。

次に、一番下の（事項）児童福祉施設整備事

業費514万1,000円の減額補正であります。

これは、みやざき学園において学校教育導入

に伴い、建物の耐震化を行うための設計委託を

予定しておりましたが、耐震診断の結果、耐震

化工事が不要となったことによるものでありま

す。

こども家庭課分については、以上でございま

す。

○鳥飼委員長 ありがとうございました。以上

で、議案に対する執行部の説明が終了いたしま

した。

質疑をお願いいたします。

○中野委員 歳出予算説明の中で、二、三、質

問していきたいと思います。

119ページの自殺ゼロプロジェクト推進事業費

がマイナス1,263万8,000円ですが、自殺ゼロを

目指しているところで組まれたと思うんですけ

れども、その効果がどのくらいあったのか。マ

イナスになったということは、かなり効果が進

んで必要がなかったというふうに見たんですけ

れども、そうなのか、お尋ねします。

○長友福祉保健課長 自殺ゼロプロジェクト推

進事業でございます。これにつきましては1,200

万円ほどの減額になっておりますが、この内容

といたしましては、市町村の補助事業が、当初20

市町村が補助を上げてくるということで見込ん

でいたところでございますが、実際は12市町村

しか上げてこなかったという執行残。

それから委託事業で、いろんな作業をするこ

とで予算組みをしておりました。こころの電話

帳という連絡機関の電話番号とかを載せるパン

フレットとか、あるいは自殺をされた方の遺族

の支援マニュアルとかを委託でつくろうとして

いましたが、こういったのにつきましては、精

神保健福祉センターのほうで直轄でつくったと

いうことで、その分が補正で減にさせてもらっ
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ています。

それから、身近な人が、ちょっとした鬱とか

で悩んでらっしゃる方に対して気づきとか声か

けをしていただくという事業で、その中で商工

会議所の経営指導員に対して、そういった活動

をしてもらうということで研修会を考えていた

んでございますが、商工会議所のほうあたりが、

なかなかそういうノウハウがなくて対応できな

いという事情の中で、福祉保健課の職員が直営

でやらせてもらうということで、その分が執行

残で残るとか、そういったのがございます。

それから、事務費の執行残、旅費等の執行残

というようなことで、合わせて1,200万円ほどに

なったんでございますが、事業内容につきまし

ては、当初予定していたものを全てやり上げる

形で事業をさせてもらったところでございます。

その効果につきましては、総合的に自殺対策

につきましてはやらないといけないということ

がございますので、そういった形でいろんな角

度から鬱病対策とか身近な人の声かけとか、そ

ういったのを総合的にやるということで、それ

が徐々にきいてくるものと考えているところで

ございます。以上でございます。

○中野委員 今の市町村補助を見込んだ20市町

村のうち12市町村は申し込まなかったというこ

とですが、当初の予算は幾らで、執行額は幾ら

ということになりますか。

○長友福祉保健課長 当初予算のほうは、20市

町村で1,000万の予算措置をしておりました。実

際に補助申請を上げてきたのが12市町村でござ

いまして、その執行額が464万円となっておりま

す。したがいまして、執行残のほうが536万円に

なっております。

○中野委員 市町村に余り熱意がないというこ

となんですか。もともと26市町村あるわけだか

ら、そのうち６市町村は、対象にもしていなかっ

たわけですよね。総体、自殺者は減ってはきて

いるんですよね。余り取り組む必要はないとい

うことでよろしいですか。

○長友福祉保健課長 委員がおっしゃるように、

自殺者の数は減っているところでございますが、

依然として256名ほど──25年の数字でございま

す─数的には非常に多うございますので、そ

の方たちへのアプローチをちゃんとしていかな

いといけないというのは、これは至上命題とい

うことで考えております。

この市町村の補助申請が少なかった理由につ

きましては、いろいろ市町村のほうでも最近は

細かな作業をしてもらっておるんですが、なか

なか補助金とうまくマッチングしなかったとい

うことが原因じゃないかと考えているところで

ございます。今後は、しっかりと、そういった

市町村が取り組んでいただけるような環境づく

りをしていきたいと考えているところでござい

ます。以上でございます。

○中野委員 せっかくこういう制度をつくって

いるわけですから、市町村が望む形というか使

いやすい形に変更して、次年度からは取り組ま

れたらというふうに思います。26のうち14は使っ

ていないということですから、半分以上は申し

込んでないというか、もともと予定もしていな

いわけですから、そのような取り組みをよろし

くお願いしたいと思います。

127ページ、女性医師等の離職防止・復職支援

事業ということで、これが1,476万4,000円減額

ですけれども、どのくらいの女医の方が復職さ

れたもんでしょうか。

○長倉医療薬務課長 この事業によって女医さ

んをどれだけ復職させたかという数の出し方は

しておりませんが、女性医師就労環境改善支援
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ということで、いわゆる子育て環境にあるよう

な方々が短時間勤務をするといったときに、そ

のための代替医師の補助等を行う事業がござい

まして、これを利用されたのが10の女性医師の

方がいらっしゃいます。

これがなければ復職できなかったかというの

は、当然それぞれの病院の体制でございますの

で、何とも申し上げようがございませんけれど

も、少なくとも10の方々はこれを活用して働き

やすい環境にはあるということでございます。

○中野委員 県内に女医さんというのは何人

おって、そのうち何名が女性医師として仕事を

していらっしゃらないんでしょうか。いわゆる

休職されているか、やめていらっしゃるという

人数は把握されておられませんか。

○長倉医療薬務課長 女性医師の中で、休職さ

れていらっしゃる女性医師の数というのは把握

できておりません。というのが、いわゆる３師

調査という形で働いていらっしゃる数を医療機

関を通じて調査しますので、働いていらっしゃ

らない方の数というのは、上がってこないとい

う仕組みになっております。

実際、私どもも医師会等と、把握する方法は

ないのかとかいうことで議論するんですけれど

も、医療関係者からもそういう適切な方法がな

かなか出てこないというのが現状でございます。

○中野委員 この社会は医師不足ですよね。そ

の中で、女性の医師の方が仕事をされていない

から、なるだけそれを復職させよう、あるいは

離職を防止させようという項目をつくっていな

がら、把握もせずに、この事業を取り組まれて

おったんですか。

○長倉医療薬務課長 確かに、その点は私たち

も内心じくじたるところはございまして、そう

いった方法がないのかとか悉皆調査みたいなの

はできないのかというようなことは、いろいろ

と大学関係者でありますとか医師会の女性担当

の理事であるとか、そういった方と議論してお

ります。

効果的な方法はないわけですけれども、今考

えているのは、こういった環境づくりが一つ。

それともう一つ、若い男性医師と一緒になって、

医師ですから経済力がございますので、奥様の

ほうが働かずに済むというような例も結構ある

ように聞いておりますので、大学の先生とか若

い医師に対する啓発活動を行ったりとか、そう

いったことをやっているところでございますが、

委員のおっしゃいました、まず対象を把握して

という点については手が届いていないところで

ございます。

○中野委員 発言は批判的に聞こえたかもしれ

ませんが、ひるまずに一生懸命取り組んでくだ

さい。

それから、143ページ、ここの老人福祉施設整

備事業で減額の7,348万8,000円ですが、これは

老人福祉施設を整備しようということで取り組

まれるところがあるから、こういう予算を措置

されたと思うんですが、それでも7,300万を超え

るお金が減額ということは、どこかが取り組ま

なかったということだと思うんですが、どこの

施設なんですか。

○松田長寿介護課長 内訳として、療養病床転

換補助に、毎年5,000万、予算措置をさせていた

だいているんですけれども、これは国の義務負

担ということで、国と県、それから支払基金等

で負担しているものなんですが、実際に転換が

今年度は実施されなかったということで、5,000

万そのものが執行残という形で残っております。

続きまして、介護サービス施設等の整備促進

事業で2,240万円の執行残がございます。この中
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で特養のユニット化、これにつきまして2,240万

の予算を見込んでおりましたけれども、今回ユ

ニット化を整備するという特養はございません

で、これが執行残というふうになっているもの

でございます。

○中野委員 わかりました。

次に、156ページ、ここのＢＳＥ検査業務運営

費、減額3,530万8,000円でかなり大きい数字だ

と思うんですが、このＢＳＥ検査というのは終

わったということで、こんなに減額になったん

ですか。

○竹内衛生管理課長 ＢＳＥ検査につきまして

は、今まで全頭検査だったんですけれども、平

成25年の７月から国が、対象範囲を48カ月齢を

超える牛について検査をすると、そのように改

正になりまして、それを対象にしております。

この額の減額につきましては、これは国庫補

助で、検査キットを、国が示す基準額が１キッ

ト当たり26万4,600円としておりますけれども、

実際に落札した価格は９万7,977円となっており

ます。その差でございます。

○中野委員 わかりました。48カ月以上は、Ｂ

ＳＥの検査をやっているわけですね。最近、カ

ナダで発生しましたよね。そういうこともあり

ますので、今後、ぜひ安全安心という意味から

も続けてほしいと思います。

169ページ、この幼稚園の耐震化促進事業が、

これも減額4,374万6,000円ですが、耐震化をし

なければならない幼稚園というのもかなりある

んだろうと思うんですが、全体から見て、どの

くらい耐震化が進んでいるものか。また、今後

まだしなきゃならないのはどのくらいあるかと

いうのをお聞きしたいと思います。

○渡邊こども政策課長 幼稚園の耐震化率が、

現時点におきまして※82.5％でございます。今後、

耐震化が必要なものが、残りが22施設という状

況でございます。

○中野委員 残りが22施設というのは、本年度

中に促進化をしたいというところであったけれ

ども、しなかったから4,300万以上の減額になっ

たと読めばいいんですか。

○渡邊こども政策課長 今回の減額につきまし

ては、綾の綾幼稚園で設計の見直し等を行った

関係で、大幅な減額が行われた、その分でござ

います。

○中野委員 あと22施設が残っておりますよね。

もし、大きな地震が来れば、幼稚園ですから一

番避難しにくいというか、非常に犠牲になる可

能性の高い子供たちですので、22であれば、全

ての耐震化が進むように、今後取り組んでほし

いと思います。

次に、この常任委員会資料で質問していきた

いと思いますが、４ページの発達障がい者雇用

理解促進事業ですが、これは雇用者に発達障が

い者の雇用をしてくれということを促進するた

めに啓発する事業ですよね。それで、発達障が

い者の雇用率というか、どのくらいが雇用され

て、なかなか雇用されない環境にあるのかない

のかを含めてお尋ねしたいと思います。

○川原障害福祉課長 発達障がい者の方が、ど

の程度雇用されておるかっていうのは統計上は

ないんですけれども、ただ、発達障がいといわ

れる方が、いわゆる就労の相談センターである

とかハローワーク等への就労に関しての相談件

数については、年々増加している状況がござい

ます。

○中野委員 どうも新規事業で、これは国が言っ

たから、こうして取り組んだとしか理解できな

いような感じでもありましたが。発達障がい者

※43ページに発言訂正あり
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がいるけれども、就職できないから、雇用の皆

さん方に理解を深めさせようという趣旨なんで

しょう。それを発達障がい者を把握もせずにおっ

て。発達障がい者であるけれども雇用している

ということは把握されてるんですか。

○川原障害福祉課長 発達障がいに関しまして

は、自分の障がいをオープンにしてない方もい

らっしゃいますので、なかなか数をつかむのは

難しいんですけれども、ハローワークに登録し

ている障がい者の方では、求職の方が現在47名、

実際に就業中の方が38名いらっしゃるという統

計はございます。

また、各種相談センターに対する相談の数に

つきましても、先ほど、ふえていると申しまし

たが、例えば障害者就業・生活支援センターへ

の相談の状況でございますけれども、平成22年

度は27名であったものが、平成26年12月現在で

は91人にふえているという状況がございます。

また、いろんな保護者の、関係団体の皆さん

ともお話をする機会があるんですけれども、こ

の発達障がいに関しましては、就職はそれなり

にできる場合もあるんですけれども、やはり職

場関係に悩んだりとかコミュニケーションがな

かなか難しい部分がありますので、なかなか定

着しづらいといったようなことなんですよとい

う、保護者の方々からはそういう声は聞いてい

るところでございます。

○中野委員 最初、発達障がい者がどのくらい

いるかを把握されていないと言われましたが、

これは教育委員会との連携とかはとられてい

らっしゃらないんですか。

○川原障害福祉課長 発達障がいにつきまして

は、全国的な推計値の中で本県の人数も推計し

ているところでございまして、国のほうで平成24

年に調査を行っておりますけれども、このとき

には全児童の約6.5％程度いるんじゃないかとい

う調査がありまして、これを本県に換算します

と約6,500人から7,000人ぐらいおられるんじゃ

ないかと。

また、同じようなことで、平成17年に県の教

育委員会のほうで実態調査をしてる数字がござ

います。これによりますと、小中児童の約7.1％

ぐらいいるんじゃないかということで、これも

換算しますと約7,000人ということで、ほぼ同様

の数字が出てるところでございまして、30人ク

ラスでいきますと、１学級当たり大体１～２人

ぐらいのそういった方がいらっしゃるんじゃな

かろうかという推定でございます。

○中野委員 推計であっても把握されておられ

ますよね。

というのは、今学校で、クラスで、その子供

がおったりして、授業中のいろんな問題があっ

たり、その子供が問題行動とかそういうことを

したり、実際のところ、いろんな事象があるん

です。そういう子供たちが成長して就職する年

になっていけば、１年間どのくらいの人たちが

中学校あるいは高校を卒業しているというのが

わかりますよね。

だから、推定すれば、発達障がいだというお

子さんは物すごい人数ですよ。障がいを克服さ

れている例もたくさんあると思うんですけれど

も、それでも物すごい人数が世の中に出ていく

わけだから、それはきちんと把握して対策を打っ

ていかないと、その人たち個人のためにも家庭

のためにも、あるいは社会全体からも損失です

から。

私は、この129万ぐらいじゃ、予算としては少

ないと思って質問したところですが、推定人数

もかなりの人数ですから、ここは大きく踏み込

んで取り組んで、予算化もして、そして学校、
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教育委員会との連携もとりながら、ぜひ就職で

きる形に取り組んでいただきたいと思って、要

望しておきます。

それから、６ページの男性不妊の問題ですが、

この前たまたまテレビを見とって、何かバラエ

ティー的な番組だったんだけれども、不妊の原

因は男性か女性かと聞き取りがあったんです。

そのときも、やはり半数ということでした。

今までは、私の勉強不足、認識不足でしたが、

その不妊の最たるというか、ほとんどは女性だ

という認識だったんです。男性が半数もいると

言われているということではありますが、男性

に対するこういう取り組みをしていけば、妊娠

の可能性がぐんと向上するというふうに理解で

きるんですか。それがどのくらいなのか。いわ

ゆる少子化対策の最たるものだと思うんですけ

れども、どうでしょうか。

○瀧口健康増進課長 男性の不妊についてであ

りますが、今委員がおっしゃったとおり、夫婦

が妊娠する場合において、不妊の要因としては

ほぼ半々、男性にも50％程度。その資料の下の

ほうにグラフをつけておりますけれども、ＷＨ

Ｏの調査によると48％という数字が出ておりま

す。

現在、県におきましては、特定不妊治療費助

成事業としまして女性に着目した補助制度を

行っているところですが、今回、新たに男性不

妊に着目して、特定不妊治療とあわせて行う男

性不妊治療に対して助成することによって、さ

らに妊娠・出産の増加につながるものと考えて

おります。

○中野委員 夫婦の１割が不妊ですから、その

うちの半分、男性が原因だとすれば、これに真

剣に取り組んでもらえれば、今県の合計特殊出

生率は1.72でしたかね。それを15年後の総合計

画では2.07にするということになったわけです

から、これに近づけるために取り組んでほしい

と思うんです。

宮崎県も合計特殊出生率を2.07に、最終目標

年度にするというわけですから、それまでは人

口は出生率から見ても減っていくという、高齢

者がふえるから、その分も減っていくというわ

けですが、かなり人口は減っていってるんです。

この前、１月中の人口減が六百何ぼやったか

─１年間にすれば、かなりの数字で人口が減

るんです。すると、私は、14年後には宮崎県の

人口は100万を切ると思うんです。ちょうど14年

後、今のあの１月の数字を12倍してやれば、今

の人口が111万3,000人ちょっと、必ず100万以下

になります。県の今度の総合計画でそうならん

ように取り組むというわけですから、これは男

性不妊の対策というのは、非常に大きなウエー

トを占めることになると思いますので、ぜひ真

剣に、そして今後も前向きに取り組んでほしい

と思います。

最後にしたいと思いますが、10ページ、民生

委員の定数を条例化するということです。それ

で、新しい基準が10万人以上・10万人未満・町

村ということでしたが、条例化することで、現

在、定数が条例以下の市町村ということがある

んですか。条例をちゃんと守れる数字なんでしょ

うか。

○長友福祉保健課長 結論から申し上げますと、

この条例から外れるような市町村はございませ

ん。といいますのは、国の参酌基準がございま

して、例えば下限ですと、①の下限が160ってあ

るんですけれども、国は170からというようなこ

とでしてるんですが、それで国の基準どおりで

まいりますと、４つの市町村がこの基準から外

れるような状況になっております。したがいま
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して、今回の条例の制定に際しては、この下限

をちょっと下げるという作業をしております。

特に、今委員のほうからもおっしゃいました

が、今後人口が減少するという中にありまして、

そういったのにも対応できるようにというよう

なことで、そこらあたりも見越しまして下限を

設定して、この基準から外れないようにという

ような形で配慮したところでございます。以上

でございます。

○中野委員 国の基準からすると、下限170より

も160にしたと、10少なくしたということで、４

市町村がクリアしたということですが。

さっきの説明では、この基準はあくまでも原

則と説明されたと記憶しましたが、人口が減る

ということもあるでしょうけれども、少なくなっ

ても何も条例違反にはならんという含みでの、

あくまでも原則だったのでしょうか。

○長友福祉保健課長 人口減少につきましては、

机上の理論的なことになりまして、実際、地域

の実情に応じて世帯数がどう動くかがわかりま

せん。

そういった中で、この基準から大きく外れた

りして、例えばサービスの低下とか、そういう

のにならない状況があれば、この条例には反し

ないということで、この基準はあくまでも原則

で、例外的にそういったのがありましても、サ

ービスがちゃんと確保できるということであれ

ば条例違反はならないというようなことで整理

したところでございます。

○中野委員 そうすると、条例をつくっても余

り意味がないような気がするんです。何のため

の条例なのかです。基準をつくって、それを何

とか守らせて、民生委員さんの必要性というも

のがあるわけですから。

民生委員の人も大変です。いろんなケースが

ありますから男性がいないと、女性ばかりのと

ころでも困るところはあるし。そういう中で、

民生委員を探すのは市町村も大変だと思うんで

す。その中で条例をつくるわけだから、私はあ

くまでも原則とか、勝手に下限を国よりも下げ

てつくられるとか、曖昧な条例だと思いながら

聞いたんですけれども。せっかくつくるんだか

ら、何かきちっと守れるような、不足をすると

ころは積極的に指導して、そうしないと地域社

会がよくなるために民生委員という制度はある

し。地域社会のためですので、できたら厳しい

枠組みの条例にしてほしいと、そういう運用も

してほしいと思うんですけれども。

○長友福祉保健課長 この条例は基準を定めて

おりまして、この基準に基づきまして規則で、

具体的な民生委員の定数について定めていくと

いう形になっております。

この第３次一括法を受けまして、こういう流

れになりましたのは、地域の主体性とか、そう

いったものの配慮ということで、こういう条例

制定に至ったわけなんです。

この条例につきましては、これまでも国の基

準に基づきまして、市町村と県が話し合いをし

ながら定数を定めていくという細かな作業をし

ておったんですけれども、今回、条例規則の中

で具体的な定数を定めるということでございま

す。どちらかというと定める作業は今までと変

わらないんですけれども、それまでの過程、市

町村と県がしっかり連携をとりながら、いろい

ろ意見を聞きながら、そしてサービスが低下し

ないよう、実態に即した形でやるということで

考えております。

指導につきましても、そういった形で、非常

に市町村さんの場合は探すのに苦労されている

とか、そういうような状況もございますし、ま
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た、ある程度人数がいないと仕事上の支障も出

てくるというようなこともございますので、そ

こらあたりは市町村さんと十分連携をとりなが

ら、今委員のほうから厳し目の指導ということ

もおっしゃったんですが、サービス低下につな

がらないような形で、しっかり作業を進めてま

いりたいと考えておるところでございます。以

上でございます。

○中野委員 この条例というのは、もちろん県

の条例ですから、市町村にはないわけでしょう。

基準というのは市町村ごとにつくるという意

味なんですか。県が基準をつくるということで

すか。

○長友福祉保健課長 基準は、この条例の基準

ということになります。だから、この基準に基

づいて、市町村が実際に公民館とか、いろいろ

方の意見を聞いて人選をしながら、この基準に

合うような民生委員の方を選任していただくと

いうような作業になっております。

○中野委員 その基準をつくったり、いろいろ

するときに、県がうまくきちっと指導してくだ

さい。お願いします。

曖昧に幅が広がって、少なくてもいいように

なれば、民生委員をつくれば、やはりお金がか

かりますから、市町村としては少ないほうがい

いんです。それでも、これはつくらないかんと

なれば必死につくりますし、また民生委員とし

ての、あるいは児童委員としてその必要性があ

るわけでしょう。課長は優しいから市町村に厳

しいことを言えないかもしれんけれども、ぜひ、

きちんと言ってください。お願いしておきます。

○鳥飼委員長 何かありますか。

○渡邊こども政策課長 よろしいでしょうか。

先ほど中野委員のほうから幼稚園の耐震化につ

いて御質問ございましたけれども、私が１年古

いデータを申し上げておりましたので、訂正を

させていただきたいと存じます。

まず、耐震化率のほうでございますが、82.5

というふうに申し上げましたけれども、85.1で

ございます。残りの施設数でございますが、22

と申し上げましたけれども、19でございます。

以上、訂正させていただきます。

○横田委員 委員会資料の２ページですけれど

も、世代間交流・多機能型福祉拠点支援事業に

ついてお尋ねしますけれども、（１）の居場所機

能型拠点整備事業。この中に世代を超えて誰も

が身近に集い交流する場というふうに書いてあ

りますけれども、これはどういう場所を想定さ

れているのかを教えていただきたい。

○長友福祉保健課長 イメージといたしまして

は、高原とか小林のほうで茶飲み場とかいうよ

うなのが運営されておりますが、そういったの

をイメージしております。誰でもそういった、

例えば廃校とか空き家を利用したスペースが設

けられているところに行ってから、お話をした

りとか食事をしたりとか、あるいは高齢の方が

子供に対していろんなことを教えたりとか、そ

ういった交流が生まれるような施設というよう

なことでイメージしております。

○横田委員 じゃあ、例えばコミュニティセン

ターとか、今度、佐土原に城の駅という施設が

できたんですけれども、そういう施設でも、そ

ういう機能を持たせようと思えば対象になると

いうことなんでしょうか。

○長友福祉保健課長 既設のコミュニティセン

ターとか、あるいは公民館とか、そういったと

ころにつきましては市町村からの補助が入って

おるものですから、それは対象から外そうかと

思っているところでございます。

○横田委員 わかりました。じゃあ、もう全く
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補助が入っていない民間施設みたいなところを

利用してということですね。

次に（２）の福祉サービス複合提供型拠点整

備事業ですけれども、これは括弧書きで高齢者

の通所介護とか放課後児童クラブ等というふう

に書いてありますけれども、１カ所の施設の中

での提供ということになるんですか、何カ所で

も構わないんですか。

○長友福祉保健課長 基本的には、１カ所で複

数のサービスを提供するというイメージで考え

ております。

○横田委員 例えば、高齢者がおられて、児童

たちがおって一緒に交流する、そういう施設と

いうイメージですか。

○長友福祉保健課長 そうでございます。そう

いうことによりまして、高齢者の方が子供と触

れ合えることによって生きがいとかを見出され

るし、子供たちにとっては思いやりとかそういっ

たのが出てくるという相乗効果を期待しながら、

この事業を展開していきたいと考えております。

○横田委員 地域社会のつながりが希薄化して

いると書いてありますけれども、まさにそうだ

というふうに思うんです。

事業効果として、高齢者や子育て世代を初め、

誰もが安心して暮らすことができる持続可能な

地域づくりという、まさに今、河野知事がいつ

も言われている暮らしやすさ日本一を目指すと、

こういうことかと思うんですけれども、本当は

もっともっと事業費をつけてもらうといいとい

う思いもあります。

次、いいですか。次は、８ページですけれど

も、子育てに優しい環境づくりサポート事業、

企業等が取り組む子育て支援の職場づくりとい

うふうに書いてありますけれども、現在どれく

らいの企業が、こういう子育て支援の職場をつ

くっておられるんですか。

○渡邊こども政策課長 子育て支援は、さまざ

まな企業がやっておられると思いますけれども、

例えば（１）の子ども職場参観日というのがご

ざいます。この職場参観日を県内民間企業でやっ

ておりますのが15社ございます。

そのほかは、（３）企業等との協働による子育

て応援促進事業ということで、これは毎年フェ

スティバルを開いているわけなんですけれども、

そのフェスティバルにも、県内の子育てに熱心

な企業のほうからテナントとして、出展団体と

して、ここにも相当数の企業が御参加いただく

と。そういったような形で、さまざまな取り組

みが行われてきているという状況でございます。

○横田委員 県内には、相当多くの企業がある

わけですけれども、企業全体として子育て支援

に対する意識といいますか、それはどんなふう

に感じておられますか。

○渡邊こども政策課長 子ども・子育ての関係

の県民会議を県は持っておりますけれども、そ

の中で、あえて企業だけの部会、企業部会とい

うものを設けております。それで、毎年、企業

部会の総会的なものを開いておりまして、そこ

では優良な企業の事例の発表をしたりですとか、

あるいは他県でいろんな取り組みをしていらっ

しゃる企業の方を呼んで講演をしていただいた

り、そういったことをしているところでありま

して、そういう意味では企業を交えた子育て支

援の取り組みというのが大分進んできているの

ではないかと、そんなふうに考えております。

○横田委員 子供が少なくなったら、結局、将

来的には自分の会社で、企業で働いてくれる人

が少なくなるということですので、企業も自分

のことというような意識で積極的に取り組んで

いただけるような機運醸成もしていただければ
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と思います。

○黒木委員 今回、みやざき少子化対策総合サ

ポートということで結婚支援事業にも大きく踏

み込んだと思うんですけれども、宮崎県の独身

男女のアンケートでも、９割ぐらいの人が結婚

願望があって、そのうち５割ぐらいの人がふさ

わしい人にめぐり会わないということで、県と

してどういうことができるのかという思いが

あったんですけれども、今回大きく踏み出して

いただいたと思うんですが。

この中身でありますけれども、みやざき結婚

サポートセンターというのは、イメージとして

どこに置いて、どういう職員の配置というか、

そういったものがされるのか、お伺いしたいと

思います。

○渡邊こども政策課長 具体的な、どこに置く

かというのは、今後検討していきたいと思って

おりますけれども、イメージといたしましては、

こういったサポートセンターを立ち上げている

のが既に10県ほどございます。

その10県の例を見ますと、おおむね、いわゆ

る商工関係の団体のほうにお願いしております。

と申しますのも、各企業を傘下に抱える商工団

体でございますので、そこに相当数の独身の男

女を抱えていらっしゃると、そういった独身男

女の社員の方々に、この会員になっていただい

てというようなこともございますので、本県で

も、今後の協議にはなりますけれども経済団体

を中心に考えていきたいと考えております。

その上で、県内１カ所ということではなくて、

ほかの県の事例も参考にしながら、県内に３カ

所程度設置できたらいいというふうに考えてお

ります。

○黒木委員 県外で幾つもこういうサポートセ

ンター的なものがあるということですけれども、

実績の上がっているところといいますか、どう

いう状況なんでしょうか。

○渡邊こども政策課長 先ほど、10県ほど、こ

ういう事業に取り組んでいるというお話を申し

上げましたけれども、その中で特に成果をおさ

めているのが愛媛県でございます。愛媛県につ

きましては、昨年６月議会で黒木委員のほうか

らも御質問いただきましたので、担当主幹のほ

うが現地視察、そして向こうの担当の方から話

を聞いてみたところでございます。

愛媛県は平成23年の10月に立ち上げたところ

でありまして、現在、数年たっているわけです

けれども、直近のデータで平成25年のデータで

ございますが、会員が3,100人おります。3,100

人のうちの男女比が大体同じぐらいです。５対

５で男女が入っております。そういう中で、実

際に結婚された方が53組おられます。

そして、愛結びサポーターという独身男女の

背中を押す役割をする方々ですけれども、愛媛

県はそういったサポーターの方々を224名養成し

ていらっしゃいます。そういうことで、愛媛県

のほうは非常に大きな成功をおさめております

ので、私どもも愛媛県のやり方というものを参

考にしながらシステムを組んでまいりたいと考

えております。

○黒木委員 そういうすばらしい実績を上げて

いるところを参考にしながら、宮崎はこうだと

いうものをして、実績を上げていただきたいと

思いますし、私はいつも思うんですけれども、

若い人たちを都会に送って、夜通し電気をつけ

とったら、子供は生まれるはずがないと思うん

です。といいますのも、10年前に大きな台風が

来まして、停電を１週間か10日ぐらいしたんで

すけれども、私に教えてくれた人でも、そのと

きに子供ができているんです。
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だから、余り難しく考えんで、どうやったら

本能が発揮できるかという状況をつくるという

のが、そういう原点に戻るべきじゃないかとい

うような気がするもんですから。

この前、質問で言いましたけれども、恋愛結

婚の数は変わらない、見合い結婚がぐっと減っ

てると。見合い結婚が減った分、恋愛結婚がふ

えればいいんですけれども、なかなかそういう

状況はないから、やはりどこかが後押しするよ

うな仕組みをつくっていくということで、今回

このようなサポート事業が始まったということ

は大いに期待したいというふうに思います。

それから、次の委員会資料の６ページの、５

番目の新しい事業で不育症っていうものがある

んですけれども、これはどれぐらい本県では事

例があるもんでしょうか。

○瀧口健康増進課長 不育症の数でございます

が、全国で約３万人程度いるというふうに考え

られておりまして、宮崎県のデータはございま

せんが、人口で推計いたしますと１％程度とい

うことで300人程度おられると考えているところ

でございます。

○黒木委員 それから、この６番のみやざき子

育てサポート事業の子育てサポーターですけれ

ども、これはどういうふうにイメージしたらい

いのかと思うんですけれども、各市町村にそう

いう方を育成して、そして利用する側は、利用

したら賃金を支払うとか、そういうイメージで

よろしいでしょうか。

○渡邊こども政策課長 今、黒木委員がおっしゃ

いましたとおりでございまして、サポーターに

つきましては、それぞれの地域にお住まいの、

例えば看護師あるいは保育士等の資格を持って

いらっしゃる方ですとか、あるいは一般の子育

ての経験者の方、そういったような方々を対象

にしております。そういった方々に対して必要

な研修を行いまして、例えば研修としては子供

の体と心の成長の発達について講義をするとか、

子供の事故防止、安全対策ですとか、あるいは

保育の実習とか、そういったことをした上でサ

ポーターの養成をいたしたいというふうに思っ

ております。

そして、利用者が、サポートセンターのほう

に、サポーターを派遣してくださいというふう

な電話をして、それを受けたサポートセンター

に常駐するコーディネーターの方が、その御家

庭の近くに住んでいらっしゃるサポーターに連

絡をとりまして、そういったふうなケアをして

くださいと。自宅のほうにサポーターが参りま

して、そこで預かりを行う。そして、例えば１

時間当たり700円とか600円とか、そういった対

価をお支払いをすると、そういう流れで考えて

おります。

○黒木委員 研修を受ければ、何らかの資格が

要るとか、そういうことは考えておられないで

すか。

○渡邊こども政策課長 特に明確な何々資格と

いうようなことでは考えておりません。子供が

好きで、こういったふうな子供の面倒が見れる

方であれば、必要な研修を行うことによってサ

ポーターとして派遣をしていただくと、そんな

イメージで考えております。

○星原委員 先ほど、横田委員のほうからも出

たんですけれども、世代間交流の事業です。こ

れはどういうイメージで、各26市町村に１カ所

ぐらいずつつくろうとしているのか、市町村の

中に何カ所かってあると思うんですけれども。

私のところで考えたときには、私の集落の周

辺は、もう子供がいないわけです。世代間になっ

てないところが結構集落ごとではあると思うん
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ですが、町なかだと、学校がある近辺だと、何

とか世代間を保つことができるのかと思うんで

すけれども。

だけれども、この事業自体は世代間交流で多

機能型というふうになってるんで、要するに子

供から、じいちゃん、ばあちゃんまでいる地域

でないと、この事業は生かせないということな

んですか。

○長友福祉保健課長 この事業につきましては、

ハードとして10カ所ほど、あるいは備品購入関

係で10カ所ほどということで、２つとも申請さ

れるところもあるかと思いますけれども、最多

で20カ所ぐらいを想定しているところでござい

ます。この数につきましては、各市町村さんに

１回、ニーズがありますかという調査をしたと

きに、半数近くの市町村がやりたいというよう

なことで上がってきたところでございまして、

これにつきましては、委員がおっしゃいました

各市町村当たり１カ所とかそういうのじゃなく

て、そういうニーズのあるところにそれぞれ張

りつけていきたいと考えているところでござい

ます。

それから、これにつきましては世代間が、子

供とか、いろいろ想定はしているんですけれど

も、地域の住民の方が気軽に寄り添えれば、あ

る程度の効果が期待できるということも考えら

れますので、世代にはこだわらないということ

で考えているところでございます。

○星原委員 この福祉サービスの複合提供型と

書いてあるところには、複数の福祉サービス、

高齢者の通所介護、障がい者の生活介護・自立

訓練、放課後児童クラブ等と書いてあるんです。

そういう形をとろうとすると、何か専門的なこ

とができる人たちが……。要するに子供たちを

扱うとなると子供たちと何かの形で触れ合う、

あと介護やら障がい者だと、そういう認識のあ

る人たちもその中に加わってこなくちゃいけな

いということは、定年を迎えた、高齢者の方で

そういう経験者の人たちを、学校の先生だとか

看護師さんだとか、そういういろんなことの知

識のある人たちがいないと、相談したり、いろ

んなことが前に進まないんじゃないかと思うん

だけれども。

市町村に投げかけたら、半分ぐらいのところ

がやりたいということだったんですが、そうい

うこともひっくるめて全部検討された上でやら

れたのか、世代間交流のこういう形のものをや

りませんかということで募集というか、呼び込

みをされたのかどうか。その辺は、こういうも

のを全部うたった形で市町村にも投げかけられ

たんでしょうか。

○長友福祉保健課長 １番と２番、ある程度具

体的にイメージできるような形で市町村のほう

に声かけしたところでございまして、１番のほ

うが半数の市町村がやりたいというようなこと

を言ってきておりまして、２番のほうは、その

中の幾つかのところが、こういうものについて

も取り組みたいというようなことで言ってきて

おるところでございます。

２番のほうの共生型につきましては、今おっ

しゃられるように、それをやるときに特別な人

員が必要かということでございますが、それぞ

れの、例えば高齢者のデイサービス・通所介護

につきましては、その部分についてはちゃんと

基準に合うような形で人が張りついていただく、

あるいは放課後児童クラブについても、何か基

準を満たすような形でいていただくということ

で、人員的には当然満たされているという状況

の中で、それぞれの福祉サービスをうまくマッ

チングさせながら、いいところを、先ほど思い
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やりとか言ったんですけれども、そういったの

を醸成していただくということで、この事業を

進めていただくということで考えているところ

でございます。

○星原委員 言われていることは大体わかるん

ですけれども、ここに世代間交流、要するに、

その地域の皆さん方が、子供がよそに行った人

だとか、あるいはどっちか片方が欠けてとか、

悩みやらいろんなことがあって、そこに集まる

ことで少し精神的な面をフォローしてもらえ

るっていうか、何か自分にないものを、その場

所に集まることで情報が入ったり、あるいは自

分の生きがいになったり、いろんなことにつな

げていこうとされてるんじゃないかというふう

に思うもんですから。

そうだとしたら、目的がどういう形のもので、

その地域が活性化していく。お年寄りが住んで

いる地域だと、そのままずっと流れていくよう

なところに、公民館に集まってとか、いろんな

イベントじゃないけれども、ちょっといろんな

人を呼んできて、いろんな話を聞く場だとか、

いろんなことがあると思うんです。あるいは、

昔勉強してなかったから勉強したいという人た

ちがいろんな本でも持ってきたりとか。何かい

ろんなことを入れていかないと、集まってくる

のかなという。茶飲み仲間みたいな話でしたか

ら、それはそれとして、そういう何かを。結局、

孫たちと話す機会がない、自分の孫たちはよそ

にいるから、そういう子供たちと触れ合うこと

で自分の孫と触れ合っているような形だとか、

何かある程度、高齢者の人は生きがい、子供た

ちは先輩というか高齢者から、我々世代が子供

時代に遊んでた遊びものとかありますよね、そ

ういうことを教えてもらったりとか。

本当に交流をさせるんなら、いろんな目的を

持たせて、そしてそのことでお互いが、子供た

ちも高齢者のほうも、あるいは我々中間ぐらい

の人たちも地域の中で助け合う、何かがあった

ときにはすぐ連絡がとれるような、そういう環

境に持っていくんだというものがないと、ここ

にうたってるだけで、本当にうまく流れるのか

というふうに思ったもんですから。それはそう

いうことで理解してるんで、そのようにお願い

をしたい。

あと、さっき結婚サポートということで、こ

ういう事業も、いろんな形でずっとやられてき

てるんじゃないかと、我々も昔、そういうこと

をやった時代があるんで。一つ言いたいのは、

昔は青年団という形で、男女がいろいろ地域の

中の盛り上げをやっていたんです。ああいう社

会の中で動くような団体の中で、若い人たちが

地域のいろんなことに関係してやっていくよう

なところをひとつ立て直しをして、何か考えら

れんかなという気がするんです。

僕らも結構、うちの子供とか孫とかの見合い

を紹介してくれとか言われるけれども、なかな

かマッチングするのがないもんですから、やは

りそういう世代の人たちが集まって活動するよ

うな場をつくっていくことも大事ではないかな

と。あの辺が廃れてきてるんです。農業してる

人たちだったら、農業の人たちの中でそういう

のをやったりとか。今、消防団の人たちもおっ

たりするわけですけれども、そういういろんな

世代の、30代、40代まで入れてでも、地域の中

にそういう社会活動として取り組む中で出会っ

て、同じようなことを趣味にしたりするような

ものを何かやらないと、性格だけをいっても、

１対１で会わせるとなると、非常に難しいとい

う気もするもんですから。

せっかくこういう事業をやられるんであれば
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何かそういうことも。我々は、もう二十何年前

にこういうことをやっていたんだけれども、今

こういう形を制度的にやろうとしてるんでけれ

ども。もう少し、さっき言ったような男女の若

い連中が青年団活動なんかを通じる中で、一緒

にいろんな意見交換をしながら、その中でお互

いに引かれるところがあって、愛になって結婚

に結びついていくような、そういうことも一方

で考えないと、単純に婚活っていうのでどうか

なというのもあるもんですから。

そういう面と、もう一つは、やはり地域を広

めて、さっき言われた商工業の人たちから、今

度は農協とかいろんなことを言われましたけれ

ども、女性の看護師さんが結構いらっしゃる病

院とか、そういうところとかやったりしたこと

はあるんですけれども、なかなか難しいんで、

一緒に同じような活動をする中でつながってい

くような方法を……。昔は青年団というのはよ

かったような気がするんです。あの辺が崩れて

きているのが、こういう出会う場が少なくなっ

たり、お互いが紹介してやったりとか、そうい

う場をつくるような形もいいのかと思うので、

これはこれとして、こういう考えの中に何か入

れていただければいいかというふうに思うんで

すが。

この中で１点、結婚支援推進員というこの人

たちはどういう人を任命というか、どういう人

を考えられているんですか。

○渡邊こども政策課長 まず、結婚支援推進員

ですけれども、どういったふうな業務を担って

もらうかっていうことを先に申し上げますと、

先ほど経済団体等に委託をしたいというような

お話をいたしましたけれども、各企業を訪問し

まして会員の開拓をしてもらうこと、あるいは

愛結びサポーター、昔でいえば、おせっかいの

おじちゃんとかおばちゃんとか、そういった役

割を担う方々の研修のコーディネート、そういっ

たようなことを結婚支援推進員にお願いしよう

と思っております。そういった業務がきっちり

とできるような方を選定していきたいというふ

うに考えております。

○星原委員 最後にしますが、これも地方創生

とかって言われなかったですか。

○渡邊こども政策課長 そうでございます。

○星原委員 ということは、結局、今回、国が

９月にそういうことを打ち出して、それならこ

ういうことをやって少し予算をつくってという

考えでスタートしたのかなと思うんです。今ま

でにあった事業で、要するに商工会の人たちが、

いろんなことをやったりしているので、予算も

上げたり、いろいろやってたと思うんです。そ

の流れの中で成果が出たのか出なかったのか。

あるいはどういう検証をして、どういうふうに

今後、男女の出会いの場でも、結婚させるため

でも、そういう場合にどういうふうにしていっ

たらいいのかっていうのは、私は過去のいろん

な形の流れの中で、市町村なり、あるいはそう

いう団体の人が集まったところで話を聞かれて、

こういう方法が一番ベターなんだということで

決められたもんだろうか。こういう事業が出て

きたんで、これだったら国からの予算を持って

これるから、こういうことを始めようとされて

るのかというふうにも、うがった見方をすれば

あるもんですから、その辺についてはどうだっ

たんですか。

○渡邊こども政策課長 その件に関しましては、

国の地方創生の話が出る以前から、これは考え

ていたものでございます。先ほど、昨年６月議

会に黒木委員のほうから御質問があったという

ことがございましたけれども、その時点から、
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こういった事業を来年度の事業として仕込みた

いというようなことをやっておりました。そう

いう中で、ちょうど国から地方創生の話が出て

まいりまして、であれば、ちょうどいい財源も

国から来ると。取り組んだところでありまして、

地方創生よりも先にこの事業をやろうと、そん

なふうなことを思っていたところでございます。

○星原委員 少子化の時代だし、若い人たちが

結婚して子供ができないと、先につながってい

かないわけですから、いろんなことを考えてい

ただいて、ぜひ、そういう事業がうまくいくよ

うにリードしていってほしいと思います。以上

です。

○図師委員 それでは、歳出予算説明資料の133

ページの真ん中にありました生活福祉資金貸付

事業費の内容で、私の説明の聞き方が悪ければ

教えてほしいんですが、社協等が実施する生活

福祉資金貸付事業の、これは回収に関する人件

費の増額だというような説明だったかと思うん

ですが、その理解でよろしいでしょうか。

○日髙国保・援護課長 この事業は委員がおっ

しゃるとおりなんですけれども、相談員を配置

しておるんですけれども、26年度、本年度まで

がこの基金が使えるということになっていまし

て、これは県の社協に４人相談員がおるんです

けれども、この部分というものの振りかえで基

金のほうから出してくださいと。これまでは国

のセーフティネット補助金というのが出ていた

んですけれども、財源が基金に振りかわるので

基金のほうから出しましょう。そして、あわせ

てそのシステム改修というのが、生活困窮者の

自立支援制度というのが４月からできますんで、

それにあわせてシステムを変えると、そういっ

たところでの費用でございます。

○図師委員 私の聞き間違いでした。私は、てっ

きり、これは生活資金の回収事業、返還してな

い方々の回収をするための、回る方の人件費に

充てられるのかと思ったら、そういうシステム

なんかの部分であり、特にまた県社協に置かれ

る相談員の方の人件費に充てられているという

ことでしたので、全く私の理解が間違っており

ました。ありがとうございます。

続きまして、148ページの真ん中、精神保健費

の措置入院の公費負担事業が、やはり増額になっ

ておりまして、これは単に措置入院が予想を上

回ったからということなんでしょうが、想定は

何人しておったのが何人ふえて、入院期間が延

べ何日ぐらい多かったのかというのを教えてく

ださい。

○川原障害福祉課長 想定としましては、過去

の実績等を踏まえて25年度が37人でございまし

たので、そこら辺を想定してたんですけれども、

見込みが52人まで上がったということでござい

ます。入院期間等につきましては積算ははじい

ておりません。

○図師委員 見込みの37人から52人に人数がふ

えて、入院日数も延べでふえてるでしょうから、

それに係る公費負担分が増額になったというこ

とで。ふえるのはやむを得ず、それは、ちゃん

とした指定医の診断のもとで行われていること

でしょうけれども、やはりこの措置入院の評価

というのは非人道的なところ、もしくは隔離が

長期化するというところもあって、安易な措置

入院への切りかえといいますか、診断は極力慎

重に行われるべきではあると思いますが、それ

だけ重症な精神障がい者が増加しているという

ことでもあると思われますので。

実は、この前は病院局の審査も行ったわけな

んですが、今後また、県病院のほうの建てかえ

も相まって、やはり急性期の精神障がい者への
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対応というのがふえてくるんだろうと思われま

すので、こういう動向を見ながら、ぜひ担当課

も県病院の建てかえ等に関しては、どんどん意

見をされて。今の精神医療センターの病床数と、

今度の新病院の病床数は減らないということな

んですが。また、思春期病棟・思春期外来、思

春期の患者さんに関しての対応がまだ流動的な

ところがありまして、多分措置の中には未成年

というか、二十前後の方々もいらっしゃるとは

思われますので、ぜひそういうところでの意見

交換も、病院局のほうとも早期に始められてお

かれるといいんだろうと思いますので。これは、

要望で構いません。

○鳥飼委員長 答えはもらわなくていいですか。

○図師委員 いいです。

もう一つ、次のページ、149ページなんですが、

これも私が聞き漏らしていたら申しわけないん

ですけれども、障がい者の自立支援費の介護給

付・訓練等給付費が大きく減額となっておりま

すが、これはどんな積算をされておられてこう

いう結果になったのか、教えてください。

○川原障害福祉課長 事業費自体は、大きく約

２億ほど伸びてるんですけれども、積算としま

しては過去４カ年間の平均伸び率を、14％程度

が伸びていたもんですから、これを想定して予

算を組んでおりましたけれども、実際には106％

の伸びにとどまったということで、予算上はふ

えてるんですけれども、伸びとしては見込みよ

りは少なかったということでございます。

○図師委員 伸び率が低迷したというか、低率

で伸びてしまったというものの原因はどこに

あったかとか検証されてますか。

○川原障害福祉課長 この介護給付費につきま

しては、一貫して伸びてきておりまして、そう

はいいながら、各年度により伸び率のでこぼこ

はあるわけですけれども、県といたしましては、

ある程度伸びたとしても不足することのないよ

うに、ある程度の幅を見込んだ形で予算を、一

番大きな伸びが見られるところの最大限のとこ

ろを予算枠としていただいているということで

ございます。

○図師委員 私が聞く範囲では、やはり介護を

受ければ自己負担も発生するといいますか、所

得に応じての負担も出てくる部分もあって、結

局、使いたいけれども、使えば使う分、また負

担もふえるということもあって、そこら辺で抑

制、自分たちの中でそれを控えるような動きも

あるという話を聞いたんですが、そういうとこ

ろの声は届いていらっしゃいますか。

○川原障害福祉課長 原則１割負担というのが

ございますけれども、低所得の方等につきまし

ては減免といいますか、ゼロ負担でございます

ので、そういった部分につきましても十分周知

しながら、希望するけれども受けないといった

ようなことがないように取り組んでいきたいと

いうふうに思います。

○鳥飼委員長 ３時になりましたので休憩した

いと思います。

では、暫時休憩します。

午後３時３分休憩

午後３時４分再開

○鳥飼委員長 委員会を再開いたします。

○中野委員 説明があったと思うんですけれど

も、聞き漏らしました。

この26年度補正分の提出議案の中の別表３で

すが、債務負担行為の補正で追加をしている分

の医療薬務課、在宅医療・介護ネットワーク構

築モデル事業、この債務負担行為を来年度まで

せにゃいかんという事業ですが、この事業の内
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容がいまいちわかりませんが、どういう内容な

んですか。

○長倉医療薬務課長 この事業は、延岡市、そ

して日南市をモデル市町村としまして、連携が

なかなか難しい在宅医療と介護関係者等が連携

してサービスを円滑に行えるようにするための、

いわゆるネットワークのための情報システムを

開発しております。その情報システムの開発が26

年度で大体終わるという想定をしていたわけで

すけれども、やはり打ち合わせ、いろんな制度

というか、いわゆる構造システムの全体設計と

か、そういった話し合い等に時間がかかりまし

て、そして27年度まで構築が延びるということ

で、債務負担行為として延ばしたところでござ

います。

○中野委員 ただのモデル事業なのに、何で債

務負担行為をするのかと思ったもんだから。申

しわけありません。わかりました。

○二見副委員長 まず、議案の155ページの食品

衛生試験費のところなんですが、これは、この

間、フグ調理師試験が終わったばかりだと思う

んですけれども。これは昨年度の当初が240万ぐ

らい予算を組んでいて、最終が160万だったと。

ことしは、280万ぐらい予算を組んでいたのが、

また225万に減額ということなんですけれども、

これは前年度に比べて大きく当初の予算額が高

かったわけなんですが、今回の補正に当たって、

その試験の執行残ということなんですけれども、

どういう理由でこれだけの執行残になったのか、

ちょっと詳しく教えていただきたいと思います。

○竹内衛生管理課長 これは、主にフグの試験

の状況でございまして、ふつうは受験者数によっ

て２日間、日にちを確保しております。その分

の試験員の日当とか旅費とか、そういうのに充

ててますけれども、これにつきましては、フグ

を受験する人が１日分で済むぐらいの受験者数

になった場合は１日になりますので、その分の

２日目の委員の報酬とか、そういうものの残で

ございます。

○二見副委員長 だから、去年も、受験者の数

が大分減っていたわけですよね。これは、僕が

２年前にここに所属していたときに同じような

話があったと思うんですけれども、じゃあ何で

去年は減っていたのに、ことしは増額で予算を

組んでたのか、その根拠は何だったんでしょう

か。

○竹内衛生管理課長 この受験者数が、ある程

度把握できないもんですから、大体２日間の試

験に要する費用、これを毎年確保しているわけ

でございます。ですから、来年、もしこれを１

日に落としますと、その日で終わらないという

不測の事態も生じますので、やはり予算上は２

日分の費用を確保しておく必要がございます。

それで、この額としております。

○二見副委員長 わかりました。

あと、161ページの母子保健対策費についてな

んですけれども、この３つの項目、不妊治療費

助成事業、安心してお産のできる体制推進事業、

生涯を通じた女性の健康支援事業って、それぞ

れ負担割合が違いますよね。

今回、全体としての負担割合が違う中での減

額補正ということなんですが、補正後の額と比

べてみて、それぞれの事業がどれだけあったの

かというもとの額がわからないんですが、そこ

のところの説明をお願いします。

○瀧口健康増進課長 まず、不妊治療費助成事

業が、現在、予算額が１億890万4,000円ござい

まして、572万5,000円を減額補正した補正後の

予算が１億317万9,000円となります。

次の、安心してお産のできる体制推進事業で
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ございますが、現在の予算額が１億931万5,000

円でございます。今回4,571万6,000円を減額い

たしまして、補正後の予算が6,359万9,000円と

なります。

続きまして、生涯を通じた女性の健康支援事

業でございますが、現在の予算額が905万1,000

円でございます。そのうち76万円を減額補正い

たしまして、補正後の予算が829万1,000円でご

ざいます。

○二見副委員長 ２番の安心してお産のできる

体制推進事業、これは先ほどの説明では国庫補

助事業の決定等によってということだったんで

すけれども、今回かなりの減額になると思うん

です。その理由は、何だったんでしょうか。

○瀧口健康増進課長 この事業は、周産期母子

医療センターの運営事業に充てる補助金という

ことでございますが、現在、県内には周産期母

子医療センターが７カ所ございまして、宮崎大

学附属病院と国立都城病院は補助の対象となり

ませんので、残りの宮崎市郡医師会病院、古賀

総合病院、そして３県立病院に対して負担金及

び補助金を支出しております。当初予算額

が9,410万2,000円でございましたが、国の内示

が65％の6,116万7,000円でございましたので、

差し引き3,293万5,000円が減額となっておりま

す。

また、都城にありました藤元総合病院が、平

成25年度末でこの周産期母子医療センターを辞

退したことから、その補助金の減額といたしま

して1,278万1,000円がございます。以上でござ

います。

○二見副委員長 じゃあ、この4,000万ぐらいの

事業をやっているわけですね。周産期事業をやっ

ている中で、国からの65％っていうのは、私は

ちょっと詳しくはわかりませんけれども、妥当

な金額だったわけなんですか。

○瀧口健康増進課長 周産期母子医療センター

の運営につきましては、国の補助基準は事業主

が３分の２、国が３分の１ということになって

おりますので、多少内示額が少なくなっており

ますけれども、運営につきましては支障のない

ものと考えております。

○二見副委員長 わかりました。

そして、不妊治療のところが若干絡んだのか

と思ったんですけれども、この委員会資料の６

ページの男性不妊・不育症治療事業なんですが、

夫婦の約１割が不妊で、その中の約半分が、男

性にそれなりの原因があるということなんです

けれども。例えば、下のＷＨＯの調査で、24％

が男性のみで、24％が男女両方だということで、

要するに48％は男性に何らかの理由があるとい

うことなんだと思うんですけれども。

じゃあ、仮に1,000組夫婦がいて、割合からい

くと、その中の１割の100組が不妊であるという

ことですよね。そうすると、男女100人ずついて、

その中の48人の男性が不妊の問題があると、女

性が65ぐらいでしょうか。あと、理由がわから

ないというのがあるわけなんですけれども。そ

ういった数字が出てきたときに、その1,000人の

中の六十何人と1,000人の中の48人が結婚する確

率って、かなり高いと思わないですか。そのデ

ータのとり方にもあるんだと思うんですけれど

も。

そういうことは、統計的というか、確率的に

いって、あり得るのかなってちょっと思ったわ

けなんですが。だから、これをどうこうしよう

という思いじゃないんですけれども。これをも

とにして、実際に宮崎県内にある不妊治療を受

けていらっしゃる方々の実態というのは、こう

いったものに本当に即しているのか、そういっ
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た調査というのはされたんですか。

○瀧口健康増進課長 不妊の方々の治療調査の

状況というのはいたしておりませんが、現在、

特定不妊治療費の助成事業を行っております。

それは、年々、いわゆる申請件数・助成件数は

ふえておりまして、昨年度が457件ございますの

で、潜在的な不妊で治療している人は年々ふえ

ている傾向にあるんだろうというふうに思って

おります。

○二見副委員長 不妊のほうは、そうかもしれ

ないですけれども。

じゃあ、次に不育症のほう、それも同じよう

な考えなんですか。

○瀧口健康増進課長 先ほどもお答えいたしま

したが、不育症につきましては、厚生労働省の

研究班の調査で全国約３万人というデータが出

ておりまして、人口割合でいきますと、県内に

は恐らく300人程度の患者さんがいるのかという

ふうに考えられます。

この不育症の原因もいろいろございまして、

原因不明のものが６割を超えております。その

中で原因として、治療法が確立している血液凝

固異常によるものがございます。それに対して

は治療法が確立しており、この割合が約25％あ

るということがわかっておりますので、その方

々を対象として、今回不育症の治療費の助成を

行おうと考えておりまして、300から推計します

と、約60件程度が想定されますので、これの予

算化をお願いしているところでございます。

○二見副委員長 わかりました。

あと、その次の子育てサポート事業の質問も

先ほども出たんですけれども、これは、子育て

サポーターというのは利用者の方をいうんです

か。サポートする、要するに、先ほど看護師・

保育士・子育て経験者の方々を研修して協力を

もらうという御説明だったと思うんですけれど

も、僕は子育てサポーターというのは、そういっ

た方々をいうのかと思うんですが、この説明を

見てると、どっちなのかというふうにちょっと

思ったものですから。子育てサポーターという

のは、利用者の方なんですか。そのサポートす

る方をサポーターというんですか。

○渡邊こども政策課長 サポートをする側でご

ざいます。

○二見副委員長 サポートする側がサポーター

ですね。

これの実施事業は県になるわけですよね。そ

ういうサポーターの方を登録して、そういった

県内各地域の拠点を持ったところで登録しても

らって、利用者がいたときにそこに派遣してい

くということだと思うんですけれども。結構、

これは、話を聞いたときに、かなり踏み込んだ

ことをしたなと思ったんですが。

要するに、主に子供の自宅等において預かり

保育をするってことは、そこに人が行くわけで

すよね。派遣して、その家の中に行ってもらう

わけですよね。ということは、その中にはベビ

ーシッターと子供という関係というか、それだ

けの環境になると思うんですけれども、そういっ

たときにそれなりの資格を持っていらっしゃる

方だったり、信用のある方なんだとは思うんで

すけれども、万が一、盗難なり、そういったも

のが発生した場合、どのように県としての責任

を考えていらっしゃるのかと思いまして、いか

がお考えでしょうか。

○渡邊こども政策課長 今の委員の御質問でご

ざいますけれども、子育てサポーターを養成す

る際に研修を行うというふうなお話をいたしま

した。そもそもの子供に対する接し方ですとか

保育の実習とか、そういったことも行いますと
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ともに、やはり当然のことながら人様の家庭に

入ってお金を盗むとか、そういったことはもち

ろんやってはいけないわけであります。そういっ

たふうなことについても、きちんと研修の中で

説明をしていきたいというふうに思っておりま

す。

あわせて、ちょっと違うかもしれませんけれ

ども、子供さんを預かっている際にけがをさせ

てしまったとか、あるいはサポーターの方がお

子さんの自宅に行く際に、車の運転途中に事故っ

てしまったとか、そういったふうなさまざまな

障害が考えられると思いますけれども、そういっ

たものについては県のほうで保険を掛けまして、

支障のないように対応するつもりでございます。

○二見副委員長 保険金は、この中には入って

ないんですか、入ってるんですか。

○渡邊こども政策課長 入っております。

○二見副委員長 恐らく、そういった事故等に

関する補償というのは保険で賄えるんだと思う

んですけれども、やはり実施主体としての責任

というものは、万が一のときは問われてくるん

だと思うんです。そこ辺のところをしっかり対

応というか、考えていただきたいというふうに

思います。ないことにはこしたことはないんで

すけれども。

最後に、みやざき結婚サポート事業なんです

けれども、これは、今までは、こども政策課の

ほうで縁結び事業というのをされてきていると

思うんですが、これはそれにかわるものじゃな

くて、全く別個のものというふうに考えてよろ

しいんですか。

○渡邊こども政策課長 今現在やっております

イベント補助、それは引き続き行いつつ、この

１対１のお見合い事業を新たに行うと、そうい

うことで考えております。

○二見副委員長 あと、この目的・背景の中で

も、少子化の要因である未婚化・晩婚化を踏ま

えということで、結婚を希望する男女の出会い

をサポートするということなんですが、対象者

といいますか、そこに何か制限とかはあるんで

すか。それとも、独身だったら誰でもいいとい

うような、そういう条件なのか。

○渡邊こども政策課長 これは、やはり先行し

ている県がございますので、そこの条件等を調

べまして、二十以上の独身の方ということで考

えております。

○二見副委員長 二十以上ということは、要す

るに青天井ということですね、上は。

○渡邊こども政策課長 上限は、特に設けてお

りません。

○二見副委員長 今までは縁結び事業って補助

事業をやってらっしゃると思うんですけれども、

そこへの参加人数っていうか、参加されてきた

年齢層とかの結果というのは、情報は今、手元

にありますか。

○渡邊こども政策課長 参加者の年齢の情報は、

ちょっととっておりません。

○二見副委員長 これは最後にしようかと思っ

ているんですけれども。先ほどお示しいただい

た９ページの全体のイメージ、これは国のほう

のまち・ひと・しごと創生総合戦略のほうで、

基本目標として若い世代の結婚・出産・子育て

の希望をかなえるとなっているわけなんですけ

れども、これが未来みやざき総合プランの素案

になると、今度は、誰もが希望を持ってという

ふうに変わってきているわけなんですが。私は

もちろん、みんな分け隔てなくということは大

事なんだと思うんですけれども、先ほども出て

いたように少子高齢化に対応すると、うたって

いる目的・背景があって、対象に対して、そう
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いう規制のない考え方というのは、ある意味、

どこかちょっと矛盾があるんじゃないのかと思

うんですけれども、そこのところに対する認識

はどのようにお考えなんですか。

○渡邊こども政策課長 確かに、委員がおっしゃ

ることもよくわかります。

要するに、誰でもって言ってしまいますと、

少子化対策、自然増対策であるにもかかわらず、

子供の産めない年齢に達している方まで、この

結婚サポートの対象になってしまうと。でも、

そうじゃないだろうと。やはり、子供が産める

世代の結婚のマッチングだろうと、そういった

ふうな御指摘ではないかと思うんですけれども。

私どもとしては、確かに厳密に言いますれば、

子供が産める若い世代に範囲を限定すべきとい

うこともあろうかと思いますけれども、そこは

県全体として結婚を支援していくという機運の

醸成という観点からも、これはほかの県の例も

参考にしながら、あえて上限を設けずに受け入

れてまいりたいというふうに考えております。

○二見副委員長 私は、できれば全体としてやっ

ていくべきだと思うんですけれども、ある意味、

だから理念をちゃんと分けたほうがよかったの

かという気がしたんです。こういう事業を今か

ら取り組まれるということですから。

特に、僕は思うんですけれども、若い人たち

は多分、結婚したいという思いはあったとして

も、今したいと思ってるかどうかというと、よ

くわからなくなってくるだろうし、理想の相手

というのは、どれだけのことを考えているのか

とか、若い年代の課題というのは別なところに

あるんじゃないかと思うんです。もうちょっと、

そういったところの情報をとっていただいて、

それに即したようなものを考えていくというこ

とが一つ必要なんだと思うので、今後の少子化

対策という中では若い人たちの実際に求めてい

るものは何なのか、もうちょっと情報をとって

いただきたいというふうに思います。以上です。

○鳥飼委員長 そのほか、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼委員長 ありませんね。では、以上をもっ

て福祉保健部を終了いたします。執行部の皆様、

御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時24分休憩

午後３時26分再開

○鳥飼委員長 委員会を再開いたします。

あすの委員会は、午前10時再開、病院局の当

初予算に関する審査を行う予定でありますが、

よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼委員長 御異議がないようですので、明

日午前10時の再開としまして、本日の委員会日

程は終了いたします。

午後３時26分散会
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午前９時59分再開

出席委員（７人）

委 員 長 鳥 飼 謙 二

副 委 員 長 二 見 康 之

委 員 星 原 透

委 員 中 野 一 則

委 員 横 田 照 夫

委 員 黒 木 正 一

委 員 図 師 博 規

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

病院局

病 院 局 長 渡 邊 亮 一

県立宮崎病院長兼
豊 田 清 一

病 院 局 医 監

病 院 局 次 長 兼
緒 方 俊

経 営 管 理 課 長

県立宮崎病院事務局長 山之内 稔

県立日南病院長 鬼 塚 敏 男

県立日南病院事務局長 稲 吉 孝 和

県立延岡病院長 栁 邊 安 秀

県立延岡病院事務局長 古 川 壽 彦

病院局県立病院
松 元 義 春

整 備 対 策 監

福祉保健部

福 祉 保 健 部 長 佐 藤 健 司

福祉保健部次長
髙 原 みゆき

（ 福 祉 担 当 ）

福祉保健部次長
日 高 良 雄

（保健･医療担当）

こども政策局長 橋 本 江里子

部参事兼福祉保健課長 長 友 重 俊

医 療 薬 務 課 長 長 倉 芳 照

薬 務 対 策 室 長 肥田木 省 三

国保・援護課長 日 髙 裕 次

長 寿 介 護 課 長 松 田 広 一

障 害 福 祉 課 長 川 原 光 男

衛 生 管 理 課 長 竹 内 彦 俊

健 康 増 進 課 長 瀧 口 俊 一

感染症対策室長 片 平 久 美

こども政策課長 渡 邊 浩 司

こども家庭課長 徳 永 雅 彦

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 鬼 川 真 治

総務課主任主事 橋 本 季士郎

○鳥飼委員長 委員会を再開いたします。皆さ

ん、おはようございます。

本委員会に付託されました当初予算関連議案

等について、概要説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○渡邊病院局長 おはようございます。病院局

でございます。よろしくお願いします。

それでは、当委員会に審議をお願いしており

ます議案につきまして、その概要を説明申し上

げます。

お手元の平成27年２月定例県議会提出議案（平

成27年度当初分）、この冊子をごらんいただきた

いと思います。

議案は２件でございます。表紙をめくってい

ただきまして、目次をごらんいただきますと、

病院局関係の議案は下のほうになりますけれど、

議案第20号「平成27年度宮崎県立病院事業会計

平成27年３月５日(木)
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予算」と、次のページをごらんいただきたいと

思いますが、一番上にあります、議案第27号「宮

崎県立病院事業の設置等に関する条例の一部を

改正する条例」でございます。

初めに、議案第20号「平成27年度宮崎県立病

院事業会計予算」でございます。

平成27年度当初予算の編成に当たりましては、

これまでに引き続き、収益の確保及び経費節減

を推進する一方で、県立病院が提供する医療の

質及び患者サービスのさらなる向上を図るため、

医療スタッフの専門資格の取得を促進する事業

を実施するなど、将来を見据えた収益確保に取

り組み、重点的に予算を措置したところでござ

います。

特に来年度は、新たに策定します経営計画の

実施初年度でありますことから、全県レベルあ

るいは地域の中核病院として、引き続きその役

割を果たしていくために、より一層の経営改善

に取り組む所存でございます。

次に、議案第27号「宮崎県立病院事業の設置

等に関する条例の一部を改正する条例」でござ

いますが、これは、県立病院の分娩料の上限額

の改正をお願いするものでございます。

県立病院の分娩料につきましては、前回の平

成21年１月改定から６年が経過しておりまして、

他の医療機関と比較して低額となっております

ことなどから、条例の上限額を引き上げるため

の所要の改正を行うものでございます。

議案の詳細につきましては、次長より説明い

たしますので、よろしく御審議のほどお願いい

たします。

私からは以上でございます。

○鳥飼委員長 ありがとうございました。病院

局長の概要説明が終了いたしました。

次に、議案に関する説明をお願いします。

○緒方病院局次長 それでは、御説明をいたし

ます。

常任委員会資料の１ページをお開きいただき

たいと思います。

まず、議案第20号「平成27年度宮崎県立病院

事業会計予算」の概要についてであります。

まず、１の当初予算の編成に当たっての基本

方針でございますが、先ほど局長が申し上げま

したとおり、全県あるいは地域の中核病院とし

て、県立病院の役割と機能を発揮するため、安

定的な病院経営を維持するとともに、平成27年

度が実施初年度となります「宮崎県病院事業経

営計画2015」の円滑な推進を図ることとしてお

ります。

具体的には、まず（１）でありますが、医師

・看護師等の確保による新たな施設基準の取得

等に努めまして、収入の増加を目指しますほか、

後発医薬品の採用率向上や必要度・優先度を踏

まえた医療機器の購入などによる支出の削減、

さらに、政策医療等に積極的に取り組むととも

に、効率的な経営による一般会計繰入金の削減

に努めることとしております。

次に、２の年間患者数（目標）でございます

が、直近の患者動向等を踏まえまして、平成27

年度の患者数の目標を立てております。入院患

者につきましては、救急医療体制の充実等を進

めることによりまして、本年度の実績見込みか

ら約１万5,000人程度増の35万8,680人、延べ外

来患者数は、同じく、約6,000人増の35万5,995

人としております。

次に、３の新規・重点事業でありますが、こ

れにつきましては後ほど御説明をさせていただ

きます。

２ページをお開きください。４の収益的収支

の状況でございますが、これは、事業活動で日
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常的に発生する収益と費用をあらわすものでご

ざいます。

まず、病院事業収益は308億7,812万2,000円、

病院事業費用は、中ほどでございますが、305

億861万円で、一番下でございますが、収支差は

３億6,951万2,000円の黒字予算となっておりま

す。

昨年度からの増減につきましては、概要を３

ページに記載しておりますので、そちらをごら

んいただきたいと思います。

まず、（１）の収益は、前年度と比べて12

億3,352万2,000円、率にしまして4.2％の増を見

込んでおります。

増減の主なものでございますが、入院収益は、

医師・看護師等の確保による新たな施設基準の

取得や延べ入院患者の増等により、前年度と比

べ５億5,000万円余の増、外来収益は、外来化学

療法等のさらなる充実による延べ外来患者の増

等によりまして、３億2,000万円余の増を見込ん

でいるところでございます。

また、一般会計繰入金でございますが、医業

収益と医業外収益の繰入金の合計となりますけ

れども、収益向上と費用削減によりましてさら

なる経営改善に努めまして、前年度と比べ１

億6,000万円余の減の30億3,000万円余としてお

ります。

なお、資本的収支分と合わせますと、48億3,000

万円余となります。

また、特別利益として６億2,000万円余を計上

しております。これは、新会計基準の適用に伴

いまして、過去の減価償却に見合う繰入金につ

いて収益に計上することが認められたものでご

ざいます。

次に、（２）の費用でございます。前年度と比

べ５億5,046万7,000円、率にして1.8％の増を見

込んでおります。

主なものは、給与費が、職員数の増や共済負

担金の制度改正に伴う増加などで９億9,000万円

余の増としております。材料費は、後発医薬品

の活用などにより費用削減に努める一方で、入

院患者や高額な薬品を使用します外来患者の増

を見込みまして、9,000万円余の増加を見込んで

おります。

また、経費も医療機器の無料保守点検期間の

終了等に伴う委託費の増などで、３億2,000万円

余の増としております。

その結果、表の一番下になりますけれども、

（３）の収支は３億6,900万円余の黒字予算とし

ております。

４ページをお開きください。５の資本的収支

の状況であります。これは、建物の建設改良工

事など、支出の効果が長期にわたって及ぶもの

の収支をあらわしたものでございますが、まず、

資本的収入は36億2,926万5,000円、資本的支出

が54億5,001万5,000円となりまして、一番下で

ございますが、収支差が18億2,000万円余のマイ

ナスとなっております。このマイナス分につき

ましては、損益勘定留保資金等で補填をすると

いうことにしております。

昨年度からの増減については、５ページをご

らんください。

まず、（１）の収入は、前年度と比べ621万8,000

円、率にして0.2％の増を見込んでおります。

主なものは、医療機器購入等の財源でありま

す企業債でございますが、企業債が、地域医療

再生基金等からの繰入金がなくなりましたこと

から、前年度と比べ５億7,000万円余増の18

億2,000万円余を見込んだところでございます。

一方で、一般会計繰入金は、地域医療再生基

金等の繰入金等からの繰入金がなくなったこと
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から、前年度と比べ５億6,000万円余減の18億円

余を見込んでいるところでございます。

次に、（２）の支出は、前年度と比べ１億7,101

万1,000円、率にして3.2％の増を見込んでおり

ます。

主なものは、まず、建設改良費は18億6,000万

円余で、昨年度より２億8,000万円余減少してお

ります。

また、医療機器等の資産購入費につきまして

は、ほぼ前年度並みの11億3,000万円余としてお

ります。

企業債償還金は、平成25年度に借りました高

額医療機器や新電子カルテシステムに係る企業

債元金の償還が始まりますことから、30億4,000

万円余と、前年度と比べ４億5,000万円余の増加

を見込んでいるところでございます。

（３）の収支は、先ほど申し上げましたとお

りでございます。

６ページをお開きください。６の病院別の収

益的収支の状況であります。各病院の収益、費

用は表のとおりでございますが、一番下の収支

差のところをごらんいただきますと、来年度予

算は、宮崎病院が9,300万円の黒字、延岡病院が

３億8,400万円の黒字、日南病院が１億700万円

の赤字予算となっておるところでございます。

７ページをごらんください。７の新規・重点

事業の概要でございます。

まず、「高度医療専門人材等育成事業」でござ

いますが、これは、医師や看護師を初めとしま

す医療スタッフにつきまして、高度な専門資格

の取得を支援するなど人材の育成に取り組むこ

とにより、高度かつ専門的な医療提供体制の一

層の向上を図るものでございます。

事業費といたしましては4,195万円余で、（３）

の事業内容でございますが、新たに②の医師国

際学会派遣事業や事務力強化のため、⑤の医療

事務スタッフ育成事業を実施することとしてお

ります。

３の事業効果といたしましては、スタッフの

専門性を高めることで、提供する医療の質や患

者サービスの一層の向上等が図られるものと考

えているところでございます。

８ページをお開きください。「第一種感染症専

用病床整備事業」でございますが、これは、社

会的要請により政策的に対応する必要がある医

療として、第一種感染症指定に係る専用病床を

県立宮崎病院に整備するものでございます。

事業費は2,525万円で、全額一般会計からの負

担金でございます。

事業内容でございますが、陰圧個室等の整備

等を行い、万が一、感染症患者が発生した場合

に、万全な感染対策のもとで医療提供を可能と

するものでございます。

平成27年度の当初予算に関する説明は以上で

あります。

次に、決算特別委員会の指摘要望事項に係る

対応状況について御説明をしたいと思いますの

で、決算特別委員会の指摘事項に係る対応状況

という冊子がございます。これをごらんいただ

きたいと思います。

５ページをお開きいただきたいと思います。

病院局関連でございますけれども、県立病院事

業会計の決算の概要につきまして、病院事業全

体で黒字化を達成したことは評価するところで

あるが、県立日南病院のさらなる収支改善や県

立延岡病院等の休診科の解消、また県立宮崎病

院の再整備など、さまざまな課題も残されてい

ることから、引き続き経営改善に努め、本県の

医療を担う中核病院として、安定的な病院運営

に向けたより一層の取り組みを進めることとの
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指摘要望事項をいただいたところでございます。

これを受けまして、平成27年度当初予算にお

きましては、医師・看護師を初めとした医療ス

タッフの確保や専門資格の取得促進など、高度

かつ専門的な医療提供体制の一層の向上を図る

こと等により、年間延べ患者数の増加を図るこ

とを各病院とも目標に掲げまして、取り組むこ

ととしております。

また、新たな施設基準の取得による収益の改

善や後発医薬品のさらなる採用等による経費の

削減など、安定的な病院運営に努めるとともに、

地域の医療機関との連携を強化いたしまして、

本県の医療を担う中核病院としての役割と機能

を果たしてまいりたいというふうに考えている

ところでございます。

それでは、続きまして、常任委員会資料に戻っ

ていただきまして、９ページをお開きいただき

たいと思います。

議案27号「宮崎県立病院事業の設置等に関す

る条例の一部を改正する条例」についてでござ

います。

病院局では、県の周産期医療体制を取り巻く

さまざまな事情を勘案しまして、今般、県立病

院の分娩料の改定を行いたいと考えております

が、この分娩料は、条例でその上限額を定め、

具体的な料金は局の料金規程で別に定めており

ますので、それぞれ所要の改正を行うこととし

ております。

まず、今回の議案であります１の宮崎県立病

院事業の設置等に関する条例の改正についてで

あります。

条例で定める分娩料の上限額を引き上げる理

由でございますが、（１）の改正の理由にありま

すように、①前回改定から６年が経過しており、

他の医療機関と比較して低額であること。②国

が定める助産施設分娩料の公費負担額と比較し

ても低額であること。③そのため、普通分娩件

数が増加し、ハイリスク分娩の対応など、県立

病院として果たすべき機能に支障が生じるおそ

れがあること。④民間病院の経営を圧迫する状

況もあり、県立病院と民間病院の連携による周

産期医療提供体制が崩壊しかねないこと。⑤こ

のような状況から県医師会からも強い値上げの

要請があることなどでございます。

次に、（２）の改正の概要であります。

まず、①のとおり、現行の条例の上限額に含

まれております産科医療補償制度掛金は変動し

ますことから、上限額から除くこととしまして、

別途、「県立病院料金等規程」で定めることとし

ております。

次に、②でございますが、これまで明確でな

かった上限額の基準につきまして、児童福祉法

の規定に基づき、経済的理由により入院・出産

が困難な者が出産を行う際、国及び地方公共団

体が負担すべき標準的費用として定められまし

た公費負担の上限額を基準としまして、③にあ

りますとおり、現在の公費負担上限額20万90円

の1,000円未満の端数を切り捨てまして、上限額

を20万円としているところでございます。

また、（３）の施行期日ですが、３カ月間程度

の周知期間を置きまして、平成27年７月１日か

らの施行としております。

10ページをお開きください。２の県立病院の

料金等規程の改正についてであります。今回の

条例の上限額の改正に合わせまして、20万円を

超えない範囲で管理者が定める額として、具体

的な分娩料を定めることとしております。

（１）の改定の概要でございますが、まず、

分娩料の引き上げは２段階で行いまして、平成27

年度に３万円、28年度に２万円の予定で引き上
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げることとしまして、②にありますとおり、28

年度の引き上げに当たっては、公費負担額の推

移等を踏まえまして、改めて検討するとともに、

県議会に御報告をしたいと考えております。

また、県民への周知を図るため、料金規程改

定後、約３カ月間の周知期間を置きたいと考え

ております。

具体的な料金設定は、④の表のとおり、休日

・深夜の分娩料を現行の15万円から18万円に３

万円引き上げ、時間外、時間内につきましても

表にありますとおり、それぞれ３万円引き上げ

たいと考えております。

（２）の改定の期日ですが、平成27年３月中

に料金規程を改定しまして、条例と同じく平成27

年７月１日から施行したいと考えております。

11ページをごらんください。参考までに、県

立病院の分娩料等の推移を示しております。一

番上の青い線が、出産時に健康保険等から妊産

婦に支払われる出産育児一時金を示しておりま

して、現在は40万4,000円となっております。

また、緑色の線が国が定める助産施設分娩料、

赤い線が県立病院の分娩料であります。これを

見ておわかりいただけますとおり、平成22年度

までは、助産施設分娩料と県立病院の分娩料は

ほぼ同額でございましたけれども、平成23年以

降に助産施設分娩料が引き上げられた一方で、

県立病院の分娩料は据え置いていることから乖

離が生じております。

また、平成25年度のところに民間等の分娩料

を記載しておりますけれども、これと比較しま

しても、県立病院の分娩料が低く設定されてい

ることがおわかりいただけると思います。

なお、紫色の線で県立病院の休日・深夜の分

娩料と入院料等を含めました標準的な分娩の費

用を記載しておりますが、分娩料改定後も、青

色の線の出産育児一時金を超えないよう、分娩

料の改定を行うこととしているところでござい

ます。

今回の改正は、民間の料金との料金格差を是

正しまして、県立病院はハイリスク分娩を、民

間病院は普通分娩を担い、相互に連携すること

で、妊産婦の方が県内で安心して出産できる体

制を構築しようとするものでありますので、御

理解を賜りたいと思います。

私の説明からは以上であります。御審議のほ

どよろしくお願いをいたします。

○鳥飼委員長 議案に関する執行部の説明が終

了いたしました。質疑をお願いします。

○中野委員 この委員会資料の７ページと８ペ

ージをお尋ねします。

いわゆる事業の財源ですね、７ページのほう

は全額一般財源と、８ページのほうは全額一般

会計からの負担金と、書き方が違うんですが、

まず、この違いを。

○緒方病院局次長 この第一種感染症の専用病

床は、全額一般会計からということで、一般会

計から負担金という形でいただくものでござい

ます。

この高額医療専門人材等育成事業を全額一般

財源というのは、私たちの病院事業会計の中の

一般財源ということでございまして、ことし若

干ふえておりますけれども、これは昨年度、病

院の団体の解散をやったんですけれど、そのと

きに9,000万円ぐらい寄附金をいただきました。

その部分につきまして、やはり人材育成に使お

うということで、負担を上乗せして使ってる。

そういうことで局内の一般財源という形での表

現であります。

○中野委員 そうすれば、この病院会計からの

一般財源、２ページではどこであらわされるわ
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けですか。病院会計と言われたから、事業の4,195

万1,000円というのは、どこでまとめて書いてあ

るわけですか。

○緒方病院局次長 ７ページの人材確保という

部分につきましては、局内の収入によって賄う

ものということでございますので、入院収益と

か外来収益とか、こういうような収益をもって

充てていくということでございます。

それと、８ページの感染症の部分ですけれど

も、負担金でございますので、これは一般会計

繰入金の中に入ってるということでございます。

○中野委員 この育成事業のほうですが、その

収入の財源はわかりましたが、費用としてはど

こにどんな形で。

○緒方病院局次長 事業内容に書いてあります

けれども、先進病院短期派遣研修事業が約410万

円程度で12名程度の派遣を行いたいと思ってま

す。医師の国際学会派遣事業につきましては、70

万円程度で２名程度の派遣。それと、認定看護

師等育成事業が2,000……。

○鳥飼委員長 次長、そこの２ページの支出の

ところのどこに当たるかという質問のようです

けれど。

○緒方病院局次長 勘違いしてました、済みま

せん。費用は、病院事業費用のその他の中に研

修費として入っております。

○中野委員 わかりました。それと、この８ペ

ージのほうは繰入金の中で、この使い方もやは

りその他の中で支出していくわけですか。

○緒方病院局次長 この８ページの専用病床の

整備につきましては、建設改良費のその他改良

工事費と資産購入費の中に入っているというこ

とでございます。

○中野委員 それが全額ということですね。わ

かりました。この繰入金が合わせて48億3,739万

円ありますよね。これのもともと全てが一般会

計からの繰入金ですが、一般会計の中ではどん

なふうに支出されているのかというのを聞きた

いんですが。その財源の内訳、国庫支出金とか

一般財源とかその他ってありますよね、それを

３分類して教えていただけませんか。

○鳥飼委員長 わかりますか。

○緒方病院局次長 一般会計からの繰入金につ

きましては、いろいろ繰り出し基準がありまし

て、交付税措置があるとかないとか、全額県費

で見なさいとかいろいろあります。それで、平

均的なことを考えますと、この財源のうちの約

７割が交付税措置があるものでございます。あ

と残りが県費負担ということになるというよう

な状況でございます。

○中野委員 言いたいのは、国から来るお金は

どんどん来てもらっていいと思うんですよ。今

から新しく立てかえれば、その辺もあるんだろ

うと思うんですが。要は、この県民の直接の税

金である一般財源ですよね、税金ばっかりじゃ

ないですけれども、約12億5,000万あるわけです

から、広く県民のためになる病院になるように

運用をしてほしいと。そういうことをお願いし

たいと思っております。以上です。

○図師委員 まず、委員会資料の１ページの基

本方針の内容なんですが、２の年間患者数の目

標数値が出されております。延べの入院患者、

外来患者数それぞれ数字がふえておるわけなん

ですが、これを達成するということの前提であ

との収支のほうの数字も出てきておるんだろう

と思うんですが、実際、この入院患者数、外来

数を延ばすための具体的な取り組み、自然増だ

けではここまでの数字は伸びないと思いますし、

病床の稼働率を上げるとか、紹介率とか逆紹介

率を上げていくための具体的な取り組み、この
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数字を達成するためのどのような内容を考えて

いらっしゃるのか。大まかなもので構いません。

○緒方病院局次長 今回のこの目標設定の数値

に当たりましては、今までの実績の見込み等か

らどの程度伸ばせるのかということを考えまし

た。そういう中で、例えば宮崎病院につきまし

ては、救急が一つの大きなプラットホームにな

ります。そういう形で救急医療体制の強化、今

度、救急と総合診療科もつくろうということに

しておりますので、そういうもので患者数の増

を図っていこうということでございます。

それと、日南病院につきましては、地域包括

ケア病棟とか、そういうのを整備しまして、今

後の圏域全体の中核病院の中の包括ケア病棟を

つくるという形での患者増を図っていこう。

延岡病院は特に紹介、逆紹介という地域医療

支援病院になっておりますので、そこをさらに

強化をいたしまして、今、クリニカルパス等で

各病院とのつながりが強くなってます。そうい

うのをさらに強化して、紹介率を上げていこう。

そういうようなことで目標を設定したところで

ございます。

○図師委員 大いに数値目標を達成するように

期待しておるところでありますし、また、その

数値目標を達成していく上で関連する新規重点

事業になってくるんだろうと思うんですが、ま

ず、資料７ページの人材育成事業のところにも

ありました、次長が説明されておられましたけ

れども、先進病院への短期派遣には12名の400万

と、国際派遣には２名の70万等々ありましたが、

私はこの４番目のコメディカルスタッフの育成

事業の中で、さっきの質問と続けるんですが、

要は救急医療の体制強化ということは、急性期

を出した後のどこにまたそれをつなげるのか。

または、地域包括ケア病棟の運営に関しても、

地域連携室のスタッフの充実というのが必要で

しょうし、地域医療支援病院としては、やはり

日ごろからの中核病院と、また診療所も含めた

地域に根差した病院との連携強化というのが必

要でしょうから。

つまり地域連携室のスタッフ、またそこに配

属する看護師もしくは医療ソーシャルワーカー

の数、質というところも強化していかれる必要

があろうかと思うんですが、そのような内容が、

このコメディカルスタッフの育成事業の中に含

まれているものなのかどうか。

この事業内容及び地域連携室の今後の体制整

備について、ビジョンがあればお聞かせくださ

い。

○緒方病院局次長 委員のおっしゃるとおりだ

と思います。このコメディカルスタッフ育成事

業につきましては、薬剤師とか臨床検査技師、

栄養士、放射線技師、理学療法士、臨床工学士、

６職種の方々の医療の技術を高めていこうとい

うようなことでございますので、いわゆる高度

先進医療を推進するための一つの方策というふ

うに考えております。

現在、17資格ほど取っておりますけれども、

こういう方々の専門資格をきちっと取らせるこ

とによって、先ほど申しました専門医療を充実

していこうということでございます。

先ほどお話のありました地域との連携をどう

していくのかということでございます。今回の

宮崎病院の再整備の中にも書いておりますけれ

ども、地域との連携強化をするための医療連携

室みたいな、センターみたいな、そういうワン

ストップで相談に乗れるような、そういう組織

もつくっていきたいと思います。

その組織につきましては、人材をどうするか

ということでございますが、やはり看護師さん
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の再任用とかそういう方も必要になってきます。

そういうような方が、やはり病棟でいろいろやっ

てこられた方が、相談に乗るというようなこと

は、非常に患者さんの状況もわかっております

し、地域のこともわかってらっしゃるというこ

とで、そういうような強化を図っていければと

思ってます。

先ほど言われた相談員とか、そういう方々の

スタッフの充実も図っていく必要はあるという

ふうには思っておるところでございます。

○図師委員 ちょっとそれてしまうんですが、

先ほどの延べ入院数、外来数をふやしていくに

は、やはり紹介率、逆紹介率が必然的に連動し

てふえていくんだろうと思うんですが、今ほか

の医療機関等に紹介なり、そこから紹介をもら

うに当たっては、ドクターの方々に直接それが

紹介状という形で来ているのか、もしくは、今

言われたワンストップで地域連携室のほうを経

由して、必ずそのカウントがされているのか、

そのあたりの体制は今どうなってらっしゃいま

すか。大体で構いません。

○緒方病院局次長 紹介状は直接持ってこられ

て受付されますので、それから受付から連携室

等を通って、ここの外来に行きなさいとか、そ

ういうような形になっておりますけれども、そ

ういうような状況の中で、カウントの仕方は

ちょっとはっきりわからないんですけれども…

…。

ちょっと病院長にお願いしたいと思います。

○栁邊県立延岡病院長 延岡の現状を言います

けれども、基本的には、医療連携科のほうにファ

クス予約が入ってくるんですね。それで診療科

のほうから予約を入れてお返しすると。それが

一般的な流れです。

当日、緊急的なときには診療科同士のやりと

りをするということはありますけれども、基本

的には医療連携科がかんでるということです。

○鳥飼委員長 補足ありますか。せっかく先生

たち来ておられますけれど。よろしいですか。

○図師委員 ちょっと突っ込ませていただいて。

逆に、紹介を出す場合、退院が迫ってきてると

いうことで病院を探す場合は、これもやはりド

クター間でされる場合もあろうかと思うんです

が、その地域連携室を通して相談室なりで次の

行き先を探す、その割合というかその数はどん

な感じですか。大体で。流れができてるかどう

かですね。

○古川県立延岡病院事務局長 割合はちょっと

わからないんですけれど、退院される方はその

医療連携のほうに、今からこういう方が退院し

ますのでということが来ますので、そういう症

状を踏まえて各病院に紹介して転院していただ

くという形でとっております。

○図師委員 よくわかりました。私も現場でそ

のような役割を担っておったもんですから、ケ

ース検討会、ケースカンファレンスの中で、退

院の予定が組まれれば、それに沿った形の医療

機関とか施設探しをされる流れができてるのは

よくわかりましたけれども、やはりこれをいか

に潤滑に円滑にするかによって回転率が上がっ

ていこうかと思います。

何が言いたいかといいますと、地域連携室に

配属される看護師の方はまだしも、医療ソーシャ

ルワーカーという職種には国家資格がありませ

ん。社会福祉士という資格はあるんですが、医

療機関に配属されてるケースはほとんどありま

せん。コメディカルスタッフの中でも重要な役

割をすると思われますこのソーシャルワーカー

の配置を充実させることによって、この紹介率、

逆紹介率もしくは病床の稼働率は、やはり格段
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に上がる。もちろんそのワーカーさんの能力に

もよると思いますが、経営面にたけたワーカー

さんを配置されると、どんどんその稼働率が上

がっていってるという病院もあります。

しかし、今言うように国家資格でないがゆえ

に、配置をしたからといって診療報酬にはね返っ

てくる部分が少ないんですね。ですから、なか

なか採算面が数字として見えにくいもんですか

ら、公の病院では、このソーシャルワーカーと

いう配置の数が少ないという現状もあります。

民間病院で稼働率が高いところほど、そうい

う有能なソーシャルワーカーを重厚に配置して

るというところもありますので、今のその県病

院の体制が手薄だというわけではないんですが、

ここにあるようなコメディカルスタッフの育成

を図るんであれば、そういう国家資格とか有資

格者だけではなくて、そういう事務方の相談室

とか連携室に配置する専門職の方々もさらに育

成されていくといいんだろうなと思いましたが、

いかがでしょうか。

○山之内県立宮崎病院事務局長 宮崎病院の医

療連携科の現状を御報告いたしますと、今医療

連携科の部長が医師が１人、それから看護師が

看護師長と副看護師長ほかを含めて３人と。そ

れから、先ほど言われましたＭＳＷが５人、そ

れから臨床心理士が１人、合計９人。それから、

委託のほうの職員も５人ほど入っていただいて、

それぞれ連携担当、相談担当、それから調整担

当というような役割分担を持って医療連携科が

構成されてございます。

その人材育成についてでございますけれども、

できるだけＭＳＷの方にも県内、県外問わず、

いろんな研修会にも数多く出ていただくように、

そういう配慮をしておりまして、それぞれレベ

ルアップを図っていっております。以上でござ

います。

○図師委員 病院の規模、機能的に今のような

配置でもちろん足りてるんでしょうけれども、

さらにここが重厚になることによって、病院の

この目標数値の達成にも近づく、またそれを大

きく上回ることにつながるでしょうし、日南も

延岡もそういうような連動して、このコメディ

カルスタッフのほうの拡充につながれればいい

なと思います。以上です。

○星原委員 ７ページの高度医療専門人材等育

成事業についてなんですが、26年度と比較して

約1,300万円の増というのは、この事業内容の中

の②と⑤の分がそれぐらいの増と捉えていいん

ですか。

○緒方病院局次長 それぞれ増加をさせており

まして、②も新規ということで70万円の増とい

うことでございます。⑤の医療事務スタッフも

新規ということで100万円の増ということで、医

療事務スタッフにつきましては、やはり県職員

の異動ということで非常に体制が弱いというこ

とで、早期に専門性を持たせるということから

研修をやっていきたいというふうに思っており

ます。

それと、もう一つ、一番大きいのは、認定看

護師等の育成事業でございます。これが26年度

が1,479万円だったのが、今年度は2,294万2,000

円という形で上げております。

現在、認定看護師につきましては、21分野あ

るんですけれど、17分野の資格を持った看護師

さんがいらっしゃいます。この方々を、今31名

の方がいらっしゃるんですけれども、今後そう

いうような、さらにまだ足りない部分がありま

すので、新規取得に向けて派遣をするというよ

うなことで考えているところでございます。

あと、コメディカルスタッフの育成事業は、
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昨年度が1,253万3,000円だったのが1,320

万9,000円ということで、若干引き上げていると

いうような状況でございます。

○星原委員 そこで、この内容の①の先進病院

短期派遣研修事業ということなんですが、27年

度派遣する予定の人数とか、大体その日数とい

うのはどれぐらい充ててるもんなんですか。

○緒方病院局次長 今年度は一応※８名の実績が

あったわけですけれども、来年度は12名程度と

いうようなことで考えてます。

内容としましては、一つの例をいいますと、

救急医療を充実させたいということで、職員が

─１か月以内ですけれども─先進地病院に

行ってその体制等について一緒に研修するよう

な形で、先進地の研修事業をやっているという

ような状況でございます。

これにつきましては、本人からあそこで勉強

したいというような申し出を受けまして、本人

の意欲も一つのモチベーションにつながるとい

うことで、そういうのを配慮しながら選定をし

ているという状況でございます。

○星原委員 それと、ことし、○新で２番の医師

国際学会派遣、これは70万円の増ということだっ

たんで、１人ぐらいですか。

○緒方病院局次長 学会発表ですのでそんなに

長期で行くわけではありませんので、35万程度

の２名というふうに考えているところでござい

ます。

○星原委員 そこで、３に事業効果としていろ

いろ書かれてるんですが、医療の質の向上とか

スタッフの知識・技術レベルの向上とかいろい

ろ書かれてるんで、昨年度実施された内容で、

こういう事業をやった形で、前年度が大体どこ

も対前年度比では黒字になってきてますよね。

やはりこういう事業をやることでそういう効果

が出てきてると捉えていいんでしょうかね。

○緒方病院局次長 やはりこういう資格取得と

かそういうようなことに生かせるということで、

職員のモチベーションが上がるというふうに私

どもは考えております。

職員も県から出していただけるということで、

派遣から帰ったときに、それをきちっと伝えな

いといけないというような意識も高まりますし、

そういうようなことが患者サービスの向上、ひ

いては収益の増加というふうにもつながってい

くものと考えております。

○横田委員 ちょっとわからないから教えてい

ただきたいんですけれども、後発医薬品の採用

率向上というふうに書いてありますが、この後

発医薬品を使う、使わないの判断は医師がする

んですか、患者さんがするんでしょうか。

○緒方病院局次長 基本的にはドクターがする

わけですけれども、その前に、各病院ごとに医

薬審査会みたいな、ちょっと正式名称は忘れま

したけれども、そういうような形があって、そ

の中で、この薬についてはこの後発医薬品でも

十分大丈夫というような確認をしてから導入を

するというようなことがとられてるということ

でございます。

○横田委員 この後発医薬品というのは、いわ

ゆるお医者さんが診察して処方箋というんです

か、それに基づいて出す薬じゃなくて、病院内

で治療をするときに使う薬のことなんですか。

○緒方病院局次長 院内のそういうようなもの

もありますし、外来患者さんで院外処方で処方

される。それも両方あるということでございま

す。

○横田委員 後発医薬品を採用することで経費

を削減するという、何かぴんとこないんですけ

※75ページに発言訂正あり
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れど、経費削減になるんですか。

○緒方病院局次長 県病院の診療報酬体制とし

ては、ＤＰＣと言われる、ある程度、病気に対

してこの程度の費用がかかりますというような、

国が決めたその診療報酬制度がございます。

その中で医薬品が高いと、やはりコストがか

かっていくということになりますけれども、ジェ

ネリック医薬品を使うということであれば、そ

の分がコストが安くてその診療ができると。

全体としての経費はＤＰＣで定額で決められ

ているということで、ジェネリックを使うとい

うことで、やはりその分の収益というのは上がっ

てくるというようなことでございます。

○横田委員 次に移ります。

年間患者数の目標ですが、合計で71万4,675人

というふうに書いてありますけれども、何か普

通考えて、目標といったら、例えば71万4,000人

ぐらいと、そういうのが目標じゃないかなと思

うんですが、675人とすごく細かい数字が出てる

のは、何か積み上げ方法というかそんなのはあ

るんでしょうか。

○緒方病院局次長 基本的には、各病院の部分

を積み上げをいたしまして、例えば、宮崎病院

は今の１日患者数を15人ふやしましょうという

ような形で、来年は366日分。

そして、延岡病院は３人ふやしましょうと。

延岡病院は３人で少ないんですけれど、病床稼

働率が高いもんですから、なかなか何十人と伸

ばすのは困難ということで３人。

そして、日南病院は21人ふやしましょうとい

う目標を立ててます。この21人の目標は、やは

り地域の包括ケア病棟をつくったりとかそうい

う形でやっていきましょうというような目標数

値を立ててますので、それを計算して、366日掛

けると、こういう端数が出るというようなこと

で、端数はまとめてない、そのまま出してると

いうことでございます。

○横田委員 わかりました。もう一ついいです

か。感染症専用の病床ですけれども、第一種感

染症というのは、そうしょっちゅう出るもんじゃ

ないと思うんですが、基本的にその発生がなかっ

たら、ずっとあいたまんまになってるというこ

となんでしょうか。

○緒方病院局次長 第一種感染症が出ないとき

には、より厳重な感染症対策の病室ということ

でございますので、第一種の感染症の患者さん

だけではなくて、第二種の新型インフルエンザ

の方が入ったり、そういうときにも使えますの

で、全く第一種がないからあいたままというこ

とにはならないというふうに思っております。

○黒木委員 分娩料の改正についてですけれど

も、県立病院において普通分娩件数が増加して

いるということですけれど、分娩室の中でどれ

ぐらいの割合が普通分娩なんでしょうか。

○緒方病院局次長 本県では現在、１万人を若

干切るぐらいですけれども、１万人程度の出生

数となっておりまして、その中で県病院が

約1,000件の分娩を受けてます。そのうちの約３

割が普通分娩というような状況になっておりま

す。

○黒木委員 ３割、もともとはもっと少なかっ

たけれども、３割までふえてきたということで

しょうか。

○緒方病院局次長 全体的なのを見ますと、日

南病院なんかはやはり産科医が少ないもんです

から、23年度が約45％ぐらいあったわけですけ

れども、47％にふえているというような状況が

あります。

あと、延岡病院なんかは逆に役割分担が済ん

でおりますので、32.7％ということで、以前は47
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％ぐらいあったのが32％に減ってるとか、そう

いうような状況があります。やはりそこ辺、市

中の民間病院との数によっていろいろ変わって

きておりますけれども、基本的には、そんなに

大きなふえた、あるいは減ったというような状

況はないというような状況でございます。

○黒木委員 平成22年に助産施設分娩料は上

がったけれども、県立病院は据え置いてきたと

いうのは、これはどういう理由から据え置いて

きたんでしょう。

○緒方病院局次長 県立病院の分娩料につきま

しては、11ページの資料を見ていただきますと、

平成21年の１月に引き上げをしております。

平成23年に助産施設の分娩料が引き上げられ

たわけでございますけれども、21年１月に引き

上げて、まだ３年ぐらいしか経過をしてないと

いうような状況が一つと、分娩料の上限額はど

こに定めるのが一番いいのかというような基本

的な部分の議論をしている中で、まだどうする

のかというのが決定をできなかったということ

で、そのまま現在まで15万円が引き続いている

というような状況でございます。

○黒木委員 これは段階的に引き上げるという

予定ですけれども、民間の病院の経営を圧迫す

るということであれば、この出産育児一時金が

出ているわけですから、一度に上げてもいいの

ではないかと思うんですけれど、その件につい

てはどうお考えでしょうか。

○緒方病院局次長 そういう議論もあったとこ

ろですけれども、５万円という引き上げについ

ては、上げ幅がやはり大きいんではないだろう

かということで、県民が急にそういうような状

況になるよりかは、周知期間をきちっと置きな

がら、県民の理解を得ながら上げていくのが妥

当ではないかと判断をしたところでございます。

○二見副委員長 普通分娩が３割ぐらいという

のが、大体どこの周産期医療の中でもそれぐら

いの割合が普通なのかというのをちょっと疑問

に思ったんですが、そこ辺の情報は持ち合わせ

ていらっしゃいますか。

○緒方病院局次長 ほかの機関となる周産期病

院としては、まず、県立３病院と大学と、そし

て市郡医師会病院とか国立都城病院なんですけ

れど、そこが普通分娩がどの程度あるかという

のは、ちょっと申しわけありませんけれど、数

値は持っておりません。

基本的には民間はやはりそういう形での普通

分娩が中心となっておりまして、そこではちょっ

と危ないとか帝王切開しなくてはいけないとか、

そういうものにつきましては県病院に紹介状が

来るというような体制になっております。

○鳥飼委員長 院長先生方で何かありませんか、

何か御意見。

○豊田県立宮崎病院長 宮崎病院の現状をお話

ししますと、年間分娩数がふえてきております。

今の傾向からしますと、今年度が600件ぐらいふ

えてくるんじゃないかと。２年前が450件ぐらい

だったんで、かなり上昇しているということで

ございます。

それから、先ほど出てましたハイリスク分娩、

これがもう御存じとは思うんですが、32週未満

の早産とか前置胎盤とか、それから多胎の方と

か、体内でまだ発育遅延とか、いろんな合併症

を持っておられる患者さん、これについては診

療報酬でもハイリスクとして加算といいますか

点数がとれる状況になっております。

平成25年度の割合を見ますと、分娩数が522名

ありまして103名。ですから19.7％ぐらい、約２

割ぐらいが宮崎病院の25年度の実績ではハイリ

スクの患者さんだったというところでございま
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す。恐らく、その比率と数が少しずつふえてく

るんではないかと。現状はそういうところでご

ざいます。以上でございます。

○鳥飼委員長 どうぞ、何か意見がありました

ら。せっかくおいでですから。なければいいで

すよ。別に強制して発言されなくていいですか

ら。日南病院ございませんか。

○鬼塚県立日南病院長 日南病院は先ほど説明

がありましたように、産科医が２名しかいない

ということで、普通分娩が、正常分娩というん

ですかね、４割ちょっとあるんですけれども、

その普通分娩の日南病院の意味は、助産師の、

異常分娩ばっかり扱っていては、やはり正常分

娩ってわからないので、正常分娩を勉強しても

らうという意味で、そういう意味はあるのかな

というふうに思ってます。

できるだけ少なくしたいと思ってますけれど

も、そういう状況でありますので、やむを得な

いかなと思ってます。

○鳥飼委員長 ありがとうございました。

○二見副委員長 ７ページの高度医療専門人材

育成なんですけれど、先ほどいろいろと御説明

いただいたんですが、この②の医師国際学会派

遣事業が２名ということで上がってるわけなん

ですが、もうちょっと詳しく。この時点で２名

というのが予定されてるということは、どうい

う分野の学会でどういう方が行かれて、その後、

世界の医師から意見を聞くことで医療のレベル

の向上というふうに言われてますけれども、ど

ういった効果を見込んでいらっしゃるのか、そ

こら辺の説明をいただければと思います。

○豊田県立宮崎病院長 過去の例なんですが、

いろんな分野で行かれてます。一つは、いわゆ

る腎疾患分野、それから心疾患の分野等で行き

まして、一応原則発表してもらうということで、

病院局のほうから御支援をいただいているとい

うところでございます。行ったドクターにとっ

ては非常にモチベーションが上がって、帰って

きても報告がありまして、頑張りますというこ

とでございます。

それから、もう一つは、これは宮崎からもこ

ういうふうな国際学会で発表してるという、あ

る意味のＰＲでしょうか、評価が上がるのでは

ないかと思っております。ただ、なかなか業務

がありますんで、ここにありますように１人か

２人ぐらいが精いっぱいかなという感じではご

ざいます。以上でございます。

○二見副委員長 あとその次の③の認定看護師

等についてなんですけれども、先ほどちょっと

説明を伺ったときには、今現在、認定看護師は31

人いらっしゃるということだったですかね。こ

れ去年が1,500万ぐらいかけて、またことし2,300

万ぐらいかけてやるということなんですけれど

も、ことしは何人ぐらいの認定看護師というも

のを育てられる予定なのか。

また、これまでこの事業を何年続けてこられ

てるのかよくわかりませんけれども、その推移

というのがわかりましたら、御説明いただけれ

ばと思うんですが。

○緒方病院局次長 今年度は予算上では６名の

派遣をしたいと考えております。昨年度は７人

の取得ということで、昨年度よりか逆に、人数

の割には金額が上がってるんですけれども、昨

年度は看護大学で感染症関係の認定看護師が取

れるようになりました、県内でもそういうよう

なのが取れるようになったということで、非常

に大きな進歩だと思いますけれども。 そうい

うような形で金額的には少なくて、人数はふえ

てるんですけれども、県内でまたそういうのが

取れれば、金額的にはもっと低くて済むとは思
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いますけれども、一応基本的には県外に派遣す

るということで、６名の派遣を予定をしてると

いうようなことでございます。

今までの推移は、ちょっと済みません、手元

に持っておりませんので申しわけありません。

○星原委員 今のこの人材派遣の中の５番の医

療事務スタッフ育成事業というので○新になって

いるんですが、我々が病院に行って、検査なり

治療なり済んで、会計の集計までの時間が長く

かかるわけですよね。あの辺のところの改善を

図る目的でこういうことをされてるんでしょう

かね。

鹿大なんかに行くと、支払いもすぐカードで

やる方法だとか、いろんなやり方があると思う

んですが、あの待ち時間の長さがなかなか大変

なんですが、その辺の時間短縮の部分というの

が医療事務のこのスタッフということになって、

我々が検査とか治療してる間に、大体どれぐら

いかかるというのは、多分、医師のほうから事

務のほうに行くんじゃないかな。そうすると、

もう終わっておりていったときは、集計して払

うような時間短縮ができんものかなと思うもん

ですから、その辺がこの中に入ってるのかどう

か。

そういう時間の短縮等についての考え方とか、

そういう取り組みというのはなされてないのか、

ちょっとその辺、この中でちょっとお聞きした

いんですけれど。

○緒方病院局次長 今回のこの医療事務スタッ

フ育成事業は、主に経営的な問題ということで、

例えば施設基準とかいうのがありますけれども、

それが実際どういうような形で体制をとればそ

ういう施設基準がとれるのかとか、そういうよ

うな部分が、まだ最初に来たときにはなかなか

よくわからないというようなこともあります。

そういうようなことを中心に医療スタッフを

育てようという意味でございまして、今言われ

たような時間を短縮をするために何か検討する

とかいうようなことまでは含んでないんですけ

れども。

○山之内県立宮崎病院事務局長 宮崎病院でご

ざいます。宮崎病院のほうのいわば待ち時間対

策、その辺についてのちょっと現状を御報告い

たしますと、会計にしろ、受付関係は、今委託

業者のほうにお願いしております。

それで、待ち時間につきましては、その業者

が全国展開を図っている業者なもんですから、

例えば北海道から九州までいろんな病院を担当

しておられまして、そこで待ち時間がそれぞれ

の病院でどれぐらいかかってるかというような

データも業者自身で収集しておりまして、私ど

もの宮崎病院が全国的に見てどの程度かという

のを、私どものほうにも報告をいただいており

まして、委託業者の方とともに、どうすれば待

ち時間を減らすことができるかというのを常に

検討しております。以上でございます。

○星原委員 今委託業者にされてるというのを

初めて聞いたんであれですが、以前とすると随

分短縮はされてきてるのかなというふうに思う

んですけれど、病院によって早いところと遅い

ところがあるもんですから、やはりそういう時

間が10分、30分違うと全然違ってくるもんです

から、やはり今言われた委託業者のところが全

国展開のところだったら、どこも同じような流

れでしているのか。

あとは打ち込みとか、先生方とそこの間の連

携、治療が終わった時点で、こういう治療だっ

たら幾らとか検査だったら幾らとか、推定はも

うされてると思うんですよね。その辺の今度、

医者と事務方との連携のとり方が、時間的に医
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者のほうから出ていくのが向こうに報告行った

り、看護師使っていくのに時間がかかれば、も

う集計はすぐできるんでしょうけれど、そうい

う医師と事務方との間で時間短縮というのはで

きないものなんですか。

○山之内県立宮崎病院事務局長 今医師のほう

のオーダーから事務に行く流れというのは、基

本、電子カルテシステムで電子の状態で伝わり

ますので、そのあたりは随分改善されているわ

けでございます。

何しろ、診療報酬についても結構今は複雑に

なっておりまして、例えばそのあたりでのチェッ

クの時間とかいうのもかかるわけでございまし

て、まだまだ不十分な点もあるかもしれません

けれども、常に改善はしているわけでございま

す。そこは常に努力していきたいと思っており

ます。

○星原委員 １人10分として、１日どれだけの

患者さんがいるかわかりませんが、それを集計

したときには相当の時間数になると思いますの

で、その辺もやはり考えていただくと、患者が

行ったときもそういう部分やら、病院というの

は長くかかるなと意識があるもんですから。検

査する時間と待ち時間と比較したときは、待ち

時間のほうが長かったりするもんですから、そ

の辺の短縮に向けての努力はしていただけたら

というふうに思います。よろしくお願いしとき

ます。

○二見副委員長 今のこの⑤のスタッフ育成事

業というのは、委託している企業の方々のいわ

ゆるスキルアップをする事業なんですか。

○緒方病院局次長 委託事業してる事業者じゃ

なくて、私どもでございます。

私の経験でございますけれども、実際、病院

現場に行って、いろんなその経営の状況とか、

他病院との比較の状況とかを各病院、コンサル

の方から聞いたりすることによって自分の病院

の立ち位置はどうなのかというのがわかってき

ます。そういうのを自覚しながら、やはり病院

経営を考えていくということを県職員で病院局

に来た職員は十分考えていく必要があるという

ふうに思ったところでございます。

そういうことで、事務力強化という形で、最

初の段階で来たときに研修をして、早く一人前

の病院経営がわかる職員に育てたいという趣旨

でございます。

○二見副委員長 今までも、これは新規事業と

いうことなんですけれども、初めて来られた方

なんていうのは、ずっといたわけですよね。そ

れなりの研修制度というか勉強会というのを

やってたわけですけれども、それとこの今回の

違いというのは何なんですか。

○緒方病院局次長 実を言いますと、体系立っ

た新しく来た方の研修というのは行われており

ませんでした。まずは、私どもが来た人たちに

病院事業全体の説明、事業はこういうことでやっ

てるとか、今年度の事業経営計画はこういう経

営計画でやっていくんだよというような意識を

きちっと職員に伝え、そして、その後は、職員

の方々は日ごろの仕事の中で覚えていったとい

うような状況でございます。

それを先ほど申しました病院の事業経営分析

とかをコンサルから研修してもらうようなこと

をきちっとやっていくということで、そういう

コンサルの研修費用が100万というようなことを

考えているところでございます。

○中野委員 今の関連ですが、いわゆる事務職

員のこのスキルアップをして、病院の経営の向

上に努めようということですが、今、病院の事

務局の職員というのは、トータルで何名いらっ
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しゃるわけですか。

○鳥飼委員長 すぐ出ますか。

○緒方病院局次長 宮崎病院が事務職が12名、

日南病院が10名、延岡病院が10名、そして経営

管理課が事務職17名ということで、全体で49名

の事務職員がおります。

○中野委員 それを県職の方、それから病院に

入られた生え抜きの方、それから、さっき委託

の話もありましたが、委託で賄ってるという分

類はどうなりますか。

○緒方病院局次長 今申しました事務職員の数

は、基本的には全員県職員という形でございま

す。県職員が大体３年程度の異動でかわってる

というような状況でございます。

あと、委託の職員の数というのは、ちょっと

私は……。

○鳥飼委員長 トータルでわかりますか。

○緒方病院局次長 済みません、ちょっと……。

○鳥飼委員長 それぞれちょっと答えていただ

きましょうか、宮崎病院から。

○山之内県立宮崎病院事務局長 医事関係だけ

についていえば、委託の職員は100人近くという

ことで御理解いただければよろしいんじゃない

かと思います。

○古川県立延岡病院事務局長 延岡病院につき

ましては、病棟にもおりますので、合わせまし

て医事関係で75名おります。

○稲吉県立日南病院事務局長 事務部におりま

す非常勤につきましては、財務で例えば３名と

か、あと管理のほうに３名ということで、これ

は従来、正職員がされてた職員を非常勤化とい

うことで、そのかわりとして非常勤ということ

で雇用してます。

また、医事関係については、実際、55名体制

で委託を行ってるという状況でございます。

○中野委員 今100名とか75とか55と言われた数

字は、委託された総数ですか。例えば宮崎は12

名と言われたですかね。その12名を含んだ数で

すか。

○山之内県立宮崎病院事務局長 別々の数でご

ざいます。県の正職員が12名、委託業者からの

職員が100名程度ということでございます。

○中野委員 そうすると、病院の事務職員とし

て、病院そのものに就職した職員はいないとい

うことですね。

○緒方病院局次長 いわゆるプロパー職員とい

う形で、正職員で各病院に就職をした職員は、

今はいないというような状況でございます。

○中野委員 それで、医療事務スタッフ育成事

業ということで、見よう見まねも含めて、ある

いはこういう向上策も含めて取り組まれていく。

その対象は、その県職員を対象にした教育なん

ですかね。それとも、委託した職員も含めてと

いうことですか。

○緒方病院局次長 やはり県職員３年で異動し

てしまいますので、その委託をしている職員の

ほうが逆に詳しいというような状況もありまし

て、なかなか指導ができないというような状況

もあります。そういうようなこともあるもので

すから、できるだけ早くにスキルを上げたいと

いうことで、県職員を研修したいというような

趣旨でございます。

○中野委員 県職員が２年、３年ぐらいで異動

されていますよね。県だからそれも必要だと思

うけれど、生え抜きですね、さっきプロパーと

言われた、そういう職員も雇ったら何か弊害が

ありますかね。あんまりそこにずっとおるのも

いろいろ問題があるかもしれませんが、全てを

熟知してるというような、それがずっとつながっ

て、また順番に循環していくような何かそうい
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うのは、県立病院としては余り適しないんです

かね。

○渡邊病院局長 今の問題については、これは

県議会の本会議でもいろいろ指摘されておりま

す。要するに事務局の正職員、県職員をもう

ちょっと３年のローテーションじゃなくて、長

期化置いて、病院事業をかなり詳しく勉強して

いただいて、その効果を出していくというのを

いろいろ言われております。

それで、今の病院局の体制になって、いわゆ

る任命権者がまた別になりますので、今中野委

員がおっしゃったような形での採用ができない

ことはないんです。これが例えば独立行政法人

だと、より独立性が強いもんですから、プロパ

ー職員を採用するというところもあるわけでご

ざいますけれど、今のいわゆる病院局、任命権

者は違いますけれど、一応県という枠内である

組織以上は、なかなかプロパー職員は置かない

というのが実態でございます。

ただ、中野委員がおっしゃったように、やは

り診療報酬制度とか病院経営がかなり複雑に

なっておりまして、そのあたりを短期の３年ぐ

らいの在任期間でうまくやれるのかというのが、

一つ大きな課題として残ってるわけです。だか

ら、我々としてはそこを常に、私、病院局長に

なりまして常にそのことは考えてるわけでござ

いますけれど、一つは、人事課でいろいろ人事

交流をやってるわけですが、今ここにおる事務

局長も２人は既に病院局を経験、病院現場を経

験して、また新たに病院に来ている。要するに

過去の経験者が、また病院局あるいは病院現場

に行ってる事務局職員もかなりおります。そう

いう配慮もしていただいております。

ただ、今中野委員がおっしゃったように、本

当のプロパーを採用してそこでやったらどうか

というのがあるわけですけれど、これはメリッ

トもありますけれど、デメリットもあるかもし

れません。そのデメリットについては、職員の

人事がやはり固定化する。そうしますと、いろ

いろ弊害も出てくる可能性もある。そういうデ

メリットばかりを強調したら何もできないわけ

でございますけれど、我々としては、ここは

ちょっと、今の経営体制でどういう形が一番、

地方公営企業法の全部適用のこの経営形態の中

でどれが一番いいのかというのを模索しなきゃ

いけないというふうに考えてます。

職員の人事のローテをちょっと長くするとい

うのも一つ方策かもしれません。３年を例えば

５年ぐらいにするとかですね。ただ、そうなる

と、職員個人は、県庁の職員として入ったわけ

です。別に病院局職員として入ったわけじゃな

いわけで。広く経験したいという職員もおるで

しょうし、そこは病院局側の都合とその配置さ

れた職員の都合と、県とトータルでどう人事を

考えるかという問題も考えなきゃいけない。そ

ういういろんな要素を考えながら、今後、事務

局員の配置については考えていきたい。

非常に悩ましい問題で、中野委員がおっしゃっ

た問題、本質というのはよく理解できるところ

でございます。今はそういう状況でございます。

○中野委員 委託合わせて300近いし、それから

病院も日南、延岡、宮崎と３カ所に分かれてる

から。そして、新年度を初年度として宮崎県病

院事業経営計画2015に従って運営されて、経営

形態も新しく何か厳しくなるわけでしょう。そ

ういうのを含めた場合には、やはり私は、この

生え抜き、いわゆるプロパーというのを置くべ

きだと。人事ローテーションはそれでうまくいっ

て、かえってその職員を、県の経営のこと、県

庁の方針云々となれば、その方を一般のほう来
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て、そこで宮崎県のほうを学んで、また返すと

かですね。それで、病院局まで含めたら４カ所

もあるわけですから、何かうまく、全部が全部

というわけじゃないんでしょうが、それを機能

させることができて、より以上経営がですよ。

というのは、185億の予算を通じて館をつくる。

宮崎病院をつくって、６年後に黒字化が目指せ

るし、過去においても、もう２年目からその黒

字化をしたわけでしょう。だから、ここは心配

ないんですよ。今から延岡病院もまたつくりか

えないかん、日南もつくりかえな。そのとき赤

字だから、ちょっと云々といったら、それは延

岡、日南の人が何だかんだとなって、赤字が見

通されてもつくらなければならないということ

も来ると思うんですよ。宮崎病院はいいけれど

も。そうした中で経営体というもの、経営とい

うものをどうするかというのを、これはやはり

赤字体質は黒字体質に変えないかんですからね。

日常のその職員を管理することは大変重要な

ことだと思うんですよ。ましてや、このドクタ

ーという人たちは個性のある人たちですから、

そこを使いこなせるというのも、これは院長を

前にして申しわけありませんが、本当に個性と

いってもユニークな方たちだから、その方たち

をうまくこうして、やはりドクターがあっての

病院ですから、ドクターが一人もいなければ病

院というのは成り立たんとでしょう、事務局ばっ

かりじゃ。あるいは看護師ばっかりじゃ成り立

たんでしょう。そこら辺を使いこなすこと、こ

れだけですよ。やはり高度な者が要るんじゃな

いかなと。

３年周期で異動できましたぐらいじゃ、早く

そこからまた別の部へ行きたいという職員は多

いんだと思いますよ。悩みも聞いておりますが。

局長は何か言いたそうですが。

○渡邊病院局長 中野委員が今おっしゃったこ

と、全て私理解できます。そういうことで非常

に苦しんでるわけでございまして、私も。

だから、今後、この職員の、特に事務局職員

の採用をどうするかというのは、もう本当に本

格的に病院局としてどうするのか。そうします

と、この経営形態まで響く。今一応、地方公営

企業の全部適用を５年間延長するということで、

５年間はこの状態で行くということになりまし

たけれど、その問題にもかかわってくる問題も

あります。

したがいまして、とにかく今我々ができるこ

とは、とりあえずこの事務局職員のレベルアッ

プ、これをやはり図りながら、大きな問題とし

ては、今中野委員がおっしゃったことも含めて、

真剣に議論・検討していきたいと思ってます。

○中野委員 数百億単位の繰り越しされた赤字

があるわけですから、そのことも含めれば、や

はり経営というのは厳しく見詰めて、そのとき

には人材をいかにして育成するかということだ

と思うんですよ。せめて、この今の事業は活発

にやってください。お願いしときます。

○鳥飼委員長 よろしいですか。

○緒方病院局次長 修正をさせていただきます。

先ほど、星原議員のほうから先進病院短期派遣

事業で何人かという形で、昨年度の予算を８人

と申しましたけれども、４人でございます。間

違えました。訂正をさせていただきます。

それと、二見議員から過去の認定看護師の養

成の状況、派遣状況というお話がありました。

平成25年度が３名、平成24年度が２名、平成23

年度が５名というような形で各年度によってば

らばらです。といいますのは、看護師さんはや

はり子育てもあったりとか、半年ぐらいの学校

に行かなくてはいけないということもあります
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ので、なかなか希望どおり、人数どおり派遣が

できないということもあります。そういうよう

な状況もありましてばらつきがありますけれど

も、この認定看護師の養成は努めてまいりたい

と思ってます。よろしくお願いします。

○鳥飼委員長 そのほかないですね。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼委員長 それでは以上をもって病院局を

終了いたします。執行部の皆さん、御苦労さま

でした。

暫時休憩いたします。午後１時再開いたしま

す。

午前11時26分休憩

午後０時59分再開

○鳥飼委員長 委員会を再開いたします。

当委員会に付託されました当初予算関連議案

について、概要説明を求めます。

○佐藤福祉保健部長 それでは、当委員会に御

審議をお願いいたしております議案等につきま

して、概要を御説明申し上げます。

まず、お手元の平成27年２月定例県議会提出

議案（平成27年度当初分）と記載されてるもの

でございます。こちらをおめくりいただいて、

目次をごらんいただきたいと思います。議案の

ほうを御説明いたします。

まず、一番上の議案第１号「平成27年度宮崎

県一般会計予算」、その３つ下の議案第４号「平

成27年度宮崎県母子父子寡婦福祉資金特別会計

予算」、それから一番下から３番目になりますが、

議案第24号「使用料及び手数料徴収条例の一部

を改正する条例」。２ページをお開きください。

２ページの中ほど、議案第36号「公の施設に関

する条例の一部を改正する条例」、その３つ下の

議案第39号「食品衛生法施行条例の一部を改正

する条例」、その下の議案第40号「感染症の診査

に関する協議会条例の一部を改正する条例」、

下から２つ目の議案第50号「宮崎県高齢者保健

福祉計画の変更について」、その下の議案第51号

「みやざき子ども・子育て応援プランの策定に

つて」の８件でございます。

これらの議案のうち、私からは議案第１号及

び議案第４号について、概要を御説明させてい

ただきます。

お手元の厚生常任委員会資料の１ページをお

開きいただきたいと思います。部全体の27年度

予算の概要を表で載せております。

来年度の県の当初予算は、骨格予算として編

成されており、上の表の下の行、福祉保健部予

算でございますが、一般会計で983億8,848万円

で、平成26年度の当初と比べ11億418万3,000

円、1.1％の減となっております。

なお、骨格予算ではございますが、社会保障

関係費等を経常経費として計上するとともに、

地域医療介護総合確保基金事業や第一種感染症

指定医療機関施設整備事業など、県政の直面す

る課題に早急な対応を要する経費などは、積極

的に対応するために所要額を計上したところで

ございます。

各課別の予算につきましては、下の表に記載

のとおりでございます。

また、この表の下から２番目の特別会計の母

子父子寡婦福祉資金特別会計につきましては、

当初予算額が３億9,993万1,000円で、対前年度

比1,506万1,000円、3.9％の増となっております。

この結果、一般会計と特別会計を合わせまし

た福祉保健部の予算の合計額は、一番下の欄で

すが、987億8,841万1,000円で、平成26年度当初

と比べ10億8,912万2,000円、1.1％の減となって

おります。
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以上が平成27年度当初予算の概要であります

が、具体的には、この後、それぞれ担当課長か

ら説明させます。

なお、別冊でお配りしております決算特別委

員会の指摘要望事項に係る対応状況の各個別的

指摘要望事項並びに条例など特別議案の詳細に

つきましては、それぞれ担当課長に説明させま

すので、当初予算議案とともによろしく御審議

をお願いいたします。

最後に、その他の報告としまして、第４期宮

崎県障害福祉計画の策定について、後ほど、担

当課長に説明させますので、よろしくお願いい

たします。

私からは以上でございます。

○鳥飼委員長 ありがとうございました。

次に福祉保健課、国保・援護課の議案の審査

を行いますので、それぞれ説明をお願いします。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○長友福祉保健課長 福祉保健課分を御説明さ

せていただきます。

お手元の冊子、平成27年度歳出予算説明資料

をお願いいたします。

福祉保健課は、歳出予算説明資料の117ページ

でございます。

福祉保健課の平成27年度当初予算額は、左か

ら２つ目の欄でございますが、総額で79億3,488

万9,000円をお願いしております。

以下、主なものについて御説明をさせていた

だきます。

119ページをお開きください。中ほどの（事項）

社会福祉総務費2,962万円であります。主なもの

は説明欄４の地域生活定着促進事業の2,500万円

でありますが、これは、刑務所等の出所予定者

で、高齢または障がいを有するため福祉的支援

を必要とする方に対しまして、福祉と司法が連

携いたしまして社会復帰を支援するものでござ

います。

次に、一番下の（事項）社会福祉事業指導費

４億660万8,000円でございます。

その主なものは、１の（１）社会福祉施設職

員等退職手当共済事業給付費補助金の４億631万

円でありますが、これは、民間の社会福祉施設

等の職員を対象に、退職手当共済事業を行って

おります福祉医療機構に対し、経費の一部を補

助するものであります。

120ページをお開きください。一番上の（事項）

地域福祉対策事業費１億1,966万6,000円であり

ます。主なものは、３の（１）安心生活福祉サ

ービス利用支援事業の6,072万4,000円でありま

すが、これは、認知症などにより判断能力が十

分でない方に、福祉サービスの利用手続の支援

などを行います日常生活自立支援事業などを実

施するものでございます。

２つ下の（事項）民生委員費１億2,864万円で

あります。主なものは、１の民生委員活動費等

負担金の１億2,777万円でありますが、これは、

民生委員の活動に要する経費などを負担するこ

とにより、民生委員による地域福祉活動の促進

を図るものであります。

一番下の（事項）福祉総合センター費１億3,504

万円であります。次のページをごらんください。

主なものは、まず、１の（１）センター管理運

営委託費の5,339万9,000円であります。これは、

福祉総合センターの管理を指定管理者に委託す

るもので、平成27年度から29年度までの３カ年

が第４期の指定期間となります。

次に、その下の社会福祉研修センター事業

の3,800万9,000円でありますが、これは、福祉

ニーズの多様化に対応できる幅広い資質を持っ
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た人材を養成するため、社会福祉事業に従事し

ている職員を対象に、業務、経験、役職などに

応じた研修を実施し、福祉人材の資質の向上を

図るものでございます。

次に、その下の３の（１）福祉人材センター

事業3,401万円でありますが、これは、質の高い

福祉従事者を安定的に確保するために、福祉人

材無料職業紹介事業あるいは各種の広報などを

行うものでございます。

その下の（２）の改善事業、福祉・介護人材

確保推進事業につきましては、後ほど、常任委

員会の資料で御説明をさせていただきます。

次の（事項）県立施設維持管理費5,877万4,000

円であります。これは、福祉保健課が所管する13

施設の修理・改修に要する経費や、福祉こども

センターの庁舎管理に要する経費であります。

次の（事項）自殺対策費3,268万6,000円でご

ざいます。１の改善事業、自殺ゼロプロジェク

ト推進事業につきましては、後ほど、常任委員

会資料で御説明いたします。

次に、ページをおめくりいただきまして、122

ページから次のページの123ページにかけまして

は、福祉保健課の出先でございます衛生環境研

究所や保健所の運営費などを計上いたしており

ます。

124ページをお開きください。一番下の（事項）

県立病院管理費42億9,613万8,000円でございま

すが、これは、県立病院の運営費などに要する

経費を一般会計において負担するもので、福祉

保健課において予算措置を行っております。

続きまして、お手元の厚生常任委員会資料の

ほうをお願いいたします。

資料の２ページをお願いいたします。改善事

業「福祉・介護人材確保推進事業」について御

説明をさせていただきます。

１の目的・背景でございますが、高齢化社会

に必要な福祉・介護サービスの充実を図るため、

福祉・介護の仕事の理解促進や介護職員の離職

防止に努めることにより、福祉・介護人材の確

保を推進するものであります。

次に、２の事業概要でございます。（１）の福

祉の職場魅力発見事業につきましては、①の高

等学校の進路指導担当の教員向けの講習会や②

の中高生を対象とした出張講座などを実施する

とともに、④の労働局など関係機関との連携・

連絡の強化を図ることとしております。

次に、（２）のストップ！介護人材離職防止促

進事業であります。新年度から新たに取り組む

事業でありまして、改善内容として、下線を引

いております。

まず、①の職場定着推進フォーラムについて

は、介護施設・事業所の経営者などを対象に、

働きやすい環境づくりについての講演や処遇改

善等に積極的に取り組む優良事業所の表彰及び

事例発表などを内容といたしますフォーラムを

実施することとしております。

また、②の離職防止環境整備セミナーでは、

経営者や管理者などを対象に、職場の課題抽出

や離職防止に向けた改善策についてワーク

ショップ形式のセミナーを実施することとして

おります。

３の事業費は、689万3,000円をお願いしてお

ります。

４の事業効果として、高校生を初めとした若

手人材の福祉・介護の仕事に対する理解が深ま

るとともに、介護職員にとって働きやすい職場

環境づくりの促進が期待できるものと考えてお

ります。

次に、３ページをごらんください。

改善事業「「自殺ゼロ」プロジェクト推進事業」
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であります。

まず、１の目的・背景でございますが、本県

における自殺者数は減少傾向にあるものの、自

殺死亡率は、全国第９位と依然として高い水準

にありますことから、自殺者の一層の減少を図

るため、地域に密着したきめ細やかな対策や、

ハイリスク者への対応として、新たに救急医療

の現場における自殺未遂者の支援に取り組むも

のでございます。

２の事業概要ですが、（１）の地域に密着した

きめ細やかな自殺対策の支援として、市町村や

民間団体が主体的に取り組む自殺対策に対し、

補助を行うこととしております。

（２）のかかりつけ医と精神科医との医療連

携体制の構築につきましては、昨年度から西諸

地区でスタートしたかかりつけ医から精神科医

への紹介システムを引き続き運用しますととも

に、他の地域におきましても連携強化に向けた

取り組みの検討を行うこととしております。

（３）の救急医療の現場における自殺未遂者

の支援は、新年度から新たに延岡地区で取り組

む事業でありまして、自殺未遂者が救急搬送さ

れた医療機関に精神保健福祉士等を派遣いたし

まして、速やかに精神科への受診につなげるた

めのサポートを行うものでございます。

（４）につきましては、９月10日からスター

トいたします自殺予防週間及び３月の自殺対策

強化月間を中心に、県民の方に自殺予防に関す

る正しい知識の普及啓発を実施いたします。

３の事業費は2,167万円をお願いしておりまし

て、財源につきましては、これまで地域自殺対

策緊急強化基金を活用しておりましたが、新年

度からこの基金の事業メニューが国の方針によ

りまして、東日本大震災関連事業に限定される

こととなりましたことから活用できなくなりま

して、高齢者等福祉基金などを活用することと

しております。

４の事業効果として、市町村などによる地域

に密着したきめ細やかな自殺対策の取り組みや

自殺のハイリスク者への早期対応によりまして、

自殺者の一層の減少が図られるものと考えてお

ります。

次に、決算特別委員会の指摘要望事項に係る

対応状況について御説明をさせていただきます。

お手元の決算特別委員会指摘要望事項に係る

対応状況というホチキスでとめてある冊子をお

願いいたします。

ページは４ページでございます。⑤の新たな

角度からの自殺対策の検討について御指摘を受

けておりました。

自殺対策につきましては、引き続き、相談対

応や人材育成などの取り組みを進めていくとと

もに、地域に密着した取り組みや自殺のハイリ

スク要因への的確なアプローチにより改善を図

る取り組みを進めていく必要があると考えてお

ります。

このため、医師や看護師などの専門職に加え

まして、今年度から商工会議所の経営指導員や

理美容店の関係者に対しまして、気づきや声か

けに関する研修を実施しております。

また、過去に未遂歴を有する自殺者数が全体

の４分の１程度を占めます状況を踏まえて、先

ほど御説明いたしました救急医療機関に搬送さ

れた自殺未遂者を精神科医療機関につなぎ、再

度の自殺企図を防ぐ取り組みを新たに推進する

こととしております。

「自殺は、その多くが防ぐことのできる社会

問題である」という基本認識のもと、今後も引

き続き、市町村や関係機関等と一体となって、

総合的な自殺対策を展開し、自殺のない地域社
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会づくりに取り組んでまいりたいと考えており

ます。

福祉保健課からの説明は以上でございます。

○日髙国保・援護課長 国保・援護課でござい

ます。お手元の平成27年度歳出予算説明資料の

国保・援護課のところ、133ページをお開きくだ

さい。

今回お願いしております、国保・援護課の平

成27年度当初予算は、左から２つ目の欄にあり

ますように、340億7,842万8,000円でございます。

それでは、以下、主なものについて御説明い

たします。

135ページをお開きください。中ほどにありま

す（事項）生活福祉資金貸付事業費5,015万6,000

円であります。これは、低所得世帯等に対しま

して、低利または無利子の資金貸付と必要な相

談支援を行うことにより、その世帯の経済的自

立及び生活意欲の助長促進等を図るもので、事

業実施主体であります県社会福祉協議会に対し

て、貸付業務に要する経費を補助するものであ

ります。

136ページをお開きください。（事項）生活困

窮者支援事業費873万円であります。これは、生

活困窮者自立支援法が本年４月１日から施行さ

れ、福祉事務所設置自治体には、生活困窮者へ

の自立相談支援事業の実施が義務づけられるこ

とから、相談支援員を郡部福祉事務所に３名配

置し、生活困窮者の相談に応じた支援を包括的

・継続的に実施する経費であります。

なお、この事業につきましては、４月の法律

施行に向け、昨年５月から国のモデル事業を活

用して取り組んでいるところであります。

次に、（事項）高齢者医療対策費163億6,508

万6,000円であります。これは、高齢者医療の実

施に要する経費であります。

その主なものは、まず、説明欄２に後期高齢

者医療費負担金の158億5,648万5,000円でありま

すが、これは、後期高齢者医療の医療の給付や

高額医療、保険料の軽減などに要する費用につ

きまして、国・県・市町村及び広域連合がそれ

ぞれの負担割合に応じて負担するもので、必要

な財政措置を行うものであります。

次に、その下の３、後期高齢者医療財政安定

化基金事業の５億766万3,000円であります。こ

れは、広域連合の財政リスクの軽減措置として、

保険料の未納や医療給付の見込み違い等が発生

した場合に備え、基金を造成し、必要な資金の

貸し付けや交付を行う事業であります。

137ページをごらんください。一番上の（事項）

戦傷病者・引揚者及び遺族等援護費1,6 5 7

万8,000円であります。これは、戦傷病者及び中

国帰国者等に対する援護事業を行うための経費

であります。

その主なものは、説明欄６の特別給付金等支

給裁定事務費の1,440万4,000円でありますが、

これは、戦没者・戦傷病者の妻に対する特別給

付金や平成27年度から支給が予定されている戦

没者の遺族に対する特別弔慰金等の裁定事務に

要する経費であります。

次に、その下の（事項）戦没者遺族援護事務

費964万6,000円であります。これは、戦没者遺

族等に対する援護事業を行うための経費であり

ます。

その主なものは、説明２の戦争体験継承事業

の309万6,000円でありますが、これは、戦争の

記録や資料を通して、戦没者や遺族の方々の労

苦や平和のとうとさを伝えるため、宮崎県平和

祈念資料展示室やホームページ「宮崎の戦争記

録継承館」の運営等による情報発信を行うもの

であります。
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また、この事項に含まれます、戦後70年平和

祈念事業につきましては、後ほど、常任委員会

資料により御説明いたします。

次に、その下の（事項）国民健康保険指導

費1,395万2,000円であります。これは、国民健

康保険事業に関する指導等に要する経費であり

ます。

その主なものは、説明欄３の医療給付専門員

等設置事業の703万8,000円でありますが、これ

は、保険医療機関等への指導・監査を行う医療

給付専門指導員や指導監査専門員に係る経費で

あります。

次に、その下の（事項）国民健康保険助成費138

億8,630万3,000円であります。これは、国民健

康保険事業運営の充実強化に要する経費であり

ます。

その主なものにつきましては、次の138ページ

をごらんください。

まず、説明欄１の保険基盤安定事業の51

億1,544万9,000円でありますが、これは、市町

村保険者が低所得者に対して行う保険税の軽減

に要する経費を県が負担することにより、市町

村国民健康保険財政の安定化と被保険者の保険

税負担の軽減を図るものであります。

２の高額医療費共同事業の８億8,292万5,000

円でありますが、これは、国民健康保険団体連

合会が行っております高額医療費共同事業への

市町村の拠出金につきまして、県が４分の１を

負担し、高額医療費の発生に伴う国民健康保険

財政への影響の緩和を図るものであります。

３の広域化等支援事業の１億5,174万4,000円

でありますが、これは、国民健康保険事業の運

営の広域化及び財政の安定化に資するために、

国民健康保険広域化等支援基金から市町村に対

して無利子での貸し付けを行うものであります。

４の都道府県財政調整交付金の74億8,658

万5,000円でありますが、これは、県が国民健康

保険事業運営の安定化のために、市町村に対し

財政調整交付金を交付し、財政調整機能の一部

を担うものであり、医療給付費等の９％を負担

するものであります。

５の特定健診・保健指導費負担金の２億4,960

万円でありますが、これは、市町村が特定健康

診査・特定保健指導の実施に要する経費につい

て、県が３分の１を負担するものであります。

続きまして、一番下の（事項）福祉事務所活

動費7,014万2,000円であります。これは、福祉

事務所の生活保護に係る活動に要する経費であ

ります。

その主なものにつきましては、次の139ページ

をごらんください。

説明欄１の被保護世帯調査費の4,730万8,000

円でありますが、これは、生活保護の適正な実

施を図るために、福祉事務所のケースワーカー

等が行います生活保護受給世帯への訪問活動や

関係機関等への各種調査、福祉事務所に就労支

援員を配置して行います、生活保護受給者に対

する就労支援に要する経費等であります。

その下の（事項）扶助費35億2,913万1,000円

であります。これは、生活保護法に基づく扶助

に要する経費であります。

その主なものは、まず、説明欄１の生活保護

扶助費の31億7,455万8,000円でありますが、こ

れは、生活保護法に基づく生活費や医療費、教

育費など８種類の扶助に要する経費であります。

２の生活保護扶助費県費負担金３億5,217

万3,000円でありますが、これは、中核市の宮崎

市を除く８市において、生活保護を受給してい

た方が長期入院や施設入所などにより住居を

失った場合、市が支給した扶助費を県が負担す
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る経費であります。

次に、戦後70年平和祈念事業「戦争体験継承

事業」の詳細について、御説明いたします。

別冊の厚生常任委員会資料５ページをお開き

ください。

まず、１の目的・背景でありますが、戦争体

験者の高齢化や減少に伴い、戦争の記憶の風化

が懸念されるため、戦後70年の節目を迎えるに

際し、広く県民に、特に若い世代や子供たちに

対して、戦争体験の継承を図るものです。

次に、２の事業概要ですが、（１）の県民への

啓発に特に力を入れたいと考えており、ホーム

ページや広報により、戦後70年に関する啓発を

行うとともに、宮崎県平和祈念資料展示室の出

前展示として所蔵している召集令状、千人針等

の資料や戦争体験談を収録したＤＶＤを市町村

や学校などに、より積極的に貸し出します。

また、新たな取り組みとして、遺族連合会の

会員等が小中学校を直接訪問し、子供たちに戦

争体験を聞く機会を提供するとともに、県内の

小中学生から平和に関する作文や絵を募集しま

す。

（２）の平和祈念資料展と（３）の資料展関

連イベントにつきましては、従来より内容を充

実させ、８月に県立図書館で開催を予定してお

り、平和祈念資料展示室が所蔵している資料や

戦場の兵士などの写真の展示を行うとともに、

戦争体験の発表や朗読劇の上演などを行います。

３の事業費は107万6,000円を計上しておりま

す。

４の事業効果としまして、より多くの県民に

平和のとうとさについて考える機会を提供する

ことができるとともに、若い世代への戦争体験

の継承が図られると考えております。

国保・援護課の説明は以上であります。

○鳥飼委員長 ありがとうございました。

福祉保健課、国保・援護課の説明が終了しま

した。質疑をお願いします。

○図師委員 まず、福祉保健課のほうから、歳

出予算説明資料の119ページ、説明がありました

社会福祉総務費の４番、地域生活定着促進事業、

この内容は、罪を犯して刑務所に入っている方

の社会復帰の促進のためのという御説明でした。

大体、事業の概要は理解してるつもりですが、

刑務所に入ってらっしゃるうちから、一応その

対象者の選定が行われて、そこの中で刑務所内、

そして出られた後も継続して支援して、住居か

ら就労からのサポートをしていくという内容だ

と思いますけれども、この対象者は大体何人を

見込まれているのかということと、前年度の実

績はどれくらいあったのか、わかる範囲で教え

てください。

○長友福祉保健課長 今委員がおっしゃられる

ように、地域生活定着促進事業といたしまして、

地域生活定着支援センターというのを設けまし

て、そこでコーディネート事業といたしまして、

保護観察所からそういう方がいらっしゃるとい

うことで依頼を受けます。それで、そういう方

に対して福祉サービスが必要かどうかとか、ど

こに福祉サービスの施設をつないでいくかとか

検討いたします。

それから、それが終わりまして、実際、福祉

施設のほうに行っていただいたりするわけなん

ですけれど、その後フォローアップというよう

な形で、ちゃんとした作業ができてるかとかい

うのをフォローアップさせていただくと。

それから、相談事業といたしまして、本人と

かあるいはその保護者、関係者からいろいろ相

談がありましたことに対して、その相談に応じ

ていくというような３つの柱で業務を行ってい
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るところでございます。

実際、保護観察所のほうから何人というのは

ちょっと把握はしていないところなんですけれ

ど、実績といたしまして、平成26年度におきま

して12月までなんですけれど、12人の方がこの

コーディネート事業でサービスの提供を受けて

おります。フォローアップ事業といたしまし

て、11人の方がそのサービスを受けておると。

相談支援事業といたしまして、23人の方がその

サービスを受けているというようなことで報告

が上がってきております。以上でございます。

○図師委員 数字的には予算が限られてますの

で、このくらいの人数の対応が限界なのかなと

は思いますが、これは年齢制限があったり、障

がい者の程度の条件があったりするかと思うん

ですが。実は、私のところにもこの相談が来ま

して、刑務所を出られた後の方で、やはり就職

先がない、住む場所がないということで、生活

困窮状態というような相談を受けまして、この

事業内容を知っておったもんですから、早速、

この地域生活定着支援センターのほうにおつな

ぎしたんですが、実は年齢が１歳足りてません

と。障がい者手帳も持たれてませんので、この

事業にはのっておりませんというような対応

だったんですね。

ではなくて、私が言いたいのは、もちろんあ

る程度の規格、条件は必要だと思うんですが、

生活能力がどの程度あるのかとか、その方の家

族背景とかがどうあるのかとか、援助を受けら

れる関係とか、施設がどの程度選択肢があるの

かとか、そういうものの幅を持った上で事業運

営をされたほうがいいんではないかなと。年齢

が足りてないから対象外ですと。おまけに刑務

所を出られてからのフォローアップは対象に

なってませんとか、非常に四角四面な対応をさ

れたもんですから。それじゃ、ちょっと実際の

公金を使っての援助としては的確なんですかね

というようなやりとりをさせてもらったときが

あったんですが。

これも要望になりますけれど、今後こういう

事業を展開されるんであれば、より幅のあると

いうか柔軟な対応も検討されてほしいなと思い

ます。何か御意見があれば。

○長友福祉保健課長 高齢者に対してはおおむ

ね65歳以上ということで線引きをしているとこ

ろでございますが、委員がおっしゃられるよう

に、おおむねということで、そのあたりの幅は

ございます。

それから、相談支援体制も、相談を受けてそ

の支援をするというサービスもやっております

ので、そこらあたりにつきましてはそういった

話を十分聞かせてもらいながら、できるだけの

ことをするという考えのもとで、今後このセン

ターの運営をやっていくように努力したいと思

いますので、どうもありがとうございました。

○図師委員 センターの方が努力されてるのは

わかるんですが、そのときも、結局、手いっぱ

いなんですと。もうここで線を引かせてもらわ

んと、我々も援助が粗雑になるというかですね。

ということで、限界のようなお話しされてまし

たんで、人員がふえればまたそういう幅も広が

るんじゃないかなと思いますが、予算が限られ

ていますので、最善の努力を期待したいと思い

ます。

では、続けて。135ページの補正のところでも

ちょっと私の理解が悪かったので申しわけない

んですが、生活福祉資金の貸付事業なんです

が、5,000万ちょっとというところで、これは経

費に充てるという御説明だったんですが、5,000

万というのは主に貸付原資の額と捉えてよろし
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いんでしょうか。

○日髙国保・援護課長 貸し付ける額というの

はまた別にございまして、これはあくまでも、

貸付事業の事務費とかということになっており

まして、一番金額が大きいものは滞納債権の回

収強化事業ということでございまして、償還指

導をするための相談員というのを配置して、そ

の金額が1,254万ということで一番大きい金額に

なっております。

○図師委員 実際、これ各社協が窓口で行われ

てるんですけれども、年間大体何件ぐらい申し

込みとか実績があるもんですか。

○日髙国保・援護課長 お待ちください。

○図師委員 大体でいいですよ。

○日髙国保・援護課長 26年度の貸付実績でご

ざいます。12月末現在で112件、7,138万円余と

なっております。

○図師委員 やはりその滞納者があって、回収

に係る費用が一番大きい。これシステム改修じゃ

なくて、本当の回収ですよね。やはりそういう

意味では、もちろんこれを借りるに当たっての

いろんな取り決めとか、民生委員さんが間に入っ

てもらったりとかしてるんでしょうけれども、

やはりなかなか順調な御返金ができない方もい

らっしゃるということでしょうが。やはりこれ

は本当、緊急的な生活をしのぐための貴重な貸

付事業だと思いますので、返金が順調じゃない

方もいらっしゃるようですが、何とか、この額

は存続させていただきたいなと思います。要望

でいいです。

続きまして、委員会説明資料の３ページ、自

殺ゼロプロジェクトの内容ですが、また新たな

取り組みも含められて非常に評価できる内容だ

と思っております。

一つお伺いしたいのが、事業概要の（２）か

かりつけ医と精神科医との連携体制の構築とい

うことで、事業内容は理解しております。かか

りつけ医の方のメリットもあると。紹介すると

きに、一応診療報酬でしたかね、加算がされる

ということで、実績はどうだったですか。

○長友福祉保健課長 26年の１月からスタート

しておりまして、12月までの集計でございます

が、77人の方が紹介を受けて医療機関のほうに

行っている状況となっております。

○図師委員 ちなみに何病院といいますか、何

医師会がこれに登録されてる状況でしょうか。

○長友福祉保健課長 医師会としましては、西

諸医師会が１つ、病院につきましては３つとい

うことになっております。

○図師委員 １つの医師会で３つの病院にもか

かわらず、77人の連携がとれているというのは、

私はすごく事業効果としては高いものがあると

思うんですね。

実は、私、地元の医師会にもこの事業を持っ

て帰りまして、事務局長さんには説明したんで

すが、残念ながら今のところまだ返答がなくて。

ここの実績がどんどん公になってくればなるほ

ど、協力していただけるような医師会さん、病

院もふえてこようかと思いますので、ぜひ今後

もこの事業拡大を図っていただきたいと思いま

すし、私もまた地元でどんどん宣伝はしていき

たいと思います。

続いて、この（３）の緊急医療の現場におけ

る自殺未遂者の支援というのも大変ありがたく、

私が決算のときにお願いした内容が、即座にこ

ういう事業に織り込んでいただくというのはあ

りがたいことです。これは延岡地区での開催、

実施ということですが、今後の事業展開、ビジョ

ンがあれば教えてください。

○長友福祉保健課長 延岡地区でとりあえずモ
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デル的にやろうと考えております。

延岡地区を選定しました理由というのが、自

殺未遂者対策につきまして、関係者がいろいろ

話し合いながらその支援体制をとっているとい

うことと、派遣する職員となります精神保健福

祉士が十分確保できることと、医師会が非常に

協力的であるというようなことから、まずここ

で事業を展開したいと考えておりまして、その

実績を見ながら、ほかのところにも拡張が可能

であれば、検討していきたいと考えておるとこ

ろでございます。

○図師委員 最後にしますが、ぜひこのモデル

も実績を積み上げられまして、県下全域に広が

ればいいなと思いますし、私が提案したときは、

この精神保健福祉士会の勉強会がありまして、

その中でも特に宮崎市の方々から出た御意見で

すので、宮崎市、中央のほうも精神保健福祉士

の協力体制はありますから、あとまた医師会等

の関係団体へのアプローチというのも、この延

岡の実績をもってされていかれるといいんだろ

うなと思います。着実に実績、事業展開されて

いますから、９位まで何とか来ました。またさ

らにこれがどんどん改善されていくことを大い

に期待しております。以上です。

○鳥飼委員長 いいですか。ゼロ関連でありま

せんか。

○横田委員 本県の自殺者数は全国９位という

ことで、依然として高い数字にあると書いてあ

りますけれど、この予算書を見ると、昨年度よ

りかかなり少なくなっているわけですが、これ

は骨格ということなんですか。

○長友福祉保健課長 歳出予算説明資料の121ペ

ージのほうでございますが、下のほうに自殺対

策費ということで上がっておりまして、今年度

の最終が7,573万6,000円と、来年度の当初

が3,268万6,000円というふうなことで、ちょっ

と金額的には落ちております。これにつきまし

ては、先ほどもちょっと御説明したんですが、

自殺関係の基金が終了するわけではなく、延長

はあったんですけれども、使えるメニューが限

定されたため、使えなくなったという状況がご

ざいます。そういった状況を踏まえまして、必

要な事業につきまして選択と集中を図らせてい

ただきまして、こういう金額になったものでご

ざいます。

○横田委員 対策としては十分これでやってい

けるということなんですか。

○長友福祉保健課長 対策としてはこれで十分

やっていけるということで、私たちも気合いを

入れて業務を推進してまいりたいと考えており

ます。

○鳥飼委員長 関連、どうぞ。

○中野委員 私も関連で質問しますが、さっき77

人の紹介という実績があったということでした

が、西諸地区でこの事業をされて、これは西諸

だけの数字なんですか。

○長友福祉保健課長 管外もございます。紹介

元が西諸関係が59名、管外が18名というような

ことでなっております。

○中野委員 これはこういう事業を進めたとい

うことで把握する機会があったから西諸で59と

いう実績をつかんだということですが。それで、

鬱病の方が自殺する率が高いから鬱病の早期発

見、あるいはその治療ということで、その連携

事業されて、また新たに進められるわけですけ

れども。この西諸の59件の早期発見の紹介の中

に、残念ながら自殺をしたという例はないもん

ですか。

○長友福祉保健課長 西諸ではモデルというこ

とで最初に始めさせてもらって、59人の方がこ
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のシステムに乗っかられたということなんです

けれど、実際その医療機関の精神科のほうにつ

なぎまして、その後のフォローは、申しわけあ

りませんが、現在のところしておりません。今

後の課題ということで考えておるところでござ

います。

○中野委員 全国第９位なんですが、特に西諸

地域が自殺者が高いという指摘というか、説明

がありますよね。その西諸では現実的には減っ

たもんですかね、横ばいなんですか、ふえたん

ですか。

○長友福祉保健課長 平成25年の人口動態統計

の各市町村ごとの内訳が出ておるところでござ

いますが、その中では、例えばえびの市とか都

城市あたりは大きく減少している状況になって

おりまして、そのふえたというような状況はご

ざいません。

○中野委員 それは平成25年度実績ですかね、

この事業は26年のいつからやったかな。それは

出てないわけですね。こういうモデル事業をし

たから、もっと減ったとかそういうのは。

○長友福祉保健課長 まだ人口動態統計による

報告は、大体速報値が６月で、詳細値が９月、10

月ぐらいになりますので、まだ数値的には出て

おりません。

○中野委員 福祉保健課で把握されていないか

もしれませんが、県庁職員の自殺者、ここ数年

の把握はされておりませんか。

○長友福祉保健課長 申しわけありません。

ちょっと把握しておりません。

○中野委員 いいですよ。あんまり言うと、悲

しくなりますから。

○星原委員 この自殺の数、先ほどから出てる

ように全国で第９位ということなんですが、経

済的な事情なのか、病気的な事情なのか。人数

がわかれば人数、パーセントでいえば、大体ど

ういう方々の割合が多いか。あと、年代層で若

い人が多いのか、高齢者が多いのか、その辺が

ちょっとわかれば教えていただければ。

○長友福祉保健課長 原因別でございますが、

健康問題が一番多うございます。78.5％となっ

ております。それで、２番目に家庭問題が21.1

％、次が経済・生活問題が20.6％というような

形になっております。

それから、年齢別でございますが、60歳代が

最も多く、次いで40歳代、50歳代の順に多くなっ

ております。これらを合わせますと、大体全体

で51％、半分近くがその年代で占められている

と。ちなみに男女別で見ますと、男性は働き盛

りの30歳から60歳代と、女性は高齢世帯の70か

ら80歳代が多くなっているというような分析を

しております。

○星原委員 ありがとうございます。

○黒木委員 このプロジェクト推進事業は、昨

年からすると半分ぐらいの事業費ですけれども、

この具体的に2,167万の使い道はどこにどう使う

んでしょうか。

○長友福祉保健課長 （１）の市町村とか民間

団体に対する補助支援関係でございますが、こ

れが新年度が1,200万でございます。それから、

かかりつけ医と精神科医の（２）でございます

が、これが91万でございます。それから（３）

の今回新たに取り組みます事業が400万。それと、

（４）の県民向け啓発関係が286万円ということ

でございます。

○黒木委員 この人が自殺するかもしれないと

気づくことがあるんですよね。そうしたら、我

々はどうしたらいいかわからないから、毎日そ

こにいて、みんなが見てるよと、みんなが気に

かけてるよと、ずっと行くと、助かるというか
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思いとどまったことがあるもんですから。その

間はずうっとどうやって死ぬかだけを考えてた

と。それが過ぎたら、毎日来たから、邪魔にな

るから、自殺できなかったという話を聞いたこ

とがあるんですけれど。そのとき私暇だったか

らできたんですけれど、そういう気づいた人が

どうするのかというのが、どう対応したらいい

のかが、ほとんどわからないと思うんですね。

たまたまそういうこともあるわけであって、そ

れを誰がするのかということを、やはりこうい

う事業の中で県民の人にいろいろ知ってもらう

とか、そういうことも必要ではないかなと思う

んですね。

例えば、こういうことを言ったらわかりませ

んけれど、その人の親が自殺してた人だったも

んですから余計気になって、この人は危ないな

ということもあったんですけれども。そういう

ことで、とにかく誰かが見てるよ、誰かが気に

してるよ、誰かがあなたのことを思ってるよと

いうことをずっと言い続けると、それが100％と

は思いませんけれども、助かった例もあるわけ

で、誰がそういうことをするのかということで

すね。やはりそういう人の育成というか、そう

いう人への研修というのも必要ではないかなと

いうふうな気がいたしましたもんですから、今

聞いたところでした。

○長友福祉保健課長 まさにその悩んでらっ

しゃる方に対して声かけとか寄り添いとかが必

要ということで言われております。一般県民の

方につきましては、この（４）の県民向けの啓

発の中で、どういったときに危ないとか、そう

いった情報についてお流しして理解してもらう

ようにしております。

それから、今年度からは理美容店の方とか中

小経済団体の経営指導員とか、結構そういう機

会に多く当たるような方を対象に研修をいたし

まして、そういう方がいらっしゃれば、効果的

な対応をしていただくとかいうことで、周りの

方たちが気づいて行動できるような形で啓発を

進めているという作業をしております。

○星原委員 ２ページに福祉・介護人材確保推

進事業ということで説明があったんですが、こ

の目的・背景が、介護職員の離職防止に努める

ことにより、福祉・介護人材の確保となってる

んですよね。そして、事業概要を見ていったと

きに、離職防止の方を云々というところでいく

と、（２）の②かなと思うんですが、この離職者

が多いという原因はどう捉えていらっしゃるん

ですか。

○長友福祉保健課長 離職者が多い原因でござ

いますが、これにつきましては、平成24年に介

護福祉士が職場をやめた理由ということで、社

会福祉振興・試験センターというのがございま

して、そこが調査をしているところでございま

す。結婚・出産・育児が一番多くて31.7。次に

多いのが、法人とか事務所の理念や運営のあり

方に不満があった。あるいは、次に、職場の人

間関係に問題があったというのが25％程度に

なっております。それと、収入が少なかったと

いうのもございます。そういったいろいろな要

素がからまっているようなデータがあるところ

でございまして、そういったのを踏まえて、今

度のセミナーではどういったのが原因になった

のかということをちゃんと押さえながら対策を

打っていただくということで、セミナーで経営

者等に考えながら対応していただくということ

で作業を進めていきたいと考えているところで

ございます。

○星原委員 私の周りでは、やはり仕事の割に

給料が意外と安いという話を聞いたんですが、
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今の話だと、それも入ってはいるものの、意外

とそうじゃないのかなというふうに思うんです

けれども、そういう待遇面でのことが私は大き

いのかなと思ったんですが、そうでもないと理

解していいんですね。

○長友福祉保健課長 その収入が少なかったと

いうのとか、あるいは労働時間、休日勤務体制

が合わなかったとか、そういう待遇改善的なも

のでやめたという方も１番、２番ではございま

せんが、ある程度のシェアを占めておりますの

で、そういう原因というのも考えられるかと思

われます。

○星原委員 それと、少子化が進んできて、今

のいろんな職種で人手不足が言われてるんです

よね。建設作業関係でも技術者関係でもそうで

すし、この間、トラック協会の人たちと話しを

すれば、運転手がいなくなってきてるとか。多

分これから我々団塊の世代がこういう介護を受

ける状況になってきたときには、かなり人数が

ふえてくるんだろうと。その対応のために、こ

ういう事業をしてふやしていこうとされてるの

かなと思うんですが。

やはりその辺のことを考えたときに、これか

らもうすぐその目先にそういう状況が生まれて

くるわけで、いかに確保していくかというのは、

非常に近々の課題じゃないかなというふうに思

うんですが。この事業の中身でそういう対応が

とられていくのか、育成関係やらですね。ちょっ

と何か考えていかないと、状況が５年ぐらいの

間には厳しくなってくるのかなと、施設の問題

からひっくるめてそう思ってるんですが、その

辺はどうなんでしょう。

○佐藤福祉保健部長 今回の本会議でも大分、

介護人材の確保のことは各議員から御質問をい

ただきました。

その中で基本的なこととしてお答えしており

ますのが、やはり介護職員が働きやすい、ある

いは働きがいのある、そういう職場環境にしな

いといけないというのを基本に置いて答弁させ

ていただきました。

まさしくその部分をきちんと経営者、管理者

にわかっていただくという取り組みをしないこ

とには、介護人材の奪い合いが、今後どんどん

激化するというのは、もう目に見えてますので。

宮崎に介護人材がいなくなって、介護の必要な

人はたくさん出るのに、都会にばっかり行っちゃ

うと、そういうことはあるよと、管理者の皆さ

ん、それでいいんですかということもこういう

研修会の中で言いながら、やはりその中でどう

工夫しますかと。経営が簡単にいくわけじゃな

いというのはわかってるけれども、人材がいな

ければ経営そのものができませんよねと。その

辺はこういった研修会で言って、ぎりぎりのと

ころをやはりその給与も上げないといけないだ

ろう。あるいは、働きがいのところにはやはり

スキルアップで研修機会もたくさん設けてやる

とか、そういうこともしないといけないと。ま

た、そういうことをする施設は月額１万2,000円

の加算措置を今度しますよと。そういう仕組み

もできましたので、そのあたりをしっかり経営

者の方々にわかっていただく研修会にしないと

いけないと。

また、別の機会でもいろんなところで、我々

も実際、施設側に行ったりして指導したりする

わけですから、そういう場面でもやはりしっか

り言っていかないと、これは大きな問題だと思っ

ております。

○星原委員 ついこの前、そういうことで言わ

れたんですけれども、育てあげたところで金を

高く出して引き抜かれるとか、要するに奪い合
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いですよね。その辺も何か起こりそうな話もさ

れてるもんですから、やはりその辺のところを

どう保っていくかだと思うんですよね。そうなっ

てくると、やはり財力のあるところが生き残っ

て、財力の厳しいところは、そういう職員を集

められなくて経営が成り立たなくなる可能性

だって出てくるんじゃないかなというふうに思

うもんですから。その辺のところについてもひっ

くるめて、今後よろしくお願いしときます。

○横田委員 福祉のお仕事出張講座というのが

ありますけれど、当然、中学校、高校に行って

授業時間を利用してからいろいろ講座をされる

んだろうと思いますけれど、中学校、高校の協

力体制といいますか、そこらあたりはちゃんと

確保がされてるんでしょうか。

○長友福祉保健課長 この事業は26年度からス

タートしておるところでございます。26年度の

実績を申し上げますと、中・高も大学を含めま

して、13校の学校がこの出張講座というのを受

け入れてくれてるところでございます。学校側

といたしましても、子供たちの意識を高める、

広い視野でいろんな職業を選択していただく

チャンスとしては非常にありがたいというよう

なことで、積極的に受け入れてくれてるという

状況になっております。

○横田委員 13校ということでしたけれど、県

内にはまだまだたくさんの学校があるわけです

ので、建設人材確保も全く同じだと思うんです

よね。学校側がそういった人材を社会に送り出

してくれる、非常に大事なことだと思いますの

で、もっともっと学校がふえるように頑張って

いただければと思います。

それと、福祉の職場見学会バスツアーをされ

るということですけれど、３Ｋとも４Ｋとも言

われてる福祉の現場ですので、見せ方によって

は逆効果もあり得るのかなと思ったりするもん

ですから。今さっき言われましたように、生き

がいとか社会貢献とか、そういったこともしっ

かりと理解してもらうためには非常にいいこと

だと思いますので、積極的にやっていただきた

いと思うんですけれど、どういう考えでこれを

行われるのか、ちょっと、今質問した内容も含

めて。

○長友福祉保健課長 委員がまさにおっしゃる

ように、現場を見て、どういったところがきつ

いのかというのも、実際に見ていただいた上で

判断していただくということで、このバスで見

学をさせていただくという事業を起こしている

ところでございます。これは年２回、都城・日

南コースと県北の日向・延岡コースを設けてお

るところでございまして、47名ほど参加してい

ただいたところでございます。施設につきまし

ては、特別養護老人ホームとか、あるいは障が

い者関係の施設、生活介護関係の事務所とかを

見てもらったところでございまして、これにつ

いては参加者からは非常に参考になったという

ことで、いいところも悪いところもちゃんと見

せていただいて、自分の職業選択の判断材料に

したいというような意見が出ておりましたので、

今後もこういったので実際見ていただくという

作業は進めてまいりたいと考えているところで

ございます。

○鳥飼委員長 そのほかございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼委員長 なければ、福祉保健課、国保・

援護課の審査については終了したいと思います。

それでは、次に、長寿介護課、障害福祉課の

議案の審査を行いますので、それぞれ御説明を

お願いします。

○松田長寿介護課長 長寿介護課分について御
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説明いたします。

お手元の平成27年度歳出予算説明資料、長寿

介護課のところ、141ページをお開きください。

今回お願いしております長寿介護課の平成27

年度当初予算額は、左側から２つ目の欄にござ

いますように、162億9,574万5,000円でございま

す。

それでは、以下、主なものについて御説明い

たします。

143ページをお開きください。まず、中ほどに

あります（事項）生きがい対策費8,714万2,000

円でございます。これは、高齢者の生きがいを

高め、その生活を健康で豊かなものとするため

に要する経費でございます。

説明欄３の新規事業「地域社会を支える老人

クラブづくり事業」につきましては、後ほど、

常任委員会資料で御説明いたします。

次に、一番下の（事項）在宅老人介護等対策

費3,345万5,000円でございますが、これは次の

ページになりますけれども、在宅での介護高齢

者等の生活を健全で安らかなものとするために

要する経費でございます。

説明欄２の地域包括支援ネットワーク・権利

擁護支援事業などを引き続き実施させていただ

きたいと考えております。

中ほどの（事項）認知症高齢者対策費2,013

万5,000円でございますが、これは、認知症高齢

者やその家族を支援するための事業等に要する

経費であります。

説明欄１の認知症介護研修事業などを引き続

き実施させていただきたいと考えております。

次に、その下の（事項）超高齢社会対策費102

万3,000円でございますが、これは、高齢者対策

の総合調整等に要する経費でございます。

説明欄１の元気なみやざきを支えるシニアパ

ワー創出事業を引き続き実施させていただきた

いと考えております。

次に、一番下の（事項）介護保険対策費158

億2,044万5,000円でございますが、これは、介

護保険の実施に要する経費でございます。

その主なものは、説明欄１の介護保険財政支

援事業157億7,185万8,000円であります。これは、

市町村が実施する介護保険事業に要する経費に

対し、県が定率の負担を行うことなどによりま

して、各市町村の介護保険財政の安定化を図る

ものであります。

145ページの説明欄８の新規事業及び説明欄10

の改善事業につきましても、後ほど、常任委員

会資料で御説明いたします。

その下の（事項）老人福祉施設整備等事業費

１億7,507万8,000円でありますが、これは、老

人福祉施設への建設費・運営費補助等に要する

経費であります。

主なものは、説明欄２の軽費老人ホーム事務

費補助金などを引き続き実施させていただきた

いと考えております。

次に、その下の（事項）介護職員処遇改善等

臨時特例基金事業費21万5,000円であります。こ

れは、国の緊急経済対策による交付金を積み立

てて造成した臨時特例基金を財源として実施す

る事業として、平成21年度から開始したもので

すが、26年度をもって終了するため、27年度分

としては国へ返還するまでの基金の利子を計上

しております。

次に、その下の（事項）介護基盤緊急整備等

臨時特例基金事業費10万円であります。これも

同様に、国の緊急経済対策による交付金を積み

立てて造成した臨時特例基金を財源として実施

する事業として、平成21年度から開始したもの

ですが、26年度をもって終了するため、27年度
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分としては、国へ返還するまでの基金の利子を

計上しております。

次に、新規改善事業につきまして、厚生常任

委員会資料により御説明いたします。

厚生常任委員会資料、当初の６ページをお開

きください。

新規事業「地域社会を支える老人クラブづく

り事業」でございます。

１の目的・背景ですが、介護保険制度の改正

に伴いまして、市町村が行う地域支援事業の充

実が図られることとなり、そのうち生活支援サ

ービスにつきましては、ＮＰＯなど地域の多様

な主体がかかわることが可能となったことから、

老人クラブがその担い手となるための体制を構

築・整備するとともに、自治会等との連携を通

して、地域ニーズに応えられる組織として活性

化を図り、健康長寿社会の実現を推進するもの

であります。

２の事業概要でありますが、（１）の地域支援

事業に対応する組織体制構築では、地域支援事

業を担うための老人クラブのあり方や役割を検

討するとともに、先進的な取り組みを行う老人

クラブ関係者を講師とした研修会を開催するこ

ととしております。

（２）の会員加入促進・クラブ活性化につき

ましては、自治会等との連携や地域ごとの新た

な活動内容の検討のほか、クラブ活動体験会や

新規加入者獲得のための啓発活動を実施するも

のでございます。

３の事業費は94万5,000円であります。

４の事業効果ですが、老人クラブが地域支援

事業の担い手となることによりまして、高齢者

が住民の身近な場所で幅広く活躍できるととも

に、老人クラブの活性化が図られるものと考え

ております。

７ページをごらんください。新規事業「在宅

医療・介護連携ケアマネジメント推進事業」に

ついてであります。

１の目的・背景ですが、高齢者の自立支援に

つながる適切な医療系サービスの提供が行われ

るよう、介護支援専門員の医療との連携方策や

市町村が実施するケアプランの点検を支援する

ことによりまして、介護支援専門員のケアマネ

ジメント力を強化し、介護給付費の適正化を図

るものであります。

２の事業概要ですが、（１）の在宅医療・介護

連携推進事業では、介護支援専門員及び介護サ

ービス事業者を対象に、在宅医療と介護の連携

を推進するため、医療系サービスの知識の習得

を主とした研修会を開催するとともに、医療・

介護関係者や市町村等に対して、ケアプラン適

正化支援マニュアルの普及啓発を図ることとし

ております。

（２）のケアプラン適正化支援事業につきま

しては、市町村が実施するケアプラン点検を支

援するため、研修会や実地指導を行うものでご

ざいます。

３の事業費は206万8,000円をお願いしており

ます。

４の事業効果ですが、介護支援専門員のケア

マネジメント力が強化されることによりまして、

在宅医療と介護の連携が推進され、高齢者の自

立支援、要介護度の改善・維持につながる介護

サービスが提供されるものと考えております。

次に、８ページをごらんください。改善事業

「介護給付適正化推進特別事業」についてであ

ります。

１の目的・背景ですが、介護給付費や介護保

険料の増大を抑制するため、介護給付適正化の

取り組みを行う市町村を支援することによりま



- 92 -

平成27年３月５日(木)

して、持続可能な介護保険制度の構築を図るも

のであります。

２の事業概要ですが、（１）の縦覧点検等の取

り組み支援では、介護給付適正化に有効と言わ

れております縦覧点検、医療情報との突合、例

えば各個人の提供されたサービスの整合性、算

定回数、算定日数について、複数月または医療

情報と比較して、請求の誤り等を点検するもの

であります。

これまでは、市町村の取り組みを支援するた

め、市町村を巡回して指導を行ってきたところ

ですが、市町村においては人員体制の確保が困

難であるということから、宮崎県国民保険団体

連合会に平成28年度から委託することとなった

ことであります。このため県におきましては、

同連合会が行います職員研修あるいは関係機関

との実施体制の構築など、受託に向けた準備に

対し支援を行うこととしております。

（２）の介護給付適正化ブロック研修会への

参加では、引き続き介護給付適正化に関する都

道府県、保険者または国民健康保険団体連合会

職員を対象とする研修に参加するものでありま

す。

３の事業費は104万7,000円をお願いしており

ます。

４の事業効果ですが、縦覧点検等が効果的か

つ正確に実施されることによりまして、市町村

の介護給付適正化の取り組みが推進されるもの

と考えております。

当初予算の説明については以上でございます。

続きまして、議案第50号について御説明いた

します。

同じ常任委員会資料の21ページをお開きくだ

さい。宮崎県高齢者保健福祉計画の変更につい

てであります。

まず、１の計画変更の理由ですが、現計画が

平成26年度までとなっておりますので、今回見

直しを行うものでございます。

計画期間は、平成27年度から29年度までの３

カ年でございます。

次に、計画の骨子として、平成37年を見据え、

地域包括ケアの促進、認知症高齢者支援策の充

実、高齢者が活躍する社会の推進を定めますと

ともに、介護保険の保険者である市町村の介護

保険事業計画を踏まえて施策の基本的な方向づ

けを行ったところであります。

また、計画変更に向けたこれまでの取り組み

でございますが、民間の医療介護、福祉の関係

者で構成する策定委員会での論議やパブリック

コメント等を経て、今議会に議案として提出さ

せていただいたところでございます。

次に、素案からの追加箇所として、介護職員

需給推計を掲載しております。

４のところをごらんいただきたいと思います。

このうち需要推計に関しましては、国から示さ

れました配置率、市町村が推計した将来の介護

サービス利用者数をもとに算出いたしますとと

もに、供給推計に関しましては、過去の離職者

数、再就職者数、新規入職者数をもとに算出し

ておりますが、その結果、需要と供給に差が生

じておりまして、平成29年度に1,710人、平成32

年度に2,658人、平成37年度に4,455人の介護職

員が不足するということが見込まれております。

今後は、介護事業者、養成機関、学校、一般

企業など、幅広い関係者の方々と連携を設け、

意見交換、協議を行いながら具体的な方策につ

いて検討を進めますとともに、あわせて、介護

予防の推進に努めますことで、介護サービスひ

いては介護職員の需要の伸びを抑制する効果も

図られると考えております。
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また、こうした基本的な取り組みに加えまし

て、専門的技術や知識が要求される介護サービ

スと生活支援サービスのように、ＮＰＯ、ボラ

ンティアなど多様な主体が担えるサービスがご

ざいますので、双方が連携して業務を分担でき

る体制づくりを支援していくことによりまして、

介護の質と人材の確保を図ってまいりたいと考

えております。

長寿介護課については以上でございます。

○川原障害福祉課長 障害福祉課でございます。

お手元の平成27年度歳出予算説明資料の障害福

祉課のところ、147ページをお願いいたします。

今回お願いしております障害福祉課の平成27

年度当初予算額は、左側から２つ目の欄にあり

ますように、123億6,214万9,000円であります。

それでは、以下、主なものについて御説明い

たします。

149ページをお願いいたします。中ほどの（事

項）福祉のまちづくり推進費1,594万7,000円で

ありますが、これは、福祉のまちづくりの推進

等に要する経費であります。

説明欄４の障害者権利擁護センター運営事業

の900万6,000円は、障害者虐待防止法の規定に

より、都道府県に設置することとされている障

害者権利擁護センターを設置し、障がい者虐待

の未然防止や相談支援体制の整備を図るもので

あります。

次に、その下の（事項）障がい者スポーツ振

興対策費3,180万9,000円でありますが、これは、

宮崎県障害者スポーツ協会の運営費や県障がい

者スポーツ大会の開催等に要する経費でありま

す。

一番下の（事項）障がい者社会参加促進事業

費4,252万9,000円でありますが、これは、障が

い者の社会参加促進に要する経費であります。

150ページをお願いいたします。

説明欄２の障がい者社会参加促進費の1,649

万3,000円でありますが、これは、障害者週間の

啓発活動としての講演会の開催や身体障がい者

補助犬の育成給付等に要する経費であります。

151ページをお願いいたします。２番目の（事

項）精神保健費１億4,702万円でありますが、こ

れは、精神障がい者に対する医療扶助、保護、

発生予防対策に要する経費であります。

説明欄２の措置入院費交付負担事業の1,966

万3,000円は、自傷他害のおそれがあると認めら

れた精神障がい者を知事の権限により強制的に

入院させることにより、患者本人の医療保護の

機会を確保するものであります。

説明欄３の精神科救急医療システム整備事業

の6,750万9,000円は、緊急な医療を必要とする

精神障がい者等のために、精神科救急医療体制

等を整備・運営するものであります。

次に、一番下の（事項）障がい者自立推進費92

億4,929万3,000円であります。これは、障害者

総合支援法に基づく公費負担など障がい者の自

立支援に要する経費であります。

152ページをお願いいたします。

説明欄１の介護給付・訓練等給付費の57億49

万1,000円は、障がい者及び障がい児が適正等に

応じ、自立した日常生活または社会生活を営む

ことができるよう、必要な障がい福祉サービス

に係る給付その他の支援を行うものであります。

説明欄２の自立支援医療費の35億4, 6 3 3

万4,000円は、身体障がい者の更生医療給付、精

神障がい者に係る通院医療費の公費負担であり、

社会復帰の促進及び自立と社会経済活動への参

加のための必要な援助を行うものであります。

次に、その下の（事項）障がい者就労支援費

の１億1,106万2,000円であります。これは、障
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がい者の就労支援に要する経費であります。

説明欄１の障害者就業・生活支援センター事

業の4,428万4,000円は、障がい者雇用の身近な

相談窓口として、県内７カ所に設置している障

害者就業・生活支援センターの運営費等であり

ます。

説明欄４の委託訓練事業2,133万2,000円は、

就職を希望する障がい者に対し、ＩＴ関連訓練

や企業等の現場を活用した実践的な職業訓練等

を実施するものであります。

説明欄８の障がい者工賃向上支援事業の915

万1,000円は、障害福祉サービス事業所で福祉的

就労を行う障がい者の工賃水準の向上を図るた

め、事業主に対する経営の専門家による個別指

導やイベント等での共同販売などを行うもので

あります。

その下の（事項）障がい児支援費13億5,228

万3,000円でありますが、これは、障がい児の福

祉に要する経費であります。

説明欄１の障がい児施設給付費12億2,054

万6,000円は、障がい児施設に入所する児童に係

る給付、放課後等デイサービス事業所等の通所

事業所を利用する児童に係る給付費に要する経

費の公費負担であります。

説明欄４の発達障害者支援センター運営事業

の5,986万2,000円でありますが、これは、発達

障がい児者に対する支援を総合的に行う地域の

拠点として、県内３カ所に設置している発達障

害者支援センターの運営に要する経費でありま

す。

次に、153ページをお願いします。一番下の（事

項）こども療育センター費２億2,765万9,000円

であります。これは、センターの運営に要する

経費でありますが、27年度は新規事業「こども

療育センター児童発達支援等強化事業」をお願

いしております。

これにつきましては、別冊の厚生常任委員会

資料により御説明いたします。

常任委員会資料の９ページをお願いいたしま

す。新規事業「こども療育センター児童発達支

援等強化事業」についてであります。

１の目的・背景でありますが、こども療育セ

ンターは、肢体不自由児の入所施設であります

とともに、現在、医療型児童発達支援センター

として、家庭から通う肢体不自由児に対しまし

て日常生活における基本動作の指導や集団生活

への適応訓練、治療等の支援を行っているとこ

ろであります。

こうした支援に加えまして、地域における障

がい児支援の中核施設としての役割が求められ

ておりますことから、平成27年度から福祉型児

童発達支援センターの指定を受けまして、肢体

不自由児以外の障がい児を支援の対象とします

とともに、障がい児相談支援及び保育所等訪問

支援を実施するものであります。

２の事業概要であります。まず、（１）の障害

児相談支援の実施でありますが、この事業は、

日常生活における基本動作の指導や集団生活へ

の適応訓練など、障害児通所支援を希望される

障がい児及びその保護者に対して、職員２名を

新たに配置し、①の障害児通所支援を利用する

際の利用計画の作成や②の利用計画の実施状況

の把握や必要に応じて利用計画の見直しなどを

行うものであります。

（２）の保育所等訪問支援の実施であります

が、この事業は、障がい児が通う保育所等を訪

問し、障がい児本人に対して集団生活への適応

訓練等を行いますとともに、保育所等のスタッ

フに対して障がい児の支援方法の指導等を行う

ものであります。
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３の事業費でありますが、790万4,000円をお

願いしております。

４の事業効果でありますが、福祉型児童発達

支援センターの指定により、障がい児の支援対

象が広がりますとともに、障がい児相談支援及

び保育所等訪問支援を実施することによりまし

て、こども療育センターの障がい児支援機能の

強化が図られるものと考えております。

続きまして、別冊子、平成27年２月定例県議

会提出議案（平成27年度当初分）をお願いいた

します。この冊子の赤いインデックス、議案第24

号のところ、63ページをお願いいたします。

議案第24号「使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例」についてであります。

今回の改正は、ただいま、こども療育センタ

ー児童発達支援等強化事業についての説明の中

で御説明いたしました、障害児相談支援を平成27

年度から新たに実施することに伴いまして、そ

のサービスに係る報酬が、こども療育センター

の使用料収入として入りますことから、障害児

相談支援に係る使用料を追加するものでありま

す。

具体的には、69ページをお願いいたします。

ページ右側の中ほどに、県立こども療育センタ

ー等の使用料及び手数料の項目がございますが、

第４条第４項の５行目から７行目の下線部分に

ありますように、新たに「障害児相談支援に係

る使用料」に関する文言を追加するものであり

ます。

施行期日は、平成27年４月１日としておりま

す。

続きまして、赤いインデックス、議案第36号

のところ、207ページをお願いいたします。議案

第36号「公の施設に関する条例の一部を改正す

る条例」についてであります。

今回の改正も、先ほど、こども療育センター

児童発達支援等強化事業の中で御説明いたしま

した、福祉型児童発達支援センターの指定を新

たに受けることに伴いまして、ページ右側の別

表第１の県立こども療育センターの設置目的に

「福祉型児童発達支援センター」の文言を追加

するものであります。

施行期日は、同じく、平成27年４月１日とし

ております。

障害福祉課の説明は以上であります。

○鳥飼委員長 ありがとうございました。

説明が終わりました。質疑をお願いします。

○図師委員 長寿介護課のほうにお伺いします。

先ほども質疑の中で出ておりましたが、介護人

材の確保育成についてです。委員会資料の21ペ

ージにも、もうその供給が不足するという数字

が如実に出ておりますが、この数値は、本県に

限らず、全国的、慢性的な数字でありまし

て、2025年には全国ではもう20万人ぐらい介護

人材が足りなくなるんではないかというマスコ

ミ報道もありますけれども。

本県が喫緊の29年にももう2,000人近い数字が

足りなくなってくるということに対して、人材

確保のためにいろんな事業展開はされていくん

でしょうけれども、以前ちょっと取り上げたこ

ともあるんですが、海外からのこの介護人材の

獲得とかいうことに関して、国は大分規制を緩

和してきておりまして、介護福祉の国家試験の

合格はもちろん前提としてあるんですが、それ

以前に介護のヘルパーの免許を取らせたりとか、

看護師ではなくて准看護師の免許を取らせたり

して、ハードルを下げながら、医療、特にこの

介護のほうの人材獲得を図ろうとしております

が、そういう流れなんかをくみつつ、何か県の

ほうで今後の取り組みというのを考えてらっ
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しゃるのがあれば教えてください。

○松田長寿介護課長 委員がおっしゃいました

外国からの介護人材、これにつきましては介護

職に対するイメージの低下を招かないかとか、

いわゆる日本人と同様に処遇が確保されるかと

か、いろんな課題が提起されておりまして、私

どもとしてはその動きを注視したいと思ってお

ります。

一方で、29年度にこういう不足が生じるとい

うことでございます。一つ、ことし、介護報酬

の改定の中で、処遇改善という形で打ち出され

ております。新たな加算が１万2,000円されると

いうわけですので、やはり、これがまず実施い

ただけるように、私ども周知、それから努力し

ていきたいと思います。

先ほど部長が申されましたように、この介護

人材不足というのは、あらゆる産業の中での共

通する課題でもありますんで、やはり働きがい、

それから処遇、そういったものをあわせて改善

していかなくちゃいけないと思います。

また、今回、国の介護の確保基金のほうでも

介護人材確保に向けた取り組み、これが位置づ

けられております。現在、各団体に私どももい

ろんな対策、お聞きしているところなんですけ

れども、例えば、小規模あるいは中規模な事業

所におかれては、自前ではなかなかその研修の

機会でありますとか資質向上の機会というのは

難しいといった意見もありまして、共同でそう

いった資質向上のような取り組みができないか

というようなことも各団体から相談を受けてお

りますんで、基金の事業を検討する中で、そう

いったものも検討していく必要があるんではな

いかというふうに考えております。

○図師委員 私が聞きたかったことは、もうさ

らりとかわされたんですが、海外からの介護人

材の獲得というのは、今のところビジョンはな

いということで国の動向を見守るということな

んですけれども。海外労働者のイメージが介護

のイメージを崩すんではないかとか低下させる

んではないかということですが、私は実際、外

国人労働者、介護人材で入られてる方々と意見

交換とかもさせていただいて、また、そこの施

設の職員、入所者の方と話す中で、全くそうい

う懸念は必要なくて、逆に日本人の労働者より

も献身的に努めてくれると。

ただ、どうしてもコミュニケーション能力が

低いがゆえに時間がかかったりとか、意思の疎

通がとれないがゆえのちょっとした手違いとい

うのはつきものだけれども、トータルすると全

く問題はないというような生の声も聞いてきて

おります。

マスコミも取り上げたり、テレビでも取り上

げられたりしておりますが、一つは、宗教上の

問題もあったりしますので、そこをうまくクリ

アできている施設は非常に重宝がられてますし、

継続的にどんどんその人材を入れられてるとこ

ろもあります。

中には、自治体がその介護人材を海外から入

れるときの経費の一部補助をしたりとか給与の

一部補助をしたりという事例も既にありますの

で、やはり一つの現実的な選択肢として、今後

の宮崎県のこの高齢者の介護人材確保というの

にも具体的なものが出てくるべきであろうと思

いますので、ぜひ御検討をと思います。何か御

意見があれば。

○松田長寿介護課長 具体的に委員がおっしゃ

いましたとおり、他県におきましてはそういっ

た受け入れの事例もあるようでございますので、

そういった事例の研究もしていきます。それか

ら、また、今いろんな課題、コミュニケーショ
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ンの課題とかございますんで、そういったもの

をどう対応していくのかということも今後検討

する必要があるのかなと考えております。

○横田委員 新規の地域を支える老人クラブづ

くり事業ですけれど、この事業をもって健康長

寿社会の実現を推進するとありますが、非常に

大事なことじゃないかなと思います。

県内３地区にモデル地区を設置と書いてあり

ますけれど、大体どこをモデル地区にするとい

うのは決まってるんでしょうか。

○松田長寿介護課長 これは実際は県老人クラ

ブ連合会のほうの事業ということで考えており

ますけれども、まだ具体的な箇所についてまで

は検討が進んでおりませんが、モデル地区とい

うことですので、都市部でありますとか中山間

地域でありますとか、モデルとなるようなとこ

ろを選定いただくように、今後検討していきた

いと思っております。

○横田委員 こういう活動をしていただくこと

で介護予防にもつながるということだと思いま

す。

先ほどの介護職員の人材不足が間違いなく起

きてくるわけで、こういった事業とさっきの人

材確保推進事業、そんなのもできるだけ多く組

み合わせていって、何とか人材不足を少しでも

解消できるような方向で頑張っていただければ

と思いますので、もう３カ所と言わずに、もっ

ともっとそういう指定もしていただいて、もう

ちょっと予算もかけていいんじゃないかと思っ

たりもしますけれど、よろしくお願いします。

○黒木委員 老人クラブは60歳ってこの前聞い

たんですけれども、これはいつごろ60歳になっ

たんですか。そして、誰がどこで決めたんです

かね。ここでも半分以上は、老人クラブの有資

格者なんですけれど。老人クラブに入っとる人

はおりますか。多分、60では意識がないと思う

んですよね。

○松田長寿介護課長 老人クラブの位置づけで

ございますけれども、老人福祉法のほうで、老

人クラブのこの事業に対して地方公共団体等が

支援を行うということになっておりまして、60

歳ということについては、どこに規定があるか、

ちょっと今承知しておりませんので、ちょっと

確認させていただきたいと思います。申しわけ

ありません。

○黒木委員 とにかく今、図師委員も横田委員

も言いましたけれど、健康長寿に取り組んで、

人材が不足すると、そして医療・介護福祉費の

費用をいかに削減するかということが重要と思

いますので、もうこの老人クラブという名前も

ちょっと変えたがいいんじゃないかなというよ

うな気もするんですけれども、やはり地域に貢

献するんだという意識づくりというのが、非常

に重要なことではないかと思いまして、私ども

も、その有資格者ということで、いかに元気に

長生きするかをみんなで取り組んでいきたいと

いうふうに思います。

○中野委員 この老人クラブの会員数は、説明

があったかもしれませんが、ふえてるの、減っ

てるの。

○松田長寿介護課長 平成25年が５万2,000人余

りということで、年々減少しております。例え

ば、平成16年でございますが、７万8,000人おり

まして、今それが５万2,000人という状況でござ

います。

○中野委員 高齢者数はふえてるんですか。

○松田長寿介護課長 高齢者につきましては、

高齢化率も伸びておりまして、28％ということ

でございます。

○中野委員 それで、高齢者がクラブに入らな
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いいろんな原因があると思うんですが、入らな

い理由を何か調査されているのか。あるとすれ

ば、その理由を。また、今の高齢者は何も入ら

ずに、自分だけで趣味に没頭してるとかいろい

ろありますよね。そういうのを把握されておら

れませんか。

○松田長寿介護課長 低下の理由というのは、

私ども、実際具体的なものは把握してないわけ

なんですけれども、一つには、やはり委員もおっ

しゃいました趣味の活動でありますとか、ある

いはボランティア活動とか、そういった選択肢

というのは、以前よりは広くなっているんでは

ないかということが、一つは要因ではないのか

なと考えております。

○中野委員 調査されていないということです

ね。

○松田長寿介護課長 具体的な低下の理由とい

うところまでは、まだ現在調査を行っていない

ところでございます。

○中野委員 それで、今趣味の云々ということ

で言いましたし、またその回答がありましたが、

その趣味を育てるような高齢者クラブというの

はないんですか。絵画クラブとか音楽とか。何

か今聞けば、えびのあたりでもスナックを利用

した昼間のカラオケが安くて、物すごいブーム

なんですよね。趣味だけで、それもグループで

されておるんですが、高齢者クラブが主催する

のもあるらしいんですよね。いろんな趣味があ

ると思うんですが、そういうのを網羅した組織

活動なんかをするような、何か集まってゲート

ボールをするばっかりじゃなくて、何かそうい

う実益とか趣味とかされた活動をすれば、もっ

とふえるんじゃないかなと思うんですが。

○松田長寿介護課長 委員がおっしゃいました

とおり、やはり活動内容といったものを見直し

をしていく必要があるかと思います。より参加

しやすいようなメニュー、例えばクラブ活動、

ウオーキングをやられたり、あるいは旅行に行

かれたりというような、活動しやすいメニュー

の導入。それから、あと年齢別に65歳ぐらいの

方が、それから70歳代、75歳以上の方々とか、

やはり年齢に応じて活動の内容も変わってくる

んではないかということでございますので、そ

ういったあたりを今回の事業で検討していくと

いうことになるかと思います。

○中野委員 要は、高齢者クラブはどういう目

的でつくられたのかわかりませんが、今の健康

を維持していって、医療費も削減できる方法に

なると思うんですよね。だから、長野県がいつ

もモデルで、あそこは長生きをするのに１人当

たりの医療費がかからんとか聞きますよね。あ

の辺はこういう高齢者クラブの加入率が高いの

か低いのかわかりませんが、実態はそういう今

からたくさんお金がかかる時代ですけれども、

それをどう押さえて、しかも、健康を維持して

高齢者が長生きできるのか。何かその辺のこと

を行政的にうまく調査して、それを指導するよ

うな方向をされればいいのになと思うんですが。

何かそういう取り組みをされておられませんか。

○松田長寿介護課長 委員がおっしゃいました、

それこそ健康づくり、これが健康長寿のほうに

結びつくということで、介護保険についても、

そういったものでやはり抑制を図れるという部

分もあろうかと思います。こういった取り組み

については、私どもも高齢者の生きがいづくり、

健康づくり、大きな課題だというふうに考えて

おりますので、今後そういった取り組みについ

ては検討してまいりたいと考えております。

○二見副委員長 一つだけ。この高齢者クラブ

というのは、各地域にあるわけなんですけれど
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も、その地区地区において１個しかつくること

はできないとか、そういう取り決めというのは

あるんですか。

○松田長寿介護課長 それについては特に１地

区に何カ所とかそういった制限はございません。

○二見副委員長 実は、これ高齢者クラブだけ

に限らず、いろんな団体にも関係するんだと思

うんですけれども、一つ会があって、それに何

とかして入ってくださいというと、嫌がる人は

やはりいらっしゃるんですよね。ではなくて、

別のを立ち上げてくださいといったら、その人

たちもまた新しいグループをつくるっていう考

え方もあって、やはり合う人、合わない人、特

にずっと続いていく組織だったら、いろんな核

になる人たちがいらっしゃると思うんですよね。

その人のつき合いができるグループというのも

あるでしょうから。

今後、こういう団体を活用したものを考えて

いくんであれば、いわゆるブドウの房じゃない

ですけれど、そういったものをふやしていくと

いう手法も一つ検討のうちに入るのかなと思う

んですが、いかがでしょうか。

○松田長寿介護課長 老人クラブの活動でござ

いますけれども、委員がおっしゃいましたとお

り、やはりいろんな人間関係もございますので、

いろんな形で新しいクラブの立ち上げとかもあ

ろうかと思います。地区地区のそういった状況

とか等も踏まえて、県老連のほうと連携しなが

らクラブの活性化、それから、会員をふやすと

いうことがやはり大事だと思っておりますんで、

そういったほうに向けて取り組んでまいりたい

と思っております。

○鳥飼委員長 私の質問をいたします。

一点なんですけれど、145ページに老人福祉施

設整備事業費というのがありまして、１億7,500

万、前年度が５億7,800万なんですが、内訳を見

ますと、軽費老人ホーム事務費補助金が一番多

いんですかね、この減額の主たる理由というの

は何でしょうか。

○松田長寿介護課長 今回、老人福祉施設整備

事業費については骨格予算ということで計上さ

せていただいておりますけれども、今後につき

ましてはまた検討してまいりたいと思っており

ます。特に、介護の基金等につきまして、地域

密着型のサービス施設等の整備についての補助

というようなことも検討されておりますので、

そういった基金の活用とかも含めて、施設整備

については今後検討してまいりたいと考えてお

ります。

○鳥飼委員長 高齢者保健福祉計画の立派なの

をいただいたんですが、これの62ページに施設

居住系サービス必要入所利用定員総数の見込み

というのが書いてありまして、一番上が宮崎東

諸県で、介護老人福祉施設が27年度は1,604、28

年度は1,616というふうに、37年度に1,707とい

うことで、大体100床ぐらいふえるんでしょうか。

括弧書きのほうは、定員29人以下の特別養護

老人ホーム、地域密着型介護老人福祉施設とい

うようなことで書いてあるんですけれど、この

表でいきますと、一番下の県計のところは5,763

から5,800で、数としては横並びというようなこ

とで余り変わってないんですが。

何をお聞きしたいのかといいますと、介護保

険制度の見直しで３以上が標準ですよというこ

とになりましたよね。そうすると、この間本会

議でもお聞きしました特別養護老人ホームの待

機者、介護老人福祉施設ですね、待機者の数と

してのことでもあったんですけれど、今後カバ

ーができるのかどうかというのをちょっと心配

してるわけですよ。
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先ほど説明があった介護職員も37年、2025年

では4,500人ぐらい不足しますということになり

ますと、今後、施設計画というのはどういうふ

うになっていくのかというのもありまして。こ

の表は簡単で結構なんですけれど、これで定員

総数の見込みということで、原則、これまで建

設をしてきた特別養護老人ホームを余り建設を

しないというような方針にことしも変わってき

てて、若干ずつは建設をしてる状況なんですけ

れど。そこを代替をしてるのが、住宅型の老人

ホームが、今、雨後のタケノコとなってきてい

るというような状況もあって、そこ辺、私非常

に心配なもんですからお聞きするんですけれど、

これの考え方ですね、この62ページの、ちょっ

と御説明をお願いします。

○松田長寿介護課長 この計画につきましては、

市町村の整備計画等を踏まえて、県の計画とい

う形で計上しておりますが、例えばその介護老

人福祉施設、県計の欄がございますけれど

も、5,763床から6,113床ということで、約440床

ほど、今回３カ年で増床を計画をしているとこ

ろでございます。

あと、老人保健施設、それぞれ３カ年の計画

という形で計上しておりまして、それを見越し

て、介護給付費についても各市町村踏まえて介

護保険料、それから介護人材につきましても、

このサービスを踏まえて介護人材の需要数とい

うのも計上しているところでございます。

○鳥飼委員長 この地域密着型というのがふえ

てくるのかなと思うんですが、今までは50人と

か100人とか、特別養護老人ホームを建設してき

て、それでまたユニット型に転換していこうじゃ

ないかという議論になってると思うんですけれ

ど、趨勢としては、その地域密着型と従来の一

定程度の定数を持った特養、この考え方、どん

なふうにして持っていこうとしておられるのか、

お尋ねします。

○松田長寿介護課長 地域包括ケアシステムの

構築ということで、やはり住みなれた地域での

介護ということで、基本的には、地域密着型サ

ービスを重点的に整備するという考え方でござ

います。地域密着型につきましては計画の59ペ

ージのほうに掲載しておりますけれども、この

県計の欄をごらんいただきたいと思います。例

えば定期巡回随時対応型の訪問介護看護、これ

を408から684というふうにふやします。そういっ

た地域密着型サービスの重点的な整備というふ

うに考えておりますし……。申しわけございま

せん、少々お待ちください。計画の59ページの

真ん中ほどの県計の欄でございますが、地域密

着型の特養でございますけれども、地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護という名称に

なっておりますが、平成27年度226床から29年

度342床に増床という計画でございます。

○鳥飼委員長 考え方として、今から対象者が

ふえてくる、そして介護する人もなかなかこれ

に追いつかないという状況の中で、国は在宅を

ということで、できるだけそういう施設の経費

を減らしたいという考え方があるんでしょう。

ですから、宮崎県の場合に、そういう中で施設

整備をどうしていくのかというのが一つあるだ

ろうと思うんです。施設整備、特養をつくって

やっていくのかとか。そういうところが、私も

そうなんですけれど、県民の皆さん方にも余り

わかってないんじゃないかというのがありまし

て。ですから、そういう対象者の人たちはどこ

で処遇を受けていくことになるのかということ

が一つありますよね。そこに、こういう言い方

をしては失礼なんですけれど、大方の人は善良

な施設経営をやっていただいてるんですけれど、
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そうでない場合もたまにおられるもんですから、

そういうチェックは行政なり県がやっていただ

きたいというのが一つあって、今後の大きな課

題ではあるだろうと思いますので、あとはお聞

きをしませんが、よろしくお願いしたいと思い

ます。

そのほかにございませんか。

○横田委員 こども療育センター児童発達支援

等強化事業についてお尋ねしますけれど、この

事業は発達障がい児も含むということですか。

○川原障害福祉課長 福祉型ということで含ま

れます。

○横田委員 障がい児相談支援及び保育所等訪

問支援を実施すると書いてありますけれど、こ

れ何名で対応されることになるんでしょうか。

○川原障害福祉課長 これに伴う新規としまし

ては、支援相談員、専門員を２名新たに雇うと

いうことでございます。

○横田委員 保育所とか幼稚園とかは県内に相

当数あると思うんですよね。それで、今小学校

なんかでも、一クラスに６％ぐらいは発達障が

い児がいるというふうに言われてますが、そう

いうことを考えると、ほとんどの保育園や幼稚

園に何名かずつはいるんじゃないかと思うんで

すけれども。そういうたくさんある施設に数名

で対応をどうやってしていかれるのかなと思う

んですけれど、そこらあたりはいかがでしょう

か。

○川原障害福祉課長 あくまでも、このこども

療育センターにつきましては、いわゆる中核的

な施設ということでやっていただきたいという

ことなんですけれども、それ以外に、各地域に

福祉型児童発達支援センターというものがそれ

ぞれございますので、この中でそれぞれの地域

がやっていくことになろうかと思います。

○横田委員 わかりました。ここだけじゃない

ですね。

○黒木委員 151ページの障害福祉課のひきこも

り対策推進事業ですけれども、これは今年度始

まった事業だと思いますが、きのうは減額補正

ではなかったかなと思うんですけれども、この

１年を振り返って、どういう相談があったとか、

効果は簡単に出るもんではないとは思いますけ

れども、それを踏まえて27年度どういう取り組

みをするのか、お伺いしたいと思います。

○川原障害福祉課長 昨年７月から開所いたし

まして、相談、実績等を申し上げますと、まず

相談センター、これにつきましては相談件数

が267件ございました。相談者が131名。それと、

精神保健福祉センターに設置しておりますひき

こもり地域支援センター、ここにつきましては

電話相談が198件、来所による相談も98件来てい

るところでございます。

具体的な対応につきましては、このひきこも

り地域支援センターのほうが主として行うわけ

ですけれども、実際、来所されたのが31名いらっ

しゃいまして、この方々について指導なりして

いくわけですが、残念ながら、まだ実際家庭に

お伺いしての訪問指導というところまでは至っ

てないんですけれども、引き続き、家庭訪問支

援までいくような形でやっていきたいというこ

とで。その中でも、一件はお母さんが来られて、

家庭での子供さんへの接し方、心構え、そういっ

たことを指導されたことで、家庭でお母さんな

りが子供に対する支援の対応が少し改善された

とか、心に余裕ができたということで、うまく

コミュニケーションが図られるようになったと

いうケースもあります。

一つは、実際、最初はお母さんだけが来てた

んですけれども、いろんな中で本人も実際相談
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に来れるようになったといったケースもあるよ

うでございます。なかなかこのひきこもりにつ

きましては時間がかかるわけですけれども、効

果としては徐々にではありますが、あらわれて

いるのかなということで、引き続き取り組んで

まいりたいというふうに考えております。

○黒木委員 わかりました。本当これは簡単に

すぐ効果がというのは、なかなか難しい問題じゃ

ないかと思うんですけれども、粘り強くやって

いただきたいというふうに思います。

それから、もう一点。身体障がい者の全国大

会が宮崎でありますが、それの運営補助金とい

うのはここに出てますか。

○川原障害福祉課長 150ページの説明欄の５の

障がい者社会参加促進費事業費補助金の中で300

万円の予算措置をお願いしているところでござ

います。

○鳥飼委員長 よろしいですか。そのほかにご

ざいませんか。

○中野委員 まだ時間がありますから、144ペー

ジ、超高齢社会対策費102万3,000円の予算で、

これは元気なみやざきを支えるシニアパワー創

出事業ということで、昨年からすると半額になっ

ているんですが、元気なみやざきを支えるシニ

アパワーですが、超高齢化ということで、どう

いう人を対象にしてそのパワーを出そうと、創

出しようという事業なんですか。該当者はどの

ぐらいおられるんですか。

○松田長寿介護課長 この事業につきましては、

シニアパワー、いわゆる高齢者の方々で各分野

で活躍をされている方、こういう方々を表彰す

るということが一つの事業でございます。

この事業につきましては、シニアパワー賞と

いうのを毎年、ことし４名受賞されております

けれども、例えば小学生への民俗芸能を伝承活

動されてる方とか、あるいは環境保護というこ

とでホタルの里を守っていらっしゃる方、こう

いった方を含め４名の方を表彰させていただい

ております。

それから、あと、社会参加に対する情報発信

という形でやはり高齢者、長寿社会を明るくし

ようということで、パンフレット等を使って啓

発活動を行っているところでございます。

○中野委員 超高齢社会というのは、どのくら

いの率のところを言うんですか。

○松田長寿介護課長 超高齢社会と申しますと、

特に100歳を超える方とかも含めて高齢社会とい

うのはなるんですけれども、今回のこのシニア

パワー事業につきましては、そういった表彰事

業ということを基本に予算編成をしておりまし

て……。少々お待ちください。超高齢社会、定

義といたしましては、65歳以上の方の率が一定

の率を超えますと、超高齢社会というふうに言っ

ているところでございます。

○中野委員 その表彰された４人の方というの

は、大体どこの、何か入郷地帯とか、そういう

高齢化率の非常に高いところの人たちのことで

すかね。

○松田長寿介護課長 例えば都城市で民族芸能

の伝承活動を行っている方、これは83歳の方で

ございますけれども。あと、高鍋町で灯籠祭り

にオブジェを毎年製作して提供されている方、

この方が82歳というようなことで、県内各地で

活躍されている方々でございます。

○中野委員 誤解でした。非常に高齢化率の高

いところの人たちをどうかしようという特別な

対策事業かなと思って聞いたんですが、何も高

鍋とか率の高くないところですから。私はでき

たら、超高齢社会対策だから、地域的にそうい

うところを特別に何かすることかなと思ったん
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ですよね。何かそういう事業はないんですか。

○松田長寿介護課長 おっしゃいますとおり、

この事業については特に年齢の高い方とかいう

ことで選考しているわけではございませんが、

例えば、高千穂町で環境の取り組みを、ホタル

の里づくりをなさってらっしゃる方など、県内

各地で活躍されている方々を表彰させていただ

いているというところでございます。

○中野委員 ちなみに高齢者率の非常に高いと

ころでは、いろんな問題があると思うんですよ

ね。もうそこの社会が崩壊寸前であるとかいろ

いろあるが、そういうのを何か特別この福祉保

健部のほうで対策をするような事業というのは

ないんですかね。

○松田長寿介護課長 委員がおっしゃるような

高齢化の進んだ地域社会といいますか、どう維

持していくかということはあるかと思いますけ

れども、一つは、先ほど申し上げました、老人

クラブを初めとするそういった友愛活動をな

さってる団体の育成をしていくということも対

策の一つではないかというふうに考えておりま

す。

○中野委員 いわゆる宮崎県は「限界集落」と

いう言葉は使わないようになりましたけれども、

やはりああいうところを見れば、何とかならん

もんかなという気がしてならんとですが。総合

政策部ですかね、あそこじゃなくて、この福祉

保健部のほうでも何か支えるような事業を。例

えば、もう墓があれば墓も荒れ放題で、それを

見守る人もいないわけですから。何かそういう

こと等も含めて対策する事業があればいいのに

なと思うんですよね。全くそういうことは、こ

の事業の中には、担当課の中には全くないわけ

ですね。

○松田長寿介護課長 例えば委員がおっしゃっ

たような墓の見守りとか、そういった日常生活

でいろんなサービスを必要とされる方がいらっ

しゃると思いますが、今回の介護保険制度の見

直しの中で生活支援サービスというのが位置づ

けられておりまして、これは専門的サービスと

は違って、いろんなＮＰＯとかボランティア団

体が取り組めるということになっております。

いわゆる買い物とか清掃とか調理とか、いろん

なサービスが地域で必要とされてると思います

ので、そういったニーズを把握して、サービス

が提供できるような体制づくりというのを支援

していく必要があるかなと考えております。

○中野委員 次に、障がい者自立推進事業につ

いてお尋ねします。ページでは152ページですが、

障がいのある大学生の修学支援事業。これは、

障がいがある方で大学に入学されている方を何

か支援していこうという事業ですか。

○川原障害福祉課長 これは、重度の障がいが

あって大学に通われている人について、いわゆ

る介助する人が必要な場合に、大学と地元市町

と県とで負担して、その介助員を配置するとい

う事業でございます。

○中野委員 今、そういう方は何名いらっしゃ

るんですか。

○川原障害福祉課長 現在、２名配置しており

ます。

○中野委員 私は、今の高校生で障がいがある

んだけれども、こういう支援をしたら大学にも

進学できるんだがなという人を対象にする事業

と思ったんですが、それではないんですね。

○川原障害福祉課長 現在の仕組みとしては、

大学に入る、希望される方について、学生生活

を送る上で介助が必要であれば、対象とはなろ

うかというふうに思います。

○鳥飼委員長 障害福祉課長、何か追加があり
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ますか、いいですか。

○川原障害福祉課長 現在、障害者差別解消法、

御存じかもしれませんけれども、これが来年４

月から施行になります。この中で、国あるいは

地方公共団体等については合理的配慮をしなけ

ればならないといったような規定が設けられて

おりまして、例えば文科省あたりで学生のそう

いった介助員が必要な場合については、それを

配置するようなことを、いわゆる合理的配慮と

みなして措置しなさいといったような取り扱い、

ガイドラインが出される可能性があるかどうか

ということなんですけれども、今後、そういっ

た国のガイドラインがどういう形で示されるか

というのも見ていきたいというふうには考えて

おります。

○中野委員 今在学中の大学生が２人おられて、

その方を支援されてますよね。それで、今高校

３年生も既にもう大体受験が終わって決まって

きたと思うんですが、そういう中にもおられま

すか。

○川原障害福祉課長 これについては現在のと

ころ、そういった対象者はいないということで

聞いております。

○中野委員 それと、今高校２年生で、来年は

もう進学を目指しますよね、これは来年度の事

業ですから、その中で大学を目指そうという方

を何か調査されて、これを支援するということ

は、この対象にはなってないんですか。

○川原障害福祉課長 この事業につきましては、

現在のところ、来年度までの事業期間というこ

とで一応は組んでおりますけれども、先ほど申

し上げましたように、この障害差別解消法の中

での合理的配慮、この規定がどのような形で盛

り込まれるかによりまして、県あるいは大学、

あるいは市町村としてどのような支援をしてい

くかというのが、国の合理的配慮の考え方の中

で決まってくるかなと考えております。

○中野委員 わかったような、わからないよう

な、とにかく修学したいという希望のある子供

たちにはその機会を与えて、いろいろ手だても

しないといかんかもしれんですよね。障がい者

であっても非常に能力の高い人はたくさんおら

れるわけだから、そういう人を育てるというこ

とで。そして、また、その方たちが卒業になれ

ば就職先も探して雇用する形もまた指導しても

らえればいいがなと、こう思っております。以

上です。

○星原委員 同じく152ページの障がい者就労支

援費ということで、前年度と同じような形で予

算が毎年組まれていっているのかなと思うんで

すが、これ就労支援ということでいくと、就労

したら、もう新たに出していかないのか。毎年

同じような人たちが、それだけ新たにこれだけ

の予算を組みながら応援しないと、なかなか就

労に結びつかないのかなと。この１から８まで

いろんな形が述べられて、数字的にはいろいろ

書いてあるんですが。就労支援費としての経費

は毎年同じようにして、同じ人に行っているわ

けじゃないだろうというふうに思うんですが、

もう少しその辺の説明を。

○川原障害福祉課長 この障がい者に対する就

労支援につきましては、さまざまな視点から、

例えば１番の就業生活支援センター、これは就

業に向けての困り事相談とか、あるいは生活上

の相談、そういった相談についていろいろ受け

るセンター事業。それと、例えば３番につきま

しては、在宅でしか就業が見込めないような方、

こういった方々について、ＩＴ関連の訓練をす

るとかいうような事業。あるいは４番につきま

しても委託訓練ということで、これにつきまし
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ても実際、企業の現場に実習で行って、就労に

向けた準備段階の訓練をしてもらうといったよ

うなこととか、そういったことで幅広い視点か

ら、この就労に向けた障がい者の就労支援とい

うのは非常に重要な課題ということで考えてお

りますので、いろんな視点から就労促進に向け

た取り組みを行っているという状況でございま

す。

○星原委員 そうやっていろんな事業を使いな

がら、訓練をしたり指導したりいろいろされて

て、同じような金額ということは、前年度にそ

ういういろんな訓練を受けたり、指導を受けた

人は卒業されてどこかに企業に入るなり、ある

いは作業所なんかに入って、新たな人たちがま

たそういう形で受けていってるような中身に

なっていくんですかね。

○川原障害福祉課長 まず、１つ目の相談セン

ターの部分につきましては、当然就労に向けた

相談の部分と、職場に入ってから、いわゆる職

場に定着するような職場での悩みとかがありま

すので、一挙に入れかわるということはないん

ですけれども。ただ、新しい方も入ってまいり

まして、昨年度の実績では、この就業相談セン

ターを活用した方の中から370人の方が就労まで

至ったといったような実績も上がっております。

それと、例えばこの４番の委託訓練でござい

ますけれども、昨年度、25年度は36名職場訓練

を実施しましたけれども、その中の25名の方が

就職まで至ったといったような実績もございま

す。また、就職に至らない方につきましても、

この相談センターのほうで引き続きフォローし

ていくといったような形になっているところで

ございます。

○星原委員 １番も当然わかるんですが、今、

後で言われた、相談を受けながら370名が新たに

就労したり、こういった訓練も36名の方が25名

委託受けた。毎年それぐらいの数の方が新たに

生まれてきて、そういう指導をしながら就労さ

せていってるということでいいわけですね。

それと、あと、この６番でこの訓練手当とい

うので2,300万円余と、これはどういう形なんで

すか。

○川原障害福祉課長 これは県が福岡と鹿児島

に国の職業能力開発校というのがございます。

ここに入校される方の訓練手当とかそういった

ものを支援しております。

○横田委員 在宅医療・介護連携ケアマネジメ

ント推進事業についてお尋ねします。

今後、地域包括ケアシステムに移行していく

中で、在宅医療と介護をうまく連携させるため

には、この介護支援専門員のケアマネジメント

力というのはすごく今から大事になってくると

思うんですけれど、この研修会とか実地指導を

行うと書いてありますけれど、これはどのよう

な研修会とか実地指導をどれぐらいの頻度でし

ていかれるのかを教えてください。

○松田長寿介護課長 これにつきましては、い

わゆるケアマネジャーというのが、最近、福祉

職の方が多いということで、医療サービスの利

用がどうしても苦手だとかそういった調査の結

果も出ておりますので、今回この事業を組み立

てたところでございます。

この研修会でございますが、講師として、や

はり病院で勤務されている、いわゆる退院指導

をされている看護師等の医療職、そういう方た

ちに講師となっていただきまして、大体年間

約300名の方々を受講を計画しております。場所

も県央、県北という形で300名を年間研修を受け

ていただこうということでございまして、特に、

医療サービスの内容のところまで踏み込んで、
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どういった形で医療サービスを取り込むと自立

支援につながるのかといった事例等も踏まえて

指導をしていただくというふうに考えておりま

す。

○横田委員 当然、この介護支援専門員という

のは、数的にも今からどんどんふやしていくと

いうことになるんですよね。

○松田長寿介護課長 現在、約5,900名ぐらいの

方が資格者として登録をされておりまして、実

際に従事されている方が約1,500名程度というこ

とでございます。

受験者数がことしも約2,000名を超えておりま

して、この数がやはり年々ふえているという状

況でございます。

○横田委員 わかりました。そういった方がしっ

かりとケアマネジメント力をつけていただくよ

うに取り組みをしていただきたいと思います。

○松田長寿介護課長 先ほど黒木委員のほうか

ら老人クラブの会員の基準について御質問があ

りましたけれども、これにつきましては、昭和38

年に厚生省の通知によりまして基準が定められ

ておりまして、おおむね60歳以上とすることと、

そのときに厚生省のほうで定められたというふ

うになっております。

それから、先ほど中野委員のほうから超高齢

社会の定義はということがございまして、これ

につきましては、65歳以上の人口が21％を超え

ますと、超高齢社会というふうに定義されてい

るところでございます。

○鳥飼委員長 もうないですね。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼委員長 それでは、以上をもって長寿介

護課、障害福祉課の審査を終了いたします。

それでは、その他の報告事項、障害福祉課長、

お願いします。

○川原障害福祉課長 お手元の常任委員会資料

の23ページをお願いいたします。

第４期宮崎県障害福祉計画の策定についてで

あります。

この計画につきましては、ことし１月の閉会

中の常任委員会におきまして、計画の素案につ

きまして御説明をさせていただいたところであ

りますが、その後、パブリックコメントや県障

害者施策推進協議会からの意見聴取、市町村と

の最終的な調整を行いまして、このたび、別冊

でお配りをしておりますけれども、第４期宮崎

県障害福祉計画（案）を取りまとめたところで

ございます。

なお、計画で定める数値目標等につきまして

は、前回御説明いたしました素案から大きな変

更はございませんので、説明は省略させていた

だきます。概略のみ説明をさせていただきます。

まず、１の計画策定の理由でありますが、宮

崎県障害福祉計画は、障害者総合支援法第89条

の規定に基づき定めているもので、現行の第３

期計画の計画期間が終了することから、平成27

年度からの新たな第４期計画を策定するもので

あります。

２の計画期間は、29年度までの３年間でござ

います。

（２）の計画の位置づけでありますが、本計

画は、昨年度策定いたしました宮崎県障がい者

計画における障害福祉サービスの整備等に係る

実施計画として作成するものでございます。

（３）の計画策定の基本的な考え方でありま

すが、本計画は、国の障害福祉サービス等の提

供体制の整備並びに各種事業の円滑な実施を確

保するための基本指針を踏まえまして、障がい

のある方々が自立した日常生活または社会生活

を営むために必要なサービスが地域において計
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画的に提供されることを目的として策定するも

のでございます。

（４）の主な内容についてでありますが、ま

ず、①の平成29年度の数値目標でありますが、

先ほどの国の基本指針や本県の実情を踏まえま

して、障害福祉サービス等の提供体制の確保に

係る、次の４つの事項について数値目標を定め

たところでございます。

具体的には、記載のとおり、施設入所者の地

域生活への移行、入院中の精神障がい者の地域

生活への移行、地域生活支援拠点等の整備並び

に福祉施設の利用者の一般就労への移行等に関

する目標を定めております。

この数値目標につきましては、さきの常任委

員会で説明した際にも委員から御指摘いただき

ましたけれども、今後の障がい者施策の推進を

図る上で非常に重要な課題の目標でございます

ので、関連する施策の積極的な展開とともに、

市町村や関係機関との連携をより一層深めなが

ら、この設定いたしました目標達成に向けまし

て取り組んでまいりたいというふうに考えてお

ります。

また、②でありますが、障害福祉サービス等

の種類ごとの必要な量の見込みとして、訪問系

サービスや居住系サービスなどの各障害福祉サ

ービスについて、各市町村計画の数値を基礎と

いたしまして、平成29年度までに必要な量の見

込みを取りまとめております。

これらの地域生活を送る上で必要な生活介護

やグループホーム等の障害福祉サービスが地域

において不足することなく計画的に提供される

よう、市町村や福祉サービス事業所等の関係機

関と連携しながら計画的に取り組んでまいりた

いと考えております。

説明は以上でございます。

○鳥飼委員長 ありがとうございました。

報告事項についての質疑をお願いします。い

いですか。あれば総括質疑で。

それでは、長寿介護課、障害福祉課の審査を

終了いたします。

それで、委員の皆さん方にお諮りをしますが、

時間的にもちょうど中途半端となりますので、

きょうのところはこれで終わりにしまして、あ

す再開ということにしたいと思いますが、いか

がですか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼委員長 それでは、あす、10時から再開

ということで、よろしくお願いします。本日の

委員会を終了いたします。

午後３時22分散会
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午前９時58分再開

出席委員（７人）

委 員 長 鳥 飼 謙 二

副 委 員 長 二 見 康 之

委 員 星 原 透

委 員 中 野 一 則

委 員 横 田 照 夫

委 員 黒 木 正 一

委 員 図 師 博 規

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

福祉保健部

福 祉 保 健 部 長 佐 藤 健 司

福祉保健部次長
髙 原 みゆき

（ 福 祉 担 当 ）

福祉保健部次長
日 高 良 雄

（保健･医療担当）

こども政策局長 橋 本 江里子

部参事兼福祉保健課長 長 友 重 俊

医 療 薬 務 課 長 長 倉 芳 照

薬 務 対 策 室 長 肥田木 省 三

国保・援護課長 日 髙 裕 次

長 寿 介 護 課 長 松 田 広 一

障 害 福 祉 課 長 川 原 光 男

衛 生 管 理 課 長 竹 内 彦 俊

健 康 増 進 課 長 瀧 口 俊 一

感染症対策室長 片 平 久 美

こども政策課長 渡 邊 浩 司

こども家庭課長 徳 永 雅 彦

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 鬼 川 真 治

総務課主任主事 橋 本 季士郎

○鳥飼委員長 委員会を再開いたします。

ここで委員会の傍聴につきまして、お諮りい

たします。

日向市の首藤正一氏から、執行部に対する質

疑を傍聴したい旨の申し出がありました。議会

運営委員会の確認、決定事項に基づき、許可す

ることに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼委員長 それでは、傍聴人の入室を許可

することといたします。

傍聴される方にお願いいたします。傍聴人は、

受け付けの際にお渡ししました傍聴人の守るべ

き事項にありますとおり、声を出したり拍手を

したりすることはできません。当委員会の審査

を円滑に進めるため、静かに傍聴していただき

たいと思います。

また、傍聴に関する指示には速やかに従って

いただくようお願いいたします。

それでは、きょうは、医療薬務課、衛生管理

課、健康増進課の審査を行いたいと思いますの

で、それぞれ説明をお願いいたします。

○長倉医療薬務課長 医療薬務課分を説明いた

します。

お手元の平成27年度歳出予算説明資料の医療

薬務課のところ、ページでは125ページをお開き

ください。

医療薬務課の平成27年度予算は、左から２つ

目の欄ですが、総額で48億2,922万1,000円をお

願いしております。それでは、主なものについ

て説明いたします。

128ページをお開きください。ページの下から

平成27年３月６日(金)
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２番目の（事項）へき地医療対策費１億7,427

万6,000円であります。

主な事業は、説明欄１の自治医科大学運営費

負担金等１億3,447万1,000円ですが、これは、

僻地勤務医師を養成している自治医科大学に対

する県の負担金などであります。

次の（事項）救急医療対策費13億8,896万5,000

円であります。

主な事業は、次のページをごらんください。

説明欄２の第３次救急医療体制整備３億623

万9,000円ですが、これは、重症・重篤な救急患

者を受け入れる救命救急センター等の運営費を

負担するものであります。

また、６の医療施設スプリンクラー等整備事

業９億1,200万円ですが、これは、医療施設が行

うスプリンクラーの整備を支援するものであり

ます。

次に、２番目の（事項）医療施設耐震化臨時

特例基金事業費１億631万円であります。これは、

医療施設耐震化臨時特例基金を財源として、災

害拠点病院の耐震整備に対して補助を行うもの

であります。

次に、一番下の（事項）地域医療再生基金事

業費５億5,604万2,000円であります。これは、

本県の地域医療が抱える課題解決のため、基金

を活用して、医師確保や救急医療対策等の各種

事業を実施するものであります。

主な事業は、説明欄３のドクターヘリ導入促

進事業２億1,162万5,000円ですが、これは、ド

クターヘリの運行を支援するとともに、フライ

トドクター、フライトナースの研修支援等を行

うものであります。

次のページをごらんください。同じく、説明

欄の（９）災害拠点病院等機能強化事業１億666

万3,000円ですが、これは、災害拠点病院等の機

能強化を図るため、災害時に必要な資機材の整

備や災害時に災害拠点病院の後方支援の役目を

行う医療機関の機能強化を図るための支援を行

うものであります。

次に、２番目の（事項）地域医療介護総合確

保基金事業費13億510万4,000円でありますが、

後ほど、別冊の厚生常任委員会資料で御説明い

たします。

次のページ、中ほどの（事項）薬事費1,476万

円であります。これは、医薬品等の製造から流

通段階における監視指導や適正使用の推進に要

する経費であります。

次に、一番下の（事項）毒劇物及び麻薬等指

導取締費970万円であります。これは、毒物劇物、

麻薬等の監視指導や覚醒剤等の薬物乱用防止に

要する経費であります。

次のページをお開きください。このうち、２

の薬物乱用防止推進事業341万8,000円は、薬物

乱用防止の啓発を図るため、「ダメ。ゼッタイ。」

普及運動の街頭キャンペーンなどを行うための

経費であります。

次の（事項）県立看護大学運営費10億1,865

万2,000円ですが、これは、質の高い看護職者を

養成するとともに、看護教育や地域貢献事業を

行う県立看護大学の運営に要する経費でありま

す。

次に、資料が変わりまして、厚生常任委員会

資料の４ページをごらんください。

「地域医療介護総合確保基金事業」について

であります。これは、昨年の11月補正予算で設

置させていただいた基金事業の27年度分であり

ます。

まず、１の目的・背景ですが、団塊の世代が

後期高齢者となる2025年を展望し、地域におけ

る医療及び介護の総合的な確保を推進するため、
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各種事業を実施するものであります。

２の事業概要ですが、毎年度、地域の医療・

介護関係者との協議を経て策定した各都道府県

の計画を国に提出し、事業費として国からの交

付金と県費を２対１の割合で基金に積み立てま

す。

平成27年度当初予算に計上した事業としまし

ては、真ん中の大きな四角囲みの中でございま

すが、（１）の病床機能分化・連携に関する事業、

（２）の居宅等における医療の提供に関する事

業、（３）の医療従事者の確保に関する事業など

31事業となっており、これらは、平成26年度か

らの継続事業となっております。

なお、平成27年度から実施することになって

おります介護関係の事業や新規に医療関係で取

り組む事業につきましては、平成27年度中に計

画を策定し、事業化をお願いすることとしてお

ります。

３の事業費ですが、６億3,100万4,000円をお

願いしておりまして、財源は、消費税増税分を

活用した地域医療介護総合確保基金となってお

ります。

４の事業効果ですが、これらの事業により、

これからの高齢化社会に必要な地域包括ケアシ

ステムの構築など、急性期の医療から在宅医療

・介護までの一連のサービスが、切れ目なく適

切に提供される体制の推進が図られるものと考

えております。

議案第１号「平成26年度宮崎県一般会計予算」

に関する説明は以上であります。

次に、決算特別委員会の指摘事項等に係る対

応状況について説明いたします。

お手元の資料、決算特別委員会の指摘要望事

項に係る対応状況をごらんください。

４ページの⑥でございます。医療薬務課分は、

医師確保に係る御指摘でございます。

本県は地域医療支援機構において、研修医の

確保、医師のスキルアップ支援及び県外医師の

招聘等に取り組んでおります。また、宮崎大学

医学部地域医療・総合診療医学講座への支援を

通じて、総合医の育成に取り組むとともに、地

域医療への関心を高めさせる教育の充実にも取

り組んでいるところです。

今後とも、宮崎大学、県医師会等と十分に連

携し、医療介護総合確保基金も効果的に活用し

ながら、さまざまな施策に積極的に取り組んで

まいります。

次に、議案第24号「使用料及び手数料徴収条

例の一部を改正する条例」について説明いたし

ます。

恐縮ですが、資料が変わります。議案書の赤

いインデックス、議案第24号のところ、63ペー

ジをお開きください。「使用料及び手数料徴収条

例の一部を改正する条例」についてであります。

医療薬務課の改正部分は66ページであります。

上から２段目にあります、第121号、歯科技工士

国家試験手数料でありますが、歯科技工士法の

改正に伴い、これまで都道府県で実施しており

ました歯科技工士国家試験について、来年度か

ら※国または指定医療機関において全国統一で実

施されることになりましたことから、所要の改

正（試験手数料の削除）を行うものであります。

附則にありますとおり、施行期日については、

平成27年４月１日を予定しております。

医療薬務課の説明は以上であります。

○竹内衛生管理課長 衛生管理課分について御

説明いたします。

お手元の平成27年度歳出予算説明資料の衛生

管理課のところ、155ページをお開きください。

※116ページに発言訂正あり
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今回お願いしております衛生管理課の平成27

年度当初予算額は、左側からの２つ目の欄にあ

りますように、13億3,410万1,000円でございま

す。

それでは、以下、主なものについて御説明い

たします。

157ページをお開きください。

まず、最初の（事項）動物管理費１億8,493

万5,000円は、狂犬病予防並びに野犬等による危

害発生防止と動物愛護に要する経費でございま

す。

このうち、説明欄２の犬の捕獲抑留及び処分

業務委託費１億724万7,000円は、関連する業務

を一般財団法人宮崎県公衆衛生センターへ委託

するものでございます。

次に、事業４の動物愛護センター共同設置事

業及び改善事業の事業５、人と動物が共生する

地域社会づくり事業につきましては、後ほど、

委員会資料で御説明いたします。

次に、158ページをお開きください。

１番目の（事項）食肉衛生検査所費２億7,395

万8,000円は、食肉の安全確保を図るため、県内

５カ所の食肉衛生検査所の検査員が、各屠畜場

におきまして、食肉検査をするために必要な人

件費、検査薬等の経費でございまして、牛が約

６万頭、豚が約100万頭処理、検査されると見込

んでおります。

その下の（事項）食品衛生監視費7,483万8,000

円は、食品に起因する衛生上の危害発生の未然

防止のために行う監視指導、食品衛生の啓発に

要する経費でございまして、説明欄２の食品衛

生推進事業委託費4,238万4,000円は、食品の細

菌及び理化学検査や民間の食品衛生指導員の方

々の活動等が円滑に行われるよう、一般財団法

人宮崎県公衆衛生センターと公益社団法人宮崎

県食品衛生協会へ委託しているものでございま

す。

次に、その下の（事項）食鳥検査費１億585

万9,000円は、安全で衛生的な食鳥肉を確保する

ために、検査員が各食鳥処理場におきまして、

食鳥検査をするための経費でございまして、約

１億3,000万羽が処理、検査されると見込んでお

ります。

次のページをお願いいたします。１番目の（事

項）生活衛生指導助成費3,375万1,000円は、理

容・美容・クリーニング業など13業種の生活衛

生関係営業施設の指導のために設置されており

ます、公益財団法人宮崎県生活衛生営業指導セ

ンターに対する運営への助成等でございます。

次の（事項）生活環境対策費1,116万7,000円

は、水道施設の普及促進、水質検査体制の整備

並びに建築物等の衛生対策の推進に要する経費

でございます。

平成27年度歳出予算説明資料での説明は以上

のとおりであります。

続きまして、厚生常任委員会資料（当初）を

お願いいたします。

資料の10ページをお開きください。「動物愛護

センター共同設置事業」でございます。

まず、１の目的・背景ですが、平成25年に動

物愛護管理法が「動物の生命を最大限に確保す

る」との趣旨で改正されたことを受けまして、

動物愛護精神の普及啓発や殺処分数減少に向け

た取り組みなどをより機能的に行うための中核

的施設として、動物愛護センターを宮崎市と共

同で設置し、法の基本理念であります「人と動

物が共生する地域社会」の実現を図るものであ

ります。

次に、２の事業概要でありますが、設置場所

は、宮崎市清武町の木原地区ふれあい広場を候
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補地としており、動物舎を初め診療室や研修室、

ドッグランなどの機能を整備します。

センターでの主な事業といたしましては、県

民向け啓発活動や地域猫対策、また、将来的に

は動物介在活動の支援等を実施することとして

おります。

次に、３の事業費でありますが、基本設計・

実施設計等の費用として、3,079万7,000円をお

願いしております。

次に、４の事業効果でありますが、適正飼養

の啓発や動物愛護推進のための拠点ができるこ

とで、県民の動物愛護精神の醸成や殺処分数の

減少を図ることができ、また、市との共同設置

により建築費等の抑制に加え、効率的な運営が

可能になると考えております。

最後に、今後のスケジュールですが、27年度

に基本設計、実施設計等を、28年度に建設及び

備品購入を行いまして、29年度の運用開始を予

定しております。

次に、資料11ページをお開きください。改善

事業「人と動物が共生する地域社会づくり事業

～スタートアップ事業～」についてであります。

まず、１の目的・背景ですが、飼い主のいな

い犬や猫の譲渡推進事業や啓発事業はこれまで

も行ってまいりましたが、平成29年度の動物愛

護センターの運用開始に向けまして、従来の事

業に加え、ボランティアの育成や地域猫対策の

モデル事業を導入するなど、運用開始後の円滑

な事業実施を図るための新たな取り組みを行う

ものであります。

次に、２の事業概要につきましては、地域に

根づいた動物愛護の取り組みを県全体に広げて

いくためのボランティアの育成・強化、ＮＰＯ

法人等との連携した犬猫の譲渡推進と動物愛護

啓発活動の実施、動物愛護センターでの地域猫

対策に向けたモデル事業等を実施することとし

ております。

次に、３の事業費といたしましては、1,243

万9,000円をお願いしております。

最後に、４の事業効果でありますが、ボラン

ティア等の動物愛護行政を支える人材の確保や、

犬猫の譲渡推進及び不妊去勢の啓発と推進によ

る殺処分頭数の減少、地域猫対策の試験的実施

等を行うことで、動物愛護センター設置後の円

滑な運営を図ることができると考えております。

次に、資料の19ページをお開きください。議

案第39号「食品衛生施行条例の一部を改正する

条例」についてであります。

まず、説明資料に複数回出てきていますＨＡ

ＣＣＰについて御説明いたします。資料の下、

参考をごらんください。

ＨＡＣＣＰとは、国際標準として普及が進ん

でおります衛生管理の手法でありまして、原材

料の受け入れから最終製品までの各工程ごとに、

微生物による汚染、異物の混入など、人に対し

どのような悪影響を及ぼす要因があるかを分析

した上で、その防止につながる、特に重要な工

程を連続して監視、記録する高度な衛生管理手

法です。

では、議案の概要について御説明いたします。

まず、１の改正の理由ですが、ＨＡＣＣＰに

よる衛生管理を国内に普及推進することを主な

目的としまして、国は食品等事業者が実施すべ

き管理運営基準、いわゆるガイドラインを改正

したところであります。

条例の一部がこのガイドラインをもとに定め

られていますので、その内容を反映させるため

に所要の見直しを行うものであります。

次に、２の改正の概要についてですが、大き

な改正は、（１）のＨＡＣＣＰ導入型基準の追加
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であります。従来型基準に加えて、より高度な

衛生管理手法を取り入れたＨＡＣＣＰ導入型基

準を新たに定めるものであります。

この改正によりまして、食品関係事業者は、

これまでの従来型の基準かＨＡＣＣＰ導入型基

準かのいずれかを選択して、食品の取り扱いや

施設等の衛生管理を行うことになります。

なお、今回の改正は、食品を製造加工する上

での管理運営について規定するものでありまし

て、施設の新たな整備や設備の投入を伴うもの

ではございません。

それ以外の追加項目といたしましては、（２）

の健康被害のおそれのある場合の事業者から保

健所等への情報提供、（３）のノロウイルス食中

毒対策に関する基準、（４）の運搬や販売に関す

る衛生管理の追加となっております。

最後に、３の施行期日につきましては、平成27

年４月１日であります。

衛生管理課からは以上であります。よろしく

お願いいたします。

○瀧口健康増進課長 健康増進課でございます。

お手元の冊子、平成27年度歳出予算説明資料

の健康増進課のところ、161ページをお開きくだ

さい。

今回お願いしております健康増進課の平成27

年度当初予算額は、左側から２つ目の欄にあり

ますように、33億3,843万3,000円であります。

以下、主なものについて御説明いたします。

163ページをお開きください。中ほどの（事項）

母子保健対策費２億1,779万5,000円であります。

これは、母子保健の推進や子供の障がい、疾病

の早期発見・予防等に要する経費であります。

説明欄３の不妊治療費助成事業6,630万円であ

りますが、これは、体外受精などの特定不妊治

療を受ける夫婦に対して、経済的支援を行うも

のであります。

次に、説明欄５の安心してお産のできる体制

推進事業9,653万4,000円でありますが、これは、

周産期医療体制のネットワークを強化するとと

もに、地域の中核病院である周産期母子医療セ

ンターに対して補助を行うものであります。

次に、説明欄７の改善事業、健やか妊娠サポ

ート事業1,338万3,000円につきましては、後ほ

ど、委員会資料で御説明いたします。

164ページをお開きください。上から２つ目の

（事項）小児慢性特定疾病対策費２億3,295

万5,000円であります。これは、治療が長期にわ

たり医療費が高額になる悪性新生物など、小児

の慢性疾患に対して医療費等の負担軽減を図る

ための経費でありますが、ことしの１月に法律

が改正され、対象疾患が拡大されたところであ

ります。

次に、一番下の（事項）歯科保健対策費2,400

万4,000円であります。これは、生涯を通じた歯

科保健を推進するため、歯の健康づくりに関す

る知識の普及啓発等に要する経費であります。

説明欄３の8020運動推進強化事業878万5,000

円でありますが、これは、生涯にわたり自分の

歯を20本以上保とうという8020運動の積極的な

普及啓発を行うとともに、生涯を通じた歯・口

腔の健康づくり推進に要する経費であります。

165ページをごらんください。上から２つ目の

（事項）健康増進対策費7,720万5,000円であり

ます。これは、健康づくり関連施策を円滑に推

進するための専門的かつ技術的中核施設である

健康づくり推進センターの管理運営及び健康増

進事業に要する経費であります。

次に、下段の（事項）難病等対策費18億1,882

万2,000円であります。これは、パーキンソン病

や潰瘍性大腸炎など、原因が不明で治療法が確
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立していない、いわゆる難病のうち、特定の疾

患に対する医療費の助成や難病対策の推進に要

する経費でありますが、ことしの１月から法律

が施行され、対象疾患が拡大されたところであ

ります。

説明欄６の新規事業「難病指定医確保研修事

業」200万円につきましては、後ほど、委員会資

料で御説明いたします。

次に、一番下から166ページにかけての（事項）

原爆被爆者医療事業費２億9,775万1,000円であ

ります。これは、原子爆弾の傷害作用のため、

現在も特別な健康状態にある被爆者に対し、健

康診断や各種手当の支給を行い、健康管理の促

進に要する経費であります。

次に、その下の（事項）感染症等予防対策費

１億9,313万9,000円であります。これは、感染

症発生の未然防止や蔓延防止を図るための対策

の推進に要する経費であります。

説明欄６の（２）新規事業「第一種感染症指

定医療機関施設整備事業」2,525万円につきまし

ては、後ほど、委員会資料で御説明いたします。

説明欄10の予防接種副反応・健康状況調査事

業5,038万7,000円であります。これは、予防接

種等による健康被害で障がいが生じた場合の障

害年金等の支払いや、予防接種後の健康状況調

査実施に要する経費であります。

最後に、（事項）肝炎総合対策費１億7,200

万3,000円であります。これは、Ｂ型及びＣ型肝

炎ウイルスによる慢性肝炎に対するインター

フェロン及び核酸アナログ製剤治療を行った患

者に対する医療費の助成や肝炎対策の推進に要

する経費であります。

平成27年度歳出予算説明資料に関する説明は

以上であります。

続きまして、新規・改善事業について御説明

いたします。

常任委員会資料の12ページをお開きください。

改善事業の「健やか妊娠サポート事業」につ

いてであります。

まず、１の目的・背景でありますが、不妊症

や不育症、思いがけない妊娠などの妊娠に関す

るさまざまな課題に対応するため、総合相談窓

口機能の充実や思春期健康教育を行うことによ

り、健やか妊娠・出産の推進を図るものであり

ます。

２の事業概要ですが、（１）の総合相談支援事

業は、保健所におきまして、妊娠診断検査薬で

の自己検査や指導用避妊具を使った指導など、

従来より踏み込んだ相談・指導を行うとともに、

相談体制の充実を図ることとしております。

また、思春期における健康教育は全ての基本

となることから、（２）の思春期健康教育強化事

業におきましては、現在、大学生や助産師を中

学校、高校に派遣して健康教育を行っていると

ころでありますが、10代や20代前半の若い世代

がいる事業所も対象にすることとしております。

３の事業費としましては、1,338万3,000円を

お願いしております。

４の事業効果ですが、本事業により健やかな

妊娠及び出産の推進を図ることができるものと

考えております。

次に、13ページをお開きください。新規事業

の「難病指定医確保研修事業」についてであり

ます。

まず、目的・背景でありますが、本年１月１

日付で難病の患者に対する医療等に関する法律

の施行及び児童福祉法の改正が行われ、難病患

者及び小児慢性特定疾病患者の認定審査資料に

当たる臨床調査個人票及び医療意見書は、県の

指定を受けた医師のみが作成できることになり
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ました。このうち、学会が認定する専門医資格

を有していない医師につきましては、県が開催

する研修を修了していることが指定の要件とな

ることから、指定医確保のための研修を実施す

るものであります。

２の事業概要でありますが、難病及び小児慢

性特定疾病患者の診療に当たる医師のうち、学

会が認定する専門医資格を有していない医師に

対して、疾病分野ごとの研修会を実施いたしま

して、受講した医師に指定書を交付することと

しております。

３の事業費といたしましては、200万円をお願

いしております。

４の事業効果でありますが、難病及び小児慢

性特定疾病患者が医療費助成を受けようとする

際に必要となる臨床調査個人票等の作成を行う

指定医をより多く確保することができるものと

考えております。

次に、14ページをごらんください。新規事業

の「第一種感染症指定医療機関施設整備事業」

についてであります。

まず、目的・背景でありますが、本県では、

エボラ出血熱等を初めとする一類感染症の患者

を受け入れる第一種感染症指定医療機関が設置

されていないため、患者が発生した場合は、県

外の指定医療機関に搬送しなければならない状

況となっております。このため、県立宮崎病院

を第一種指定医療機関として施設整備を行うこ

とにより、一類感染症発生時の医療提供の体制

強化を図るものであります。

なお、参考にありますように、第一種感染症

指定医療機関の未設置の県は、本県を含めまし

て８県となっております。

次に、２の事業概要でありますが、県立宮崎

病院の既存病床の一部を改修することにより、

一類感染症に対応する施設として整備するもの

であります。

具体的には、外部に病原体を拡散させないた

めの専用の陰圧室及び排水設備の設置等を行う

こととしております。

また、あわせまして、感染防止のために、内

部で使用した防護服や医療器具等を滅菌する高

圧蒸気滅菌器を設置することとしております。

事業費といたしましては、2,525万円をお願い

しております。

４の事業効果でありますが、第一種感染症指

定医療機関を整備することにより、本県でエボ

ラ出血熱等の患者が発生した際の搬送時間の短

縮及び迅速な治療が可能となるなど、適切な医

療を県民に提供できるものと考えております。

次に、20ページをお開きください。議案第40

号「感染症の診査に関する協議会条例の一部を

改正する条例」について御説明いたします。

まず、改正の理由でありますが、感染症の診

査に関する協議会─以下、感染症診査協議会

と略させていただきます─これは、感染症法

第24条に規定され、一類感染症、二類感染症等

の患者に対する就業制限や入院勧告について審

議を行う協議会であります。

資料の参考にありますように、診査の大部分

を占める結核患者の減少に伴い、診査件数が漸

減していることから、感染症診査協議会を集約

化し、診査の精度管理を強化するとともに、事

務の効率化を図るため条例改正を行うものであ

ります。

２の改正の概要でありますが、まず、（１）の

第１条設置方法等につきまして、表にあります

ように、現在、感染症診査協議会は県内を３ブ

ロックに分け、県央県南地区、県西地区、県北

地区にそれぞれ協議会を設置しておりますが、
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改正後は一つにまとめ、宮崎県感染症診査協議

会といたします。

次に、（２）の第２条の組織でありますが、各

感染症診査協議会の委員定数「11人以内」を「20

人以内」に改めます。

なお、委員は知事が任命することとなってお

りまして、委員の過半数は医師を任命すること

としております。

次に、第６条の部会でありますが、現行は、

各感染症診査協議会ごとに結核部会を設置して

おりますが、感染症診査協議会の効率的な運用

のために、実情に応じまして、宮崎県感染症診

査協議会に結核部会を設置することといたしま

す。

最後に、３の施行期日でありますが、平成27

年４月１日を予定しております。

以上で説明を終わります。

○長倉医療薬務課長 先ほどの私の説明の中で

一点間違った表現をしておりました。最後の使

用料・手数料徴収条例の一部を改正する条例で

ございますが、県の試験が廃止されて、国の試

験になるという御説明だったんですが、その中

で、来年度から「国または指定医療機関」と申

し上げましたが、「国または指定試験機関」でご

ざいます。訂正させていただきます。

○鳥飼委員長 執行部の説明が終了しました。

質疑をお願いします。

○中野委員 まず、医療薬務課に質問いたした

いと思います。

資料の128ページ、僻地医療従事者の確保とい

うことで、自治医科大にその運営費を１億3,400

万支出しているわけですが、この自治医科大の

卒業生の動向を知りたいと思うんですけれども、

卒業して何年間が、いわゆる従事しなければな

らない期間だったですかね。

○長倉医療薬務課長 ９年間の義務期間がござ

いまして、６年間大学に行ってたわけで、その

間は私どもが、言ってみれば学資の援助をして

るということになりますが、その1.5倍の期間、

９年間について義務期間がございます。ただし、

そのうち、僻地に行っていただく期間は５年間

ということになっております。

○中野委員 現在９年間の義務のあるドクター

が宮崎県内に何人いらっしゃるんですか。

○長倉医療薬務課長 26年度現在でいいますと、

その９年間のうち、その５年間の僻地の勤務を

されてる方が11人いらっしゃいます。

○中野委員 それは卒業生は何名いらっしゃる

んですか。みんなこういうことで義務を果たし

ていらっしゃるわけですか。

○長倉医療薬務課長 卒業生の方々はその９年

間の義務期間、当然９年のうちに５年の僻地、

そして４年についてはさまざまな研修もされる

わけですけれども、そういった形で、基本的に

はほとんどの方が義務を果たされております。

過去、返還をされた方が、大分以前の過去にい

らっしゃったことがあるとは聞いております。

○中野委員 現在はもう義務をみんな果たして

いらっしゃるということですか、卒業生全員が。

○長倉医療薬務課長 この９年間の義務は全部

果たしていただいております。また、一部は、

そのまま僻地に定着されている先生方もいらっ

しゃいます。

○中野委員 さっき、研修期間もって言われた。

研修期間はやはり９年ないし５年間に入るわけ

ですか。

○長倉医療薬務課長 一般的には９年間の義務

期間ですが、そのうち５年は僻地に行っていた

だく。その後４年間については、いわゆる研修、

例えば先生方も専門医になっていかれる方がい
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らっしゃいますので、そういった方で、若いう

ちに専門医の資格を取らないと、なかなか資格

取得が困難だということもございます。

また、日々の診療の中でそれぞれ、もうちょっ

と整形の知識がないと、なかなか見れないと、

そういったようなこともございますので、そう

いった形を例えば県病院でありますとか、大学

病院でありますとか、はたまた義務期間外に、

９年以外のプラス１年で例えば県外に研修に行

くというような形で勉強していただいていると

ころでございます。

○中野委員 いわゆる９年間のうち５年間は必

ず僻地に、残りの４年間は研修をされてもいい

というわけですね。５年間は必ず僻地に勤務と

いうことですね。

ところで、もともと自治医科大というのは、

そういう僻地云々で、自治ですから、この大学

に行かれたと思うんですが、その９年間ないし

５年間が終わった後には、宮崎県の卒業生でど

のくらいの人が県内で医療業務をされているの

か。また、そのうち、僻地には何人おられるの

かをお尋ねします。

○長倉医療薬務課長 お待ちください。今、義

務をあけた先生が54人いらっしゃいまして、そ

のうち、県内で診療されている方が35人いらっ

しゃいます。そのうち、僻地で診療されてる方

が４人いらっしゃいます。

○中野委員 わずか４名がそのまま定着という

か、僻地でやってらっしゃるということで、

ちょっと驚きをしております。35名のうち31名

は僻地でないということですから、やはりどこ

かこの県内にいるわけですから、町の中だと思

うんですよね。大体、どういうところで、個人

的に開業されておるわけでしょうか。どこか勤

務医としておられるわけですか。

○鳥飼委員長 わかりますか。

○長倉医療薬務課長 それぞれの人数はちょっ

と、具体的に今ここで整理をしておりませんが、

行き先としては、やはり年配の方は開業されて

る先生方は結構いらっしゃいますし、中堅どこ

ろは、県病院でありますとか市中の病院にいらっ

しゃる方が多いようでございます。

○中野委員 それから、54名中35名ということ

は、19名は県外で何かされてる、医療業務をさ

れてると思うんですよね。その19名は大体どう

いうことをされておられるんですか。わかって

おれば。

○長倉医療薬務課長 基本的には同じような形

ですが、開業されてる先生もいらっしゃれば、

例えば済生会病院みたいなところに勤めてらっ

しゃる方、そして、変わったところでは、アフ

リカのほうでボランティア活動の診療をされて、

この前、テレビでもちょっと取り上げられてお

りましたけれども、ザンビアのほうで向こうの

僻地診療にかかわってらっしゃる先生もいらっ

しゃいます。

○中野委員 その19名の方を一応把握はされて

らっしゃるわけですね。

○長倉医療薬務課長 私どもも自治医科大卒業

医師のネットワークを使って、そして、連絡が

つく先生方は、例えば東京でありますとか福岡

でありますとかそういったところで、いわゆる

交流の会を持ったりしたりので、そういった方

々をお呼びしたりとか、また、日常的にいろん

な形で情報をとりながら、必要に応じて、もし

帰ってくる意向があれば会いに行くなどしてい

るところでございます。

○中野委員 一番最後に触れられましたが、私

もそういう19名を把握されるということは、何

かの意図があるから把握されておるだろうと
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思って質問しましたが、いずれまた、そういう

連携をとっていることで、連絡をしていること

で、帰ってきてほしいという願望というか、そ

れがあるということですね。

○長倉医療薬務課長 医師確保というのは、い

ろいろ射程の違う施策がございまして、修学資

金でございますとか地域医療学講座で学生を育

成するという、言ってみれば射程の長いものか

ら、実際もう今困ってるところにお医者さんに

来ていただくという射程の短いもの、この２つ

がございます。その中で、やはり地縁、血縁を

通じて来ていただくというのはかなり有力な手

段でございますので、その自治医科大卒の先生

の動向というものを私ども常に様子を見ている

ところでございます。

○中野委員 ぜひそれをまた進めていってほし

いと思います。

もう一言。ただ、35名中４名しか僻地にいな

いというのは驚きで、開業されたり、いろいろ

されている人も多いようですが、県立病院にも

おられるような話をされましたので、ぜひ何か

県立病院とのローテーションの中でもいいから、

県立病院には研修医も来るわけですから、その

分でオーバーというといけませんが……。県立

病院も何か、きのう、まだ不足しているような

話でしたが、より不足しているのは僻地ですか

ら、これはえびの市立病院も含めて。もう来年

度以降、本当に残念でたまらない状況ですから、

説明は受けましたが。何とかそういう人でもい

いから、送り出すようなことをしてほしいと思

います。

○星原委員 関連で。今、中野委員から出た、

自治医科大出の方々が過去54名いらっしゃいま

すよね。その中で私の知り合いのお医者さんが

いるんですが、県内でちゃんと果たした後、県

内に残りたいという、親も残したい、本人も残

りたいという時期があったんですが、当時、学

閥ですかね、そういう関係で、残れなかった人

がいるわけですよ。だから、１人は私は把握し

てるんですが、ほかにはそういうこと、過去に

なかったのかどうか。もう十数年前なんで、今

はもうそういうことはないんじゃないかなと思

うんですが、どうでしょうか。

○長倉医療薬務課長 学閥、その個別のケース

はちょっと存じ上げてませんけれども、確かに

自治医科大卒の先生は、宮崎大学であるとかそ

ういったようなところの医局に入らないと、言っ

てみれば、そういう大学の後ろ盾みたいなもの

がなかなかないというのはございます。例えば

医局に入りたい、入りたくないという先生方も

いらっしゃいます。医局に入れば、その医局人

事で動きますので、そういった形はしたくない。

もっと自由に動きたいといったときに、例えば、

以前はそういったことがあったのかもしれませ

ん。

現在は、私どものほう、例えば一つの受け皿

として医師派遣システム、今年度までえびのの

市立病院に行っていただいておりましたけれど

も、いわゆる義務をあけて、例えばどこでどん

なことをしたいと進路がまだ定まらない方々を

県職員として採用して、そして一定期間、勉強

もしてもらいますけれども、２年間でしたか、

僻地にも行っていただく。僻地の診療もしてい

ただくという形の受け皿をつくっております。

それと、もう一つ。今、きのうの県病院のほ

うで御説明もあったと思いますけれど、地域医

療科というのがございまして、今、地域医療科

の中に６人の方が在籍して、そこで後期の研修、

義務内の研修をやっていただいてます。そういっ

た中で地域医療科で一回受け皿で入りますと、
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特定の診療科に入りません。ダブルの所属にな

りますので、言ってみれば、医局人事の外で例

えば整形外科の勉強ができるとか、循環器内科

の勉強ができるという形になりますので、残る

ための工夫、残れる工夫はしているところでご

ざいます。

○星原委員 ぜひそういうことのないように、

自治医科大を目指した人は、多分、それぞれの

地域に帰ることが目的で、学費とかいろんな形

で応援していると思いますので。今後、そうい

うことのない形で、そういう場合は間に県あた

りが入ったりしてもらって、調整もしてもらえ

たらというふうに思います。ありがとうござい

ます。

○中野委員 続きます。救急医療対策について

お尋ねしたいと思うんですが、ここの２に第３

次救急医療体制整備ということで、３億623

万9,000円計上されております。これは重症・重

篤な人に対する体制整備という説明でしたが、

もうちょっと具体的に体制整備をどうするんだ

ということを教えてください。

○長倉医療薬務課長 これは、端的にいえば救

命救急センターの運営費でございまして、県立

宮崎病院と県立延岡病院に救命救急センターが

ございます。いわゆる救急医療というのは、必

ずしも採算がとれるものではございませんから、

地方公営企業法等で県から一般会計からの繰り

出しが認められております。その繰り出しの基

準に基づきまして、県立宮崎病院と県立延岡病

院の救命救急センターの経費を負担しているも

のでございます。

○中野委員 私は、こういう救急体制を整備す

るということでしたから、今後、例えばドクヘ

リをもっとふやすとか、そういう整備の準備か

なとも思いながら聞いたところでした。

鹿児島県のことを前も言いましたが、鹿児島

県ではもともと、宮崎よりも数年前にスタート

して、１機あって、そして民間が昨年の秋に、

米盛病院という病院ですが、あそこがそういう

ことを公的な仕事を含めてやるということで、

民間で１機ふやして、来年度以降、またもう１

機して、それが奄美かどっかに配置されて離島

全体をするということで、鹿児島県内で来年度

からもう３機スタートするんですよね。そして、

奄美、与論なんかは特に沖縄に近いですから、

しょっちゅう自衛隊がそれをカバーするシステ

ムになって、自衛隊よりも奄美に入ったほうが、

寄るんであっても、何か時間的には短縮できる

ような話でありますが。しかし、自衛隊もそれ

をカバーしている仲なんですよね。

宮崎県もこの県立病院が山合いにないし、こ

の西諸地方にも大きな病院はないから、何かも

う１機ぐらいを、今度の県立宮崎病院も上にヘ

リポートをつくるし、延岡病院もあるんだった

ですかね。だから、何か延岡病院に常駐させる

とかいって、いち早くつながりをつくってほし

いなと。そうすれば、県境の場合は、鹿児島と

か熊本で対応できる面もあるかもしれませんが。

鹿児島で３機体制なのに、宮崎県が１機とい

うのは、まだスタートしたばっかりでというこ

ともあるのでしょうが、鹿児島県も宮崎よりも

うんと早くからしておったんじゃなかったです

がね、数年早かっただけですから、ぜひそう対

応して。私はこのドクターがたくさんいる宮崎

周辺に県立病院があることがおかしいと思って

るんですよ。もっと僻地に本当はつくるべきや

と。諸塚かえびのあたりにつくるべきだと、こ

う思ってるんですよ。そうして、それができな

いから、緊急のをするにはヘリが一番いいと思

うんですよ。宮崎県だからこそ、ぜひそういう
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取り組みも。そういうことは全く入ってないわ

けですね。

○長倉医療薬務課長 この費用は先ほど申し上

げましたように、救命救急センターの運営費で

ございます。

ドクターヘリにつきましては、先生もおっしゃ

いましたように、今始めまして３年目というこ

とでございまして、今、その運航体制の整備、

そして県境間の相互の応援とか、言ってみれば

運び方のルールづくりとか、そういったことを

逐次進めているところでございます。

確かに、県北を中心として、若干時間、距離

があるところ、これについて、今のところ大体30

分圏内ということでカバーはしてるところでご

ざいますが、そのドクターヘリがあったほうが

いいんじゃないかというような議論も医療関係

者の中で聞くこともございます。

確かに、たくさんあるにこしたことはないわ

けですけれども、実際整備しようといたします

と、お金以上にドクターヘリを運航しようとい

う熱意と、そういった専門的な能力を持った方

がかなりの一定程度集まらないとできないとい

う現実的な側面もございます。私どもとしては、

ドクターヘリの運用を見ながら、今後そういっ

たことも含めて、いろんな議論はしていかなけ

ればいけないなというふうに考えてるところで

ございます。

○中野委員 次に、この説明資料で質問してい

きたいと思います。

４ページの地域医療介護総合確保基金事業に

ついてですが、これも前から聞きたくないとい

うことも一回言ったような記憶もありますが、

いわゆる団塊の世代、昭和24年度の人たちが、

昭和25年の４月１日に生まれた人が、ことしの

４月１日で満65歳になって、それからちょうど10

年後の平成37年に75歳、後期高齢者になるとい

うことで、団塊世代の後期高齢者対策というこ

とをされてるんですが。

この事業をずっと見ていきますと、事業効果

としては、切れ目なく適切に提供される体制の

推進ということですが、私は、今こういうこと

をずっとしていくことが、本当に団塊の世代、

そういう頃から高齢者もふえるんですが、その

ときの対応ができるということになるんだろう

かと。それよりも、せっかく基金を使っている

んだから、今からも少しずつ少しずつその基金

をためておって、本当にその時期が来たときに

は、基金を取り崩して何かやるということをせ

んと、もうそのころは本当は対応できんとじゃ

ないかなと思うんですが。私の考えがおかしい

のかわかりませんが、私も団塊の世代の端くれ

ですから、安心して75歳を迎えたいと思うんで

すよね。大丈夫ですか。

○長倉医療薬務課長 確かに委員のおっしゃい

ますとおり、いざというときのために、そういっ

た経費を用意していくという考え方も確かにあ

ろうかと思います。

この地域医療介護総合確保基金というのは、

国全体において、こういった75歳以上の後期高

齢者が2025年にはかなりの数になるという中で、

現在の医療と福祉の提供体制では、サービスを

施すのが難しいというような観点で、医療と福

祉のサービスの提供体制をそれに向けてデザイ

ンを変えていこう、形を変えていこうという趣

旨で行っています。ですから、確かにそのとき

の健康保険でございますとか医療年金でござい

ますとか、そういったような形で対応するため

のお金は当然必要になるわけでございますけれ

ども、例えば福祉のサービスでありますとか在

宅医療、家で最期を迎えたい、もしくは療養を
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行いたいというような方々が、かなりの程度ふ

えるということが想定されますので、そういっ

た方々が適切なサービスを受けられるためには、

今から準備をしておかなければいけないんじゃ

ないかという国の大方針のもとで対応している

ところでございます。以上でございます。

○中野委員 そういうことでならしていって、

そのときの体制にずっとならしていって、体制

にスムーズに移行しようということも含めてだ

というふうに聞こえました。ぜひそういうふう

に取り組んでほしいんですが、少なくとも、前

も言ったんですが、これも平成の楢山節考にな

らんように。昭和の楢山節考は、おりんばあさ

んの女性が対象でしたが、どうも平成は男性が

対象になるような気がしますので、よろしくお

願いしときます。

それから、10ページの動物愛護センター共同

設置事業ですが、この動物の対象は犬猫だけで

すか。

○竹内衛生管理課長 犬猫でありまして、いわ

ゆる野生動物は、これには含まれておりません。

○中野委員 いいことだと思うんですよ。それ

を前提に話しますが、共同設置事業、この事業

は宮崎市との共同だったですかね。それで、い

いことだというふうに、まずは認識いたしてお

りますが、果たして本当にこの動物の愛護が、

いわゆる飼った人がずっと飼うように、それを

飼う人が途中であきらめても、また次の人がちゃ

んとそれを受けてするような施設にずっとなっ

てくるかなと、非常に疑問なんですよね。こう

いう施設があることで、かえって安易な飼育を

して、もうやめたくなったときには頼めばいい

わということになってきて、この共同設置場も

管理もできんぐらいという、結局、大抵殺処分

しなけりゃならない、こういう犬猫がふえるん

じゃないかなという気がしてならんとですよね。

それで、現状で、この殺処分をしなけりゃな

らないその犬猫が何頭いるのか。そして、実際、

あきらめてやめて、どっか野良猫とか野良犬に

したケースとか、そういうのは把握されておら

れませんか。

○竹内衛生管理課長 今、現状の殺処分頭数で

すけれども、犬につきましては平成25年度で643

頭。ちなみに、24年度が943頭でありまして、減

少傾向にはございます。猫につきましては、25

年度が1,714頭。ちなみに、24年度は1,855頭を

殺処分しております。

その動物の遺棄の事例ですけれども、全国で

はそういう事例がいろいろ報道されております

けれども、本県では１件。例えば純血種、プー

ドルとかそういう純血種が４頭ぐらいほど、遺

棄、放棄されてたというのが一例。それはちょっ

と、多頭飼育されてたかどうかわかりませんけ

れども、それが１件、それらしいものがござい

ますけれども、ほかには放棄されたという例は

余り見かけておりません。

○中野委員 現状はわかりました。それで、こ

れは運用開始が平成29年でまだ後ですが、それ

から何年後かを目標に事業を進められると思う

んですよね。その殺処分の目標というのは、い

つか知りませんが、いつで何頭になると。その

目標数字を教えてください。

○竹内衛生管理課長 県では今年度から動物愛

護管理推進計画を改定しまして、この中で目標

を書いております。これは、動物の殺処分頭数

を平成24年度の実績をもとにして、平成35年度

までに３分の１に減少するという目標設定をし

ております。これに向かって動物啓発活動、ま

た、引き取り時の指導とか、そういうのを行っ

ていくところでございます。
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○中野委員 いわゆる犬が３分の１であれば300

頭でしたね。猫が600頭にするということですね。

ぜひ目標を達成されるように、私は逆にふえる

と思うんですけれども、そうならないように、

よろしくお願いしときます。

○鳥飼委員長 まだ動物関連はありますか。

○横田委員 地域猫対策ですけれど、これ静岡

の取り組みも去年やったですかね、見に行った

んですけれど、宮崎県でこれをやってるところ

は何カ所ぐらいあるもんですか。

○竹内衛生管理課長 地域猫対策を実際に取り

組んでいる、私たちが把握しているのは、動物

愛護団体が１ですね。獣医師会とかそういった

ところの協力を得ながら取り組んでいるという

ことをお聞きしております。

○横田委員 当然、この地域猫対策をしてくれ

るところをもっともっとふやしていこうという

活動になるわけですよね。

それと、動物介在活動とは、どういうことを

言うんですかね。

○竹内衛生管理課長 動物介在活動には、例え

ば、障がいを持った子供さんとかそういった人

に、訓練した犬を連れていって、その犬と触れ

合うことで、その反応を高めていくとか。例え

ば、おじいちゃん、おばあちゃんたちが入って

おられる施設に動物を訪問させまして、そこで

触れ合うことで、また、反応を高めていくとい

うような介在活動を今取り組まれているところ

が全国にあると聞いております。それも今回の

動物愛護センターで、ある程度、取り組む内容

として掲げております。

○横田委員 この動物愛護教室とかしつけ方教

室、これも当然、県内各地に出張して行かれる

わけですね。

○竹内衛生管理課長 動物の愛護につきまして

は、県内の保健所がこれまでも行っておりまし

たけれども、これまでどおり県内の保健所、県

全体を見る意味では、動物愛護センター、宮崎

市にあるだけでは、どうしてもそういう全体を

やはり網羅できませんので、保健所が中心となっ

て、それを動物愛護センターの特に訓練された

職員がそこに出向いて連携して、そういうしつ

け方教室とか愛護教室を開催するというような

方向で今検討してるところでございます。

○横田委員 もう一件。これも宮崎市と共同で

設置ということですけれど、事業費も両方負担

になるわけですか、宮崎市も。

○竹内衛生管理課長 事業費につきましては、

建設費はいわゆる共有部分の折半、占有部分は

それぞれが持つということなんですけれども、

事業につきましては、宮崎市は、宮崎市40万市

民を相手にした事業を行うと。県は、それ以外

の県内の全域の事業を行うというふうに、その

すみ分けを今考えているところでございます。

○黒木委員 地域猫と野良猫の違いはどう違う

んでしょうか。同じと考えていいんですかね。

○竹内衛生管理課長 地域猫と野良猫の違いは、

若干違いはございますけれども、その地域でも

う根づいた猫と。野良猫と大体同等とは思いま

すけれども。

○黒木委員 それを捕まえる場合、餌づけをし

てどういう捕まえ方をしてるんですかね。

○竹内衛生管理課長 地域猫に関しましては、

これは地域猫の多い、いわゆる野良猫の多いそ

の市町村、それと、やはり自治会の協力なくし

てはできないと思います。例えば、その猫をま

ず餌づけさせる。それに餌をやってる人が必ず

いると思いますので、その人の御協力をいただ

いたり、今度、それを捕まえるときに、トラッ

プというわながございますけれども、それで一
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応捕まえて、あと不妊去勢をして、またそこに

同じ場所に返さないといけないということがご

ざいます。返した後に、それにしっかりとその

命を全うするまで適正に餌をやったり、そのふ

ん尿の始末をしたりする。やはりその地域で根

づいた活動が必要なところは、今回、このスタ

ートアップ事業ではそういう地域をモデル的に

選んで、そういう事業をちょっとやろうかなと

考えております。

○黒木委員 去勢をするわけですか。去勢の費

用は、１頭どれぐらいですか。

○竹内衛生管理課長 雄と雌で去勢、不妊手術

がございますけれども、大体これは開業医の先

生で費用が違うんですけれども、大体１万5,000

円から高いところでは２万円を超えるというと

ころもあると聞いております。

○星原委員 関連で。さっき横田委員のほうか

らも出たんですが、市との割合は折半みたいな

話だったんですが、今ここに上がってる3,000万

は、この基本設計と実施設計ですよね。だから、

土地代とそれから建設費、トータルででき上が

るまでにどれぐらいの予算規模を想定されてる

んですか。

○竹内衛生管理課長 今のところ、最大、ここ

が１万5,000平米で、都市公園法でいきますと、

マックス1,500平米の建物までは建築できるとい

うことなんですけれども、それを試算した場合、

約４億円程度の規模になるのではないかと試算

をしております。今後、その建設コストにつき

ましては、市と協議して進めていきたいと考え

ております。

○鳥飼委員長 動物のところで関連ございませ

んか。よろしいですか。

○中野委員 次、健やかな妊娠サポート事業に

ついてお尋ねしたいと思います。12ページにな

ります。

いわゆる不妊症とか不育症、思いがけない妊

娠、これのためのいろいろな支援事業としては

やらなければならないと、こう思います。また、

思いがけない妊娠を避けるために、避妊の仕方

とかそういう指導はあっていいと思うんですが、

私は見て１カ所だけ、妊娠診断検査薬での自己

検査、これを教えるというか、これは思いがけ

ない妊娠をどんどん助長させる方向にこの事業

が進むんじゃないかなと。

今の子供たちが検査薬での調べ方を知ってる

のかどうかわかりませんが、余りこういうこと

をすれば、何か性の乱れというか、その中で思

いがけない妊娠もどんどん出てくるということ

を助長するんじゃなかろうかなという気がして

ならんわけですよね。性に関する正しい知識と

いうことを書いてありますから、そのことを指

導することと、検査薬の使い方を指導すること

は、何か一つのずれというか、余り、それこそ

望まない方向じゃないかなと気がするんですが、

おくれているんでしょうか。

○瀧口健康増進課長 今回お願いしております

事業の妊娠総合相談支援事業でございますが、

現在も保健所におきまして、思いがけない妊娠

を含め妊娠に関する相談は受け付けているとこ

ろでございます。委員も御存じのとおり、宮崎

県は人工死産率が日本一悪い、ワーストワンが

ずっと続いておりまして、それを何とかしなきゃ

いけないという大きな課題がございます。

思いがけない妊娠をした人が、なかなか早期

の段階で相談に来ない現状があります。そこで、

インセンティブ、来ていただく一つの手段とし

て、保健所で自分のその自己検査薬を使って妊

娠してるかどうか、不安を持ってる方がおられ

ますので、それを来ていただくための一つの手
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段としてこれを提供したいと。さらに、人工死

産をする方については繰り返して行うケースも

ありますので、具体的に、いわゆる避妊具の使

い方とかそういったものを指導して、そして、

万が一、妊娠していた場合については、今後ど

うするかについて、十分その本人に対して寄り

添った形で相談、支援を行っていくための妊娠

総合相談支援ということと位置づけております。

済みません、今、人口死産と申し上げました

が、人工妊娠中絶という言葉がございますけれ

ども、これは、妊娠してから満22週未満の中絶

を人工妊娠中絶と言っておりまして、特に12週

以降の中絶については人工死産ということにし

ております。

法律的にも女性の権利として中絶は認められ

ているわけなんですが、後期になればなるほど

女性の母体に対する健康影響が大きいために、

中絶をするんであれば、できるだけ早い段階で

するほうが女性の健康障害には至りませんので、

人工死産を減らすということは、宮崎県の女性

の健康を考える上で重要なことと思っておりま

す。

○中野委員 そういう思いがけない妊娠、いわ

ゆる人工中絶をどんどん減らすということが目

的であればあるほど、そのことは、いわゆる妊

娠しないことを教えればいい話で、それを妊娠

したかせんかを検査薬で承知させるということ

は、私は逆の方向にいくような気がしてなりま

せんが。実際、こんなふうに今も自己検査の方

法とかされているんだと思いますが。何か私は、

どんどん、それを助長することを広めて、妊娠

したときには早く検査すりゃいいわということ

で、何か素直にこの事業を喜べませんね。この

ことだけに反対して全てを反対するわけにもい

きませんが、どうも指導してることと違いがあ

るような気がするんですが。

○瀧口健康増進課長 委員のおっしゃるとおり、

望まない妊娠を防ぐためには、健康教育、いわ

ゆる性教育が非常に重要でございますので、そ

の点に関しましては、今年度の事業で思春期向

けのパンフレットも作成し、健康教育を充実さ

せていくこととしておりまして、さらに、現実

的に妊娠の不安を持っている方が実際おられま

すので、その方たちに対するアプローチとして、

妊娠総合相談支援を行っていきたいということ

でございます。

○中野委員 不安にならないようにさせるのは、

予備知識を教えればいい話で、不安があるから、

将来もまだ不安の人がふえるから、その検査薬

の使い方を教えるというのは、何かこのマッチ

せんような気がしますが、これ私だけの考えか

もしれません。私の時代おくれ、錯覚かもしれ

ませんが、余り褒めた指導じゃないですね、私

に言わせれば。そういう気がしてなりません。

それから、14ページのこの第一種感染症指定

医療機関施設整備事業についてお尋ねします。

こういうエボラ熱とかが発生しては大変なこ

とになって、備えるために。また全国でも、こ

れをまだ設置してないところが数県だというこ

とで、国の２分の１の補助をもらいながらやる

わけですが。

それで、現実的に、こういう第一種感染症の

発生が、過去、宮崎県でどのくらい発生したか

を、どの病気が何件発生したかをさかのぼるだ

けさかのぼって教えてください。

○瀧口健康増進課長 第一類の感染症に対応す

るために、第一種感染症指定医療機関というも

のを指定いたしますが、第一類には、具体的に

申しますと、エボラ出血熱、クリミア・コンゴ

出血熱、痘瘡、南米出血熱、ペスト、マールブ
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ルグ病、ラッサ熱、この７つの疾患が該当いた

します。

過去、日本において、この一類の中でラッサ

熱の患者さんが出たケースがあったのみで、ほ

かのケースはございません。ですので、宮崎県

においても一類の感染症が発生した事実は、過

去においてございません。

○中野委員 発生しては大変なことですし、今

後も発生しないことを願うわけですが、発生し

たことを想定して、施設をつくることはやぶさ

かでないと思うんですよね。それで、ここ九州

では、あと宮崎と鹿児島に今度つくれば、全県

下につくられるわけですが。そうすると、外か

ら入ってきた患者が、あながちこの宮崎県人だ

けではないと思うんですが。宮崎県のこの施設

に来る人は、例えば熊本県や福岡県、海外で発

生しようが、国の何かそういう機関が宮崎にと

決めれば、文句を言えずに受け入れざるを得な

いわけですかね。宮崎県内だけで発生した、あ

るいは、たまたま外国から宮崎県に入った飛行

機の中で発生したから、宮崎空港におりたから

とか、そういうふうに限定されるわけですか。

もうどこで発生しても、受け入れなきゃならな

いということになるわけですか。

○瀧口健康増進課長 一類の感染症の全ては日

本国内に常在しておりません。ですので、外国

から入ってくる疾患でございまして、宮崎の指

定感染症医療機関に入院するケースを想定いた

しますと、外国から帰ってきた人が、福岡であ

るとか大阪であるとか、そういった空港を経由

して宮崎に帰ってきて発症するケースが想定さ

れます。その場合に、最寄りの指定医療機関に

入院させるということでございますので。

また、委員御心配されていますように、例え

ば、多数の患者さんが一遍に発生した場合、例

えば宮崎に帰ってきた人が３人いたとしたら、

宮崎は今１床を整備しようとしておりますので、

残り２人は宮崎県内では収容し切れませんので、

他県のこの第一種の感染症指定医療機関に搬送

して、そこの医療機関に入院していただくとい

うような形の相互連携、相互利用というものも

想定されてるところでございます。

○中野委員 それは、どこに患者を送るとか、

受け入れなけりゃならんとかいうのは、宮崎で

あれば宮崎の権限でできるんですか。何か国の

機関がするかということを聞きたかったんです

よね。

○瀧口健康増進課長 一類の感染症が発生した

場合は、国に情報を上げまして、国と連携しな

がら、基本的には、県をまたぐ場合においては、

国において調整をしていただいた上で、宮崎県

からその県に対してお願いをして搬送していく

という形になります。

○中野委員 今、県をまたぐ場合はって、県を

またぐということは考えられませんが、宮崎県

内で発生したときのこと。

○瀧口健康増進課長 県をまたぐ場合というの

は、いわゆる第一種感染症指定病床は、現在１

床だけ指定する予定でございまして、その１床

を超える患者の方が発生した場合でございます。

○中野委員 回りくどいですが、権限は国にあ

るかということですよ。宮崎県内で３人いた場

合には、１床しかないわけだから、２人は宮崎

県の判断で、熊本、鹿児島にやれるのかという

こと。

○瀧口健康増進課長 まず、国と相談いたしま

して、国が調整した上で、また県といたしまし

ても、例えば熊本県の指定医療機関に搬送する

場合は、熊本県と調整いたしまして搬送するこ

とになります。
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○中野委員 わかりました。

この決算特別委員会指摘事項に係る対応状況

ということで、４ページについてお尋ねしたい

と思います。

医師不足や医師の地域偏在の解消に向け、新

たな確保策を検討しなさいという指摘ですよね。

しかし、この回答の欄を見れば、何か地域偏在

の解消とか云々という対策、回りくどいことばっ

かりされて、今から宮崎大学でこういう講座支

援をすればとか、総合医の育成をすればとか、

いろいろあるんですが、何か偏在解消のために、

今、取り組むというようなことは何も考えられ

ないわけですか。私はそっちのほうを望む。も

ちろん書かれたこともしなきゃなりませんが、

さっきも言ったように、自治医科大の卒業生が

地域にたったわずかしか実際は住まないわけで

しょう。だから、偏在状況であるわけですね。

だから、そのための対策としてこの指摘はあっ

たんだろうと思うんですが、今何をすればとい

う回答はないもんですか。

○長倉医療薬務課長 医師確保というのは地域

医療の基盤でございますので、私どもの一番の

課題でございます。確かに、今これから具体的

に何をするかというのは書いておりませんけれ

ども、例えば、今私どもはいろんな医師確保策

でいろんな基盤的な施策はある程度できてきた

ところでございます。委員が御心配の、例えば

僻地に対するのは今後どうやっていくかという

ようなこともいろいろと議論をしております。

きのうの病院局のほうでも地域医療科という

お話があったと思いますが、先ほども申し上げ

ましたように、地域医療科の中にそういった僻

地、例えば、今大学で行っております総合医の

育成、これ今、新しい研修プログラムをつくり

まして、総合診療専門医を育成しようという方

向で動いていますけれども、そういった方々が

在籍をして、そして、それぞれの医師としての

キャリアを積みながら、定期的に僻地に行く、

自治医科大卒の方が、そういったようなのがで

きないかなという議論もしてるところでござい

ます。

ただ、これ具体的にどういう制度設計します

といいましても、それぞれの大学と、病院、地

域の医療機関、そして一番大事なのは、その先

生方がそういう形で回っていただくような魅力

ある制度設計にしていく、そういったようなこ

とが必要でございます。

具体的に、そういった形までまだ御提示でき

る形ではございませんので、そういったような

ことが今さまざまな施策に積極的に取り組んで

まいりますということで、今申し上げてるとこ

ろでございます。

実際、それだけではなくて、このたび大学の

地域医療・総合診療医学講座の教授の方が交代

されます。その新しい先生というのが、いわゆ

る僻地医療とか地域医療の言ってみれば全国的

にかなり著名な方で、医師育成の取り組みであ

りますとか、他県へのアドバイスとかいろいろ

な取り組みをされてきてる方でございます。そ

ういう先生とも十分話し合いをしながら、宮崎

にとって何が一番効果的な施策なのか、そういっ

たのを一からまた積み上げていく必要もあろう

かと考えてるところでございます。

なかなか具体的に、今ここからこれができま

すからよくなりますよというようなことを申し

上げられなくて大変申しわけないと思っており

ますが、医師確保というのは非常に重要な課題

でございまして、私どももなかなか一朝一夕に

はいかないと覚悟してるところでございますの

で、確実に取り組んでいきたいと思います。
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それと、先ほども申し上げましたが、やはり

現場で今足らないお医者さんがいて困るという

ようなのもございます。そういった形で地縁、

血縁とか東京での交流会でありますとかいろん

な情報を駆使して、いろんな現場に入っていた

だくような医師の方々も私どもは探しておりま

す。

来年度も僻地のほうに非常勤でございますけ

れども、週に２日ほど外来診療してくださる先

生に来ていただく、高千穂のほうでございます

し、あと、東京から帰ってきて、地域医療学講

座をサテライトセンターで勉強したいというよ

うな先生もいます。そういった方々の具体的な

医師の誘致というのも、これも計算してできる

話じゃございませんけれども、日頃のふだんの

努力を重ねながら対応していきたいと考えてる

ところでございます。

○中野委員 えびの市は人口２万人を割りまし

た。また、増田レポートでは、消滅自治体の一

つでもあるんです。宮崎県自体も人口がどんど

ん減る傾向にありますよね。この前言いました

が、今の人口の減りぐあいでは、14年後は宮崎

県も100万以下になるというのが想定されるんで

すよ。

それで、今、私がえびの市内で言ってるのは、

どうしても人口をふやすためには、若い人たち

がいなければならない。それで、宮崎県一を、

日本一を目指すぐらいの気持ちで、子育てがで

きるえびの市づくりをせんないかんよと。その

ためには、最低でも教育の現場、医療の現場、

これをがっつりと行政が力を入れて守るという

ことをしないと。ほかにもいろいろしなきゃな

らんけれども、少なくとも、基本的なその２つ

は確保しなけりゃ。それで、飯野高校の存続問

題も一生懸命やらしてもらってるつもり。それ

から、これは市立病院だけれども、市立病院の

ドクター確保とか医療のいろんな科目を少しで

もふやすことも努めているつもりなんですよ。

しかし、現実的にはそういうドクターが少なく

なって、これはどうなるんだろうかと、こう聞

かにゃなりません。

それで、医療のほうも、この東諸宮崎医療圏

にドクターも集中、霧島地域なら都城に集中、

西諸だけを見れば小林に集中ですよ。中央中心

主義の流れの中にあるんです。そこから外れた

ところは、開業医も含めてどんどん減ってる。

だから、ベッド数が確保されてるけれども、人

口の比率からすりゃ、極端にそういうところに

集中して、西諸では小林ばっかりにと。そのパ

ーセントを見たら、人口比率からすると、えび

のあたりはうんと少ないんですよ。そのベッド

数だけを見ても。だから、もっとえびのに、え

びののことを言ってはいけませんが、そのため

には人口に比例するぐらいのベッド数が確保さ

れて、その分だけドクターが確保される状況を

つくることが、医療の問題あるいは学校の問題

というのを解決することになるんじゃないかな。

そのことで子育てをする人たちが、またＩター

ン・Ｕターンを含めて帰ってくるんじゃなかろ

うかな。そこで人口に歯どめをかけて、できる

もんなら、特例市は３万以上が市のあれですか

ら、３万以上を確保できる一歩の道にもなるん

じゃなかろうか、こう思ってるんですよ。

ですから、医療のこと等も含めていろいろ聞

きました。ぜひそういう意味で、医療確保に、

部長、次長、課長、その他皆さん方、絶大なる

御協力をしていただいて、減った分は確保して

もらうということで取り組みをしていただくよ

うに期待をして、私の質問は終わります。

○横田委員 難病指定医確保研修事業について
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お尋ねします。

難病とか小児慢性特定疾病はたくさんあるわ

けですけれども、このそれぞれの疾病ごとに、

この認定する専門医というのは必要ということ

なんですか。

○瀧口健康増進課長 委員の御指摘のとおりで

ございまして、難病に関しては難病指定、小児

慢性特定疾病に関してはその指定という形で県

で指定をいたします。

○横田委員 難病にしても、今度56から110にふ

えたと。夏ごろには300になる予定って書いてあ

りますけれど、300としたら、300人の専門医が

いるということですか。

○瀧口健康増進課長 現在、２月の段階で、難

病に関して指定しております指定医の数は729で

ございます。ですので、その疾病数、現在110で

ございますが、それからするとかなり多い指定

医の数となりますが、この指定医の数につきま

しては、専門医が約７割、専門医の資格を持っ

てない医師が約３割ということでございます。

この指定につきましては、法が施行になる前

に、いわゆる要綱に基づいて難病医療は行って

おりましたけれども、そのときに、診断書、医

療意見書を書いた先生方に、今回制度改正によっ

て指定医になっていただく必要がありますとい

う文書を送らせていただきまして、専門医につ

いてはその資格だけでなれるんですけれども、

経過措置がございまして、臨床経験５年以上あ

る医師につきましては、今回、経過措置で指定

医と指定することができるということでござい

ます。ですので、今回のお願いしております医

師確保研修事業につきましては、その専門医資

格を持っていない先生方に対して県で研修をし

て、その受講をしていただいたことをもって指

定医とすることになります。

○日高福祉保健部次長（保健･医療担当） 少し

補足をさせていただきます。

委員の御質問は、いろんな難病があるけれど

も、それぞれごとの専門医が必要なのかという

御質問だと思いますが。基本的に、それぞれの

先生がかかりつけ医として診療していただく。

あるいは、難病の特定疾患として医療費の公費

負担を行うためには、毎年の更新をしていただ

かないといけないものですから、そのための診

断書を作成していただく先生を確保しようとい

うのが、この事業でございます。

実際に、それぞれの難病に特化した専門の先

生というのは、県内に全ていらっしゃるという

わけではございませんので、場合によっては、

県外の専門の先生に行って、そこで診断を受け

て、ある一定の治療方針などを決めていただい

た上で戻ってきて、そして、地元のかかりつけ

の先生にそういう専門の先生から、こんなふう

な治療をすればいいですよ、ふだんはこういう

様子を見てくださいというような指導のもとに

診療していただく。そういうようなシステムで

行おうということで考えております。

ですから、今回のこの研修は、あくまでも、

ふだん、かかりつけの先生で見ていただく。さ

らには、年１回の更新の際の診断書を一々遠く

の、本当にその病気だけの専門の先生のところ

に行かなくても済むように確保したいと、そう

いう内容の事業でございます。

○横田委員 ということは、医療費助成対象と

認めてもらうためには、その疾病の専門のお医

者さんじゃないとできないということなんです

か。県外とかに行かんといかんとか言われまし

たが。

○日高福祉保健部次長（保健･医療担当） 今回

の法の趣旨としては、必ず特定の疾患、専門の
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先生にかからないといけませんよではなくて、

ある程度、１回目はどうしても、難病かどうか

というのの診断をつけるためには、特定の専門

の先生にかかる必要もあるかとは思うんですが、

それ以降については、通常、かかりつけ医の先

生でもある程度の診療はできるだろうと。今考

えられる治療についても、そのかかりつけの先

生でできるだろうというようなことで対応をし

ていこうということでございます。

当然、医師でございますので、いろいろな疾

患に対して、ある程度の対応はできるという前

提でこの研修を行って医師確保を行うというこ

とでございます。

○横田委員 わかりました。わかりましたけれ

ども、一つわからないのが、医療費助成の対象

の難病ですよと認めてもらうのには、やはりそ

の専門の先生の診断がないとだめということな

んでしょう。だから、あと更新とかはかかりつ

けのお医者さんでも。

○瀧口健康増進課長 医療費助成の対象になる

疾病かどうかにつきましては、審査会がござい

まして、そこで該当する、該当しないを決めて

いただくわけなんですが、その難病については、

一応の診断基準がございますので、その診断基

準を満たしていれば該当になりますので、その

診断基準を満たしているかどうかは、通常かか

りつけの指定医の先生で十分対応できるものと

考えております。

○黒木委員 この受給者の推移のところですけ

れど、この疾患が拡大したことによって、27年

１月が9,800人が１万5,000人になるというよう

な予測。小児慢性がそれが790から1,000人にな

るというようなことだと思うんですが。この704

疾患の中で、この難病110疾患にもなるのは幾つ

あるんでしょうか。

○瀧口健康増進課長 小児慢性特定疾患であり、

かつ、難病という疾患がどれぐらいあるかとい

うことでございますが、約80程度の疾患が小児

慢性特定疾患であり、かつ、難病である現状で

ございます。今は難病が110ですね、さらに300

になれば拡大する可能性はありますけれども、

大体約80ぐらいあると考えております。

○黒木委員 そうしますと、この小児慢性

の1,000人が拡大してその助成対象になるとすれ

ば、この1,000人のうちで成人した場合に難病の

対象になるのは何人ぐらいになるんですか。

○瀧口健康増進課長 大まかにいいますと、約

１割程度かなというふうに考えてるところでご

ざいます。

○黒木委員 ということは、この小児疾患とい

うのは、成人になれば治るというもんではない

わけですよね。そこでもう成人したら、今言う

ように助成の対象にならないと考えていいわけ

ですね。

○瀧口健康増進課長 小児慢性特定疾患は、い

わゆる経過が慢性にわたって医療費などがかか

る疾患に対して助成を行う趣旨が小児慢性特定

疾病になります。例えば、小児がんであったり、

糖尿病であったり、低身長症とか、いろいろあ

るわけなんですけれども、小児慢性特定疾病の

中には、治療することによって完治するものも

ございますし、完治しないものも当然あるわけ

でございます。

一方、難病につきましては、原因が不明で治

療法もないというのが基本的な難病のくくりに

なっておりまして、小児慢性特定疾患と難病で

はその定義が違うということもございますので、

小児慢性特定疾病の中には、先ほども言いまし

たように、治らずに20歳を迎え、その後も当然

治療が必要なケースもあります。しかし、そこ
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で医療費助成の対象から外れるケースも出てく

るということでございます。

○図師委員 その難病関係で予算資料の165ペー

ジなんですが、前年度比とすると、指定難病医

療費は増額になっておるんですが、これはその

指定の難病の数がふえたことに対応する増額と

理解してよろしいでしょうか。

○瀧口健康増進課長 委員の御指摘のとおり、

拡大に伴う増額ということでございます。

○図師委員 本年夏にはそれがさらに３倍にな

るということなんですが、これも含めた形の増

額と理解していいですか。

○瀧口健康増進課長 今110疾患でございまし

て、夏ごろ、７月か８月ごろだということでご

ざいますが、約300ということになりますので、

一応それを見込んで、具体的な申請がどれぐら

いあるかはまだ未知数でございますが、大まか

な予算組みとしてさせていただいてるところで

ございます。

○図師委員 国のほうもそのあたりでまた柔軟

なといいますか、増額の対応はしていただける

んだと思うんですが、あわせて２の事務事業と

いいますか、事務作業量も倍増、さらに大きく

なってくるであろうと思われますので、そのあ

たりの予算も、これは前年度比とするとふえて

いるんでしょうけれども、その事務処理の体制、

それは県側、審査会側、そして現場、それぞれ

の何か円滑に回るような手だてというのは今で

も講じられているんでしょうか。

○瀧口健康増進課長 当然のことながら、委員

が御指摘のように事務量もふえてまいると考え

ておりまして、人的応援といいますか補助を考

えておりまして、保健所が窓口になりますので、

補助人員をつけるとか、そういった事務費の増

については予算措置をお願いしてるところでご

ざいます。

○図師委員 保健所がまず申請書を一括に収集

して、そこから審査会にという流れでしょうけ

れども、まずは、その医療の現場からスムーズ

に申請が上がってくるための医療事務員さんへ

の研修とか、あとはソーシャルワーカー等がい

る病院であれば、そこが取りまとめるんだと思

うんですが、そこがいない病院でも、先生が指

定をとられれば、新たな事務が発生してきます

ので、そういうあたりの研修会とかの予定はな

いですか。

○瀧口健康増進課長 先ほどの事務量の増加の

追加でお話しさせていただきますと、難病の患

者さんの数もふえてきますので、いわゆる相談

の数もふえると想定されます。

現在、難病団体連絡協議会のほうに、宮崎県

難病相談・支援センターを委託しておりますけ

れども、その相談事務量もふえてまいると考え

ておりますので、相談員の増であるとか、そう

いったことも予算措置としてお願いをしている

ところでございます。

今御質問のありました病院の職員等に対する

研修でございますが、先ほどの指定医確保研修

事業の中で当然必要になってくると思いますけ

れども、そのような形で医師だけではなく、必

要であれば、その事務の方であるとかケースワ

ーカーの方であるとかでも自由に参加できる形

で研修会を行っていきたいと思います。

○図師委員 必要であればということですが、

レセプトの請求も含めて、やはり一回、どうい

う流れで、今ももう難病のこの特定疾患の流れ

というのはできておりますけれども、改めて事

務方のほうの研修というのも取り入れられてい

かれたほうがいいんではないかと思われます。

あと、もう一つ。今出ましたその患者会なり、
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相談窓口となっていらっしゃる難病団体の方々

へのアプローチなんですが、本当この難病指定

が拡大したというのは、対象の患者、家族がた

ゆまない働きかけ、活動によって、この難病指

定を獲得された流れがありますので、今後も引

き続き、その患者、家族もしくはその難病の団

体、新たに加盟される病気の団体の方々が、さ

らに今度は活動がしやすいような環境整備とい

うのも引き続き必要かと思うんですが、この難

病指定がふえることによって、その難病関係団

体のまた枠組みが大きく変わってこようかと思

いますが、そのあたりへの連携の体制というの

は、どのようにとられていくお考えでしょうか。

○瀧口健康増進課長 先ほども一部お話ししま

したけれども、難病相談・支援センターの運営

を団体のほうに委託しておりますので、そのハ

ード・ソフトの面での充実も図っていきますし、

今委員が御指摘のように新たな疾病が難病に加

わってきます。その患者さんたちの集まりの団

体も新たに設立されてくると思いますから、今

後とも難病団体ときめ細やかに連携をして、育

成も含め協力していきたいと考えてるところで

ございます。

○図師委員 いわゆるこの対象者がふえること

によって関係団体も大きくなる。単純に倍増す

るぐらいの規模にはなろうかと思いますので、

さらなる団体との連携というのは深めていただ

きたいと。

この難病に関しては以上です。

○星原委員 165から166ページにかけての原爆

被爆者医療事業費の中で、この166の１番にあり

ますが。これまで、県内にて一番被爆者の多い

ときの人数、そして現在はどれぐらいの方がい

らっしゃいますか。

○鳥飼委員長 わかりますか。

○瀧口健康増進課長 はい。少しお待ちくださ

い。手元にある資料の中からでございますが、

過去のことはちょっと今手元にございませんの

で、平成23年度でいいますと、健康手帳を交付

している数が623ございまして、平成25年度でい

いますと、その数が550ということで減ってきて

おります。これは委員も御存じのとおり、戦後

かなりの時間が経過してきておりまして、もう

高齢になられて亡くなる方も多く出てきている

ということから、この手帳を持たれてる方が徐

々に減ってきているという現状がございます。

○星原委員 これは各種手当と書いてあるんで

すが、それぞれ一人一人、その金額も被爆の程

度にもよるのかもしれませんが。現在、平成25

年で550人ということで、ことしの場合でどれぐ

らいになってるかわかりませんが、大体最高手

当としてどれぐらい、最低の人でどれぐらいっ

て基準が決められていると思うんですが、そう

いう枠があるんですか。

○瀧口健康増進課長 少しお待ちください。手

当の種類は結構ございまして、例えば、医療特

別手当というのがございます。これでいきます

と、月額13万5,130円となっております。例えば

多くの方が受給されている健康管理手当という

ものがございますが、これでいきますと、月額

３万3,230円でございます。

○星原委員 そういう金額というのは国から決

められているのか、それぞれ各都道府県で多少

違ってるのか、そういう違いもあるもんなんで

すか。

○瀧口健康増進課長 この金額につきましては、

国のほうで決定したものをその額どおりで県は

行ってるところです。

○星原委員 ありがとうございます。

○図師委員 地域医療介護総合確保基金事業に
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ついてですが、これは、いつ創設されて、総額

幾らの基金でしたか。

○長倉医療薬務課長 創設というのは、各都道

府県がそれぞれ創設するわけでございますけれ

ども、これは、全国規模で904億円でした。昨年

度に予算措置されまして、全国で904億円ですが、

それをそれぞれ各都道府県が計画に基づいて基

金として積み立てる。そして、それぞれその計

画は毎年の計画でございますから、使っていく

ということになりますので、普通のためた形の

基金ではございません。そういう意味では、基

金規模というのが実質は事業規模ということで

ございまして、昨年度は８億9,000万円。ことし

が、まだ27年度分は継続事業分しか積み上げて

おりませんので、これが６億3,000万円というこ

とになります。ですので、ちょっと普通の基金

とは形が違うところです。

○図師委員 これは事業内容を見ますと、やは

り医療看護の部分が主なわけであって、介護の

部分については、27年度中に計画し補正で。今

のお話ですと、予算を要求した分だけは交付税

措置されるというような内容なんですが。とい

うことは、今ここに、委員会資料の４ページに

あります（１）（２）（３）の事業は、私の理解

が間違ってたら教えてほしいんですが、昨年度

から全て新規事業として動き出したものなのか、

この基金が創設される前から事業化されてたも

のなのか、そのあたりはいかがでしょう。

○長倉医療薬務課長 この総合確保基金事業が

開始されるときに、国庫補助事業がかなり廃止

されました。これに移りなさいというようなこ

とで。そういったようなものも含めまして、こ

の趣旨に合う県単事業も含めまして既存事業が

ございます。

ここの表でございますと、大まかでございま

すけれども、（１）（２）等の事業は新しいもの

が多うございますが、（３）の例えば２行目、看

護師等養成所運営支援事業以下はほとんどが既

存事業でございまして、それまでの事業の財源

が振りかえられたり、国庫補助事業は廃止になっ

たりというようなものでございます。

○図師委員 よく理解はできました。中野委員

も言われたとおり、要はこれは2025年問題に対

応していくための基金事業ということですから、

今後、この事業は最低でも10年ぐらいは持続さ

れていくもんだろうと思われるんですが。ちょっ

と危惧するのが、平成27年度中に介護関係の事

業を計画として上げられるんですけれども、今

回、消費税10％が見送りになりましたので、そ

のあたりの影響がこういう基金事業にあらわれ

てこないものなのか、どうでしょう。

○長倉医療薬務課長 当然10％が上がることを

見込んで基金の増大を、少なくとも厚生労働省

さんは考えてらっしゃったとは思っております。

昨年度904億円の全体の事業規模。ことしも一

応医療部分ということで904億円を確保されてる

ようでございます。福祉分野においても総額と

して、27年度700億円というような金額が、一応

全国規模としては予定されているようでござい

ます。ですので、国としては少なくとも、趣旨

に従った予算づけはしていきたいというふうに

考えられているというふうには考えております。

○図師委員 国のことですから、我々がここで

論議する必要はないんですが、そういう数字が

もう事前に設定されているんであれば、消費税

引き上げが延ばされたことで影響が出てくるこ

とはないと、ほかの財源を確保してでもこの基

金事業は運用が続いていくもんだろうと期待は

したいところですが。

その中で、やはり2025年を展望して施設型の
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福祉に頼らない、介護に頼らないということで、

在宅への転換を図る。課長が言われたその在宅

でのみとりでもできていくような体制整備のた

めには、この事業だけではなくて、介護の事業、

福祉の事業との連結というのがやはり大切で

あって─ごめんなさい、ここはもう私の個人

的な意見なんですが、介護士が不足していくの

は明らか、地域での医師の偏在も明らか、この

解消がなかなかできていない現状を、この基金

事業で全てうまく改善できていけばいいんです

けれども、なかなかそれも絵に描いたようには

展開しづらいと思うんですが。

例えば簡単なのは、介護士にしても看護師、

医師にしても、やはり所得を上げてやれば、そ

こに人は入ってくるわけであって。介護保険の

報酬部分がどんどん減らされていく、今回も２

％減る。人件費は上がったとしてもほかの職種

が上がらないということで、施設経営者はとて

も一遍に介護職だけ上げるということも難しい

というのも言っておりますので、こういう基金

なんかで他職種の分のベースアップにつなげて

あげるとか。

もっというと、例えば、過疎地域にドクター

がなかなか根を張ってもらえないと。先ほど言っ

たその自治医科大の研修医先生とか、その方が

義務年限の間はおってくれても、またどっかへ

行ってしまうというようなことを改善していく

ためにも、例えば、デンマークとか北欧のほう

ではもう実際されてるんですが、診療報酬とは

関係なく、所得補償を年間何千万という形でも

指定した上で、診療報酬分は上乗せで、その方、

ドクターの収入になると。そこで、過疎地域で

最期みとりまでしてもらうと。入院をせず往診、

訪問看護を重点的に提供していくというような

政策に、こういう基金を充てられるといいんで

はないかなと思うんですけれども。

だから、県の下敷きはあると思うんですよ。

ひもつきでこういう事業を当て込みなさいとい

うものはあろうかと思うんですが、宮崎県のそ

の現場に即したようなそういう事業展開、他県

にないような新たな発想でのこういう基金運用

をしていただきたいと思うんですが、いかがで

しょうか。

○長倉医療薬務課長 この基金につきましては、

基本的にやはり現場の声を聞きながら、そして

それぞれの関係者と協議をしながら計画をつ

くっていくという枠組みになっております。こ

れまでのところ医療ばかりでございますけれど、

今後やはりそういった医療・介護の総合的な推

進を図るためには、それぞれ関係者が集まって

協議をしていって、どんなものがいいかという

のを話し合っていく必要があると思います。こ

の中でも、地域医療介護総合確保計画推進事業

とか、その下のほうに在宅医療・介護推進協議

会の設置・運営事業というのが上から４行目ぐ

らいにございますけれど、これが言ってみれば、

その地域で何が必要かというのを話し合ってい

ただく場であろうかと考えております。

具体的にその福祉の分野の人件費等について

どうやって縛りがある、私も福祉のほうについ

てちょっと存じ上げてはおりませんけれども、

そういった人材の確保なり、資質向上なり、何

が必要なのかというのは、やはりそういった中

で話し合いながら、いい事業を考えていくとい

うのが今後必要なのかなと考えています。

○図師委員 最後、一言だけ。例えば、美郷町

立の先生とか高千穂町立の先生もすごく頑張っ

てらっしゃって、往診なんかも積極的にやられ

ているんです。高度医療が必要な方でも、その

先生が最期みとってくれれば、もう転院はせん
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と、ここでいいという方々とのすごく信頼関係

もたくさん築かれてる地域もあります。若い先

生方と話しても、そういう最期のみとりのとこ

ろに立ち会いたいという先生もいらっしゃるん

ですけれども、中山間地に行くと患者さんが少

ないと、やはり経営が成り立たないという声も

聞きますから、そういう土壌というものをまず

県でつくってあげて、若い先生でもある程度の

所得はしっかり確保できるんですよというとこ

ろを何かシステム化していければいいんではな

いかなとは思います。ひとり言でした、済みま

せん。以上です。

○鳥飼委員長 医療薬務課、衛生管理課、健康

増進課関係で、まだほかにございますか。

○横田委員 食品衛生法施行条例についてです

けれども、従来の基準があって、それよりもさ

らに衛生管理を上げていこうということで、こ

のＨＡＣＣＰ導入型基準ができたんじゃないか

なと思うんですけれど、いずれかを選択できる

という、何かよく意味がわからないんですけれ

ど、ちょっと教えてください。

○竹内衛生管理課長 それにつきましては、今

回、今条例にあります基準とは別にこのＨＡＣ

ＣＰを使って衛生管理しますという基準のどち

らかを事業者が選べるようになったんですけれ

ども、これは、いわゆる国はダブルスタンダー

ド的に条例を設定しまして、国の衛生レベルを

基本的に高めていこうという意図がございます。

というのが、世界的にこのＨＡＣＣＰを使っ

て衛生管理をするというのが進行しておりまし

て、国もやはり日本の食品衛生につきましては

ＨＡＣＣＰに基づいた衛生管理を今後推進して

いこうという狙いがございます。それで、それ

を全て義務化するにはまだ早いですので、しば

らくはダブルスタンダードでこれを行っていっ

て、将来的にはこのＨＡＣＣＰ導入のほうに移

行したいという狙いがございますので、今後、

私たちもそれを保健所で窓口とか、あと講習会

等を通じて、このＨＡＣＣＰを取り入れません

かということで進めていきたいとは考えており

ます。

○横田委員 ＨＡＣＣＰも結構面倒くさいとい

うか、そういうのがあると思うんですよね。従

来の基準のほうがより簡単だったら、なかなか

ＨＡＣＣＰのほうは進んでいかないんじゃない

かなと思うもんですから、やはり国がそういう

方向で持っていこうとしているんだったら、最

初からぱっと入れたほうがいいような気もする

んですけれども。でも、国が決めたことだから

しようがないですね。

○鳥飼委員長 衛生管理課長、何か、参考的な

意見を。

○竹内衛生管理課長 これはやはり国家戦略と

しまして、また県も例えば東南アジア向けの輸

出を推進するという意向がございますので、そ

れに関しましては、ＨＡＣＣＰを導入している

ことが条件となる国が多々あります。ですから、

今後、やはりそういう意味でも、特に製造業と

か大きな工場とかそういったところには、この

ＨＡＣＣＰを導入していくことを、保健所とし

ても県としても推進していく必要があると考え

ております。

○横田委員 そのＨＡＣＣＰを導入することが、

自分ところの営業とかのプラスになるという方

向で指導していただければできるんじゃないか

なと思います。

○鳥飼委員長 それでは、以上をもって、医療

薬務課、衛生管理課、健康増進課の審査を終了

いたします。

再開は１時10分とし、暫時休憩いたします。
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午後０時５分休憩

午後１時８分再開

○鳥飼委員長 再開をいたします。

次に、こども政策課、こども家庭課の審査を

行いますので、それぞれ説明をお願いいたしま

す。

○渡邊こども政策課長 こども政策課分につい

て御説明をいたします。

お手元の冊子、平成27年度歳出予算説明資料

のこども政策課のところ、167ページをお開きく

ださい。

今回お願いしております、こども政策課の平

成27年度当初予算額は、左側から２つ目の欄に

ございますように、骨格予算といたしまして、147

億8,244万6,000円であります。

それでは、主なものについて御説明いたしま

す。

169ページをお開きください。

まず、中ほどの（事項）施設職員対策費655

万6,000円であります。これは、保育士等の確保

に要する経費であります。このうち、説明欄の

２にあります改善事業「保育教諭等確保支援事

業」は、平成27年度からの子ども・子育て支援

新制度の施行に伴いまして、幼保連携型認定こ

ども園におきましては、幼稚園教諭免許状と保

育士資格の両方の免許資格を有する保育教諭の

確保が義務づけられますことから、幼稚園教諭

免許状を有している方が、保育士資格を取得す

るために大学等に通う場合、または、保育士資

格を有している方が、幼稚園教諭免許状を取得

するために大学等に通う場合に、当該保育士等

が勤務する施設において、その間、代替職員を

雇用する際に要する経費の一部について支援を

行うものでございます。

次に、一番下の（事項）少子化対策環境づく

り推進事業費2,317万6,000円でございます。こ

れは、子供が健やかに生まれ育つための環境整

備に要する経費でございますけれども、このう

ち説明欄の１の新規事業「子ども・子育て対策

推進事業」及び、１枚おめくりいただきまし

て、170ページ、一番上の２の改善事業「未来み

やざき子育て県民運動推進強化事業」につきま

しては、後ほど、委員会資料で御説明いたしま

す。

次に、（事項）教育・保育給付費76億9,895

万4,000円であります。これは、認定こども園、

幼稚園、保育所及び小規模保育事業等の運営に

要する経費であります。認定こども園等の運営

に対する補助につきましては、これまで別々の

助成制度に基づき行われておりましたが、子ど

も・子育て支援新制度では、負担割合等が一本

化され、認定こども園、幼稚園、保育所に共通

の財政支援の仕組みとして、施設型給付が創設

されたことに伴い、新たに事項を新設しまして、

説明欄にございます１の施設型給付費として75

億6,949万3,000円を計上したところであります。

また、あわせて、19人以下の少人数の単位で

子供を預かる事業につきましても、地域型保育

として新たに財政支援の対象とされましたこと

から、説明欄の２の地域型保育給付費として１

億2,946万1,000円を計上したところでございま

す。

次に、（事項）地域子ども・子育て支援事業費

９億4,001万6,000円でございます。これは、地

域の実情に応じた放課後児童クラブ事業などの

子ども・子育て支援事業に要する経費でありま

す。

説明欄の１から７までの７つの事業につきま

しては、これまでも実施してきてまいった事業
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でございますけれども、子ども・子育て支援新

制度におきまして、新たに地域子ども・子育て

支援事業として法的に位置づけられましたこと

から、新たな事項を新設しまして、予算を計上

したところでございます。

このうち、説明欄の７の放課後児童クラブ事

業につきましては、後ほど、委員会資料で御説

明をさせていただきます。

次に、一番下の（事項）子育て支援対策臨時

特例基金11億1,556万7,000円でございます。

171ページをごらんください。これは、安心こ

ども基金を活用いたしまして、市町村が実施し

ます保育所や認定こども園の整備などに対して

助成を行うものであります。

次に、（事項）児童手当支給事業費29億5,229

万2,000円であります。これは、中学生までを対

象に支給されます児童手当の県負担分等を計上

しているものでございます。

次に、（事項）児童扶養手当支給事業費12億41

万6,000円でございます。これは、ひとり親家庭

等に対しまして、児童扶養手当を支給する経費

を計上しているものであります。

172ページをごらんください。上段の（事項）

私学振興費７億3,709万円であります。これは、

私立幼稚園の振興のための助成及び指導に要す

る経費であります。先ほど、子ども・子育て支

援新制度におきまして、認定こども園、幼稚園、

保育所に共通の財政支援の仕組みとして、施設

型給付が創設された旨の説明をさせていただき

ましたけれども、説明欄の１の私立幼稚園振興

費補助金の（１）一般補助事業につきましては、

新制度に移行しない私立幼稚園に対しまして、

従来どおりの助成を行うものでございまして、

６億6,288万6,000円を計上しております。

歳出予算説明資料での説明は以上でございま

す。

続きまして、厚生常任委員会資料のほうで、

新規事業、改善事業等について御説明をさせて

いただきます。

お手元の厚生常任委員会資料の15ページをお

開きください。

新規事業の「子ども・子育て対策推進事業」

についてであります。

１の目的・背景でございますが、人口減少が

大きな課題である中、子ども・子育て対策関連

の既存施策の検証及び実効性のある新たな施策

の検討を行うとともに、市町村子ども・子育て

支援事業計画の進捗状況の把握・分析等を行う

ことにより、子ども・子育て対策の総合的かつ

効果的な推進を図るものであります。

２の事業概要でございます。

まず、（１）の県民意識調査の実施でございま

すが、子ども・子育て対策関連の既存施策の効

果の検証、実効性のある新たな施策の検討を行

いますための県民意識調査を実施することとし

ております。

また、（２）の宮崎県子ども・子育て支援会議

の開催でございますが、教育・保育及び地域子

ども・子育て支援事業等に係る進捗状況の把握

・分析等を行うため、宮崎県子ども・子育て支

援会議を開催することとしております。

３の事業費は、209万円をお願いしておりまし

て、財源は、全額一般財源を充てることとして

おります。

４の事業効果でございますが、県民意識調査

及び宮崎県子ども・子育て支援会議での議論を

踏まえた子ども・子育て対策関連施策の検証・

検討等を行うことにより、子ども・子育て対策

の総合的かつ効果的な推進が図られるものと考

えております。
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次に、16ページをお開きください。改善事業

「未来みやざき子育て県民運動推進強化事業」

についてであります。

１の目的・背景でございますが、子育てを社

会全体で応援する機運の醸成に取り組みます、

未来みやざき子育て県民運動をさらに推進する

ために、県民に対し、子育てへの理解の促進、

意識啓発を図るとともに、各地域・分野におけ

る子育て等に対する取り組み・支援への誘引に

取り組むことによって、地域、家庭、職場にお

ける多面的な子育て支援の仕組みづくりを図る

ものでございます。

２の事業概要でございますが、（１）の子育て

を考える県民シンポジウム開催事業は、今回、

改善により新たに取り組むこととした事業であ

ります。

この事業では、県民が子育てを考える機会と

して、シンポジウムを開催し、結婚・妊娠・出

産を含めた子育て全般に対する理解の促進、意

識啓発を図ることとしております。

（２）の県民運動等啓発事業と（３）の子育

て応援カード利用促進事業につきましては、こ

れまでの取り組みを継続して実施することとし

ております。

３の事業費は、718万円をお願いしておりまし

て、財源は、みやざき人財づくり基金を活用す

ることとしております。

４の事業効果でございますが、社会全体で子

育てを応援する機運を醸成するとともに、安心

して子供を生み育てることができる社会づくり

の推進につながるものと考えております。

次に、17ページをごらんください。「放課後児

童クラブ事業」についてであります。

１の目的・背景でございますが、平成27年度

からの子ども・子育て支援新制度の施行に伴い

まして、放課後児童クラブの運営等を行う市町

村への支援を拡充することにより、児童が安心

して生活できる居場所を確保するとともに、児

童の健全育成及び保護者の仕事と家庭の両立支

援を図るものであります。

２の事業概要でございますが、全体で５つの

事業を載せております。この中で（１）の放課

後児童健全育成事業は、放課後児童クラブの運

営に要する費用を助成する事業、１つ飛びまし

て、（３）の放課後児童クラブ支援事業は、障が

い児の受け入れに必要な専門的知識等を有する

指導員の配置に要する費用等を補助する事業で

ございます。

この２つの事業につきましては、これまで、

県の補助単価が国の補助単価の７割から８割程

度にとどまっておりましたため、委員の皆様方

からもたびたび御指摘をいただいていたところ

でございますが、今回、平成27年度予算の編成

に際し、今年度の国の単価と同様の単価まで引

き上げまして、予算を編成したところでござい

ます。

また、（２）の放課後児童クラブ整備事業は、

小学校の余裕教室等の改修などの施設整備に要

する費用を補助する事業でございます。このハ

ード整備に対する補助事業につきましては、こ

れまで本県では取り組んでおりませんでしたけ

れども、新年度から新たに取り組むことといた

しまして、所要の予算措置を行ったところでご

ざいます。

そのほか、（４）の放課後児童クラブ開所時間

延長支援事業につきましては、今年度と同様に

実施することとしております。

また、（５）の放課後児童クラブ運営支援事業、

これは国の新しいメニューでございまして、小

学校内の余裕教室が確保されるまでの間、小学



- 138 -

平成27年３月６日(金)

校の敷地外の民家やアパート等を借りて放課後

児童クラブを設ける場合に、その賃借料を補助

するというものでございますけれども、当該事

業につきまして、新年度新たに取り組むことと

しております。

３の事業費は、３億8,742万6,000円をお願い

しておりまして、財源は、全額一般財源を充て

ることとしております。

４の事業効果でございますが、放課後におけ

る児童の安全な居場所確保や健全育成及び保護

者の仕事と家庭の両立支援を図ることができる

ものと考えております。

議案第１号「平成27年度宮崎県一般会計予算」

に係る説明は以上であります。

続きまして、議案第51号「みやざき子ども・

子育て応援プランの策定について」、御説明をい

たします。

お手元にプランの冊子をお配りしております

けれども、説明のほうは引き続き、この厚生常

任委員会資料のほうで行わせていただきたいと

存じます。

22ページをお開きいただきたいと存じます。

今年度、随時、常任委員会で御報告をさせて

いただきました宮崎県子ども・子育て支援事業

支援計画につきまして、名称をごらんのとおり、

「みやざき子ども・子育て応援プラン」として

今議会に上程をさせていただいているところで

ございます。

１の計画策定の理由でありますが、平成27年

度からの子ども・子育て支援新制度の施行に合

わせ、当該制度の実施主体であります市町村を

支援し、広域性と専門性を有する立場から、市

町村子ども・子育て支援事業計画を踏まえ策定

するものでございます。

２の計画の期間でございますが、平成27年度

から平成31年度までの５年間としております。

３の計画の概要ですけれども、（１）に記載し

ております『「子どもの育ち」と「子育て」をみ

んなで支え、「子どもの最前の利益」が実現でき

るみやざきづくり』という基本理念のもと、（２）

の①から④にあります４つの基本目標ごとに施

策を体系化しております。

（３）の計画の構成でございますが、まず、

①といたしまして、幼児教育・保育等の提供体

制について記載しております。

ごらんの資料には、来年度から平成31年度ま

での５年間の教育・保育の需給状況を記載して

おります。

この表は、昨年の９月の常任委員会におきま

してお示しした表でございますので、詳しい説

明のほうは割愛をさせていただきたいと存じま

すけれども、表の上段部分をごらんいただきま

すと、３歳以上であります１号認定と２号認定

の子供につきましては、この表の一番右でござ

いますが、⑦の合計の需給状況は、平成27年度

で1,676人、平成28年度で2,472人など、住民の

需要を満たしているところでございます。

また、表の下段部分をごらんいただきますと、

３歳未満である３号認定の子供につきましては、

⑩の需給状況は、平成27年度には1,519人の供給

不足、平成28年度、29年度には、それぞれ981

人、294人の供給不足ということになりますけれ

ども、平成30年度以降は、供給不足が解消され

る見込みとなっております。

資料の一番下の②の部分でございますが、こ

こは、これまで、次世代育成支援宮崎県行動計

画に位置づけておりました子ども・子育てに関

する各種施策等を盛り込んだ内容となっており

ます。

今後、この計画に基づき、子ども・子育てに
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関する各種施策を鋭意推進してまいりたいと考

えております。

こども政策課からは以上であります。

○徳永こども家庭課長 こども家庭課分につい

て御説明いたします。

お手元の冊子、平成27年度歳出予算説明資料

のこども家庭課のところ、173ページをお開きく

ださい。

まず、議案第１号「平成27年度宮崎県一般会

計予算」につきましては、上から２行目の左か

ら２つ目の欄になりますが、骨格予算といたし

まして、総額で34億3,306万8,000円をお願いし

ております。

次に、議案第４号「平成27年度宮崎県母子父

子寡婦福祉資金特別会計予算」につきましては、

中ほどの特別会計の行の左から２つ目の欄にな

りますが、総額で３億9,993万1,000円をお願い

しております。

これにより、こども家庭課の平成27年度予算

総額は、一番上の行の左から２つ目の欄になり

ますが、38億3,299万9,000円をお願いしており

ます。

それでは、主なものについて御説明いたしま

す。

175ページをお開きください。１番目の（事項）

女性保護事業費の2,777万5,000円についてであ

ります。これは、女性保護の推進及び配偶者か

らの暴力被害者の保護、相談支援などに要する

経費であります。

次に、一番下の（事項）児童虐待対策事業

費7,262万1,000円でありますが、これは、児童

虐待の対策に要する経費であります。

176ページをお開きください。一番上になりま

すが、説明欄の４の児童虐待防止対策緊急強化

事業2,890万円でありますが、これは、児童の安

全確認のための体制強化や広報啓発、人材育成

などに取り組み、児童虐待対応の強化を図るも

のであります。

次に、一番上の（事項）青少年育成保護対策

費２億8,972万5,000円であります。これは、青

少年の健全育成対策の推進に要する経費であり

ます。

説明欄２の青少年自然の家管理運営委託費２

億8,590万3,000円でありますが、青少年自然の

家の運営を通して、集団宿泊、自然体験の機会

等を提供し、心豊かで社会性に富んだ青少年の

育成を図るものであります。

なお、（１）のウの新規事業「青少年自然の家

施設改修事業」につきましては、後ほど、常任

委員会資料で御説明いたします。

次に、下から２つ目の（事項）子ども・若者

育成支援対策費1,241万円であります。これは、

困難を抱える子ども・若者に関するさまざまな

相談を受け付ける、子ども・若者総合相談セン

ターの運営などを通して、子ども・若者等の自

立の促進を図るものであります。

次に、一番下の（事項）地域子ども・子育て

支援事業費978万2,000円であります。これは、

市町村が実施する児童虐待防止に資する子ども

・子育て支援事業に要する経費であります。

177ページをごらんください。一番上の（事項）

児童措置費等対策費21億7,599万4,000円であり

ます。これは、児童福祉施設等の運営や入所児

童の処遇改善を図るものであります。

次の（事項）里親委託促進事業費763万8,000

円であります。これは、里親・里子促進事業及

び里子の処遇改善に要する経費でございます。

次に、下から２つ目の（事項）母子等福祉対

策費7,276万2,000円であります。これは、母子

家庭の自立促進に要する経費でありまして、説
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明欄３のひとり親家庭自立支援給付金事業は、

主体的に職業訓練に取り組むひとり親家庭の母

または父に対し、給付金等の支給をすることで、

ひとり親家庭の就業を促進し、自立支援を図る

ものであります。

178ページをお開きください。１つ目の（事項）

特別会計繰出金1,169万4,000円であります。こ

れは、母子父子寡婦福祉資金特別会計への繰出

金でありまして、特別会計の事務費を補填する

ものであります。

179ページをお開きください。（事項）児童福

祉施設整備事業費1,097万4,000円であります。

これは、児童福祉施設の整備に要する経費であ

りまして、みやざき学園の体育館耐震補強工事

及び食堂棟の耐震診断を行うものであります

一般会計については以上であります。

続きまして、180ページをお開きください。母

子父子寡婦福祉資金特別会計であります。（事項）

母子父子寡婦福祉資金貸付事業費３億9,993

万1,000円でありますが、これは、母子父子及び

寡婦を対象に、修学資金、生活資金など12種類

の資金を貸し付けることにより、経済的自立及

び児童の福祉の向上を図るものであります。

特別会計につきましては以上であります。

次に、厚生常任委員会資料で新規事業につい

て御説明いたします。

委員会資料の18ページをお開きください。新

規事業の「青少年自然の家施設改修事業」につ

いてであります。

１の目的・背景ですが、多くの児童・生徒等

が利用しております青少年自然の家につきまし

て、老朽化した設備の改修を行うものでありま

す。

２の事業概要ですが、御池青少年自然の家に

おいて、浴槽給湯管の改修を行うこととしてお

ります。

３の事業費ですが、総額で1,165万6,000円を

お願いしておりまして、全額一般財源としてお

ります。

４の事業効果につきましては、設備の改修を

行うことにより、宿泊研修施設としての機能維

持を図ることができるものと考えております。

最後に、参考として、御池青少年自然の家の

概要がございますが、上から４番目の利用状況

につきましては、平成26年度の利用延べ人数は、

最終的には前年度並みになるものと見込んでお

ります。

こども家庭課分は以上でございます。

○鳥飼委員長 ありがとうございました。

執行部の説明が終了しました。質疑をお願い

します。

○中野委員 こども政策課にまずはお尋ねいた

します。

171ページ、児童手当支給事業費のことですが、

この負担金が29億5,225万円ですよね。しかし、

これに関係する支給事務費、わずか４万2,000円

なんですよね。何かこの差の大きさ等を含めて、

どういうことで事務費がわずか４万2,000円なの

かということと、その事務の内容等をお聞きし

たいと思います。

○渡邊こども政策課長 この旅費４万2,000円

は、児童手当に関する事務指導監査を行う際の

旅費になっております。

○中野委員 それだけでいいということですね、

監査だけで。担当職員の方が監査されるわけで

すよね、そういう旅費というのは、全て項目ご

とに上げてあるんですか。

○渡邊こども政策課長 この実際の支給事務等

につきましては、市町村が行うことになってお

ります。それに対して県のほうが市町村に出向
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きまして、その事務が適正に行われているかど

うかの監査を行うための旅費ということで、こ

の４万2,000円という予算が組まれております。

○中野委員 事務にかかわる経費は市町村が自

前で支払っておって、そこが適切かどうかとい

うことは、県が行って監査をしている、その旅

費ということですね。わかりました。

175ページで質問したいと思います。女性保護

事業費の中ですが、女性保護の推進及び配偶者

暴力被害者の保護とありますが、この配偶者暴

力というのは、ＤＶのことを指してるんですか

ね。

○徳永こども家庭課長 そのとおりでございま

す。

○中野委員 最近、男性から女性に対する暴力

の伸びよりも、女性から男性に対する暴力の伸

びが、伸び率としては極端に大きいと。そして、

絶対数はもちろん、男性から女性に対するＤＶ

のほうが多いんだけれど。それでこの配偶者暴

力被害者の保護ということは、わざわざ配偶者

ということは、一方が一方を見て配偶者ですか

ら、そういう意味で文言も注意して書いてある

わけですか。ちょっと宮崎県の実態を教えてく

ださい。

○徳永こども家庭課長 今委員がおっしゃいま

したように、配偶者というのは、男性、女性そ

れぞれおりますので、両方を指しているという

ことでございます。

それと、宮崎県の現状でございますけれども、

今のところ、女性相談所で扱いました男性配偶

者からの相談は１件のみということでございま

す。

○中野委員 男性から、妻から暴力を受けたと

いうことの相談が１件あったということですか。

○徳永こども家庭課長 そういうことでござい

ます。

○中野委員 ちょっと細かくなりますが、１、

２で女性相談事業費、女性保護施設費というこ

とで、男性を保護する必要はないとは思うけれ

ど、やはりここは配偶者云々って書く必要はな

かったんですよね。

○徳永こども家庭課長 施設の名称が女性保護

施設ということで法律上なっておりますので、

予算の科目もこのようになっているところでご

ざいます。もともと売春防止法に基づいた相談

施設として開設されたものでありまして、そこ

にそのＤＶ被害者の相談機能も付与するという

ことで、ＤＶ防止法が新しくできたときに、そ

この女性相談所、女性保護所を指定したという

ことでございます。二枚看板みたいな形になっ

ております。

○中野委員 時代の趨勢ですね、我々もそうい

うことは想定してなかったんだけれど、女性か

ら男性が、いわゆる妻から夫が暴力を受けると。

他人ごと、他人ごとといったら自分を指してい

う話でありませんが。私がちょうど議員になり

たてのころに、ある父子家庭があって、何とか

面倒見てくれんかと、何とかできないのという

相談を受けたんですよ。本当にもう見るに見か

ねるような状況でした。

それで、それを私があんまり知らんもんだか

ら、誰か、皆さん方の先輩だと思うけれど相談

したら、男はそのぐらい我慢してしなさいよと

いうのが回答でした。ところが、現実は、母子

父子何とかということで、母子家庭よりも父子

家庭のほうが、子供への教育とか細かい面倒を

見るというのは雑ですからね、男は。だから、

その分は大変だと思うんですよ。特に男は外で

働く率が高くて、その間、子供がひとりぼっち

の時間がかかったりするので大変だったと僕は
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思っていたら、わずか十数年前の話だけれども、

それが今は全く、父子家庭も何とかという時代

になったですよね。それと同じように、ＤＶが

物すごい勢いでふえているんだそうですよ。全

国統計はわかっていますか。その伸び率だけを

おっしゃってください。女性からの伸び率と男

性からの伸び率。

○徳永こども家庭課長 少々お待ちください。

済みません、その全国の伸び率というのはちょっ

と資料を持ってきておりませんので、わかりま

せんし、先ほど言いましたように、宮崎県の場

合は、数は非常に少ないという現状にございま

す。

○中野委員 把握をされてないんですね。今後、

そういうのが顕在化してきて、どっか全国に発

生することは、おくれて宮崎県にも発生するか

ら、心して対応して、また予算等にもいろいろ

と組んどってください。お願いいたします。

今度は委員会資料で。この放課後児童クラブ

事業のことですが、３億8,700万余の予算を組ん

でやってる。これはいいことだから、何もこれ

を批判する必要はないし、大いにこれからも事

業を取り組んでいただきたいし、今度、４年生

から６年生まで面倒を見るようにという、何か

委員会の説明でしたよね。枠も広がるんだから、

いいと思うんです。

ところで、家に親とか保護者等がいないから、

児童クラブに預けて親が迎えにいって帰るとい

うことの対策ですよね。その逆、家に保護者と

か家族がいるから、ほかは帰るわけですよね。

それで、質問していきたいんですが、まず、

この利用者は全体の何割ぐらいを占めているん

ですか。今、３年生までの統計があると思うん

ですが、それを何割ぐらいが利用しているか。

○渡邊こども政策課長 少々お待ちください。

学年ごとに申し上げますと、１年生で全児童の36

％、２年生で27％、３年生で14％、ちなみに４

年生から６年生ですと、１％という状況になっ

ております。

○中野委員 ４年生から上はこれからですから、

今までは特例として扱っているでしょうから少

ないんでしょう。１年生は36％ということは、64

％は自宅に帰ってるわけですが、そういう直接

自宅に帰る人たちへの何か対応という制度があ

るんですか。また、予算化されておりませんか。

○渡邊こども政策課長 対策といたしましては、

教育委員会のほうで、放課後子ども教室という

ものを実施しております。そちらのほうに行っ

ている子供さんもおられますし、あるいは、み

ずから塾に行かれてる方とかスポーツ少年団に

行かれてる方とか、そういったところに行って

おられるようでございます。

○中野委員 そういうのを省いて、直接自宅に

帰る人というのは何割いて、そこへの対策があ

るのかをお尋ねします。

○渡邊こども政策課長 申しわけございません。

そこのデータは把握しておりません。

○中野委員 対策もないということですね。私

は、これが非常に大きな問題だと思うんですよ。

いわゆる在宅、誰かが保護者ないしその家族が

在宅しているから、直接うちに帰っている。留

守家庭も時にはあると思うけれども、大体小学

１年生だったら、昼過ぎには子どもは帰ってく

る。２、３年生でも３時そこそこには帰ってく

る。午後は、誰かが全部待っていなければなら

ない状態で、非常にそこの家庭は犠牲になって

いると思うんですよね。

全くこれと似たようなのが、いわゆる介護等

の問題ですよね。今、施設介護ということと在

宅介護があって、在宅介護、これはもう大変で
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すよね。自宅で普通、親を見る。そうすると、

何の補償もない。今はあるのかもしれません。

昔はなかったですよ。しかし、預けたら、そこ

で少なくとも内職も。預けたら、収入があった

上に、そこにいろんな政策があって補助が出て

いる。しかし、自宅におれば、内職でさえ仕事

ができない上に何の補助もなかったというのが、

ちょっと前まではそういう時代でしたよ。

それと、物すごい犠牲が大きいんですよね。

宮崎に行っている兄弟は、その面倒を見る必要

はないけれども、実家にいる夫婦は、そこまで

面倒を見て生活をせんないかん。親の面倒を見

なきゃならんというのが実態。そこは、今なん

かフォローがされてると思うんですが、そうい

うことと同じで、これに答弁される必要はない

ですよ、部長。言いたいのは、子供が直接うち

に帰ってくる、そこにはやはり犠牲があるから、

何らかのフォローというか、何らかの政策を支

援すべきだと思うんですよね。全てが制約され

るわけだから。

時代が時代で、労働者が少なくなるというこ

とから含めて、女性も働く時間をつくろうとい

うことで、大きくは政策が動いているけれども、

それでも今犠牲にしながら自宅で子供を待って

いる。そして、親が帰ってくる間、面倒を見る

じいちゃん、ばあちゃんがいる。直接には母親

あるいは父親もいるかもしれませんが、面倒を

見れる。ひょっとすると、仕事がないから、い

ない分自宅にいるから、面倒を見れるから直接

帰ってくるとか、いろんな状態が想定されます

よ。だから、そのあたりも把握をしてもらって、

これは全国共通版の話だから、制度があると思

うんだけれども。もし全国どこもそういうこと

を統計とっていなかったり制度がなかったとす

れば、宮崎県が先駆けて、これが実態ですとい

うことを言って、何か政策でも打ってほしいと、

こう思うんですよね。本当の実態をまずは調査

してほしいと思います。誰が帰ってきている子

供の面倒を見ているのか。

○鳥飼委員長 答弁をもらうんですか。

○中野委員 はい。

○渡邊こども政策課長 今中野委員がおっしゃ

られましたようなことも本当に大事な視点だと

思います。今回、子ども・子育て対策推進事業

ということで、15ページの２の（１）の県民意

識調査というものをやろうと考えておりまして、

要するに、県民の皆様が本当にどういったふう

な施策を望んでいるのか、どんなことが必要な

のか、そういったようなことを現役の子育て世

代の方に直接聞いてみたいというのが、このア

ンケート調査の趣旨でございます。委員のおっ

しゃられましたようなことも、そういう視点も

踏まえながら、子供の状況とか実態とか、そう

いったものを把握、そして適切な対策、対応と

いうものを講じていきたいというふうに考えて

おります。

○中野委員 ぜひ、何か積極的に調査をして、

もし対策の必要があれば、政策化してほしいと

思うんですよね。そのことが宮崎県版だけでは

どうにもならんでしょうから、宮崎から声を出

していただきたいなと、こう思うんですよね。

子育ての基本は、本来は子供が学校が終わっ

て、ただいまと帰ってくれば、お帰りなさいと

いう家族があって、それが最高の状態だと思う

んですよね。しかし、それが職業のあり方も変

わったりいろいろしてきて、そして、女性も含

めて外で働かにゃならない時代になったから、

そうとばかりは言えないということがあって、

こういう児童クラブ云々とかいろんな形で対応

していく、政策していくということはやぶさか
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でないけれども、きょうは何か古い話ばっかり

私は言っておりますが、昔のよき時代というつ

もりはないけれども、本来は、子供がただいま

と帰ってきたら、お帰りなさいという、そうい

う家庭のあり方というのを何か望みますがね。

できたら、そういう社会をつくるべきだという

ふうに思います。古臭い考え方かもしれません

が、部長は何か御理解していらっしゃるような

態度でもあったので、言葉の上からも御理解の

お言葉をいただきたいと思います。

○佐藤福祉保健部長 今委員がおっしゃったと

おりで、いわゆる３世代同居とか、本当はそう

いう形が一番いいのかなと個人的には思ったり

してますけれども、そこに持っていくには、現

実的には働き場がそこにないとかで、３世代同

居といってもなかなか進まないんですけれども。

そういう３世代同居とかいう形になれば、仮に

お母さんが働いても、じいちゃんかばあちゃん

が家にいるとか、家庭でいろんなことを教えて

もらえるということで、そういう形が一番望ま

しいかなとは思っておりますので、そういうこ

とも念頭に置きながら、いろんな対策を幅広く

対応していくのかなというふうに、今お話を聞

いていて感じました。以上でございます。

○中野委員 最後にしたいと思うんですが、言

われたように、３世代が同じ家に住めたら、少

なくとも最低でも同じ地域に住むことが、いい

話だと思うんですよ。しかし、そこには犠牲が

あると。

我々の世代は親を十数年も見てきました。そ

れで、親がいなくなったら、今度は子供を、孫

を見らないかん。それで、自分たちは今度は団

塊の世代ですから、15年後の平成42年にはおじ

捨て山に、楢山節考の平成版でまた将来が処遇

されるならと思えば、むなしさを感じないでも

ないんですよね。何かそこに政策を施してほし

いと、こう思います。終わります。

○星原委員 まず、この175ページの一番下のほ

うに児童虐待対策事業費と組まれてるんですが、

これ今の現状はどういう状況でしょうか。

○徳永こども家庭課長 児童虐待の現状でござ

いますけれども、昨年度、児童相談所が受け付

けました児童虐待相談件数が560件ということ

で、これは前年比で126.4％ということで非常に

大きく伸びております。これは毎年、その相談

件数がふえているということでございます。全

国の状況も同じような状況でございまして、全

国では７万3,802件ということで、これも前年比

で110.6％というぐあいに伸びてきているところ

でございます。

○星原委員 その年々ふえているということな

んですが、要するに児童はだんだん減ってきて

る中で、ふえているということになると、確率

が昔とすると、以前とすると、かなり高くなっ

ていってるのかなというふうに思うんですよね。

そういう流れの中で、いろんな対策はとられて

いるとは思うんですが、これは教育委員会なん

かと連携をとらなくちゃいかんのかなというふ

うに思うんですが。この虐待に対して教育委員

会と福祉保健部のほうではどういう形で対応の

仕方が分かれているんですか。それとも、一緒

になって対応しているんですか。

○徳永こども家庭課長 教育委員会との連携の

問題でございますけれども、これにつきまして

は、具体的には児童相談所がその管轄地域内に

ある学校と常に連絡を取り合っていると。

そのほかに、要保護児童対策地域協議会とい

うのが各市町村単位で設けられておりまして、

その中の構成委員として、児童相談所を含め学

校関係者、そういったものが入ってきておりま
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して、そこで情報交換、情報の共有を図ってい

くと。支援が必要な児童を発見した場合は、そ

こで何らかの対策を構築していくと、考えてい

くというような対応になっております。

○星原委員 この児童虐待というのは、もうずっ

と昔から我々のころからも、扱いは違ったかも

しれませんけれど、同じような形で来ているわ

けですよね。だから、そうである中で、いろん

な対策をとってても減らないというのは、やは

り家庭に関係するいろんなこともあるのかなと、

しつけとかいろんな面で。あるいは、家庭の親

が離婚なんかして片親になってたりとか、ある

いは子供が欲求不満みたいなものを感じたり、

いろんなことがあるんじゃないか。いじめる側

もいじめられる側もいろいろ両方に問題もある

のかなと思いますし。

そうなってきたときに、学校と家庭の連携あ

るいは地域との連携、その辺まで、教育委員会

とひっくるめて、今その児童相談所の話も出ま

したが、いろんな問題が起きたときには、なか

なか連携がとれてるようでとれてないのが、い

ろんな事犯が起きたときには、そういうことを

受けるんです。宮崎の場合はそうでないのかも

しれませんけれども、そういう、本当にいざと

いうときの連携のとり方というのは、今話を聞

いているような対応で大丈夫だととっていいん

ですかね。

○徳永こども家庭課長 児童虐待件数は年々増

加してると申し上げましたけれども、確かに家

庭が核家族化しているとか、ひとり親家庭がふ

えてて養育上の問題を抱えているとか、そういっ

たのを時代背景としてふえてる部分もあろうか

と思います。

しかし、従前からあった問題だということで、

この数がなぜふえたか。数が実際ふえてるのか、

今まで発見できなかったのが表に出てきたのか

というのが、ちょっと分析がどこもできていな

いところではございまして、そのふえた原因の

一つは、児童虐待による重大事案というのが発

生して、それがテレビとか新聞等の報道を受け

て、児童虐待に対する関心も高まっていると。

児童虐待防止のためのいろんな広報をやってお

りますので、それに基づいて通報関係がふえた

というのが、一つ大きな要因になってるかなと

思ってるところであります。

どうやって対応していくかという、今法律が

何回にもわたって改正されまして、市町村がや

はり一番近いところにいる行政単位ということ

で、市町村の役割が非常に重要かなと私どもは

思っております。先ほど申し上げましたけれど

も、要保護児童対策協議会といったものの強化

を通じて、その中には教育関係から警察から全

部入っておりますので、そこが強化されること

によって児童虐待の予防とか防止ができていく

のかなと考えているところであります。

○星原委員 今、警察の話まで出ましたので、

地域の中でそういう協議会をつくられて、より

そういう数が減っていく、あるいは、そういう

ことで教育面でも何ていうんですかね─この

間、川崎であった18歳の子供たちがああいう殺

し方をするというのは、多分何らかの影響が家

庭の中か地域の中か、あるいは学校でか、何ら

かのいろんなことがあって、やられたほうもやっ

たほうもいろんなことがあるのかなという。

だけど、現実には、この日本の国内でそうい

う現象が起きてるわけですよね。その辺のとこ

ろをどう我々大人が捉えて、そういうことで子

供たちとの地域のかかわり方の問題やらいろい

ろあるんじゃないかなというふうに思うんです

が。だから、やはりその辺のところをぜひそう
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いう協議会を通じて、件数が減るためにどうす

るかという、ふえるんじゃなくて減るためには

どうやったらいいのかということを考えていた

だければというふうに思います。

次に、177ページの中の母子等福祉対策費と

あって、この中で自立支援員と福祉協力員設置

費ということであるんですが、この委員という

のは、県内にどれぐらいの方たちが活動という

かされてて、どういう扱いになっているんでしょ

うか。

○徳永こども家庭課長 しばらくお待ちくださ

い。母子自立支援員につきましては、県内の福

祉事務所と福祉児童センターのほうにそれぞれ

配置をしておりまして、全体で14名でございま

す。母子福祉協力員というのは、全体で20名と

いうことになっております。

それで、母子自立支援員につきましては、母

子家庭からのいろんな相談の第一義的な窓口に

なるということで、それぞれ福祉事務所とか福

祉センターのほうに配置をしておりまして、そ

こで相談を受け付けているという活動をしてお

ります。

また、母子福祉協力員につきましても、同じ

ような形で、それぞれの地域におきまして身近

な相談を受け付けて、それを母子自立支援員の

ほうにつないでいくというような役割を担って

いるところであります。

○星原委員 今、14名と20名ということだった

んですけれど、県内26市町村ありますよね。市

町村単位では一人もいない計算になりますよね。

結局、そのエリアの中で何人かずつ地域に置い

て、その周辺の市町村を見る、相談を受ける形

形というふうに捉えていいんですか。

○徳永こども家庭課長 おっしゃるとおりで、

今のところは福祉事務所単位で何名という設置

の仕方をしておりますので、そういった受け方

をしているところであります。

今後については、やはり身近な市町村で直接

そういう相談を受け付けていただくというのが、

施策を推進する上で非常に重要になってまいり

ますので、今後につきましては、またそういっ

た市町村が直接受け付けるような体制に向けて

市町村さんにお願いしていきたいと考えてると

ころです。

○星原委員 そこの14名、20名の男性、女性両

方いらっしゃるのかなと思うんですよね。その

比率と年代はどれぐらいの方々がされてるんで

すかね。

○徳永こども家庭課長 全て女性の方で、特に

母子自立支援員につきましては、母子家庭の方

を優先的に雇用しているという状況にございま

す。

年齢的には、ちょっと平均年齢まではとって

ないんですけれども、50代が一番多いのかなと。

子育てがちょっと終わった後の方、余裕が出て

きた方ということになろうかと思います。

○星原委員 今、女性だけと言われたんですが、

母子父子って書いてあるもんですから、やはり

相談に乗るのは、女性は女性、男性は男性かな

というふうに思ったんですが、要するに、今の

状況の中では、男性の相談の人というのはいな

いもんなんでしょうか。

○徳永こども家庭課長 数的には非常に少ない

ですけれど、いらっしゃらないわけではないと

いう状況にございまして、法律改正がされまし

て、父子家庭の相談とかいろんな施策を展開す

るようになったのが最近のことでございまして、

そこ辺までちょっとまだ手が及んでないという

ところでございます。

○二見副委員長 きのうもいろいろお話を伺っ
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たんですけれど、このこども政策課の今度の子

ども・子育て新制度になって、予算の組み方が

大分変わってますよね。何十億というような単

位でちょっと動いてるもんですから、もう少し

どういうふうに変わったのか、教えていただけ

ないかなと思いまして。

というのも、児童福祉総務費のあたりが20億

円ぐらい減ったりとか、先ほど伺いました認定

こども園とかの施設型給付費とかで77億円ぐら

い組んだりしてるので、どこ辺の予算がこっち

のほうに移ってきたのかっていうのがよくわか

らなかったもんですから、まず、そこの説明を

いただきたいと思います。

○渡邊こども政策課長 まず、170ページの（事

項）教育・保育給付費の１の施設型給付費75億

円余のところでございますけれども、これは、

今年度までは認定こども園、幼稚園、保育所そ

れぞれの制度に基づいて予算組みがなされてお

りました。例えば認定こども園ですと、約１億

円、幼稚園ですと、いわゆる私学助成というの

がございました。これが17億円程度。そして保

育所、これが約34億円ございました。これを合

計いたしますと、約53億円になるわけでござい

ますけれども、ごらんのとおり、施設型給付に

なりますと76億円ということで、23億円の増と

いうことになっております。

この23億円の増加した主な理由でございます

けれども、大きく３つございます。

１点目は、今回新制度に入ることに伴いまし

て、認定こども園、幼稚園、保育所、それぞれ

公定価格、単価のほうが１割程度アップしてお

りますので、そういうことで、それぞれ単価が

１割アップしたというのが一点。

それと、一番大きいのが保育所の運営費につ

きまして、これまで宮崎市については県からの

補助はございませんで、国から直接行っており

ました。それが今回新しい制度になりますと、

中核市に対しても県のほうから４分の１がおり

ていくと。その宮崎市分の保育所の負担金が約21

億円ございます。

もう一点が、認定こども園の運営費の補助で

ございますけれども、これまで県は単価割れを

しておりまして、７割程度の単価でしか給付が

できていなかったわけですけれども、今回、こ

れが国と同額になったと。

こういった、以上３つの点で額が大きくなっ

たと、そういう状況でございます。

○二見副委員長 わかりました。そうすると、

大体、76億円ぐらいになるということなんです

けれども、この増額分については、消費税の増

税分が充てられるということだったと思うんで

すが、これは要するに、国から交付税の中に措

置される金額として組み込まれているという認

識でいいんですか。

○渡邊こども政策課長 消費税として交付税の

中に入るものと、地方消費税として入っている

ものがございますので、その合わせたものとし

て県のほうに入ってくるということでよろしい

と思います。

○二見副委員長 そうしたときに、今度の３％

上がって、ことしの新年度予算を組むのに当たっ

て、要するに、もっともっと見込んでいた税収

の増額分は、今度の割合が上がった分に対して、

ちゃんと補填されているかどうかについてはい

かがなんでしょうか。

○渡邊こども政策課長 結論を申し上げますと、

国が予定しておりましたものは、全額見れたと

いうことになっております。

ちなみに申し上げますと、今回８％に上がっ

たことに伴いまして、消費税全体で8.2兆円税収
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がふえておりますけれども、そのうちの5,200億

円が、子ども・子育て支援制度のほうに充てら

れたと。これは、県としてもお示しいたしてお

ります子供の支援計画応援プラン、そして市町

村も市町村でそれぞれ計画をつくっております。

その計画を昨年、国が予算を組む時点において、

全国的な状況を把握した上で予算組みをして、

その結果、各県、各市町村がつくっている支援

計画に基づいて、それを具現化するために必要

な予算として5,200億円ということで、消費税の

３％の増額分で必要な財源が賄われることに

なったと、そんなふうな状況でございます。

○二見副委員長 わかりました。

あと、この171ページの子育て支援対策臨時特

例基金の各事業なんですけれども、先日もちょっ

と御説明いただいたんですが、幼稚園耐震化に

ついては、85％ほどが済んでいるということで、

あと19施設が未耐震だったと。今回、１億6,500

万円の予算組みをされてるわけなんですけれど

も、これで大体何カ所ぐらいを想定してらっしゃ

るのか、教えていただけないでしょうか。

○渡邊こども政策課長 幼稚園耐震化、27年度

は２施設を予定しております。

○二見副委員長 あと残りの２つのこの保育所

緊急整備事業と認定こども園整備事業というの

は、どういうことをする内容なんですか。

○渡邊こども政策課長 まず、保育所緊急整備

事業でございますけれども、これは、保育所の

施設整備に要する費用の一部を助成するもので

ございます。ちなみに件数を申し上げますと、

来年度13施設を予定しております。

次の認定こども園整備事業でございますけれ

ども、これは、認定こども園の施設整備に要す

る費用の一部を補助するという制度でございま

して、これにつきましては来年度、１施設予定

しております。

○二見副委員長 わかりました。この保育所緊

急整備事業という、この「緊急」という言葉は

何か理由があるんですかね。

というのも、きのうもちょっとお話が出た、

耐震の問題というのも非常に大事なことじゃな

いのかなと。いわゆる基準を満たしてないから、

そういう耐震に対する整備をしないといけない

という認識なのかもしれないですけれども、そ

の耐震のレベルがどの程度にあるのかというの

は私にはわかりませんし、どれくらいの地震で、

これはもたないというレベルにあるのかもわか

らないじゃないですか。

保育所のほうは緊急に本当整備しないといけ

ないものだというふうな名称を使われてますけ

れど、幼稚園の耐震化こそやはり早急にするべ

きことじゃないのかなと。もちろん、多分、各

園の施設側の負担もあるから、そちらとの話し

合いというのもあるんでしょうけれども、そう

いうところをちょっとどういうふうにお考えな

のか、お伺いしたいんですが。

○渡邊こども政策課長 保育所につきましては、

保育所緊急整備ということで緊急という名前が

ついているんですけれども、これは国の補助メ

ニューが保育所緊急整備事業ということでつい

ていると、そういったことで御理解を願えれば

と思います。

一方で、おっしゃるとおり、幼稚園について

も本当に保育所と同様、重要な施設でございま

すので、こちらについても緊急に対処すべきも

のだというふうに思っております。

名称については、そういったことで国の補助

事業のメニューの名前だということで御理解を

いただきたいと存じます。

○二見副委員長 幼稚園の耐震については、順
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次進められてますけれど、この残ってる部分に

ついては、耐震レベルとしては非常に問題があ

るというところじゃないわけですね。要するに、

まだ基準に達していないけれどもというような

ところで、どういうふうに考えればいいのかな

と。数年ずっと残ったところが少しずつ進んで

いくわけなんですけれども、地震というのはい

つ来るかわからないじゃないですか。そういっ

たときに、やはり小さい子供たちの安心・安全

というのが、大人が確保してあげないといけな

いと思うんですけれども、どのくらいの耐震レ

ベルなのかというのは、今、そういうデータと

いうのはお持ちなんですか。

○渡邊こども政策課長 少々お待ちください。

○鳥飼委員長 総括質疑もありますので、その

ときに一緒に答えていただきましょうかね、お

願いします。

○渡邊こども政策課長 はい。

○二見副委員長 もう一点。今度できた、この

子ども・子育て応援プラン、各分野の各施策が

まとめてあるんだというふうに言われましたけ

れど、この86ページに各施策の指標というのが

出てますが、（４）の安心して結婚・妊娠・出産

ができる環境の整備ということで、イベントの

参加者とか周産期死亡率とか上げていらっしゃ

いますが。ただ、きのうもちょっとお話しした

と思うんですけれども、今の医療が非常によく

なって、妊婦そして胎児、この死亡率というの

は格段によくなったわけですよね。医療の整備

が整ったということで。

であれば、今回、この14の周産期死亡率を0.1

ポイント下げるというような目標値を掲げてい

らっしゃるわけなんですが、きのうもちょっと

お話ししましたけれど、やはり高齢になるにつ

れてリスクは高まっていくというのは、産婦人

科学会のほうでも認識があると思うし、多分、

皆さんのほうでもそういう考えでいらっしゃる

と思うんですが。

これから、そういう若い人たちが結婚して出

産、子供を得ていくという過程が非常に大事な

んだと思うんですけれども、きのうも言った、

年齢的なものというのは、あんまり区切るべき

じゃないかもしれないんですけれど、ただ、対

象として、そういったところにターゲットを絞っ

ていくという一つの考え方というのも必要なん

だと思うんですが。

結婚年齢が上がっていく、子供が生まれる年

齢が上がっていくというと、やはり40ぐらいで

初めて子供を妊娠される方が、自分がどれくら

いリスクを得ているのかというのを初めて知っ

たとかいう話があるから、先日のああいうパン

フレットをつくったりとか啓発事業とかもして

るわけじゃないですか。やはりそうした情報も

ちゃんと加味しながら、こういった対策という

か、いろんな施策をしていかないといけないん

だと思うんですよね。そこのところについて、

どういうふうにお考えなのかなと思いまして、

一つ、考えを聞きたいと思います。

○瀧口健康増進課長 委員の御指摘のとおり、

年齢が上がりますと、妊娠に伴う合併症、例え

ば高血圧とかいろんなリスクが高まってきて、

生まれる子供にも影響してくるというのは御指

摘のとおりでございまして、一番よく言われる

のは、35歳までぐらいが一番出産適齢期である

ということでありますので、そのことも含め、

今委員に御紹介いただきましたパンフレット等

でも取り上げているところなんですが。やはり

教育というものが非常に重要だと思いますので、

教育委員会等と連携して、若い世代に対する健

康教育を充実していきたいというふうに考えて
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おります。

○鳥飼委員長 いいですか。それでは、以上を

もって、こども政策課、こども家庭課の審査を

終了いたします。

執行部入れかえのため、暫時休憩いたします。

午後２時18分休憩

午後２時23分再開

○鳥飼委員長 委員会を再開いたします。

各課ごとの説明及び質疑が終了いたしました

ので、総括質疑に移りますが、先ほどの幼稚園

の耐震の状況は、報告があればお願いします。

○渡邊こども政策課長 耐震につきましては、19

施設がまだ未整備で残っているところでござい

ます。そういう中で計画的に整備を進めてきて

いるところでありまして、私ども毎年のように、

監査とか指導で伺うわけですけれども、そうい

う中で日常の保育に対して支障があるようなと

ころは、いずれもございません。そういう中に

あって、委員がおっしゃいましたとおり、耐震

の補強とか工事をする際には、事業主のほうの

負担も４分の１とか２分の１とか相当な金額が

出てまいりますので、そのあたりのところは事

業者のほうと施設主のほうとも協議をしながら

計画的に進めてまいりたいというふうに考えて

おります。

○鳥飼委員長 それでは、総括質疑に移ります。

福祉保健部の当初予算関連議案全般につきま

して、質疑をお願いします。

○黒木委員 常任委員会資料の５ページで戦争

体験継承事業がありますけれども、これを見て

みますと、県立図書館で資料展をやって、県内

の市町村、学校にも積極的にいろんな資料とか

を貸し出すということになっておりまして、希

望があれば同じような展示を県内あちこちでや

るというふうに考えてよろしいでしょうか。

○日髙国保・援護課長 平和祈念資料展示室と

いうのが宮崎県遺族会館内にあるんですけれど

も、ここに貸出セットというのを２組つくって

おりまして、貸出展示セットを積極的に貸し出

すというふうに考えておりまして、例年、平成25

年度につきましては、市町村の追悼式に８回、

小中学校の平和の学習に12回、合わせて20回ほ

ど貸し出しとか展示とかしてるんですけれど、

その展示セットというのを積極的に貸し出すと

いうことで考えているところでございます。

○黒木委員 県立図書館の１階のフロアでよく

いろんな展示をやってますけれども、あんまり

人が群がってるのを見たことがないもんですか

ら、宮崎市の人も余り行かないなと、そういう

展示がないなと思うんです。せっかくやるんで

あれば、県内いろんな人に見てもらうようになっ

ておりますけれども、そういう方向でやってい

ただきたいなと思ったもんですから、よろしく

お願いしときます。

○横田委員 健康増進課の166ページ、感染症等

予防対策費の10番に予防接種副反応健康状況調

査事業というのがあります。私も以前に、病気

にならないための予防医療といいますか、それ

を施すことで医療費全体を下げていくべきじゃ

ないかということで、ワクチン接種の公費助成

とか定期接種化の質問とかをしたことがあるん

ですけれど、おかげさまで肺炎球菌ワクチンと

か子宮頸がんワクチンとかが定期接種化になっ

たですよね。でも、残念ながら、子宮頸がん予

防ワクチンのほうがいろいろ副反応があるとい

うことで、今、とまっているような状況なんで

すかね。そういう状況になってる子宮頸がん予

防ワクチンの今の現状と、これからどうなるの

かというのをちょっと教えていただきたいなと
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思うんですけれど。

○瀧口健康増進課長 今御指摘がございました

子宮頸がんワクチンについてでございますが、

副反応らしき症状を呈する方が出まして、現状

においては、積極的勧奨は中止という状況でご

ざいます。ですから、打ちたい人については打

てる状況にございます。

国の状況でございますが、今後の再開に向け

て、そういった副反応の症例の集積であるとか、

あるいは副反応が出た場合の医療体制の整備。

県内においては、宮崎大学医学部附属病院がそ

の病院に指定されておりますので、もし出た場

合には、そういった医療機関で適切なケアを行

うというような状況になっているところでござ

います。

○横田委員 県内でもその副反応が出た事例と

いうのはあるんですか。

○瀧口健康増進課長 受けた人でそういった症

状を呈したということで、相談があったという

ことを聞いております。

○横田委員 マスコミ等でそういうのが報道さ

れると、なかなか打とうという気にならないん

じゃないかと思うんですけれども、将来どうい

う状況になるんでしょうか。ほとんど打たない

ということになるんでしょうか。

○瀧口健康増進課長 この子宮頸がんワクチン

の世界的な状況を見てみますと、日本以外の国

では大きな副反応があって接種を中止した国は

ございません。その副反応を検討している部会

においても、明らかなワクチンとその反応、症

状との因果関係が証明されないということは、

評価がされております。ただ、実際そういった

人がいるのも事実ですので、適切なケアを行い

ながら、予防が非常に大事ですから、ワクチン

を打てば、かなりの子宮頸がんを予防できます

ので、そういったところも進める。両方の形を

進めていく方向で動いていくものと思います。

○鳥飼委員長 そのほかございませんか。

私一つさせていただきます。

それでは、177ページ、こども家庭課の里親委

託促進事業についてお尋ねしたいと思います。

763万8,000円上がっておりまして、ここに里

親関係の経費が上がっておりますけれども、現

在の里親委託の関係、登録里親、委託里親の世

帯数及び登録児童の状況についてお尋ねします。

○徳永こども家庭課長 まず、登録里親世帯数

についてでございますが、現時点で、平成26年

度の12月初旬の状況でございますが、93世帯ご

ざいます。その中で里子の委託を受けている世

帯が50世帯、委託されている児童数が60人とい

うことになっております。

推移でございますけれども、里親登録数が平

成21年度が91人、平成22年度が95人、平成23年

度が102人、平成24年度が111人とふえてきたわ

けでございますが、里親の更新研修を５年ごと

に行うという制度が導入された関係で、更新を

受けずに、そのまま里親でなくなった方がいらっ

しゃいますので、平成25年度は93人に減ったと

いう状況でございます。

ちょっと高齢化等も進んでおりまして、実際

登録されている中で稼働されていなかった方が

大分更新されなかったという状況になっており

ます。

○鳥飼委員長 50世帯が60人の子供さんを受託

をしているということですけれども、この推移

自体はここをずっと見てみると、どんな感じな

んでしょうか。ふえてるとか減ってるとか。

○徳永こども家庭課長 委託児童数も順調に伸

びておりまして、平成20年度が56人であったも

のが、平成26年度が、先ほど言いましたように60
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人ということで、伸びてはきていると。

ただ、先ほど言いましたように、里親の登録

世帯数が伸びておりませんので、当然受け皿と

なる里親さんの数がふえない限りは、受託でき

る子供の数もふえないということでございます

ので、里親の新規掘り起こしというのに、今後

取り組んでまいりたいと考えてるところであり

ます。

○鳥飼委員長 わかりました。それと、もう一

つ。きょうの毎日新聞でしたかね、子供さんを

受託をして、実父母との面会を養父母といいま

すか、里親世帯の人たちが一緒に面会をして、

非常に感動を受けたということが、里親さんの

そんな記事も入ってたようなんですけれども。

子供さんをお預かりをして育てていくところ

では、いろんな苦労があってストレスとかある

と思うんですね。ですから、一時、刑事事件に

なったことも宮崎県でもあるんですが、その里

親家庭を支援をする体制、現状についてお尋ね

します。

○徳永こども家庭課長 里親支援の現状でござ

いますけれども、各児童相談所に里親を推進す

るための委託等推進員というものを置いており

ます。各児相に１名ずつの配置でございますけ

れども、そちらと児童福祉士が一緒になって里

親家庭を訪問して、いろんな状況を聞いたり、

日ごろの悩みを聞いたりと、そういったことを

実施しているところであります。

そのほか、レスパイトケアと言いまして、子

供を育てる上で非常にストレスがかかったとき

に、その子供を一時的に別の里親さんに委託し

たり、あるいは施設で預かったりとか、そういっ

た事業にも取り組んでいるところであります。

そのほか、地区別に里親会というのを組織し

ておりまして、その中でいろんな悩みを相談す

るようなサロンみたいなのをつくっております

ので、そちらのほうでストレスケアをしていく

というような取り組みも行っております。

○鳥飼委員長 施設養護から家庭養護といいま

すか、そういう流れが出ておりまして、日本の

場合は、施設のほうは極端に世界とすると多い

というのはありますから、そうした流れにはなっ

ていくだろうと思いますけれども。やはりそれ

を推進をしていくのと、子供さんのマッチング

といったらちょっと語弊がありますけれども、

お見合いをさせたりして、子供さんを引き取っ

ていただくということで、いろんな御苦労もま

たあると思いますので、その辺の支援もあわせ

てお願いしておきたいと思います。これは結構

です。

○中野委員 確認だけですが、当初のこの委員

会資料、この13ページの難病指定医の研修事業

の一番最後の受給者の推移の中の小児慢性は、

宮崎市を除くと書いてあるんですが、これは宮

崎市を省いた数字がごらんのとおりになってる

と思うんですが、宮崎市を除いた理由は何だっ

たでしょうか。

○瀧口健康増進課長 小児慢性特定疾病の医療

助成につきましては、中核市も実施主体となっ

ておりますことから、宮崎市在住の対象疾患を

お持ちの方への助成につきましては、宮崎市が

主体となって行っているものでございます。

○中野委員 これは宮崎市が中核市ということ

であらわしてないんですが。以前にも、宮崎市

保健所の管轄だということで、把握できない件

がありました。それで、ここは宮崎県全体です

から、いいところばっかり宮崎市はどんどん県

を利用して、逆に報告義務がないのかどうか知

りませんが、それはもう中核市だからというこ

とで、それを除いたところで把握するというの
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は、何かいまいち、宮崎県全体を捉えるときに、

全体像が見えないという形になりますよね。111

万3,000人の人口のうちの40万以上は、もう40％

に近いぐらいが宮崎市の人口で、６割だけのこ

とで宮崎県を見れば、数値の確認をすればいい

ということではないと思うんですよね。それで、

中核市があることで、いわゆる地方都市がしな

ければならないいろんな事業がありますよね、

あるいは施設があります。ここでは保健所の問

題があります。ほか、福祉保健部でもあるかも

しれません。そういうことで、何かこの連携が

とれないこととか把握できないこととか、そう

いうことで全体的に県民に対して正確な数字が

伝わらないとか、行政が行き届かないとか、そ

ういうことはないもんでしょうか。

○瀧口健康増進課長 小児慢性特定疾患につき

ましては、実施主体が宮崎市と宮崎県と分かれ

るわけなんですが、例えば認定審査会、この患

者さんが助成の対象になるかどうかは、宮崎市

と県が合同で設置しておりまして、その中で認

定審査を行っています。

また、宮崎市以外に居住の患者さんは、宮崎

市内の医療機関に通院されることが多いわけで

ございますので、また逆もありますが、県と宮

崎市が協力しながら、この小児慢性特定疾患の

医療助成支援については行っているところでご

ざいます。

○中野委員 言いたいのは、せっかくここは宮

崎県ですから、中核市が把握すればいいことも

あるでしょうが、それも含めて、統括して相対

的に何か捉えて、そして我々に報告する、そし

て、行政もしていくという形のほうがいいよう

な気がするんですよね。

例えば、福岡県の場合は、ここの中核市より

もグレードが高い政令都市が２つあるわけで

しょう。それで、あそこには中核市もあります

よ、２つか、３つか。そうすると、残ったとこ

ろだけを把握すればいいとなれば、福岡県って

何だろうということになりますよね。神奈川県

なんかは政令都市が３つもありますからね、横

浜、川崎、相模原。そこのまた残ったところは

ほんのわずかになると思うんですが、どうなん

だろうかという気がしてならんとですよ。

できたら、やはり中核市の分だからといわず

に、それも含めて、あるいはそれが問題であれ

ば、そうでない数字と２段書きで書くとか、括

弧書きで書くとかして我々にも県全体が把握で

きるようなことにしてほしいと、こう思うんで

す。ここは数字の問題だけれど、あることでは

大変問題になるところでしたよ。

○瀧口健康増進課長 議員の御指摘はよく理解

できるところでございますので、今後はそのよ

うに善処していきたいと思います。

○鳥飼委員長 以上で総括質疑を終わります。

それでは、請願の審査に移ります。

まず、継続請願第56号「子どもの医療費無料

化を小学校卒業まで引き上げることを求める請

願」についてでございますが、概要説明を以前

受けたんですが、再度、概要の説明をお願いし

たいと思います。

○渡邊こども政策課長 県の制度でございます。

まず、助成対象ですけれども、小学校入学前ま

でとしております。また、自己負担額を設けて

おりまして、入院は350円、そして入院外、つま

り通院になりますけれども、通院は年齢によっ

て異なりますけれども、350円または800円とし

ております。その上で市町村に対しまして、自

己負担分を差し引いた医療費の２分の１を補助

金として交付しておりまして、平成26年度の県

の補助金額は約９億6,000万円となっておりま
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す。

なお、市町村の多くは、県の定めた助成対象

ですとか、自己負担額の基準を拡大して実施し

ているところでございます。以上でございます。

○鳥飼委員長 もう一つ。請願は、この引き上

げを求めてるもんですから、子育て支援乳幼児

医療費助成制度を小学校卒業まで無料とした場

合の県の負担額の見込み、大まかで結構なんで

すけれども、そこもお示しください。

○渡邊こども政策課長 小学校卒業まで無料と

した場合でございますけれども、対象者の数が

小学校入学前、現在、６歳まででございますけ

れども、それが小学校卒業ということになりま

すと12歳ということになりますので、ちょうど

２倍になります。

また、医療保険の自己負担割合ですけれども、

小学校入学前までは２割負担ですけれども、小

学校に入りますと３割負担になります。この自

己負担割合の増に伴う負担増も発生するという

ことになります。

そういったことで、詳細な試算はいたしてお

りませんけれども、これらのことを考慮いたし

ますと、県の負担額は少なくとも、現在約10億

円の予算の２倍程度の予算が必要になると考え

ているところでございます。

○鳥飼委員長 ありがとうございました。

それでは、他県の状況と今後の取り組みもあ

わせてお願いします。

○渡邊こども政策課長 乳幼児医療費助成制度

でございますけれども、これは現在、全ての都

道府県で実施されておりますけれども、その助

成の中身といいますのはさまざまでございます。

御参考までに、九州・沖縄８県の入院をした

際の助成内容を例に御説明を申し上げますと、

まず、対象年齢につきましては、就学前までと

している県が、本県を入れまして５県と最も多

く、中学校卒業までとしているところが２県、

４歳未満というところが１県となっております。

また、自己負担の限度額ですけれども、本県

は月額350円としておりますが、長崎県は800円、

佐賀県は1,000円、熊本県は3,000円という状況

でございます。

この制度に対する今後の県の取り組みという

ことでございますけれども、先ほども申し上げ

ましたとおり、この医療費助成制度は全ての都

道府県で行われておりまして、そういったよう

なことを踏まえますと、このような制度は、本

来、国の責任において、全国で統一的に行われ

ることが望ましいと考えているところでござい

ます。これまでも全国知事会などを通じて、国

に対して標準的な制度の枠組みの設定ですとか、

必要な財源の確保について要望を行っていると

ころであります。

今後とも、さまざまな場を通じまして、国に

要望をしてまいりたいと考えております。以上

でございます。

○鳥飼委員長 ありがとうございました。

私のほうからここでいろいろお聞きしました

けれども、委員の皆さん方から質疑ございませ

んか。よろしいですか。

次に、新規請願第69号「国の難病政策に関す

る請願」について、執行部からの説明をお願い

します。

○瀧口健康増進課長 小児慢性特定疾患の医療

費助成制度の概要について御説明を申し上げた

いと思います。

小児慢性特定疾患の医療費助成制度は、厚生

労働省の通知によりまして、昭和49年、1974年

からスタートしているところでございます。平

成17年に児童福祉法に位置づけられまして、514
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疾患が対象となりましたが、本年１月の改正児

童法の施行に伴い、704疾患に対象が拡大してい

るところです。

対象疾患は、長期にわたる療養と医療費の負

担を伴うなどを要件としておりまして、代表的

な対象疾患としては、糖尿病、がん、白血病、

慢性心不全、低身長などが上げられます。

医療費助成の対象として認定されますと、１

カ月当たりの医療費の自己負担の上限が所得に

応じて、最高でも１万5,000円までと軽減される

こととなっております。

18歳未満の児童が対象となりますが、引き続

き治療が必要と認められる場合には、20歳に達

する前まで助成が延長されることとなっており

ます。

都道府県、政令指定都市、中核市が実施主体

となっておりまして、現在、本県の助成対象人

数は約790人でございます。

説明は以上です。

○鳥飼委員長 ありがとうございました。それ

で、先ほどの審査の中でも議論になりましたけ

れども、現行の小児慢性特定疾患制度、この疾

病制度の問題点というふうにして通常言われて

いるようなことについて、ちょっと御説明をく

ださい。

○瀧口健康増進課長 小児慢性特定疾病につき

ましては、児童福祉法により、原則18歳未満ま

でが医療費助成の対象になっております。この

ことから、成人以降の医療費助成が受けられな

い状況でございます。

その理由といたしましては、小児慢性特定疾

病の多くが、発病の機序や治療方法が確立して

おりまして、いわゆる難病の定義である原因不

明、治療方法が未確立の疾病には該当していな

いことから、年齢制限のない難病医療法の対象

にはならないことによるものでございます。

○鳥飼委員長 ありがとうございました。

それと、もう一つ。小児慢性特定疾病のうち

の難病の医療費助成対象疾患になっているのは、

どれくらいあるんでしょうか。

○瀧口健康増進課長 小児慢性特定疾病対象疾

患のうち、約１割程度に当たる80疾患程度が現

在の難病、現時点では110疾患ございますが、そ

の難病の医療費助成の対象となっているところ

でございます。

○鳥飼委員長 ありがとうございました。今、

私のほうから少し何点かお聞きしましたけれど、

委員の皆さん方から質疑ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼委員長 ないようですので、以上をもっ

て福祉保健部を終了いたします。執行部の皆さ

ん、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時49分休憩

午後２時54分再開

○鳥飼委員長 委員会を再開いたします。

まず、採決についてですが、委員会日程の最

終日に行うことになっておりますので、10日に

行いたいと思います。開会時刻は13時としたい

のですが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼委員長 それでは、そのように決定いた

します。

そのほか、何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼委員長 それでは、以上をもちまして本

日の委員会を終わります。

午後２時54分散会
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午後０時59分再開

出席委員（７人）

委 員 長 鳥 飼 謙 二

副 委 員 長 二 見 康 之

委 員 星 原 透

委 員 中 野 一 則

委 員 横 田 照 夫

委 員 黒 木 正 一

委 員 図 師 博 規

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 鬼 川 真 治

総務課主任主事 橋 本 季士郎

○鳥飼委員長 委員会を再開します。

まず、議案の採決ですが、議案につきまして、

議案ごとがよろしいでしょうか。一括がよろし

いでしょうか。

〔「一括」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼委員長 一括でよろしいですか。それで

は、一括して採決いたします。

議案第１号、第４号、第20号、第24号、第27

号、第36号、第39号、第40号、第50号、第51号、

第54号、第66号、第71号、第72号、第78号につ

きましては、原案のとおり可決することに御異

議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼委員長 御異議なしと認めます。よって、

議案第１号外14件につきましては、原案のとお

り可決すべものと決定いたしました。

次に、請願の取り扱いについてであります。

まず、請願第56号「子どもの医療費無料化を

小学校卒業まで引き上げることを求める請願」

の取り扱いについてですが、いかがいたしましょ

うか。何か御意見等がございましたら、よろし

くお願いします。

○図師委員 私から。請願紹介議員にもなって

おりますので、紹介議員になった経緯と申しま

すのが、願意はもちろん理解できるところであ

りますし、実は私、地元児湯郡ではもう木城町

も新富町も中学校卒業までが医療費が無料化に

なっております。もちろん財源確保がかなり厳

しいというのは、よく理解しておるところなん

ですが、重点政策の一つとして、人材育成と知

事も掲げてらっしゃいますので、子供の医療費

の無料化拡充というのは取り組んでいただけれ

ばという思いで紹介議員になったところであり

ます。以上です。

○鳥飼委員長 そのほか、御意見ありませんか。

○横田委員 これを行うには、財源としても２

倍以上の財源が必要だということですし、全国

知事会としても、もう全国一律でやってほしい

ということで要望も出されているようですので、

採決ということでお願いしておきます。

○鳥飼委員長 そうしますと、採決ですね。採

決ということでよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼委員長 請願第56号については、採決の

意見がございますので、お諮りいたします。

この際、請願を採決することに御異議ありま

せんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼委員長 それでは、請願第56号の賛否を

お諮りいたします。

請願第56号について、採択すべきものとする

平成27年３月10日(火)
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ことに賛成の方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○鳥飼委員長 挙手少数。よって、請願第56号

は不採択とすることに決定いたしました。

次に、請願第69号「国の難病政策に関する請

願」の取り扱いはいかがいたしましょうか。

〔「採決」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼委員長 請願第69号については、採決と

の意見がございますので、お諮りいたします。

この際、請願を採決することに御異議ありま

せんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼委員長 それでは、請願第69号の賛否を

お諮りいたします。

請願第69号について、採択すべきものとする

ことに賛成の方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○鳥飼委員長 挙手全員。よって、請願第69号

は採択とすることに決定いたしました。

ただいま請願第69号が採択となりましたが、

請願第69号は意見書の提出を求める請願であり

ます。

お手元に配付の小児慢性特定疾病の医療費助

成制度の拡充を求める意見書について、何か御

意見はありませんか。中を見てください。おと

といですか、配っておきましたけれど。よろし

いですか。

それではお諮りいたします。

意見書案につきましては、案文のとおりとし、

当委員会発議とすることに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼委員長 御異議ありませんので、そのよ

うに決定いたします。

次に、閉会中の継続審査についてお諮りいた

します。

福祉保健行政の推進及び県立病院事業に関す

る調査につきましては、継続審査といたしたい

と思いますが、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼委員長 御異議ありませんので、この旨

議長に申し出ることといたします。

次に、委員長報告骨子（案）についてであり

ます。委員長報告の項目として、特に御要望等

はありませんか。

暫時休憩します。

午後１時６分休憩

午後１時７分再開

○鳥飼委員長 委員会を再開いたします。

委員長報告につきましては、正副委員長に御

一任いただくことで御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼委員長 では、そのようにいたします。

そのほか、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼委員長 それでは、以上をもちまして委

員会を終了いたします。

午後１時７分閉会


